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　我が国の産業教育が法制化されたのは、明治���（����）年��月に公布され
た農学校通則がその最初とされております。それから数えて平成���（����）
年�は���年に当たり、これを記念して財団法人産業教育振興中央会では、平
成���（����）�年��月��日�（木）�に皇太子殿下の御臨席を仰ぎ、産業教育���年
記念式典が盛大に挙行されました。
　大阪府においても、平成���（����）�年度は産業教育���周年記念の年であ
り、大阪実業教育協会創立��周年並びに大阪産業教育振興協議会の両団体
の協力を得て、教育界、産業界、行政の三者が相寄って、大阪府産業教育
���年記念会を組織いたしました。
　本記念会は、大阪府における産業教育の過去からの歩みを回顧するとと
もに、将来の進展を期することを目的として結成されたものであります。
本誌もその記念事業の一環として企画され、多くの方々のお力添えを得て、
このたび刊行の運びとなりました。
　また、本誌は、昭和���（����）�年�月に刊行された大阪府産業教育���年記
念誌に続くものとして、それ以降の本府における産業教育��年間の変遷と
現状をそれぞれの分野ごとに網羅いたしました。
　本誌の刊行に当たり、資料提供など格段のご尽力を賜りました関係教育
委員会並びに関係の皆様方のご苦労に心から感謝の意を表しますとともに、
ご多用にもかかわりませず各分野を執筆いただいた諸氏に対し、心から御
礼を申し上げます。
　おわりに、本誌が本府産業教育の使命達成の羅針盤ともなり、今後一層、
本府の産業教育が発展することを衷心より願っております。

平成��年�月
大阪府産業教育���年記念会会長

（大阪実業教育協会会長）

　　川　上　　哲　郎
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　��学習指導要領の変遷
　���教育課程審議会答申の概要
　��理科教育及び産業教育審議会答申の概要
　��提言等
　��施設・設備の改善
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　��大阪府学校教育審議会答申
　��大阪府立工業高等専門学校の学科改編
　��大阪府立工業高等専門学校あり方検討会議
　��学科改編�（農業・工業）
　��定時制への普通科の設置・総合募集
　��総合学科の設置
　��就業体験�インターンシップ�の実施
　��教育改革プログラム
　　　「全日制府立高等学校特色づくり・再編整備計画（全体計画）」
　��教員の資質向上
　���専門学科第一次入学者選抜等

�������	
�
　��大阪市産業教育審議会
　��大阪市高等学校教育審議会
　��学科改編等
　��高大連携
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　��堺市の動向
　��岸和田市の動向
　���学科改編等
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　��全国農業高等学校長協会
　��全国工業高等学校長協会
　��全国商業高等学校長協会
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　��産業教育フェア等
　��体験入学・学校見学会
　��研修
　��職業学科における外部講師招聘事業
　��職業資格取得
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　学校教育法施行規則（昭和��年文部省令第��号）
第��条の�及び第��条の�の規定に基づき、高等学
校学習指導要領（昭和��年文部省告示第���号）の全
部を次のように改正する。�ただし、�この告示による改
正後の高等学校学習指導要領が適用されるまでの高
等学校学習指導要領の特例については、別に定める。
　平成元年�月��日

文部大臣　　西岡　武夫
　文部省は、臨時教育審議会（以下「臨教審」）、第��
期中央教育審議会（以下「中教審」）の答申などを踏
まえて、昭和���（����）�年�月に教育課程審議会（以下
「教課審」）に教育課程の基準の改善を諮問し、昭和��
�（����）�年��月に答申を受けた。これに基づいて高等学
校学習指導要領（以下「学習指導要領」）が改訂され、
平成元�（����）�年�月に告示、平成��（����）�年度から学
年進行により実施された。
　改訂に先立ち、教課審答申で示された改善のねらい
は、①豊かな心をもち、たくましく生きる人間の育成、
②自ら学ぶ意欲と社会の変化に主体的に対応できる能
力の育成の重視、③国民として必要とされる基礎的・
基本的な内容を重視し、個性を生かす教育の充実、④
国際理解を深め、我が国の文化と伝統を尊重する態度
の育成の重視の四つである。これは個性尊重の教育、
生涯学習社会への移行などを提言した臨教審答申など
を背景にしたものである。
　学習指導要領の主な改訂事項としては、次のような
ものがあげられる。
①　卒業に必要な単位数などは従前のままであるが、
女子のみ必修だった家庭科の男女必修化、社会科の
地理歴史科と公民科への再編と世界史の必修化など
に伴い、必修教科・科目及び単位数が増加された。
②　普通教育に関する教科は従前より��科目増、職業
教育に関する科目は��科目増と大幅に増やされ、よ

り多様な選択を可能にするとともに、生徒が自由に
選択履修することができるようになった。
③　設置者の判断で普通科においても「その他の科目」
及び「その他特に必要な教科」の開設が可能となり、
このうち��単位までを卒業に必要な単位数に含める
ことができるようになった。
④　職業教育を主とする学科においては、学習指導要
領が示すもの以外でも、設置者の判断で必要な場合
は複数の分野にまたがる学科を設置することができ
るようになった。
⑤　全日制の課程において、授業は年間��週を標準と
することは従前のままであるが、特に必要な場合、
各教科・科目の授業を特定の学期又は期間に行うこ
とができるようなった。
⑥　各教科・科目の内容を学期の区分に応じて�単位
ごとに分割して指導することもできるようなった。
⑦　�単位時間は��分を標準とすることは従前のまま
であるが、教科・科目の特質等に応じて授業の実施
形態を弾力化できることが明確化され、単位時間の
弾力的運用の推進が図られた。
⑧　留年が中退者増加の原因の一つであることを考慮
して、高校段階は単位制が併用されていることを踏
まえ、各学年の課程の修了認定を弾力化するよう配
慮することが示された。
⑨　卒業までに履修させる「教科・科目及びその単位
数」を各学校が定めることは従前のままであるが、
修得については「単位数」を定めるにとどめ、履修
と修得の区別の明確化が図られた。
⑩　定時制及び通信制の課程において、入学後の大学
入学資格検定試験合格科目に加えて、入学以前の合
格科目も高校の単位として認定できるようになった。
⑪　ホームルーム活動とクラブ活動については、それ
ぞれ週当たり�単位時間以上を配当するとしていた
ものを、合わせて�単位時間以上を配当すると改め、
さらにクラブ活動については部活動で代替できるよ
うになった。�
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　学校教育法施行規則（昭和��年文部省令第��号）
第��条の�及び第��条の�の規定に基づき、高等学
校学習指導要領（平成元年文部省告示第��号）の全
部を次のように改正する。この告示による改正後の
高等学校学習指導要領が適用されるまでの高等学校
学習指導要領の特例については、別に定める。
　平成��年�月��日
　　　　　　　　　　　　　文部大臣　　有馬　朗人
　文部省は、平成���（����）�年�月に学習指導要領を前
述のように告示した。今回の改訂の基本的なねらいは、
平成���（����）�年�月の教課審の答申を受けて、完全学
校週五日制の下で、「ゆとり」の中で「特色ある教育」
を展開し、生徒に自ら学び自ら考え「生きる力」を育
成することである。これに基づいて、学習指導要領を
改訂の上、平成���（����）�年�月に告示、平成���（����）
�年度から学年進行により実施された。
�������	

　教課審答申のうち、教育課程の基準の改善のねら
いに見られるように、次の�点が基礎的なねらいと
してすえられている。�
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　完全学校週五日制のもとで、修得単位数を削減す
るとともに、将来いずれの進路を選択する生徒にも
共通に履修させるものとして、国が定める必修教
科・科目の最低単位数を削減する。他方、学校・生
徒の選択の幅を広げ、主体的・自立的な学習を推進
し、選択科目や学校設定科目の履修をとおして、生
徒の興味・関心、進路希望等に応じ、それぞれの分
野について、より深く高度に学ぶ仕組みを整え、そ
れぞれの能力を十分伸ばすことをめざした高校教育
を展開する。
��������

　高校の教育課程は、各教科・科目、特別活動に�「総

合的な学習の時間」を加えて構成する。普通教科に
必修教科「情報」、専門教科に教科「情報」、「福祉」
を新設する。
　普通科においては、現行�教科が情報の新設によ
り��教科となり、この情報と外国語が新たに必修教
科となった。�また、科目数は、例えば理科の「ＩＡを
付した科目」等が総合的な性格を持った科目に統合
されたため、現行の��科目から��科目に再編された。
�����������	
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　高校の卒業に必要な各教科・科目の修得総単位数
については、全日制、定時制及び通信制の課程の区
別にかかわりなく、高校の卒業に必要な修得総単位
数は同じであることが適切であるという考えのもと
に、卒業に必要な修得総単位数は、完全学校週五日
制の実施に伴う授業時数の減少を考慮し、現行の��
単位以上を��単位以上とすることとなった。
　また、必修教科については、国語、地理歴史、公
民、数学、理科、保健体育、芸術、家庭に加え、外
国語、情報の��教科になった。
　保健体育を除く全教科が選択必修になり、複数の
科目の中から選択的に履修できるようにする選択必
修を基本に、必修科目が設定された。そのため、こ
れまでは必修として�科目に限定されていた国語、
数学についても、複数科目から選択できるように
なった。
　必修教科・科目の最低合計単位数は、現行では、
普通科は��単位、専門学科及び総合学科は��単位と
なっているが、すべての学科において��単位とする
こととなった。
����������	
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　専門学科における専門教育に関する各教科・科目
の必修単位数は、高校の卒業に必要な修得総単位数
及び必修教科�・�科目の単位数の削減のほか、�生徒の多
様な実態に応じた教育課程の編成を可能にするなど
の観点から現行の��単位以上が��単位以上となった。
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　全日制の課程における週当たりの標準授業時数に
ついては、完全学校週五日制の実施に伴い、現行の
��単位時間を��単位時間に削減することとなった。
　また、特別活動の授業時数については、クラブ活
動の廃止伴い、��単位時間のうち、��単位時間は授
業、�単位時間以上がホームルーム活動となった。
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　「総合的な学習の時間」については、卒業までに
���～���単位時間を配当し、�～�単位を付与する。
�「総合的な学習の時間」のねらいは、①自ら課題を見
つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、より
よく問題を解決する資質や能力の育成（生きる力の
育成）②学び方やものの考え方を身に付け、問題の
解決や探究活動に主体的、創造的に取り組む態度を
育て、自己の在り方生き方を考えられるようにする
ことである。
　学習活動の例として、①国際理解、情報、環境、
福祉・健康などの横断的・総合的な課題についての
学習活動　②生徒が興味・関心、進路等に応じて設
定した課題について、知識や技能の深化、総合化を
図る学習活動　③自己の在り方生き方や進路につい
て考察する学習活動の�点があげられている。高校
においては、課題研究など特定の課題について探究
し、研究報告書にまとめたり、作品を制作するなど
が考えられる。
��������	
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　現行の学習指導要領では、「その他の科目」、「その
他特に必要な教科」と示されているが、今回の改訂
でそれぞれ「学校設定科目」、「学校設定教科」と改
められた。現行の学習指導要領では、教科・科目の
名称、目標、内容、単位数などを学校の設置者が定
めるとしているが、これを改め、教科・科目の新設
については学校裁量となった。
　なお、この教科・科目を卒業単位に含むことがで
きるのは、現行と同じ��単位までとなっている。
��������	
��

　�単位時間を��分とし、��単位時間の授業を�単
位として数えるのは従来どおりであるが、今回の改
訂で授業の�単位時間については、各学校において
各教科・科目等の授業時数を確保しつつ、生徒の実
態及び各教科・科目等の特質を考慮して適切に定め
ることとなった。
�������	
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　教育課程の編成に当たっての配慮事項の中で、現
在及び将来の生き方を考え行動する能力や態度を育
てるようにするため、「ホームルーム」や「産業社
会と人間」等の科目などをとおして、ガイダンス機
能の一層の充実を図ることが求められている。
　また、教員間の協力体制を強化するとともに、生
徒の習熟の程度に応じた弾力的な学習編成を行うな
ど、指導方法や指導体制を工夫・改善することが述

べられている。
　我が国の学校教育では、旧来、画一、一斉、横並
び、結果の平等意識が強く、生徒の才能を発見し、
その才能を伸ばす教育が十分でなかったといえる。
多様化された教育課程の中には、相応の能力を持ち、
しかも学習意欲の高い生徒が求めるより高度な学習
内容に対応した科目が設置されているだけに、生徒
の能力・適性などに配慮した教育を徹底することが
望まれる。
　さらに、今日の高度情報通信社会に対応するため、
各教科・科目の指導に当たっては、コンピュータや
情報通信ネットワークを一層活用し、生きる力を身
に付けさせることが必要である。教科「情報」の中
の「情報Ａ」、「情報Ｂ」、「情報Ｃ」の選択必修をと
おして、情報についての科学的な理解と情報活用の
実践力、情報化社会に参画する態度等を育成すると
ともに、他教科・科目においても情報活用を十分視
野に入れ指導することが大切である。
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　新学習指導要領における専門教科に関する記述
の量は、現行の学習指導要領の���倍となってい
る。また、現行の学習指導要領では「各教科」と
して普通教科と同じ章に入っているのに対して、
新学習指導要領においては、「専門教育に関する
教科」として独立した章で設けられているなど、
構成上改善が図られた。
　専門教科に関する記述が���倍にもなった理由
は、従来の学習指導要領においては各専門科目の
内容を項目のみ示していたのに対して、新学習指
導要領では普通科目と同様に各科目の内容、取り
扱い方などを明記したためである。この背景には、
従来の記述が簡略であったため、教科書の内容や
授業がややもすると高度になりすぎる傾向がある
ことに歯止めをかけ、専門教育における基礎・基
本的な内容をより重視しようという意図がある。
　学習指導要領の改訂のもとにされた教課審答申
及び理科教育及び産業教育審議会（以下「理産審」）
答申においては、社会の変化や科学技術の進展に
伴って「卒業後すぐに特定の産業分野に従事する
ことを前提とした教育課程では、社会のニーズや
生徒の希望に十分に対応できなくなっている」（理
産審答申）と指摘し、「将来のスペシャリストとし
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て必要な専門性の基礎的・基本的な知識と技能を
確実に習得させる」（教課審答申）ことを求めて
いる。これは平成��（����）�年�月に文部省の「職
業教育活性化調査研究協力者会議」がまとめた報
告書「スペシャリストへの道」に端を発するもの
で、高校での専門教育は、高等教育機関や職能開
発施設、ひいては生涯学習全体をとおした継続教
育の基礎・基本となる部分を担うべきだという考
え方に立脚している。このため、今回の専門教
科・科目の改訂は、基礎・基本の重視という方針
で貫かれているといえる。
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　理産審答申は、専門教育の改善の視点として基
礎・基本の重視のほかに、「社会の変化や産業の展
開」、「地域の産業界とのパートナーシップの確
立」、「各学校の創意工夫を生かした教育の展開」
などをあげている。
　新学習指導要領では「社会の変化や産業の動向」
への対応として、専門教科では新たに「情報」と
「福祉」が創設された。これにより従来は商業や
工業、家庭などの学科の中で、いわゆる小学科に
過ぎなかった情報、福祉が工業などと並んで独立
した大学科として誕生することになった。
　「個性を伸ばす教育」では、学科によって�～�
科目と異なっていた専門学科の原則履修科目数が、
各学科とも�科目に統一された。原則履修の�科
目は、「工業技術基礎」など基礎的・基本的内容
で構成される科目と、「課題研究」など問題解決能
力を育てる科目の�種類に分けられた。
　「産業界とのパートナーシップ」の対応では、学
習指導要領総則の指導計画作成の配慮事項の中で、
職業教育については、「就業体験の機会の確保」に
ついて配慮することが強調され、現行の「現場実
習」が「就業体験」に代替変更された。その上で、
「実習時間数の合計の��分の�以内」とされてい
た代替措置の時数制限が撤廃された。このほか、
「各学校の創意工夫」の関係では、学習指導要領
の別表に示されていた��学科に上る標準的学科の
例示が廃止され、独自で学科の名称が決められる
ようになった。
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　新学習指導要領では、専門教科・科目が現行の��
教科���科目から��教科���科目に再編されている。
　また、「家庭」は学習指導要領の構成上、普通教

科と専門教科が一緒になっていたが、新学習指導要
領では、専門教科の章が独立したため、普通教科の
「家庭」と専門教科の「家庭」に分けられた。
　主要な教科・科目の改訂の要点は、次のとおりで
ある。
������

　現行の��科目が��科目に削減された。原則履修
科目は、「農業基礎」、「農業情報処理」、「総合実
習」、�「課題研究」の�科目から、「農業科学基礎」
又は�「環境科学基礎」いずれか�科目と、「課題研
究」の�科目となった。新設科目は、原則履修科
目の「環境科学基礎」と農村機能を活用した余暇
活動の展開に必要な知識・技能を習得させる「グ
リーンライフ」の�科目である。このほか、「生物
工学基礎」はバイオテクノロジーの急速な進展に
対応するため、「植物バイオテクノロジー」、「動
物・微生物バイオテクノロジー」に再構成して内
容が充実された。「養蚕」、�「農地開発」、「食品製造
機器」の�科目は削除された。
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　現行の��科目が��科目に削除された。原則履修
科目は、「工業基礎」、「実習」など�科目から、「工
業技術基礎」、「課題研究」の�科目となった。科
目の目標に環境問題への配慮が付け加えられてい
るものの、科目構成では新設科目はない。ただし、
「化学工業安全」、「環境工学」�、「環境保全」�の�科
目は「地球環境科学」に整理統合され、地球環境
への安全や管理運営に関する知識・技術の習得な
どの内容が盛り込まれている。科目の名称では、
「コンピュータ応用」がマルチメディアのハード
技術の包含により「マルチメディア応用」、また、
国際化への対応として「工業英語」が「工業技術
英語」に変更された。「造船工学」、「工業計測技
術」、「地質工学」の�科目は削除された。
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　現行の��科目が��科目に削減された。原則履修
科目は、「総合実習」、「課題研究」から「ビジネ
ス基礎」、「課題研究」の�科目となった。教科の
目標の中に「ビジネスに対する望ましい心構えや
理念を身に付けさせる」ことが追加されるととも
に、科目「経営活動」が「ビジネスの諸活動」に
名称変更された。新設科目は、原則履修科目の
�「ビジネス基礎」�科目のみである。このほか、
サービス経済化への対応として「流通経済」、「商
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品」が「商品と流通」、国際化への対応として「商
業経済」、「経営」、「国際経済」の�科目が「国際
ビジネス」、情報化への対応として「情報管理」、
「経営情報」の�科目が「ビジネス情報」に整理
統合された。
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　現行の��科目が��科目に削減された。科目「水
産一般」が「水産基礎」、「漁場環境」が「海洋環
境」に名称変更されたほか、新科目として「ダイ
ビング」が設けられた。
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　現行の��科目が��科目に削減された。新設科目
の「生活産業基礎」は、生活産業のサービス化に
対応するため原則履修科目として、「食文化」は調
理師試験の受験資格改正に伴うものとして設けら
れた。また、少子化対応として「保育原理・技術」、
「小児保健」、「児童心理」、「児童福祉」の�科目
が、「発達と保育」と「児童文化」の�科目に整
理統合された。このほか、科目「服飾デザイン」
が「ファッションデザイン」、「食物」が「フード
デザイン」、「住居」が「リビングデザイン」にそ
れぞれ名称変更されたほか、�「家庭経営」、�「被服管
理」の�科目が削除された。
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　教科の目標、科目構成は現行どおりである。高
齢化の進展を受けて、科目「成人看護」が「成
人・老人看護」に名称変更され、在宅看護などの
内容が充実された。
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　情報化の進展に対応して新たに創設された教科
で、「情報と表現」、「アルゴリズム」、「情報システ
ムの開発」など��科目で構成されている。原則履
修科目は、「情報産業と社会」と「課題研究」の
�科目である。教科の目標は、「情報の各分野に
関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ、
高度情報通信社会の諸課題を主体的、合理的に解
決し、社会の発展を図る創造的な能力と実践力を
育てること」と示されている。工業や商業など従
来の産業の枠にとらわれずに、情報産業関連分野
に従事するための基礎・基本を育成することがね
らいである。情報に関する学科では、情報に関す
る科目の総授業時数の��分の�以上を実験・実習
に当てることとされている。
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　情報と同様に新たに創設された教科で、「基礎
介護」、「社会福祉援助技術」など�科目で構成さ
れている。原則履修科目は、「社会福祉基礎」と
「社会福祉演習」の�科目である。社会福祉の基
礎的・基本的な知識と技術を総合的・体験的に習
得させることが教科の目標として示されている。
介護保険の実施などに伴い、介護福祉士、ホーム
ヘルパーなどの人材育成をねらいとしたものとい
え、介護福祉士の受験資格を満たす教育内容と
なっている。また、福祉に関する学科では、福祉
に関する科目の総授業時数の��分の�以上を実
験・実習に当てることとされている。�
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　昭和���（����）�年�月に文部大臣から「高等学校にお
ける今後の職業教育の在り方について」の諮問を受け、
産業教育分科会において審議が行われた。
　文部省においては、昭和���（����）�年�月から産業教
育教科調査委員会議を発足させ、エレクトロニクス、

サービス経済、勤労体験学習の三つの部会を設けて専
門的立場からの検討が進められるとともに、企業に対
して工業及び商業高校の卒業者に対する評価や今後の
職業教育の改善に関するアンケート調査が実施された。
その後、審議のまとめが公表され、昭和���（����）�年�
月に答申された。

（中略）
　本審議会では、このような認識のもとに高校におけ
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る今後の職業教育の在り方について、次のような改
善・充実等を図る必要性を提言している。
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　職業学科は、特定の職業分野にかかわる専門教育
を効果的に実施するためのものであり、現在では、
農業、工業、商業、水産、家庭及び看護の分野ごと
にさらに専門分化したいわゆる小学科が地域の実情
等に応じて置かれている。
　職業学科の構成ついては、設置者において産業経
済の発達状況や地域性などを勘案しながら判断すべ
きものであるが、生徒の発達段階や進路意識の成熟
度などから見て、あまり特定の専門分野に細分化し
過ぎることのないよう、国が高等学校学習指導要領
において標準的な学科として総合的ないし基幹的な
ものにとどめるよう配慮を求めている。
　今後の技術革新の進展や社会的需要等に伴って、
高等学校の職業教育として新たに導入したり、充
実・強化を図ったりすることが必要な専門分野も出
てくることから、変化に適切に対応できるための学
科の統合と分化について不断の検討を続けること。
その際、既存の学科の改組・転換についても考慮す
ることが必要である。
　また、多様な魅力のある職業教育を行っていくた
めには、職業学科そのものを特色あるものにしてい
くことも重要である。職業学科の設置や運営に当
たっては、将来の進路が明確な生徒に対して特定の
専門分野を深める学科、ある専門分野における基礎
的・共通的な内容を幅広く履修させる学科（例えば、
工業に関する学科では、「工業基礎」、「工業数理」、
「製図」などの基礎的・共通的な内容を主として履
修させる学科など）あるいは農業、工業、商業等の
学科区分を超えたいわば複合的な内容の学科など
種々の観点を考慮し、十分その特色が発揮されるよ
う努めていく必要がある。
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　我が国における経済社会の変化に対応して職業学
科の教育内容の適切な改善・充実がなされる必要が
あるが、その主なものとしては、まず、社会の情報

化への対応があげられる。
　我が国は、今後、情報処理分野や電気通信分野に
おける技術革新の進展に支えられて高度情報社会に
移行し、農業における生産環境情報システム、流通
業における販売情報管理、交通分野等の座席予約
サービス、医療におけるコンピュータ利用の診断シ
ステムなどに見られるように、産業の各分野にわ
たって情報の生産、流通がますます増大することが
予測される。このため、商業や工業における情報関
連学科の教育内容の改善・充実とともに、それ以外
の職業学科においても、それぞれの専門分野に関す
る情報を効果的に利用できるためのソフトウェアに
関する基礎的な知識・技術を身に付けさせる教育が
必要とされてきている。このような教育が各職業学
科において進められるよう、商業や工業以外の学科
にも情報に関する基礎的科目を新設することなどを
検討することが必要である。
　また、我が国においては、所得水準の上昇や国民
の生活関心の変化などから、社会のサービス需要が
増加しつつあり、情報サービス、リース等の対事務
所サービスや健康、観光、福祉等の対個人サービス
などサービス業の多様な展開が見込まれている。商
業に関する学科においては、従来、物の売買と事務
に関する内容を中心としていたが、今後、このよう
なサービス業関連の内容についても一層配慮してい
く必要があり、商業の教科にこれらの産業の経営管
理に関する知識・技術を習得させる科目を新設する
ことなども研究すべきである。一方、家庭に関する
学科にあっても、国民の生活関心の多元化や女性の
職場進出等による家事労働の代替外部サービスへの
依存傾向を受けて、生活関連サービス業に従事する
人材の養成を図ることができるよう、教育内容の改
善を進めていく必要がある。
　農業・水産分野においては、今後の新しい技術と
してバイオテクノロジーが進展しており、これへの
対応が課題となっているので、農業・水産に関する
学科における教育内容として、これに対する一層の
配慮が必要である。
　さらに、新金属・無機材料を含む新素材について
も、金属・窯業等工業に関する学科において、その
指導に配慮する必要がある。
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　経済社会の変化等に適切に応ずる職業教育を実施
するためには、単なる教育内容の改善・充実だけに
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止まることなく、新しい学科を設置した方が効果的
である場合もあろう。
　そのような点から、今後、新設が適当であると考
えられる学科の例をいくつか示すと、まずいわゆる
メカトロニクス化に対応して、機械技術と電子技術
を一体化して習得させる「電子機械科」があげられ
る。工業に関する学科にあっては、これまで電気・
電子系学科と機械系学科はそれぞれの専門性を持つ
独立した学科として設置されてきている。しかし、
最近におけるＮＣ工作機械、産業用ロボット、自動
設計製図装置（ＣＡＤ）などの普及発展により、加
工組立産業の分野での生産様式の変貌が著しく、機
械と電子に関するそれぞれの技術の融合による自動
化、システム化が進んでいることから、「電子機械
科」のような学科を設置して、両者の技術を身に付
け、それらの高度な生産システムの運用・管理に従
事できる人材を育成する必要がある。また、学校自
体においても、既存の機械系学科などの内容の改善
を行い、エレクトロニクスに関する教育をさらに充
実させていく必要がある。
　さらに、ニューメディアの出現やＶＡＮ（付加価
値通信網）、ＩＮＳ�高度情報通信システム�の形成
などに見られるように、エレクトロニクスの進展に
伴う情報技術の発展は経済社会にさまざまな影響を
及ぼしつつあり、情報関連産業の一層の成長も見込
まれる情勢にある。情報処理教育については、これ
まで商業に関する学科に情報処理科を設置してその
推進を図ってきたところである。しかし、これらを
一層充実させるとともに産業や家庭などの広域な分
野におけるハードウェア、ソフトウェアの開発・応
用・保全など最近の情報処理に関する多様なニーズ
に応えることができるようにするため、情報処理科
と情報技術科とを合わせたような新しい情報関連学
科を設置することも考慮すべきである。さらに、経
済社会のサービス化・ソフト化や国際化に応ずるた
めの新しい学科も必要である。例えば、経済の国際
交流の活発化に備え、国際経済に関する一般的な理
解と外国語によるコミュニケーション能力の育成を
図っていくための「国際経済科」、農業経営に当たっ
て農作物を栽培する技術に加えてマーケティング、
物的流通、情報処理などの知識・技術も一層必要と
されてきている状況に対応して、農業に関する科目
と商業に対する科目とを融合させ、選択して履修さ
せる「農業経済科」、あるいは国民の福祉に対する多

様なニーズに応えるため、福祉関連業務に従事する
人材を育成する「福祉科」などの設置について、地
域の実情等も踏まえながら検討を行っていく必要が
ある。
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　昭和����年に改訂された高等学校学習指導要領にお
いては、高等学校教育が生徒の多様な実態に応じら
れるようにするため、必修の各教科・科目とその単
位数の削減、卒業に必要な修得総単位数の引き下げ、
授業時数の弾力化、専門学科における専門教育に関
する各教科・科目の最低必修単位数の引き下げなど
教育課程の弾力的な編成を可能にするための各般の
措置が講じられた。職業学科においても、この改訂
の趣旨を生かした特色ある教育課程の編成が求めら
れ、各学校で改革が進められた。
　最近の新規学卒者については、読み書きの能力や
計算力あるいは社会常識といわれる基礎的な能力、
さらには働くことに対する積極的な態度が、以前と
様相を異にしてきているのではないかという指摘が
なされていることから、職業学科においてもこのよ
うな指導に十分配慮していく必要がある。
　以上のような基礎・基本にかかわる点にも留意し
ながら、各学校において地域や生徒の実態、産業経
済の動向等を踏まえ、適切な選択コースを設けたり、
新しい教育内容を取り入れたりして特色ある教育課
程が編成されるよう努めていく必要がある。
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　職業学科としても、高等学校学習指導要領改訂の
趣旨を踏まえたさまざまな改善が進められているが、
ややもするとその改善が農業、工業、商業等のそれ
ぞれの学科に枠内でのそれにとどまっている実態に
あったといえる。したがって、これからは、例えば、
農業に関する学科や工業に関する学科で簿記やマー
ケティイングなどに関する科目を設けるなど、学科
間の枠を超えた各教科・科目の履修ができるように
することなども必要に応じて講ずるべきである。
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　生徒の多様な実態に応じて個々の生徒の興味・関
心や進路希望等に即した教育活動を一層適切に進め
ていくためには、現行の教育課程の領域についても
弾力化し、例えば「課題研究」（仮称）のような新
しいものを設けることができるようにする必要があ
るという意見も強く出されている。
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　これを、教育課程の新しい領域とするか、教科に
属する科目とするか、あるいは特別活動の中で取り
扱うこととするかは今後さらに検討する余地が多い。
このような新しい領域等を設けることによって、例
えば、職業資格の取得等のための学校の内外におけ
る準備学習、個人又はグループによる課題解決のた
めの継続的な活動、産業の実際の場に入っての体験
的学習などの幅広い学習が進められやすくなり、生
徒の能力・適性、興味・関心、進路等に応じた指導
上の工夫がより一層可能になると考えられるので、
このような領域等が学校の必要に応じて設けられる
よう、その在り方を研究する必要がある。
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　職業教育を一層多様で魅力あるものにするために
は、学校・学科間の協力・連携の推進や教育センター
等共同利用施設の積極的な活用を図ることも効果的
である。学校や学科間の協力に関しての具体的な方
途としては、職業教育担当教員の交流、職業教育に
関する施設・設備の相互利用、各教科・科目等の履
修のいわゆる相互乗り入れなどが考えられる。また、
他の高等学校で修得した単位を認めていくようにす
る、いわゆる単位互換の方策も検討する必要がある。
　さらに、農業、工業、商業、家庭等の複数の学科
を置くいわゆる集合型の職業高等学校も、学科間に
わたる多様な選択履修や施設・設備の有効利用など
の面で利点があり、地域の実情によっては設置する
ことに意義があると思われる。しかし、このような
学校については、一方においては、学校運営上の複
雑化や生徒指導・進路指導上の問題なども含んでい
るので、その組織や運営についての工夫を十分行っ
ておく必要がある。
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　高等学校教育の多様化、弾力化の要請に応え、生
徒により一層多様な職業教育の機会を提供するため
には、個々の高等学校における措置や高等学校間の
協力・連携だけでなく、専修学校等との連携を図る
ことも検討すべき課題として取り上げる必要がある。
　そのための方途の一つとして、新たに「課題研究」
�（仮称）のようなものを設け、生徒が専修学校等で学
習した成果を高等学校において各教科・科目に準ず
る単位として認めるためのいわば受け皿的なものと
して活用していくことも考えられよう。
　専修学校等との連携の円滑化を図るためには、高

等学校と専修学校等とが密接に連絡・協議したり、
教育委員会が必要な基準を示すなど積極的な指導や
援助を行ったりすることのほか、専修学校等の側に
おける教育を充実していくことが大切である。この
ため、専修学校の高等課程における教育の普及・充
実を図るほか、専門課程を置く専修学校においても
高等学校の生徒が受講できるような基礎講座や別
科・速成科を開設するなどの工夫を行うことが望ま
れる。また、制度的に、一定の要件のもとに高等学
校への編入学を認めたり、卒業者に対して大学入学
資格を付与したりすることも、今後検討していくべ
き課題である。
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　高等学校の職業教育は、これまで地域社会とのか
かわりを持ちながら発展してきた面もあり、伝統工
芸品産業や地場産業をはじめ各分野にわたる地域産
業の振興に果たしてきた役割もまた大きいものがあ
る。このような地域社会や産業界への人材供給とい
う側面も今後の職業教育の重要な課題である。
　このため、高等学校の職業教育は、地域社会等と
十分な連絡・連携を図ることなどにより地域に開か
れたものにするとともに、地域における経済社会の
発展に寄与できるような人材を育成することが必要
である。
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　勤労体験学習（勤労にかかわる体験的な学習）は、
体験的、実際的な面での教育が不足しがちな実情か
らその必要性が唱えられ、昭和����年の高等学校学習
指導要領の改訂においてすべての生徒を対象として
学校の教育活動全体の中に位置付けて実施すること
とされた。
　このような勤労体験学習のねらいを達成するため
の活動内容は、作物等の生産、作品等の製作、奉仕
活動、校内環境美化活動、職業に関する啓発的経験
など幅広い分野が考えられる。これらの活動は、そ
の内容分野や実態・形態によって期待される効果が
異なる面もあるので、学校においては、地域や学校
等の実態を踏まえて生徒による選択的な活動を含め
たいくつかの活動を選定し、それらを適切に組み合
わせて実施することによって、すべての生徒が勤労
体験学習のねらいにふさわしい活動を体験できるよ
うにすることが必要である。
　その際、�「農業基礎」、�「工業基礎」、�「総合実践」など
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の基礎的な職業科目（職業に関する各教科・科目を
いう。）にあっては、学校や生徒の実情に即しながら
ある程度系統的な学習が展開できることや、これら
の科目の履修がその後の職業科目の選択履修等にも
生かされることなどが期待できることから、これら
の科目を適宜導入、活用していくことが望ましい。
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　高等学校の普通科においても卒業後直ちに就職す
る生徒がかなり多くいるが、激しい受験競争の影響
などもあって、職業意識の涵養や職業に関する教育
が必ずしも十分行われているとはいいがたい。
　したがって、普通科を置く学校においては、生徒
の就職状況等を見ながら必要に応じて適当な職業科
目を幅広く開設するなどして、生徒が適切に選択履
修できるよう努めていく必要がある。
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　普通科における職業科目の履修については、既存
の職業科目を活用をするとともに、今後の課題とし
て、「職業一般」、「技術一般」、「情報基礎」といっ
た職業や技術などについての基礎的な内容の習得を
ねらいとした教科・科目の設置について検討する必
要がある。
　このような新たに設置される教科・科目は、勤労
体験学習として職業科目の履修を進める場合にも有
用となろう。
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　目的意識を持った意欲的な学習活動を促すことに
もつながるので、各種の職業資格や技能・技術検定
をめざすことは望ましい。
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　　職業教育を改善するためには、生徒の指導を直接
担当する教員に期待する面が非常に大きいため、技
術革新の進展など経済社会の変化を把握し、それに
対応して指導方法等を改善するなどの積極的な努力
が求められる。
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　中学校の進路指導、特に生徒の志望校選択の指導
については、いわゆる偏差値のみが重視され、生徒
の能力・適性や進路希望等に応じた適切な学科の選
択が行われるようなものには必ずしもなっていない
状況が見られる。職業学科における専門教育が成果
を上げるためには、進路に対する目的意識を明確に
持った生徒を多く受け入れていくことが必要である。

　一方、高等学校の進路指導については、生徒の卒
業後の進路が一層多様になってきたことにかんがみ、
生徒に職業等に関する幅広い情報を収集させ、将来
の進路に対する関心と自覚を持たせながら、主体的
に自己の進路を選択決定できる能力を育てるように
する必要がある。とりわけ、職業学科においては、
職業教育の効果を一層高めるためにも、専門教育を
深めていく過程で進路指導を並行的に充実させるよ
う配慮すべきである。
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　進路への目的意識、学習意欲や能力・適性を持っ
た生徒を入学させるためには、学科の特色を発揮さ
せたり、効果的な教育を実施することが必要である。
このようなことが可能な選抜方法の工夫が求められ
ている。
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　高等学校の職業教育の改善を実効あるものとして
いくためには、施設・設備の充実など物的諸条件の
整備が重要であることはいうまでもない。産業教育
復興のための施設・設備については、産業教育振興
法に基づく助成措置により、これまで計画的な整備
が図られてきている。しかし、最近における非常に
厳しい財政状況の中にあっては、既存の施設・設備
の効果的な活用を一層図るとともに、我が国の産業
や技術の発展の動向を踏まえ効果的な整備を進めて
いく必要がある。�また、�社会の高度情報化や今後の技
術革新の一層の進展等による産業経済の著しい変化
に対応できるよう、施設・設備のより一層の弾力的
な整備や助成の方途についても検討する必要がある。
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　大学・短期大学の現状については、新たに設けら
れた技術科学大学が高等学校の工業に関する学科修
了者の入学についても配慮したり、一部の私立大学
等で職業学科における学習を生かすことのできる教
育課程を設けたりしているが、全般的には、このよ
うな例は少ないといえる。したがって、職業学科で
習得した知識・技術の上に立って体系的・発展的な
学習ができるよう、高等学校の職業教育と高等教育
との接続について一層配慮することが望まれる。ま
た、職業教育の深化や職業資格の取得を図るための
継続教育の場として専攻科を置いている高等学校も
あるが、このような継続教育を一層拡充・整備する
ことも必要である。
　なお、高等学校における専門教育を深めるために
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は、修業年数が�年を超える全日制の課程の高等学
校も設けることができるように修業年限を弾力化す
ることを検討する必要がある。
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　理産審の本答申に向けての検討に当たっては、特に、
次の観点に配慮がされた。
①　産業構造・就業構造の変化、�科学技術の高度化、情
報化、�国際化、少子高齢化など、現在進行している社
会・経済の変化が、今後さらに急速に進んでいくと
見られることで、これらの変化は専門高校における
教育を取り巻く状況として極めて大きな意味を持つ。
②　専門高校においても、生徒一人一人の多様な個性
を生かし、「ゆとり」のある中で自ら学び、自ら考え、
自ら判断する等の「生きる力」を育成するための教
育を展開していくという学校教育全体の改善課題は
とても重要である。
　また、平成��（����）�年の中教審の「ゆとり」の中で
�「生きる力」を育くむことをめざすとともに、学校教育
の仕組みを完全学校週五日制へ移行させていく提言や、
教課審提言の趣旨を踏まえて、今後の職業教育のあり
方についての審議が進められた。その審議の概要は、
次のとおりである。�
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　職業に関する専門教育の意義は、確かな勤労観・
職業観を育成し、職業生活に必要な専門的知識や技
術・技能の基礎・基本を身に付けることを大きな目
的としている。職業は人が生きる上での重要な活動
の一つであるので、職業に関する専門教育は、この
「生きる力」の育成を図る上で主要な柱の一つとも
なるべきものである。
　近年、技術革新、国際化、情報化、少子高齢化等
により、我が国の社会は大きく変化してきており、
それに伴い就業構造の変化や職業生活において必要
とされる専門能力の高度化が進み、個人の創造性が
重視されるようになってきた。さらに、国民の意識
や価値観も、心の豊かさが重視されるとともに、多
様性・選択の自由の拡大などの方向へと変わりつつ
ある。
　このような状況を踏まえると、今後の社会におい
ては、自ら考え、判断し行動できる資質や能力を持
つとともに、高度の専門的な知識や技術・技能を有
する人材（スペシャリスト）がこれまで以上に必要

とされるので、専門高校の教育内容や指導方法等の
一層の改善・充実を図るためには、次のような点が
課題である。
①　近年の科学技術の進展等に伴い、産業界におい
て必要とされる専門的知識・技術の高度化や従来
の産業分類を超えた複合的な産業が発展してきて
いる。このため、「就社から就業へ」といった職業
観の変化が進み、これまでの卒業後直ぐに特定分
野の産業に就職することを前提とした教育課程で
は、社会のニーズや生徒の希望に十分に対応でき
なくなってきている。
　以上のことにより、専門高校における教育内容
の検討に当たっては、生徒が高校卒業後、職場や
大学等の教育機関において、継続して専門能力を
向上していくことが必要とされていることを考慮
しなければならない。
　すなわち、生涯にわたって学習する意欲と態度
を育成するとともに、基礎となる知識や技術・技
能、学び方などを確実に身に付けさせることを重
視した教育の在り方を検討する必要がある。
②　平成���年度から実施されている現行学習指導要
領では、情報関連科目の充実や問題解決能力の育
成に役だつ「課題研究」の新設や標準的な学科の
種類の増加などに改善が図られた。
　しかし、近年、社会の変化が激しいにもかかわ
らず、学習指導要領における職業に関する教科は、
昭和���年の改訂以降�教科（家庭、農業、工業、
商業、水産、看護）のままであることから、専門
高校における教科のあり方が、このような変化に
対応しきれていないきらいがあり、教科の新設を
含めた教育内容の見直しを検討する必要がある。
③　高等学校には就職を希望する者、大学等への進
学を希望する者など、能力・適性、興味・関心、
進路希望等の多様な生徒がいるが、明確な目的意
識を持たずに入学する生徒も少なからずいる。こ
うした状況を踏まえて、生徒一人一人が自らの特
性等に基づき、意欲を持って主体的に学習を進め、
それぞれの個性を育て伸ばしていくことを重視し
た教育の在り方を検討していく必要がある。
④　専門高校は、地域の伝統工芸や地場産業等、各
分野にわたる地域産業振興の期待を担って設立さ
れたものが少なくない。産業界等における知識や
技術の進歩の速度は速く、このような変化に十分
に対応するためには、教員が学校の施設・設備に
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よって指導することに加え、産業界等の協力を得
ることが不可欠である。
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　以上のような課題に対応していくため、次の六つ
の視点から専門高校の教育のあり方を改善・充実す
ることが必要である。
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　昨今、社会や産業界が求める高度な専門的知識
や技術に柔軟に対応し得る資質や能力のある人材
の育成が求められてきている。このことは、高校
卒業後においても大学等の教育機関や職場等にお
いて継続して教育を受けるなど、生涯にわたる専
門能力の向上をとおして実現されるものである。
　したがって、専門高校においては、これを前提
にして将来のスペシャリストとして必要とされる
専門性の基礎・基本をしっかりと身に付けさせる
ことに教育の重点を置いて、教育内容の厳選を図
る必要がある。
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　専門学校における生徒一人一人の多様な個性を
育て伸ばすためには、専門高校における生徒の多
様な実態に対応し、生徒の学習の選択幅をできる
限り拡大し、多様な特色ある学校づくりを行うこ
とが大切である。
　また、生徒が自ら学び、考え、創意工夫するこ
とや、望ましい勤労観・職業観を身に付け、適切
かつ主体的に進路を選択できるよう支援すること
に、より重点を置く必要がある。
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　各学校が、地域や学校、生徒の実態等に応じて、
創意工夫を生かした特色ある教育を展開できるよ
うにすることと、専門高校における教育は、社会
や産業界の急激な変化にも柔軟に対応することが
大切なため、国として定める教育課程の基準等に
ついては、可能な限り弾力的なものとする必要が
ある。
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　平成���（����）�年の第��期中教審第一次答申にお
いて提言された「ゆとり」を確保する観点から、
完全学校週五日制の実施を控え、生徒の多様な実

態に応じた教育課程のより弾力的な編成を可能に
するため、��～��単位の範囲内に必修単位数を削
減することが適当である。
　また、普通教科・科目の代替処置も検討を進め
る必要がある。
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　各教科における基礎的・基本的な内容で構成さ
れ、より専門的な学習への動機付けや、卒業後の
進路についての生徒の意識を深めることを目的と
した科目や各教科における「課題研究」のような、
問題解決の能力や自発的・創造的な学習態度を育
てるための科目を各学科共通に原則履修科目とす
ることが適当である。
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　社会の変化や産業の動向、地域性等を踏まえ、
近年、さまざまな小学科が設置されており、今後、
ますます増えていくものと予想される。このため、
従前のように学習指導要領に標準学科を示さなく
ても各設置者・学校における創意工夫を凝らした
意欲的な取り組みの成果として、特色ある学科の
設置が一層促進されるものと期待される。
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　生徒一人一人の個性を育て伸ばしていく教育を
展開するため、専門高校においては生徒の学習の
選択幅が拡大されるよう、次のような種々の制度
を積極的に活用していく必要がある。

　　�������	�
�
　専門高校における学科の在り方については、産
業技術科のような複数の分野にまたがる学科の設
置、学科の枠を超えた科目履修ができる、いわゆ
る総合選択制の導入等が一層推進されることが望
まれる。
　また、複数の小学科を設置する専門高校におい
ては、いわゆる一括募集・くくり募集は、生徒に
対して進路変更の余地を残し、多様な選択肢の中
からの進路決定を可能とするものであり、その積
極的な運用が期待される。
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　生徒の学習における選択幅を拡大するためには、
多様な選択科目の開設を促進することが望まれる
が、人的条件、施設・設備等の問題から困難な場
合が多い。そこで、他の高等学校と連携し、生徒
に他の高等学校の教科・科目を受講する機会を与
え、当該学習の成果を自校の教科・科目の単位と
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して認める学校間連携の制度を一層活用すること
が期待される。
　その場合、衛星通信等の新しい情報手段を利用
することも考えられる。
　さらに、学校外における学修の単位認定につい
ては、従来は専修学校における学習成果と技能審
査の成果に限られていた。しかし、平成����年�月
からは、大学等における科目等履修生としての学
修、ボランティア活動や就業体験活動等に係る学
修なども対象となり、これらのうち高等学校教育
に相当する水準を有すると認められるものは、学
校長の判断で科目の履修とみなし、単位を認定で
きることとなり、こうした制度の積極的な活用も
望まれる。
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　　（�）　教科「情報」について
　情報に関する基礎的・基本的な知識と技術を修
得させ、現代社会における情報の意義や役割を理
解させるとともに、高度情報通信社会の諸問題を
主体的に解決し、社会の発展に寄与する創造的・
実践的な能力と態度を育てることをねらいとする。
システムの設計・管理やマルチメディア表現等の
学習に対応した��科目で構成する。

　　（�）　教科「福祉」について
　社会福祉に関する基礎的・基本的な知識と技術
を総合的、体験的に修得させ、社会福祉の理念と
意義を理解させるとともに、社会福祉に関する諸
課題を主体的に解決し、社会福祉の増進に寄与す
る創造的能力と態度を育てることをねらいとする。
介護福祉士の受験資格等に対応した�科目で構成
する。
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　専門性の基礎・基本の重視、社会の変化や産業界
の動向等への適切な対応という視点から教育内容を

見直すとともに、「ゆとり」の中で「生きる力」を
育むため、教育内容を厳選すること。
　特に、教科「工業」については、マルチメディア、
高度情報通信技術、製造技術のシステム化等の技術
革新、製造業の国際的な展開に対応した外国語によ
る会話力や技術文書の理解力、環境問題に対応した
教科内容の改善を図る。合わせて現行��科目を��科
目に整理統合する。
　また、教科「商業」については、経済社会の変化
に柔軟に対応できる人材の育成を図る観点から、実
践的な語学力、情報・会計リテラシーなど、ビジネ
スの基礎・基本についての内容を充実させるととも
に、情報化の進展に対応し、販売・会計等の経営活
動にかかわる情報の分析と活用に関する内容の改善
を図る。
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　①　生徒が在学中に自らの学習内容や将来の進路
　等に関連した就業体験を行うことをインターン
　シップとして奨励する。
　②　インターンシップには学校の教育活動の一環
　として取り組むほか、企業等が主体となるもの
　に生徒が参加する場合にも単位認定する。
　③　インターンシップの実施の際には、アルバイ
　トとの区別、就職・採用活動との区別、安全の
　確保や事故等の防止に留意する。
　④　文部省は、全般的な状況を把握し、さまざま
　な実践事例について積極的に情報提供する。
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　社会人講師等の積極的な活用、地域に開かれた学
校づくり、専門高校と地域との協力体制について提
言されている。�
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　昭和���（����）�年�月に臨教審が設置されてから、
�年半をかけて、次のような四次にわたり答申が出
された。
�������〔昭和���（����）�年�月〕
　教育の現状を分析し、教育改革の基本的視点とし
て、
����������	
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の�点を示すとともに、主要課題が第一次答申とし
て提出された。
　�������〔昭和���（����）�年�月〕
　教育の歴史を踏まえ、��世紀に向けての教育の基
本的あり方を示し、教育の活性化のための改革や時
代の変化に対応するための改革提言が提出された。
　�������〔昭和���（����）�年�月〕
　教育改革全体を貫く基本理念である個性重視の原
則と、生涯学習体系への移行の観点に立って総合的
かつ有機的な生涯学習のためのシステムをつくる視
点から、評価の多元化並びに生涯学習の基盤整備の
推進について提言されるとともに、それぞれの課題
についての具体的な改革方策が示された。
　����������最終答申）〔昭和���（����）�年�月〕
　これまでの答申を総括し、近代教育���年の成果
と限界を改めて評価・反省するとともに、��世紀の
社会が教育にもたらす可能性と問題点を見すえなが
ら、文教行政、入学時期についての提言及び今後の
教育改革の推進策が示された。
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　平成元�（����）�年�月に発足した第��期中央教育審
議会は、「新しい時代に対応する教育の諸制度の改
革について」の諮問のもと、「後期中等教育の改革と
これに関連する高等教育の課題」及び「生涯学習の
基盤整備」の二つの課題について、それぞれ「学校
制度に関する小委員会」及び「生涯学習に関する小
委員会」が設けられ、審議が行われた。
　両小委員会は、審議を重ね平成��（����）�年�月、
文部大臣に「新しい時代に対応する教育の諸制度の

改革について」の答申を出した。
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　平成��（����）�年�月の中央教育審議会（以下「中
教審」）の答申に基づく改革は、高校の制度の仕組み
自体にも手を加えて高校教育をさらに改革しようと
するもので、生徒の選択幅を広げ、個性の伸長を図
る観点から、次のような方策が提言された。
①　普通科・職業学科に大別される学科制度を見
直し、新たに普通科と職業学科を総合したよう
な学科を設けること。
②　情報、厚生、観光学科の制度化など職業学科
の再編成を行うこと。
③　新しいタイプの高等学校の設置を奨励すること。
④　単位制の活用を図り、全日制の課程に無学年
制の導入を行うこと。
⑤　普通高校と職業高校の相互履修を認めたり、
専修学校の学習や技能審査の成果などを高校の
単位として認めたりする方途をとること。
⑥　学校�・�学科間の異動をしやすくするため、�各学
校・学科間に一定幅の編入学定員枠を用意する
こと。

　このほか、特に能力の伸長の著しい者に対する教
育上の例外措置として、数学や物理などの特定の分
野に関して、大学レベルの教育研究に触れる機会を
与えることや、数学に関して大学入学年齢制限を試
行的に緩和することなども提言された。
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��〔平成��（����）�年�月最終報告〕
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　近年、技術革新、国際化、情報化、少子化、高
齢化等により、我が国の社会は大きく変化してき
ており、それに伴い就業構造の変化や必要とされ
る専門能力の高度化が進み、高度の専門的な知
識・技術を有する人材（スペシャリスト）がこれ
まで以上に必要とされるようになってきている。
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　職業教育は職業高校の生徒だけでなく、すべて
の人にとって職業生活を送る上で必要なものであ
り、また、今日の急速な社会の変化に対応するた
めには、学校教育修了後も生涯にわたり職業能力
の向上に努める必要がある。また、これからの時
代、自分の人生を切り開いていくためには、専門
能力を身に付け、これをいかに活用することがで
きるかがより重要になってくると考えられる。
　このことから、職業高校における職業教育も、
現実の産業界から求められる知識・技術の水準を
視野に入れながら、スペシャリストとなるための
第�段階として、必要とされる専門性の基礎的・
基本的な教育に重点を置く必要が高まっている。
　したがって、従来の「職業高校」という呼称を、
「専門高校」と改めることにより、このような考
え方を明確にする必要がある。
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　専門高校における職業教育は、これまで有為な
職業人の育成などの面で重要な役割を果たしてき

ており、�特に中堅技術者、�事務従事者などの養成を
中心に我が国の産業経済の発展に大いに寄与する
とともに、生徒の能力・適性等に応じつつ、人間
教育的観点からも有効な役割を果たしてきている。
　他方、技術革新の進展や職種の多様化等に伴い、
スペシャリストとして求められる知識・技術の高
度化・多様化が進展しているため、�生涯をとおして
専門能力の向上に努める必要が一層高まっている。
　このため、専門高校においては、社会の変化や
産業界から求められる知識・技術の水準を視野に
入れながら、将来のスペシャリストとして必要と
される専門性の基礎的・基本的な教育に重点を置
く必要があると同時に、�そこで学ぶ生徒は、�自ら学
ぶ意欲や社会・経済の変化に主体的に対応できる
能力を身に付けて、卒業後も職業生活に必要な知
識・技術に関する学習を継続していく必要がある。
　さらに、専門高校卒業後、高等学校専攻科や、
大学、短期大学、専修学校といった教育機関での
学習を希望する生徒に対して、その専門知識・技
術を発展させるため、広く学習継続の道を開くこ
とが重要である。�
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　平成元�（����）�年�月��日告示の学習指導要領では、
教科「農業」に「農業情報処理」、「工業」に「情報
技術基礎」、「家庭」に「家庭情報処理」、「看護」に
「看護情報処理」等の科目がそれぞれ新設された。
これらは、情報化に対応したものであり、これによ
りネットワークによるパソコン��台が整備された。
　また、農業高校に自動制御温室、工業高校に自動
制御実習装置�ＦＡ�など、コンピュータを利用した
自動制御関連の機器も整備された。
　このほか、平成��（����）�年�月に、中教審から「��
世紀を展望した我が国の教育のあり方について」の
第一次答申が出され、その中で、情報化に適切に対
応する上から、次の二つの観点に関する教育の充実
の提言が行われた。
○　情報化が進展するこれからの社会に生きていく
子供たちに、どのような教育が必要であるか。
○　子供たちの教育の改善・充実のために、コン
ピュータや情報通信ネットワーク等の力をどのよ
うにしたら生かしていくことができるのか、どの
ように生かしていくべきなのか。
　　さらに、このような二つの観点から、
①　各学校段階を通じて系統的、体系的な情報教
育の実施により、情報活用能力�情報リテラ
シー�の育成を図る。
②　情報機器や情報通信ネットワーク環境を整備
し、これらの積極的な活用により、教育の質的
な改善・充実を図る。
③　情報機器や情報通信ネットワーク環境の整備

をはじめ、学校の施設・設備全体の高機能化・
高度化を図った「新しい学校」を創造する。
④　情報化がもたらす�「光と影」に適切に対応する。
ことなどが提言された。
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　平成���（����）年度からの新学習指導要領の実施に
伴い、文部科学省は産業教育施設・設備基準の改訂
を実施した。
��������

○　学習指導要領の改訂の趣旨を教育現場に十分
生かすために必要な基準とする。�特に、�専門教育
に関する教科�「情報」、�「福祉」�が新たに設置され
たことを踏まえ、その促進が図られる基準とす
る。
○　近年における技術革新、情報化や国際化等、
社会の変化に対応可能な基準とする。
○　各学校の特色ある教育課程の編成に対応する。
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　基準の編成等については、現行のまま対応するこ
とが可能であることから、実験・実習の内容及びこ
れに要する施設・設備が比較的類似する科目を��種
類に分類し、「科目群」は変更しないこととなった。
��������	
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○　施設については、「施設名」、「床面積等」は
現行どおりとされた。ただし、「例示実習室名」
については、「産振基準で整備可能な施設の例」
に改められ、可能な限り見直し整理された。
○　設備については、「設備名」、「基準金額」は
変更されないこととなった。「品目」、「数量」、
「例示品名」は可能な限り見直し整理された。�
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　地方産業教育審議会は、都道府県又は市町村におけ
る産業教育に関する重要事項についての調査・審議・
建議を行う諮問機関であり、従前は、産業教育振興法
に基づき補助金の交付を受ける都道府県においては必
ず置くべきものとされていた。しかしながら、義務的
付議事項がないことのほか、都道府県によっては活動
が活発でないことや独自の審議会に諮問しているとこ
ろがあることなどから、「地方公共団体の事務に係る

国の関与等の整理、合理化等に関する法律」〔昭和��
�（����）�年�月法律第��号〕により、都道府県に係る必
置規制が改められた。本府においては、大阪府教育委
員会（以下「府教育委員会」）が設置している大阪府
学校教育審議会（以下「府学教審」）に産業教育分科
会が設置され、従前の機能を継続しながら、必要によ
り諮問事項が審議されてきた。
　主な答申等の概要は、次のとおりである。�
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定通教育分科会〔昭和���（����）�年��月答申〕
　本府公立高等学校の定時制・通信制の課程は、主と
して府内で勤労に従事する青少年に高等学校教育の機
会を保障する機関として、昭和��年代の初頭には全学
年合わせて約�万人の生徒を擁したこともあり、後期
中等教育の重要な一翼を担ってきた。
　その後、全日制の課程への進学率が上昇したことや
他府県の中学校を卒業後、本府の事業所等へ就職する
者が大幅に減ったこともあって、定時制の課程への志
願者は減少し、最近��年間は�����～�����人程度の志
願者数で推移している。
　また、平成元年度以降においては、本府の中学校卒
業者数が大幅に減少することが見込まれていることを
合わせ考えると、定時制の課程への志願者数は、今後
も相当減少するものと予測されるが、今後とも、勤労
青少年に高等学校教育の機会を保障するという基本的
な観点に立って定時制・通信制教育を推進すべきであ
ると考える。
　しかしながら、�近年の定時制・通信制の課程に入学し
ている生徒の実態が、かつての状況に比べて大きく変
化してきているので、このことについては次のように
対応するとともに時代の変化にも応じられるよう、指
導内容�・指導方法の工夫・改善に努めなければならない。

○　高等学校を退学し、その後、職に就きながら高等
学校教育の継続を希望する者や、高等学校を卒業し
た者で職業学科の履修を希望する者に対して、相当
学年への編入学をより積極的に行うこと。
○　対応の在り方については、定時制の課程は、勤労
青少年の教育機関として、従来から職業学科が多く
設置されているところであるが、いずれの学科にお
いても、豊かな人間性の育成を一層図るとともに、
卒業時に改めて進路選択を行う者が増加していると
いう最近の実情にも配慮して、職業教育の改善・充
実に努めること。
○　普通科の生徒に対しても、その興味・関心に応じ
て職業に関する基本的な知識・技術を身に付けさせ
るため、職業科目の導入を考える必要がある。その
方法として、近隣の職業科高校の施設・設備を活用
することや、職業科高校に普通科を併置することな
どについて、積極的に検討することが望ましい。
○　職業学科については、時代の変化に対応して実
験・実習の指導内容を改善するとともに、生徒の実
態にも配慮して、基礎的・基本的な教育内容の充実
を図ること。
○　職業科高校の実験・実習の設備のうち、老朽化が
著しいものについては早急に更新すること。
○　職業教育を充実するに際して、情報処理教育の導
入について配慮することが望ましい。

（中略）
○　設置学科については、職業学科においては、変化

�
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の激しい産業社会に柔軟に対応しうるよう、基礎的
な知識や技能を修得させる必要がある。特に、昭和
��年代に設置された「機械工作科」や「機械製図科」、
�「電気工事科」等の学科については、生徒の実態にも
配慮しながら、機械科・電気科などの標準的な学科
への転換を図る必要がある。
　　志願者数が募集人員に対して極めて少ない状況が
続いている「金属工業科」や「工業化学科」などに
ついても、時代の変化に対応しうる学科への転換や、
その他の標準的な学科へ統合することについて、検
討すること。
　　同じ事情にある「園芸科」については、大都市近
郊農業の担い手の育成を図る観点からも、生徒の生
活実態にも配慮しながら、学習時間帯を弾力的に運
用することを検討し、充実を図ることが望ましい。
○　技能連携については、国が指定した専修学校高等
課程の卒業者に対して、大学入学資格が与えられる
ようになったことに配慮しながら、当面、通信制の
課程においては、専修学校高等課程と併修する者に
ついて、その学習負担を軽減するための技能連携を
さらに進めることが望ましい。
○　編入学制度については、高等学校を退学した後、
職に就いている者が再び定時制・通信制の課程での
学習を希望する場合には、一層積極的にその編入学
を認める必要がある。また、高等学校を卒業した者
が、新たに専門分野についての学習を希望する場合
には、その分野の職業学科の相当学年へ編入学を認
めるよう検討することが望ましい。

（中略）
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　科学・技術の進歩やそれに伴う産業構造・就業構
造の変化は、今後もさらに進むものと考えられ、こ
れらの状況に対応できるよう、本府の職業科高等学
校の教育の在り方を検討することが強く求められて
いる。
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①�新しい技術にかかわる基礎的・基本的な知識・
技術を生徒に習得させることが大切である。そ
の観点から教育内容を精選するとともに、新し
い技術を理解させるための教育方法を工夫する

必要がある。
②　各学科においては、科学・技術の進展に伴っ
て教育内容を改善するとともに、エレクトロニ
クス・情報処理に関する科目や、生徒が主体的
に学習できる課題学習的な領域を設けるなど、
教育課程を弾力的に編成するよう検討する必要
がある。
③　異分野の技術の集約化に対応し、新たな教材
の開発とともに、複数の学科を置く学校におい
ては、学科の枠を超えた履修について検討する
ことが望まれる。
④　従来から、実験・学習において、教員と生徒
との人間的な交流が図られてきたところである
が、今後ますます人間性豊かな生徒の育成が望
まれることから、さらに一層この指導の在り方
を強めていく必要がある。
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　基礎・基本の学習にかかわる実験・実習設備の
改善に努めるとともに、科学・技術の進展により
開発された新しい設備の整備を積極的に進めるこ
とが望まれる。　
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　教員が指導力向上をめざし、最新の知識・技術
を習得することができるよう、産業界と連携し、
実技研修の機会を一層拡充する必要がある。
　また、教員を長期にわたり産業界へ派遣するこ
とについて十分検討することも必要である。
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①　普通科高等学校においても、卒業後直ちに就
職することを希望する者が相当数在学している
ので、学校の実情に応じて、職業に関する教科・
科目を設けることが望まれる。
②　職業科高等学校の施設・設備や、これらの学
校の教員の持つ技術等を府民の生涯学習の充実
のために、公開講座などを開設し活用すること
が望まれる。
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①　基礎的・基本的な学習を重視する観点から、
大阪府立高等学校教育課程基準に示されている
農業基礎・工業基礎・工業数理などの基礎科目
については、各学校において指導内容等を工
夫・改善し、一層の充実を図ることが望ましい。
②　生徒の実態や産業社会の変化に対応するとと
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もに、専門的知識・技術を効果的に学習させる
ため、選択科目やコースを設けることが望まし
い。その際、選択科目等の履修については、必
要に応じ近隣の職業科高等学校と連携し、その
施設・設備等を利用して履修できる方法を検討
する必要がある。
　　また、すべての学科において、その学科の特
色にも配慮しながら、情報処理技術を系統的に
習得させることが必要である。
③　生徒の主体的な学習を進めるため、課題学習
的領域を設けることが望ましい。その内容とし
ては、専門教科の履修を基礎として職業資格の
取得をめざす学習、履修内容をさらに深めるた
めグループ研究、産業界における現場実習など
が考えられる。
④　今後、多品種少量生産方式や高付加価値化な
どがますます進むものと考えられる。この状況
に対応し、�必要な技術を習得できるよう、�教材の
開発や教育方法の検討を進めることが望まれる。
⑤　職業科高等学校の生徒が、それぞれ専門とす
る学習内容をさらに深めるため、関連する一部
の教科・科目については、近隣の普通科高等学
校で履修し修得する方法を検討する必要がある。
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　農業に関する学科においては、履修内容に流
通・自動制御のほか、バイオテクノロジーなど
を取り入れることが望ましい。これらの知識・
技術を習得するためのコースを設けたり、既設
の学科を新しい学科へ転換することについて検
討することが望ましい。
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　工業に関する学科においては、各学科の内容
に応じて、エレクトロニクスの知識・技術を修
得しうるよう配慮することが望ましい。
　また、金属工業科・工業化学科・繊維工業
科・印刷工業科などについては、新しい技術に
即して教育内容の改善を図ったり、学校の実情
に応じて、他の標準的な学科や情報技術・アパ
レル・デザインなどに関する学科へ転換するこ
とについて検討することが必要である。
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　商業に関する学科においては、情報処理教育
の充実を図るほか、流通・貿易・国際理解に関

する科目を取り入れることについて検討するこ
とが望まれる。
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　食品産業に関する学科においては、エレクト
ロニクスやバイオテクノロジーの導入を図るほ
か、食品の流通過程における加工・保蔵技術や
流通システムなどを取り入れた学習ができるよ
う、履修内容について検討することが望ましい。
　なお、技術の急速な進展に対応し、さらにそ
の専門性を高めることができるよう配慮するこ
とが望まれる。例えば、必要な学科については、
高等学校卒業後も継続して教育が受けられるよ
う、専攻科を設置することが考えられる。
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①　各学科の実験・実習の設備のうち、基礎的・
基本的な事項を習得させるために必要な設備に
ついては、計画的に更新するとともに、情報処
理教育を一層充実させるため、既に配置されて
いるミニコンピュータの更新を含め、情報処理
機器の整備を速やかに図る必要がある。その際、
今後の情報処理教育の在り方や教育内容を考慮
に入れるとともに、パーソナルコンピュータ等
の機能が改善されていることを勘案し、リース
の利用も含めて計画的に行うよう検討する必要
がある。
②　科学・技術の進展に伴う実験・実習の充実を
図るため、特に、エレクトロニクスやバイオテ
クノロジーに関する知識・技術を習得させる設
備の整備を図ることが急がれる。
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産業教育分科会〔平成元�（����）�年�月答申〕
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　今日、高度産業社会への移行に伴い、工業教育の
分野においては、技術革新の著しい進展等に主体的
に対応できる能力を育成するため、教育課程の見直
しや学科の改編など、工業教育のあり方が問い直さ
れている。
　このような時代の進展に対応した工業教育のあり
方については、次の観点からその改善、充実を図る
必要がある。�
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　学校・学科の現状は、中学校卒業後�年間、一貫
して工業教育に当たる高等教育機関であり、現在、
機械工学科（�学級）、電気工学科（�学級）、工業
化学科（�学級）、土木工学科（�学級）の�学科
が設置されている。最近の志願状況は、平成元�年度
における総募集人員に対する志願者総数の比率は、
���となっている。卒業後の進路については、平成
元�年�月卒業者については、就職者が約��％、大学
への編入学者が約��％である。企業等からの求人状
況は、毎年、就職希望者数の��倍を超えており、製
造業を中心に就職している。大学への編入学者は、
技術科学大学をはじめ国公立大学へ進学している。
　一方、�学校の実験・実習設備について見ると、昭和
���年度に設立されて以来、技術の進展に対応した設
備も一部導入されているが、全体的に見れば、設備
については老朽化の進行が著しい状況にある。
　学科の再編成のあり方については、府立工業高等
専門学校の卒業者は、就職先の企業等から高い評価
を得ており、実践的技術者として、我が国の産業の
発展に寄与している。しかしながら、産業界におけ
る情報関連技術の進歩やメカトロニクスなどの学際
分野の広がりに伴い、実践力とともに応用力や創造
力を合わせ持つ人材の育成が強く求められている。
このような時代の要請に応えるためには、新しい学
習領域を導入し、それにふさわしい学科への改組、
転換を検討する必要があるが、その際、既存の学科
については、次の視点に立つことが望ましい。
①　機械工学科については、�学級のうち�学級は、
技術革新に柔軟に対応できる能力を持った機械技
術者の育成をめざして教育内容の改善を図ること。
さらに、他の�学級については、メカトロニクス
を基礎とした生産システムの設計・開発をめざす
新しい学科とすること。
②　電気工学科については、情報技術が重要な要素
となっている現状を踏まえ、これに必要な学習領
域を拡充した学科とすること。
③　工業化学科については、�バイオテクノロジー、�新
素材関連技術の進歩に対応するため、化学プロセ
ス開発及び材料開発の領域を拡充した学科とする
こと。

④　土木工学科については、建設技術の進歩に幅広
く対応するため、土木技術と建築技術の領域を有
する学科とすること。
　なお、学科の教育内容の改善に伴う教育課程の編
成においては、進路希望に応じて柔軟に科目選択が
できるよう、コース制についても研究することが求め
られる。
　教育諸条件の整備については、科学・技術の発展
に対応して教育内容を改善するためには、教員研修
の充実を図る必要がある。特に、学科の再編成に当
たっては、工学技術の新領域や複合領域等における
教育が重要となるため、現職教員の大学への留学を
拡充するとともに、産業界への留学の機会を増やす
など、その研修の在り方について検討することが望
まれる。
　また、新しい学習領域を専門とする教員や外部講
師の確保に努めるとともに、学科の改組・転換など
将来の構想に沿った教員採用を計画的に行う必要が
ある。
　学科の再編成に当たっては、既存の教科・科目を
精選し、新しい学習領域の導入に努めるとともに、
�年間一貫教育の特色を生かし、体系的な実験・実
習のあり方についても創意工夫を図らなければなら
ない。このため、老朽化した設備の更新と技術革新
の進展に適合する実験や実習設備の整備について、
早急に検討する必要がある。その際、学科の枠を超
えた総合技術教育を拡充するため、実験・実習セン
ターを設置することについて研究する必要がある。
また、国際化に対応した幅広い能力を培うため、語
学教育をはじめとする一般教養科目についても、教
育内容の改善を図るとともに、他の教育機関との
ネットワークを利用した教育方法などについて研究
することが望まれる。
　その他、工業高等専門学校は、その教育目標に基
づき、時代の進展に対応した教育を推進するととも
に、地域社会に情報を提供するなど開かれた学校づ
くりに努めることも大切である。このため、民間等
との共同研究制度、産業界等からの受託研究制度や
奨学寄付金受け入れ制度などを確立し、これらの制
度による技術開発や研究を通じ、地域社会との連携
を強めて技術教育の充実を図る必要がある。
　また、国の内外からの留学生・研修員等の受け入
れ制度についても検討する必要がある。
　さらに、情報社会に対応するため、図書館等学校
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施設を他の諸機関とネットワークで結ぶ必要がある。
その際、本府の総合的な情報ネットワーク化の構想
に沿って検討することが望ましい。
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　学校・学科の現状については、現在、府立工業高
等学校の��校には、機械科、電気科などの工業に関
する学科が��学科設置されている。平成元年度にお
ける総募集人員に対する志願者総数の比率は、ここ
数年����から����の間で推移している。しかしなが
ら、その入学者について見ると、必ずしも目的意識
を十分に持っているとはいえない生徒の数が増加す
る傾向にあるなど、生徒の興味・関心、能力は一層
多様となっている。なお、卒業後の進路状況は、就
職者が約��％、進学者等が約��％の比率となってい
る。平成元年度における企業等からの延べ求人数は、
就職希望者総数の�倍を超えており、生徒のほとん
どが各学科に関連した業界に就職している。また、
進学者等のうち、約�分の�は、推薦入学制度等に
よって大学へ進学するほか短期大学、専修学校へ進
学している。
　学科の再編成のあり方については、府立工業高等
学校は、全日制の課程では毎年�����人余りの卒業
者を産業界に送り出している。これらの卒業者の多
くは、工業高校において身に付けた技術を生かし、
それぞれの専門分野において重要な役割を果たして
いるが、産業社会の技術革新に伴って、これに対応
できる幅広い知識と技術を有する人材の育成が特に
望まれている。このような時代の要請に応えるため
には、次のような視点から教育内容を見直し、既存
学科の改組、転換を図るなど工業教育の現代化を推
進するとともに、��世紀の科学・技術の発展にも対
応できる学科を設置することが望まれる。
○　エレクトロニクスの進展に対応するため、情報
技術関連学科を設置すること。
○　メカトロニクスなどの技術の融合化に対応する
ため、機械や電気といった既存の学科の枠を超え
た新しい学科への転換を図ること。
○　バイオテクノロジー、新素材などの技術革新に
対応するため、その他の学科においても、それに
ふさわしい学科への転換を図ること。
　　このような学科の改編を行うためには、生徒減
少期における専門学科の学級数を早期に設定し、
計画的に学級数の適正化を図ることが望ましい。
また、工業教育の成果を一層高める観点から、各

教科・科目の履修の相互乗り入れ及び各学科間の
教育の交流や施設・設備の相互利用等を図れるよ
う、教育課程を効果的に編成し、その運用につい
て創意工夫を図ることが望ましい。
　　さらに、専門に関する知識・技術の習得をとお
して、生徒が主体的に自己の進路を決定できる能
力の育成に努めるとともに、進学を希望する生徒
にあっては、その希望が実現されるよう教育課程
の編成に工夫するなど、特色ある学校・学科づく
りに努めることが大切である。
　　なお、工業の分野に適性を持つ生徒が目的意識
を持って入学してくるよう、現在実施している体
験入学に創意工夫を図るなど、中学生や保護者の
理解を深めることが大切である。
○　教育諸条件の整備については、工業教育におけ
る教育内容の改善や学科の改編を行うためには、
優れた資質を有する教員の確保に努めるとともに、
技術の進歩に対応し得るよう研修の充実を図る必
要がある。また、産業界等から優れた人材を講師
として招聘する方途についても、具体的に検討さ
れなければならない。なお、現職教員研修のあり
方については、最新の知識・技術に関する実技研
修や大学等への留学制度をさらに拡充するととも
に、技術革新が進んでいる企業の業務を直接体験
するなど、新しい知識・技術を習得することを目
的とする企業派遣研修の実施についても検討する
必要がある。
○　工業に関する学科における実験・実習の施設・
設備については、産業教育振興法等により整備さ
れてきたが、技術革新の進展が著しいこともあっ
て、先端技術機器が十分に整備されているとはい
えない状況にある。また、工業の各分野における
基礎的・基本的な教育内容についての知識と技術
を習得するため、基準設備についてもその更新を
早急に行うことが望まれている。このため、今後
ともこれらの設備の整備・更新に努めるとともに、
特に、学科の改編に際しては、その改善を実効あ
るものとするため、�施設・設備の整備のあり方につ
いて十分研究すべきである。
　　なお、その際、機器の性能が著しく向上するこ
とにも配慮して、リース制の導入を図ることにつ
いて検討する必要がある。
○　その他、今後の産業社会における技術者の資質
については、技術革新の進展に適応できる実践力
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が求められているが、このような時代の要請に応
え得る技術者を育成するためには、現行の修業年
限では十分とはいえない状況にある。工業高校の
教育目標を達成するという観点から、修業年限の
延長についても検討することが望まれる。
　　また、今後、大学・短期大学・専修学校への進学や
工業高等専門学校への編入学を希望する生徒の増
加が予想されるので、工業高校卒業者の推薦入学
制度の拡充について大学等に要望するとともに、
府立工業高等専門学校への編入学がさらに促進さ
�れるよう条件整備について検討する必要がある。
　　なお、今後の産業社会の発展につれて、優れた
資質を有する教員の確保がますます困難になると
考えられるので、府内に工業教員養成機関を設置
することが望まれる。
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産業教育分科会〔平成��（����）�年�月答申〕
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（中略）
　高等学校における職業教育は、実践的・体験的な
学習をとおして、創造することの喜びや成就感を体
得させながら、社会が求める人材の育成に努めてき
たが、今後、��世紀を展望した職業教育を考えると、
さらに生徒一人一人の個性を生かし、応用力や創造
力の育成を図ることが必要であり、画一的な教育の
是正を図らなければならない。そのために、今後の
努力の方向は、望ましい職業観・勤労観を育成する
とともに、教育内容を精選し、基礎的・基本的な知
識・技術の指導の充実に努め、生徒が可能な限り自
由に選択できる教育課程を編成したり、生徒にとっ
て魅力ある学校とするため、特色あるコースや多様
な類型を設定する必要がある。また、生徒自らが
テーマを設定し、問題解決に当たる課題解決型の学
習を重視し、各職業学科の教育機能をより効果的に
活用することが必要である。
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（中略）
　本府においては、昭和����年度と平成元年度に農業
に関する学科の改編を行い、バイオテクノロジーや
エレクトロニクス、管理�システム技術等の新技術
を導入した。また、工業に関する学科においては、
平成�年度から計画的に学科改編が進められ、情報

化やメカトロニクス、管理�システム技術等に対応
した教育内容への改善が進められているが、さらに
��世紀にふさわしい次のような特色ある学科の設置
について検討する必要がある。
○　時代の進展に対応できる食品管理、環境工学関
連学科など。
○　工業技術の総合化�・�統合化に沿って、�より高度な
継続的な学習ができるような「総合技術科」など。
○　広い意味での「生活」を基軸とした学科で、生
活デザイン、リビングデザイン、福祉等に対応で
きる「生活科学科」など。
　また、学科内にコースや類型を設けることについ
て配慮することが大切である。
　本府の職業学科においては、現在、農業科ではバ
イオテクノロジーを導入した教育内容の展開、工業
科ではエレクトロニクス、メカトロニクスの進展や
生産の管理・システム化への対応の観点から、既存
学科の改編を行ってきたところであるが、教科や科
目、教育内容などが急速に変容する産業構造�就業
構造に必ずしも対応できていない面がある。具体的
には、相互の学科の枠を超えて選択することができ
ず、技術革新に伴うニューテクノロジーの学習や複
数の職業分野にまたがる領域の学習に適合していな
いなど、柔軟性を欠いていることがその要因と考え
られる。
　したがって、今後、学科間の枠を取り除き、職業
に関する複合的な知識や技術を習得させるため、
「工業管理技術」、「流通経済」、「環境工学」などの
選択科目を設け、選択幅を拡大していくこと。
　また、第��期中央教育審議会答申においては、高
等学校教育の改革の方向として、�「普通科と職業学科
とを総合するような新たな学科」の設置を提言して
いるので、本府においても総合学科については、生
徒の個性の伸長や学習の選択の幅を拡大するなどの
観点から、検討すべき課題であるので、本審議会に
おいて継続して審議する必要がある。
　学校間連携等については、高等学校において自校
以外の学習成果を自校の学習として評価する制度に
は、現在、現場実習やホームプロジェクト、定時制・
通信制の課程における指定技能教育施設との技能連
携、実務を学習の成果の一部に替える実務代替、大
学入学資格検定合格科目の単位認定等の例がある。
今後、生徒の多様な実態に対応し、履修の機会を拡
大し、高等学校の教育課程の一層の多様化を図るた
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め、近接する学校が互いの特長を生かし合って、自
校の特色ある科目に対して他校の生徒を受け入れる
学校間連携を積極的に導入すること。
　職業資格付与のための試験や実践的技術�技能の能
力の検定等を目的とする多種多様な検定試験、いわ
ゆる技能審査のうち高等学校教育との関連が深いも
のに合格した生徒については、その成果を単位認定
することについても研究すること。
　地域に開かれた職業教育については、科学技術の
進展に伴い、職業技術が高度に多様化していくため、
卒業後のリカレント教育に対する希望者が増加する
ものと予想される。このような人々のニーズに対応
するため、職業科高等学校への受け入れ方策を整備
し、地域の人々に多様な学習機会を提供していくこ
と。
　さらに、潜在的に学習の希望を持ちながら、身近
な教育機関がないことから、これまで学ぶ機会に恵
まれなかった人々に対しても、学習機会を提供する
ことについて検討すること。その際、豊富な経験を
持った社会人を指導者として活用することは、職業
科高等学校の教育の意識を大きく変化させるととも
に、新しい学校文化を創造することにもつながる。
�今後、�職業科高等学校は、�地域や人々の学習希望に柔
軟に対応し、�生涯学習機関としての役割を高めてい
くことが望まれる。

（中略）
　国際化に対応した職業教育については、工業高等
学校の卒業者の中には、企業等において、東南アジ
アをはじめとする海外へ派遣されている者も多い。
関西国際空港の開港により、アジア近隣諸国との交
流が一層盛んになり、職業科高等学校卒業者は、ア
ジア近隣諸国から来る人々を国内で指導する機会が
増大することが予想される。
　また、今後、産業活動の一層のグローバル化が進
展することも明らかである。
　このため、高等学校教育においては、世界の文化
や歴史について正しい理解と認識を深めるとともに、
日本の文化と伝統を正しく把握し、国際社会におい
て、外国の人たちと十分意思疎通を図ることができ
る人材の育成が求められる。したがって、職業教育
における普通教科の教育の充実、特に英語によるコ
ミュニケーション能力の育成等について早急に充実

を図るとともに、教員や生徒を海外に派遣し、また、
海外からの留学生の受け入れを促進し、外国の産業
の現状を理解した職業教育を積極的に推進する必要
がある。
��������	
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　指導者の確保については、英語等実習以外の科目
について、必要に応じて柔軟に少人数による授業展
開が可能となるよう人的処置を講ずること。また、
課題研究等で社会人を活用する方策について検討を
行うことが求められる。
　本府の職業科高等学校においては、先端技術機器
の導入も計画的に図られているが、国庫対象として
いるものが多く、整備品目や数量等に制限もあるの
で、さらに施設�設備の整備を進めるため、計画的に
整備�更新を図ること。
　また、今後、生徒の多様化に対応するとともに、
職業教育をより有効に推進するため、講義と実習、
少人数による授業展開が可能となるような、多目的
な特色ある実習室を整備する必要がある。
　教員の資質の向上は、職業教育を魅力あるものに
していくため、重要な役割を果たすものである。教
員には、今後とも、高度な専門的知識�技術とともに、
広い視野を持ち、指導性に富んだ教育者としての資
質が求められている。そのため、教員の指導力の向
上等を図ることは重要な課題となっている。特に、
職業教育を担当する教員は、常に産業界における技
術の動向や進展について、その把握に努めること。
そのため、産業の各分野におけるバイオテクノロ
ジーやエレクトロニクス、管理�システム技術等の
技術革新の進展に対応する現職教員の研修や、先端
技術を利用している企業等に教員を派遣する事業の
一層の拡充を図る必要がある。
　また、研修においては、企業等の第一線の技術者
を講師として招聘することについても、十分配慮す
る必要がある。
　高等教育機関との連携については、近年、職業科
高等学校においても、高学歴志向や技術の高度化に
伴い、より高度な知識・技術を習得するため、卒業
後もさらに高等教育機関に進学する希望を持つ生徒
が増加しており、高等学校で学習したことを基礎と
して、さらに継続して学習できる高等教育機関との
連携について、具体的に検討する必要がある。
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第一分科会〔平成��（����）�年�月答申〕
　��世紀を目前にして、我々を取り巻く社会は地球規
模で急速に変化している。ボーダレス化の時代といわ
れており、人々の営みは、国境を越えて影響し合い、
相互依存関係がますます深まるとともに、さまざまな
分野においてグローバル・スタンダード�世界標準�に
よる激しい競争の時代を迎えつつある。科学技術や情
報化の進展は、国際化を促進するとともに、情報通信
ネットワークの普及により、我々の生活様式や教育シ
ステムをさらに新たな方向へ転換するものと予測され、
情報活用能力の育成も求められるようになっている。

（中略）
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　府立高校の現状と課題については、総合学科、単位
制高校など新しいタイプの学校及び国際教養科、理数
科など専門学科の設置、職業学科の学科改編、普通科
におけるコースの設置等特色づくりが推進されてきた。

（中略）

��������	
��
����������

産業教育分科会〔平成���（����）�年�月答申〕
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　現在の職業学科の課題として、高等学校学習指導
要領では卒業までに��単位以上の専門科目を履修す
ることが義務付けられていることや、資格取得の要
件などにより、教育課程編成上制約を受け、教科・
科目の選択幅が狭くなりがちである。そのため、生
徒の学習や進路などに対する多様なニーズに応えき
れていない状況である。特に、年々増加している大
学等への進学希望に対する取り組みが十分でない。
科学技術の進展に伴い、専門領域に関する知識・技
術とともに、実務の上で幅広く対応できる基礎的な
知識・技術が求められている。

（中略）
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　基本姿勢として、生徒の自己実現をめざすため、
基礎・基本を確実に身に付けさせるとともに、将来
のスペシャリストとして豊かな人間性と創造力等を
育み、科学技術の変化に柔軟に対応できる能力を育
成することが重要である。大阪工業会の調査結果に
見られるように、職業学科に対する産業界からの期

待は大きい。このため、府民や産業界の期待に一層
応える専門教育が行われなくてはならない。
○　職業学科の特色化を考えた場合、今後の国際化、
情報化、技術革新の進展に対応した取り組みを強
めること。生徒の興味・関心に応じて、学習内容
の定着を図る上で大きな効果が期待できる実験・
実習等の体験的学習を、さらに重視すること。職
業教育については、普通科においても実践的、体
験的な学習をとおして自己の能力、特性等につい
て理解を深めるとともに、職業資格の取得や技術
の習得を図ることなどにより、豊かな職業観・勤
労観を育成することが重要である。
　　また、このことについては、義務教育において
も取り組むこと。
○　職業学科を設置する学校においては、施設・設
備や指導のノウハウを活用して、障害のある生徒
が、技術力を一層身に付けることができるよう修
学上の工夫をすること。
○　開かれた学校づくりについては、職業学科を設
置する学校は、地域社会における役割を一層自覚
し、地域社会から信頼される学校をめざして、学
校の有する教育機能を地域に提供するとともに、
地域社会や産業界等の教育力を学校に活用するな
ど、学校と地域社会・産業界等との双方向の交流
に努め、連携をさらに強めること。
○　職業学科、特に工業科においてこれまで果たし
てきた技術者育成という使命と役割については、
今後とも産業界からの期待は大きいと考える。
○　国際化、情報化への対応のためには、外国語、
数学、情報の基礎的知識を一層定着させるととも
に、実験・実習等の体験的学習を重視すること。
これらの具体的な方策のため、生徒が自らの意思
で選択できる柔軟なシステムを構築するという観
点から、次の点に配慮すること。
○　学科内の選択科目数を増やすとともに、異なる
学科間の科目選択などが可能となるようにするこ
と、資格取得のためのコースを設けることなど、
生徒の選択幅を拡大すること。
○　大学進学を希望する生徒のニーズに対応するた
め、専門科目を普通科目で一部代替するなど、教
育課程の工夫や指導体制の確立を図るとともに、
入試科目や推薦入学枠の拡大など大学入試の在り
方の改善について、大学等への働きかけを継続的
に行うこと。



��

��������

○　将来の進路を見とおして自己実現を図るため、
異なる学科への進路変更が可能となるよう、平成
�年度から実施されている府立高校間の転科（転
学）制度の積極的な活用を図ること。
○　総合募集の実施については、課題を明らかにし
つつ、その拡大についての検討をすること。
○　近接する学校がお互いの特色を生かし合うこと
ができる学校間連携を拡大すること。
　これらの方策は、可能なものから実施に移し、各
学校の特色づくりを進めることが重要である。

（中略）
　産業界等との連携については、その内容の教育的
意義や効果について十分配慮しながら、教育委員会
が、産業界等を代表する団体と連携を図り、企業等
と学校との連絡・調整の窓口になることが望ましい。
なお、地域社会・産業界・研究機関等との連携を図
る方策として、次のようなことを推進すること。
○　職業学科において、産業界から講師を授業に招
聘することは、生徒にとって先端の技術・技能や
企業の実態等を理解し、ひいては豊かな職業観・
勤労観を養うことにつながるなど大きな効果が期
待できる。今後、長期的に招聘し、単位認定を行
うことができるよう検討すること。
○　先端技術に関する情報や最先端の素材などは、
生徒の興味・関心を喚起する教材としては大きな
効果があるが、学校独自では入手困難な場合が多
い。生徒が、先端技術の一端に触れることができ
るよう産業界との連携に一層努めること。
○　高等学校の「職業教育担当教員企業派遣研修」
は、専門分野の知識�・�技術の習得はもとより、�教員
が企業の実態を直接体験できる数少ない機会の一
つであることから、今後はさらに産業界との連携
のもと、長期にわたって研修できるよう検討する
こと。
○　就業体験（インターンシップ）については、自
己の職業適性や将来設計について考える機会とな
り、主体的な職業選択能力や職業意識の育成を図
ることを目的として、すでに一部の職業学科にお
いて実施されているところがあるが、その活動を
拡大し、成果を単位認定する方向で実施できるよ
うにすること。
○　中学生の進路選択に当たって、現在の体験入学
のみならず、今後は中学生が「総合的な学習の時
間」などを利用して高校の学習内容をはじめとし

た教育活動を体験し、理解できる機会を拡大でき
るよう検討すること。
○　現在行っている「大阪府産業教育フェア」や各
種のイベントにとどまることなく、さらにさまざ
まな機会をとらえて、学校の��に努力すること。
なお、固定的なイメージでとらえられがちな職業
学科という名称を、実態に合った名称に変更する
ことなども検討の余地がある。
○　地域社会に信頼され、貢献できる学校をめざし
て、教員のみならず保護者や生徒等の意見をも反
映できる「学校教育自己診断」を行うなど、開か
れた学校となるように努めるとともに、学校の有
する教育資源を積極的に地域社会へ還元すること。

（中略）
　職業学科の入学者選抜については、目的意識を持
ち意欲ある生徒を受け入れる観点から、専門学科第
一次入学者選抜で、現行の��％から他の専門学科と
同様に、募集人員のすべてを選抜することや、現行
��％の合否のボーダーゾーンを、その幅を広げるこ
となど、今後、それらのメリットとデメリットを十
分精査し、入学者選抜の一層の改善に向けて検討を
行う必要がある。
　適正配置については、今後の生徒数の減少を考え
ると、職業学科においても、新しいタイプの学校を
設置することなどにより、再編統合を視野に入れる
必要がある。その際、意欲を持って職業学科へ入学
しようとする生徒の選択幅を狭めることのないよう、
地域的なバランス等を十分考慮に入れ、慎重に対応
することが望まれる。
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〔平成���（����）�年�月答申〕
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　工業高校では、工業教育をとおして、技術者とし
ての知識、技術・技能を修得するだけでなく、自己
の進路を主体的に切り拓き、自立した個人として他
者と協働して生きていくための確かな職業観や勤労
観を育成するとともに、社会における自らの在り方
を考える教育を進めることにより、環境の変化に対
応できる資質を養うことが重要である。このため、
普通教科・科目における基礎・基本の確実な定着を
図るとともに、ものづくりに取り組む積極的な姿勢
や課題を発見し解決する能力の育成、基本的な知識、
技術・技能を身に付け、工業高校での学習を生かし
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た進路実現が図られるよう、教育内容の充実とその
実現に向けて取り組みを進める必要がある。�
　なお、�これまで、�工業高校においては、�普通高校に
比べて多くの人的・物的措置がなされてきたが、今
後これらの一層効率的な活用を図るとともに、施
設・設備の充実など教育条件のさらなる向上に努め
るべきである。
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　工業高校に学ぶ生徒には、企業や社会の一員とし
ての役割を踏まえ、ものづくりの分野をはじめ、社
会で活躍していくための基本となる職業人としての
自覚を培い、厳しい環境の変化にも柔軟に対応し、
自立していく力の育成が必要である。このため、工
業に関する知識、技術・技能に加えて、幅広い教養
と社会性を身に付けさせるとともに、確かな職業
観・勤労観を養うための教育を進めるべきである。
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　将来のスペシャリストの育成を見すえた、専門分
野の深化に必要な基礎・基本の習得に重点を置いた
教育の充実を図る必要があるので、工業高校生とし
て修めるべき専門技術の到達目標の明確化を図るこ
とが重要である。
　また、職業資格取得やインターンシップの推進に
よる生徒の学習意欲の高揚、職業観・勤労観の育成
を図ることも必要である。
　さらに、流通などのマネジメントや経営、品質管
理等に関する知識についての学習の機会を設けるこ
と、語学力を含めコミュニケーション能力や自己実
現能力を身に付けることなど、変化の激しい時代に
主体的に対応できるものづくり技術者としての幅広
い知識の習得を図るべきである。
　産業界においても、ユニバーサルデザインの観点
から、すべての人に優しいものづくりへの対応が必
要となっており、今後、このような新しい分野の学
習課題に対応していくことが必要である。
　なお、工業高校に学ぶ生徒がものづくりへの興
味・関心を高め、意欲的に学習に取り組めるよう、
専門分野の基礎・基本に係る設備機器の更新を進め
るとともに、各校の特色づくりに応じた設備機器の
整備の重点化と集約化を図ることにより、拠点的機
能を発揮し、自校の特色ある教育の成果を工業高校
だけでなく普通科も含めた他校の生徒にも提供する
よう努めることが求められる。
　また、工業高校間のネットワークを強化し、府立

工業高校全体が連携し施設・設備の有効利用等に努
めることが必要である。
　障害のある生徒が、工業高校において確かな職業
観・勤労観を身に付け、それぞれの能力を十分に生
かして、専門的な知識や技術を修得できるよう、修
学上の細やかな工夫、配慮が求められる。
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　工業高校から、さらに高度な専門性を身に付ける
ことができる高等教育機関への接続をめざす教育が
求められる。そのためには、生徒が高等教育機関へ
進学し、専門分野を履修するために必要な、普通教
科・科目の学習が可能な選択科目やコース等を設定
するなどの方策を講じるべきである。併せて、進学
希望に合わせた科目選択が柔軟に行えるよう、前期
または後期での半期ごとの単位認定が可能となる�
学期制を導入するなど、柔軟なカリキュラムの編成
を行う必要がある。
　また、工業高校生が大学の公開授業などを受けら
れる機会の拡充や、高等教育機関の教員等が講師と
して工業高校で専門の講義をする、いわゆる出前授
業を実施することなどをとおして、生徒に将来高等
教育機関に学ぶことの動機付けを行うことが必要で
ある。
　さらに、高等教育機関の接続に向けた適切な指導
を行うためには、工業高校と進学先の大学や専門学
校などとの間で教職員の交流を進め、相互の教育内
容への理解を深めていくことが重要である。
　�����������	
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　工業高校が実践的技術者や将来のものづくりの
リーダーの育成という役割を果たしていくためには、
常に産業界や大学等の動向やニーズを把握し、それ
によって工業教育の内容を検証し、向上させていく
不断の努力が必要である。
　また、義務教育段階からものづくりに親しむこと
が不可欠であり、工業高校からの出前授業や学校訪
問など小・中学校との交流を進めるとともに、工業
高校での体験入学のさらなる推進や学校のホーム
ページの充実などによって、児童、生徒、保護者、
中学校の教員に対して工業高校の教育内容について
の積極的な情報発信に努めなければならない。
　時代や産業界のニーズを反映したカリキュラムの
開発など、工業教育の充実・向上を図るためには、
工業高校内部の取り組みに加えて、広く産業界や大
学など外部の専門家に協力をあおぎ、十分な連携を
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図って人的、物的な資源とともに各種情報のハー
ド・ソフトにわたる幅広い社会資源を明日のものづ
くりを担う人材の育成に活用していくことが求めら
れる。
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　専門教育の指導に当たる教員は、常にモチベー
ションを高め、最新の情報を得て技術力を高めるな
ど、一層の資質向上が不可欠である。そのため、教
員採用に当たって、産業界の実務経験や技術力も評
価するとともに、初任者の技術力向上に向けた実技
研修の充実に努めるべきである。
　また、現在実施されている悉皆研修や企業への派
遣研修等に加えて、個々の教員の技術力に応じて、
その向上を図るためのきめ細かな研修メニューの開
発を行うことが必要である。
　そのためには、企業の熟練技術者や大学等の研究
者を招いて直接指導を受けたり、教員が企業におい
て実務を通じて技術を学ぶことにより、最新の知識、
技術・技能を修得するとともに、ものづくりマイン
ドの一層の向上が図られるよう、教員研修の拡充を
図るなど、教員の資質向上に向けて一層の取り組み
を進めなければならない。
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　専門分野の学習の深化のためには、基礎・基本の
知識、技術・技能の習得を前提として、企業ニーズ
や産業構造の変化に柔軟に対応できる枠組みへと改
革を進めなければならない。現在、府立工業高校の
全校に機械系、電気系の学科が設置されているが、
本府のものづくり産業を担う人材の育成に関して、
今後も機械系及び電気系は、基幹的分野として大き
な役割を持つものである。今後、これらの学科につ
いては、府内の産業の動向を踏まえつつ、製造技術
のシステム化や環境技術への対応など、産業の実態
に即して充実・改善を図る必要がある。その他の学
科についても、特色ある地場産業を担う人材を育成
する観点を踏まえ、生徒の就業状況や社会ニーズ、
さらに技術の高度化などの実態を見極め、その充実
や改編・整理を行う必要がある。
　一方、スペシャリストの育成を望む声とともに、
技術の複合化への対応を望む声が強いことから、既
存の学科の改編により、「総合技術科」や「ものづ
くり工学科」など、複合領域が学べる学科の設置や
相互の領域の技術が学べるような弾力的なシステム

の構築についても検討する必要がある。
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　専門分野の基礎・基本の習得という工業高校本来
の教育内容を堅持しつつ、将来のものづくりリー
ダーの育成に向けて高等教育機関で専門性をさらに
深めたいという生徒のニーズに応えるための教育の
充実が必要である。このため、高等教育機関での学
習に特に必要な数学・物理・外国語が選択できるコー
ス等の設置など、柔軟なカリキュラムを編成するこ
とが求められる。
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　学科の選択に当たっては、工業高校の各学科の学
習内容を十分に理解し、将来の進路を見とおして選
択することが望ましいが、中学�年生の時点では、
その選択が難しい面もあり、高校入学後に不適応に
より中途退学につながるケースも見られる。このこ
とから複合領域の学習ができるシステムの構築とと
もに、入学者選抜における学科ごとの募集ではなく、
学校全体として募集を行う、いわゆる総合募集（一
括募集）の実施が求められる。それにより、�年生
では、全員が工業高校生として身に付けるべき専門
分野の基礎・基本を共通履修し、学年が進行するに
したがい、自らの興味・関心や進路希望に応じて、
専門分野の学習の深化に必要な科目を選択するとい
う、生徒のニーズに合った教育の展開が可能となる。
　なお、総合募集の実施に当たっては、生徒の希望
を尊重しつつ、本人の適性や興味・関心を十分に踏
まえて専門分野の選択が円滑に進められるよう、ガ
イダンス機能の充実に努めるべきである。
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　近年の生徒の志願状況や企業からの求人状況、産
業の動向を示す各種指標などから、工業高校の募集
人員を積極的に拡大する状況ではないものの、今後
の製造業を中心とした大阪の産業を支える人材育成
の重要性から、これまでの工業高校の生徒募集比率
に基づく募集学級規模を確保することが必要である。
工業高校の学校規模は、現在、�～�学級となって
いるが、�学級程度の規模では教員配置数が少なく
なり、今後、新たな工業高校として、生徒の学習
ニーズに応えて柔軟な科目展開等を行っていくこと
が困難となる。工業高校においては、普通教室に加
えて多くの実習室等があり、施設面でも学級数の拡
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大には現状の面積で十分対応できることから、工業
高校の学校規模については今後、�～�学級に拡大
すべきである。�このように、�工業教育の一層の充実に
向けて学校としての適正な学校数を確保するという
観点から、工業高校の再編整備を進める必要がある。
��������	

　適正配置については、今までの答申等に示された
方向性を踏まえ、現在の府立工業高校をはじめ他の
府内公立工業高校の立地を前提に、各地域ごとの公
立中学校卒業者数、府内の産業の集積状況やこれら
を踏まえた地域バランス、交通の利便性などを総合
的に考慮して行う必要がある。
　また、各校がさらに一層特色づくりを進め、それ
ぞれが特定の分野や技術などにおいて拠点機能を持
つよう施設・設備の充実を図る必要がある。
　なお、各校の特色づくりに際しては、産業政策の
動向はもとより所在地域の産業との連携を視野に入
れた取り組みが重要である。
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　多部制単位制高校の設置に伴い、夜間定時制の課

程への入学者の減少が予測され、夜間という条件の
もとでの就学を希望する生徒の志願状況を踏まえ、
適正規模・適正配置に留意した再編整備が必要とな
る。学習内容としては、多様な生徒の興味や関心に
対応するため、複合的な学習ができる柔軟な学習シ
ステムとする必要がある。
　また、普通科に学ぶ生徒にも、工業に関する科目
選択が可能なカリキュラムを編成することは、将来
の職業観を体験的に養う上で重要である。こうした
ことから、夜間定時制の課程の工業科については、
工業科の施設・設備を活用した専門科目や普通科目
を生徒の興味や関心に応じて選択し、総合的に学習
できる「総合学科」に改編することが求められる。
　また、生徒に工業科目を含めた多様な科目選択を
可能にするには、今後、府内における地域バランス
を考慮し、多部制単位制高校（クリエイティブス
クール）の設置を計画的に進め、これらの学校で修
得した単位を、在籍校の単位として認めることなど、
柔軟な科目履修のシステムを構築するべきである。
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　平成元�（����）年�月の府学教審産業教育分科会から
の「新しい時代に対応する府立学校の職業学科のあり
方について－特に、工業高等専門学校及び工業高等学
校の学科について－」の答申の趣旨に沿い、府立工業

高等専門学校（以下「府立高専」）の学科改編が実施
された。
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　学科改編は、平成��（����）�年�月から表���のよう
な内容で行われた。�
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　平成��（����）�年度から、各学科に共通する一般科目
と学科ごとの専門科目を展開するとともに、科学・技
術の進展に沿った新教育課程が学年進行で実施された。
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①　新教育課程の実施に伴う教員配置計画に沿い、
教員が増員された。
②　新しい教育内容に対応するため、専門の学術分
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野の研究集会、講習会・研修会等に積極的に参加
するなど、現職教員研修が拡充された。
③　大学、産業界からの外部講師を必要に応じて招
聘された。
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①　システム制御工学科及び共同教育研究センター

の校舎棟が建設されるとともに、新教育課程の実
施に必要な実験・実習室等を確保するため、既存
校舎が改修された。
②　新教育課程の実施に伴う年次整備計画に沿い、
老朽化施設の更新及びコンピュータネットワーク
システムやＣＡＤシステム、材料試験装置など先
端技術機器の導入が図られた。�

　　　
�������	
��
�������

　平成��（����）�年�月の学科改編から��年以上経過し
たことをはじめ、科学技術の質的変化・高度化、国際
化、情報化の進展など社会情勢が変化したことや、専
攻科の制度化、日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）
の発足、さらには、府の行財政計画案の中で「府の大
学や試験研究機関等との連携のもと、産業教育の変化
や生徒のニーズ、進路の多様化に対応した高等教育機
関としての展望を視野に入れ、今後とも府が設置する
必要性を含め、機能のあり方について検討を行う。」と
されたことなどを踏まえて、平成���（����）�年�月に
�「府立工業高等専門学校あり方検討会議」が設置され、
平成���（����）�年�月に報告書がまとめられた。その概
要は、次のとおりである。
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○　今後とも科学技術創造立国をめざす一環とし
て、製造業の発展を担う実践的技術者が必要で
ある。大阪を中心とした関西圏における企業の
活性化や経済成長を図るためにも、実践的技術
者の育成が必要不可欠である。
○　社会や府民にとって魅力ある学校づくりを進
める必要がある。すなわち、技術者教育中心の
高等教育機関としての位置付けを明確にし、し
かも、実践的技術者の育成をとおして、産業界
や地域へ貢献できる魅力ある学校づくりが期待
されている。
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○　教育内容：技術者に必要な幅広い知識や技術
を身に付けさせる。すなわち、学習量の減少に
対応した基礎・基本の確実な定着を図り、実験・
実習等体験的学習や問題発見・問題解決・プレ
ゼンテーション能力等、実務的能力の育成及び

専門課題学習を充実させ、経営管理教育の推進
を図ること。
○　学科のあり方：社会的ニーズに適切に対応し
た学科とすること。
○　専攻科の設置：専門分野の学習の深化を図り、
ＪＡＢＥＥ認定について検討すること。
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　副校長の設置等権限と責任を明確にできる管理運
営体制を強化すること。また、開かれた学校づくり
に励み、教育環境の整備・充実に伴う受益者負担を
検討とともに、教職員配置のスリム化を図ること。
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　独立行政法人化についての検討をする必要がある。
　平成���（����）�年�月に「府立工業高等専門学校改
革推進プロジェクトチーム」を府教育委員会内に設
置し、�平成���（����）�年�月に「府立工業高等専門学校
改革計画案」が示された。�
　その概要は、次のとおりである。
�������	

①　基礎�基本の確実な定着、専門技術の各分野で
の基礎�基本教育の徹底。
②　体験的学習を通じて職業観・勤労観の定着、実
践的な能力の育成。
③　高度化する産業技術に対応した専門課題学習の
充実、問題発見・解決能力の育成。
④　グループによる課題への取り組み、マネジメン
ト能力等の育成。
⑤　技術者としての社会的責任を自覚し、行動でき
る能力の育成。
⑥　ガイダンス機能を充実し、学生の進路�コース
選択等を支援。
⑦　障害のある学生に対する就学上の配慮について
の検討。
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　変化する産業技術者の育成ニーズに適切に対応する
ため、学科の枠組みを超えた「総合工学システム学科」
�学科�コース制とする。コースの名称は、次のとお
りである。
○機械システムコース
○システムデザインコース
○メカトロニクスコース
○電子情報コース
○物質化学コース
○環境都市コース
���������	
����
����	　�������	
①　産業技術の革新・高度化に対応し、本科と有機
的に接続した人材育成を行う。「総合工学システ
ム専攻」�専攻�コース（専門分野）を設置する。
②　機械工学、電気電子工学、応用化学、土木工学
の四つの専門分野について、大学評価・学位授与
機構の認定が受けられる内容とする。
③　技術者教育の国際的基準となるＪＡＢＥＥの認
定をめざす。

�������

①　本科の入学者定員は、進路状況求人倍率や、産

業界への貢献の観点から現行どおり���名とし、�総
合募集の実施、受験機会の複数化等の検討を行う。
②　専攻科の入学者定員は��名とし、社会人技術者
の選抜方法を検討する。
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①　組織の活性化を図り、社会的ニーズに適切に対
応した教育を推進する。
○校長を補佐する副校長の複数配置、校内組織の
見直しを行い、組織における権限と責任を明確
にできる運営体制を強化する。
○組織を再編し、教育研究支援機能、産業及び地
域への貢献機能を充実する。
○公開授業・評価や外部評価制度を充実し、学校
運営に反映する。
○企業等の外部人材の活用を検討する。
○校長のリーダーシップのもとに教員の研究奨励
制度を創設し、教育内容の向上、産学連携に反
映する。
○府立高校における整備状況を踏まえ、空調設備
の導入を検討する。

②　国立高等専門学校などを参考にしながら、表
���のように教職員配置を段階的にスリム化する。

�������	


　設置�運営については、地方独立行政法人法の対象
事業とされていないことから、府が運営することとし、
�国の動向等を見極めながら、引き続き検討する。�
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　昭和���（����）�年�月府教育委員会に「農業教育近代
化検討委員会」が設置され、付加価値の高い農業生産
の技術を身に付け、時代の変化に対応できる職業人の
育成について検討が進められた。
　また、同年�月に府学教審産業教育分科会から答申
が出され、この中で「農業に関する学科においては、
……既存の学科を新しい学科へ転換することについて
検討することが望まれる。」ことなどが提言された。こ
れらを踏まえ、昭和���（����）�年度と平成元�（����）�年度
に府立園芸高校及び府立農芸高校において学科改編が
行われた。
　さらに、工業高校の学科改編が、昭和���（����）�年�
月に出された府学教審産業教育分科会の「本府高等学

校における今後の職業教育の在り方について」の答申
及び平成元�（����）�年�月に出された府学教審産業教育
分科会の「新しい時代に対応する府立学校の職業学科
について－特に、工業高等専門学校及び工業高等学校
の学科について－」の答申を踏まえ、①原則として既
存学科を改組することとし、平成�（����）年度から平
成�（����）年度までの�か年で計画的に実施する。②
エレクトロニクスの進展に対応するため、情報関連学
科を設置する。③メカトロニクスの進展に対応するた
め、機械と電子の領域を融合した学科を設置する。④
生産の管理、システム化に対応するため、専門領域を
拡充した学科を設置する。という方針のもとに推進さ
れた。
　なお、表���は、府立農業・工業高校の学科改編の
状況の推移を示したものである。�

　学科改編に伴う施設�設備については、新しい教育
内容にふさわしい施設�設備となるよう、バイオテク
ノロジーや情報関連機器、先端技術機器等、産業教育

国庫補助金を中心に整備された。
　また、情報関連機器については、リース制の導入が
図られた。�
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　平成��（����）�年�月に府教育委員会から、「生涯学
習時代の多様なニーズに応える－魅力ある定時制高校
への改革－」が公表された。
　この中で定時制高校は、志願者数の減少�募集人員
の約半分�などにより、生徒実態の多様化、卒業率の低
下�入学時の約半分�、学校が小規模化してきた。定時
制高校は、勤労青少年のための後期中等教育という位
置付けに変わりはないものの、生徒の実態は大きく変
化している。このまま、現状を傍観するならば、定時
制高校の将来は憂慮されるため、生涯学習時代の多様
なニーズに応え、いつでもだれでも学ぶことができる
ような魅力ある定時制高校に改革するために再編する
ほか、魅力ある定時制高校に改革するためには、一定の
学校規模が必要であり、全体の志願状況から見て、周辺
校の募集停止は止むを得ないという考えが示された。
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○　工業高校に普通科を併置し、普通科目も職業科
目も相互に学ぶことができる総合制を導入する。
（西野田工業、�淀川工業、�今宮工業、�佐野工業の�校）
○　普通科に生徒のニーズに応えることができる
コース制を導入する。�情報処理コース、国際教
養コース等�
○　選択科目を拡充し、生徒が自ら興味・関心等に
応じて学習できる選択制を導入する。
○　普通科に専門科目を取り入れ、職業能力を伸ば
す。�「産業社会と人間」、「情報処理」、「工業数理」、
�「文書処理」、「簿記」等�

��������	
��
���

　○　生徒が主体的に学習計画を立てることのでき
　るよう、単位制の学校を拡充する。
　○　�年制を基本に、�年間でも卒業できる定時
　制・通信制併修制度を拡充する。

��������	
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　○　いつでも可能な時間に学ぶことができるよう、
　桃谷高校を単位制の新しいタイプの高校として
　その教育機能を一層充実させるため、昼間の定
　時制の課程に続き、夜間の定時制の課程を新設
　する。
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　○　学校で開設している教科・科目を開放し、再
　学習を希望する府民のため、聴講制度の導入を
　検討する。
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①　再編後の学校所在地は、自宅又は勤務先等府内
の各地域から��～��分以内で通学が可能な範囲に
なるよう配慮する。
②　募集停止校で在校生が留年し、再履修を希望す
る生徒がいる場合は、課程の廃止を�年に限り延
長する。
③　補食給食校の完全給食化について検討する。

�　������
　定時制改革を実施するため、�校（市岡、守口、
高津、今宮、勝山、佐野）を平成��（����）�年度に生
徒募集停止し、再編する。平成��（����）�年度以降に
ついては、平成��（����）�年度の選抜実施状況、適正
配置の観点等を踏まえて引き続き検討する。�

�
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　総合学科は、平成��（����）�年�月に高等学校教育の
一層の個性化・多様化を推進するため、選択履修を原
則に普通教育及び専門教育を総合的に実施する学科で
あり、現行の普通科・専門学科に並ぶ第�の学科とし
て、国において策定されたものである。その際、文部
省初等中等教育局長通知により、学年による教育課程
の区分を設けない単位制による課程とすること、教育
課程における科目編成は高校の必履修科目、学科の原
則履修科目、総合選択科目、自由選択科目により編成
することなどが示された。

　このうち、学科の原則履修科目としては、自己の進
路への自覚を深めさせるとともに、将来の職業生活の
基礎となる知識・技術を習得させるため、「産業社会と
人間」、「情報に関する基礎科目」、「課題研究」の�科
目が示された。また、教育課程の編成に当たっては、
これら原則履修科目と専門教科・科目を合わせて��単
位以上開設することとされた。
　総合学科に関する教育課程の編成の基準については、
それまで文書で通知されていたものが改められ、平成
���（����）�年�月学習指導要領にその基準が明示された。
　平成���（����）�年度から学年進行により実施の学習指
導要領においては、すべての学科の必履修教科として
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�「情報」及び「総合的な学習の時間」が新設された。総
合学科においては、「総合的な学習の時間」に「生徒
が興味・関心、進路等に応じて設定した課題について、
知識や技能の深化、総合化を図る学習活動」を行うこ
ととされた。
　また、これに伴い、総合学科では「産業社会と人間」
をすべての生徒に原則として入学年次に履修させるこ
と。その標準単位数は�～�単位とし、教育課程の編
成に当たっては「産業社会と人間」及び専門教科・科
目を合わせて��単位以上開設することが示された。

　このほか、総合学科の施設・設備については、専門
教科・科目�産業教育関係���単位以上の設置により、
産業教育振興法が適用されることになった。
　本府においては、平成��（����）�年度から府立柴島高
校、府立今宮高校、府立松原高校がそれぞれ総合学科
に改編された。
　なお、平成���（����）�年度には、府立能勢高校、府立芦
間高校、府立八尾北高校、府立枚岡樟風高校、府立堺東
高校、府立貝塚高校にも総合学科が設置された。�
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　インターンシップは、従来から農業高校や工業高校
などで「実習」や「課題研究」の一部として、産業界
の現場における「現場実習」として実施されていた。
　平成��（����）�年�月の理産審答申において、今後の
専門高校での教育の改善・充実を図っていく上で、こ
れまで以上に地域や産業界との連携が必要であるとさ
れ、インターンシップの重要性とその意義が、次のよ
うに強調された。
○　職業の現場における実際的な知識や技術・技能に
触れることが可能になり、学校における学習と職業
との関係について生徒の理解が促進するとともに、
学習意欲を喚起する。

○　生徒が自己の職業適性や将来設計について考える
機会となり、主体的な職業選択の能力や高い職業意
識の育成が促進される。
○　生徒が教員や保護者以外の大人と接する貴重な機
会であり、異世代とのコミュニケーション能力の向
上が図られる。
　また、平成���（����）�年�月告示の学習指導要領では
「就業体験」として取り扱い、生徒の学習に対する目
的意識や職業観・勤労観の希薄化のほか、進路未決定
の高校卒業者の増加や就職者の早期離職率の上昇の顕
著化などに対応するため、専門高校に限らず総合学科
や普通科にも取り入れ、できるだけ多くの生徒に体験
させる必要があることが示された。�
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　平成���（����）�年度に府教育委員会から、「全日制府
立高等学校特色づくり・再編整備計画」が公表された。
本計画は、生徒減少期を教育環境・教育条件など教育
の質的向上を図る好機ととらまえ、同年度に策定され
た府教育委員会の「大阪府教育改革プログラム」に基
づいてつくられたものであり、平成���（����）�年度から
平成���（����）�年度までの��年間にわたる、府立高校の
改革計画が示された。
　このような中、平成���（����）�年�月に府学教審から、
�「今後の後期中等教育のあり方について」の答申が出さ
れた。その概要は、多様なニーズを持つ生徒が目的意
識を明確にして学ぶことができる多部制単位制高校
（クリエイティブスクール�の設置と、これに従前の

全日制の課程を合わせた�「昼間の高校」という新たな枠
組みを設定し、これに対応した高校への進学率を設定
すること、及び多部制単位制高校（クリエイティブスクー
ル）の整備に伴う夜間定時制の課程の学校規模や配置
のあり方について検討する必要があるなどであった。
　続いて、平成���（����）�年�月に府学教審から「今後
の府立工業高校のあり方について」の答申が出された。
この中で、社会経済情勢の変化に伴う今後の工業高校
に求められる方向として、「実践的な技術・技能を身に
付けるために専門分野の深化をめざす」、「高度な専門
性を身に付けるため高等教育機関への接続をめざす」
の二つをあげ、これをもとに今後めざすべき教育内容
とその実現に向けた取り組みや、適正規模及び適正配
置のあり方、工業高校に併置されている夜間定時制の
課程のあり方などが示された。
　これに伴い、同年�月に本計画の全体的な見直しが
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行われた。
　なお、その概要は、次のとおりである。
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　国際化、情報化、少子高齢化等の社会経済情勢が変
化するとともに、生徒の学習ニーズが多様化する中で、
生徒一人一人が興味・関心、能力・適性、進路希望等
に応じて多様な学習と幅広い進路選択が可能となるよ
う、府立高校の特色づくりを進めること及び生徒減少
による学校の小規模化が進む中にあって、適正規模・
適正配置の観点から再編整備を推進し、活力ある学校
づくりを進めること。
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　平成���（����）�年度から平成��（����）年度までとする。
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　府立高校特色づくりの内容は、次のとおりとする。
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　府学教審答申で示された工業高校での専門分野の
学習の深化、高等教育機関への接続という二つの方
向性を踏まえて、産業構造の変化や技術の複合化な
どの課題に対応できるよう、教育内容の充実を図る
とともに、適正規模・適正配置の観点から工業高校
を再配置する。
　また、工業高校については、教育内容、教育シス
テムの大幅な刷新を図り、新しい学校としてスター
トすることから、専門高校としての種別名称を「工
科高校」に改める。
　なお、「工科高校」の内容は、次のとおりとする。
○　機械、電気を基幹分野として、専門分野の知識、
技術、技能の基礎�基本を修得できるものとする。
また、技術や産業分野の複合化に対応して、専門
科目の共通履修や、複合分野を系統的に学習でき
るものとする。
○　高度な技術を修得し、専門性を身に付けること
をめざす生徒が、進路希望に応じて大学などの高
等教育機関への接続に向けた学習が可能となるよ
う、必要なコースや選択科目を設置する。

○　企業や大学、試験研究機関等の協力のもとに、
見学や公開講座、インターンシップ制度などを積
極的に活用することにより、生徒が先端的な技術�
機器や最新の情報に接する機会を提供し、ものづ
くりに対する意欲の向上を図る。
○　柔軟な科目の設定や単位認定が可能となる�学
期制の導入を図る。
○　専門的な技術・技能を身に付けられるよう、専
門分野の基礎�基本に係る設備�機器の整備�充実
を進めるとともに、各校の特色づくりに見合うよ
う、重点的・集約的な設備�機器の配置を行う。
○　工業教育の向上を期するため、各府立工科高校
が連携を強化し、一体となって取り組みを進める。
○　工科高校教員の技術・技能の向上に向けて、
個々の技術力に応じた研修や、企業等における実
務研修の一層の充実を図る。また、産業界での実
務経験や技術力を有した教員の採用に努めるとと
もに、高度な専門性を有する退職教員や企業�地
域等の優秀な人材を外部講師として積極的に活用
する。
○　これまでの学科に代わって新たに体系付ける専
門科目のまとまりである「系」を設定する。現在
設置されている機械、電気以外の学科については、
地域の産業とのかかわりを踏まえつつ、生徒の就
業状況や社会的ニーズ、技術の高度化などを見極
め、系としての充実や改編、整理を行い、�校当た
り�～�の系を設置する。
○　�年次において、ガイダンスのための科目を設
け、専門分野の知識だけでなく、職業観の育成や
自らの生き方について考える内容のものとする。
○　多様なコース、教科�科目を展開することや、施
設規模等から、募集学級数は�学年�学級を基本
とする。
○　現在の府立工業高校の立地を前提に、府内の産
業の集積状況や、これらを踏まえた地域バランス、
通学の利便性などを総合的に判断して、現行��校
のうち�校を工科高校として再配置する。
○　その�校は、府立茨木工業高校、府立西野田工
業高校、府立淀川工業高校、府立今宮工業高校、
府立城東工業高校、府立布施工業高校、府立藤井
寺工業高校、府立堺工業高校、府立佐野工業高校
とする。
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　なお、�表���は、本計画による平成���（����）�年度及
び平成���（����）�年度の府立高校数を示したものである。
○　府立白菊高校は、�保健婦助産婦看護婦学校養成
所指定規則の改定に伴い、�平成���（����）�年度から
生徒募集停止となった。（������）�

　　なお、この経緯は、次のとおりである。
　①平成�������）�年�月から、「准看護婦の資質
の向上に関する検討会」�厚生省�において、准看
護婦養成に係わる教育内容・教育環境等を充実さ

せる方向で検討が進められ、平成���（����）�年�月
に報告書にまとめられた。②平成���（����）�年�月
及び��月に医療関係者審議会保健婦助産婦看護婦
部会で、この報告書に沿って保健婦助産婦看護婦
学校養成所指定規則が協議され、その後約�か月
間のパブリック・コメント期間を経て、��月に同
部会で承認された。④平成���（����）�年��月に保健
婦助産婦看護婦学校養成所指定規則の一部を改正
する省令が告示され、施行期日は平成���（����）年
�月となった。
○　府立能勢高校は、大阪府中高一貫教育研究会議
の結論に基づき、中高一貫教育校として総合学科
に改編することが平成���（����）�年度に決定された。�
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　国や本府の審議会答申等でよく提言されているのは、
教員の資質の向上についてのことであり、このことは、
職業教育を担当する教員には常に求められることである。
　職業教育における教育内容の改善や学科の改編等を
行うためには、優れた資質を有する教員の確保に努め
るとともに、現職教員には技術の進歩に対応し得るよ
う研修の充実が必要である。
　国においては、このような考えのもと、次のような
講座等が実施されている。
　○　新産業技術等指導者養成講座
　○　高等学校農業クラブ指導者養成講座
　○　高等学校家庭クラブ指導者養成講座
　○　産業教育内地留学

　○　総合学科等新科目実技指導講座
　また、全国農業高等学校長協会、全国工業高等学校
長協会、全国高等学校長協会家庭部会、全国商業高等
学校長協会等においても教員の資質向上のため各種の
研修会が開催されている。
　本府においては、教員の資質向上、先端技術の修得、
実社会での体験を学校現場で生かす観点から、平成�
�（����）�年度から高校の「職業教育担当教員企業派遣研
修」が実施され、研修終了後には全体発表大会が開催
されている。
　その他、「高等学校産業教育学科主任研修」、「高等学
校ものづくり研修」、「高等学校『農業』研修」、「高等
学校『工業』研修」、「高等学校『商業』研修」、「高等
学校『家庭』研修」、「高等学校『看護』研修」などが
実施されている。�
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�　平成��年度の計画における専門高校��校の内訳は、農業�校・工業�校・国際科学�校・造形�校
を示す。平成��年度は本計画の最終年度を示す。
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　昭和���（����）�年の国からの高校入学者選抜の改善に
ついての通知のほか、総合学科の設置や平成��（����）

�年の府学教審の入学者選抜の改善に関する答申などに
より、府公立高校の入学者選抜は表���のように変遷
した。
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〔昭和���（����）�年�月建議〕
　近年、エレクトロニクスをはじめとする科学技術の
進歩は著しく、�先端技術の開発や高度情報化に伴い、�産
業構造や就業構造など産業界に大きな変革が起きてお
り、これらは、今後一層急速に進むものと推測される。
　さらに、我が国の国際的地位や責任も高まり、外国
との文化・経済・人的交流等のあらゆる面で、国際化
の進展はますます強まろうとしている。
　このような状況の中で大阪市は、��世紀をひかえ、
先導的な活力ある国際文化都市として発展するために
は、かつて実学を重んじ、職業教育の振興に努めてき
た経験を基盤として、時代の変化に対応できる人材育
成を図るため、より一層積極的に職業教育を推進しな
ければならない。
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　急速な技術革新の進展する時代には、創造的な学
習態度や問題解決能力、応用力などを養い、課題に
適切に対処し得る能力を育成することが大切である。
このため、基礎的・基本的な知識・技術の定着を図
るとともに、新しい高度な専門技術を修得させる指
導方法を工夫するなど、教育課程編成上一層の配慮
が必要である。
　また、工業科及び商業科高等学校における新しい
学科や複合的な学科など、学科の新設・改編・統合
を積極的に検討するとともに、さらに多様な職業教
育を展開できるよう、地域や他の教育機関等との連
携を一層緊密にし、従来の枠を超えた職業科高等学
校等新しい教育システムの構想も研究課題の一つと
して考えられる。
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　社会の情報化が進展し、学校教育においてもコン

ピュータによる情報活用能力等の育成について積極
的に進められようとしているが、特に職業科高等学
校においては、情報に関する教育の一層の深化・充
実を図らなければならない。
　そのためには、指導内容・指導方法をさらに研究
するとともに、各校の教育活動が効率よく展開でき
るようなシステムとして、大阪市教育センター情報
処理教育室を中心に、各学校・学科の専門的な特色
等を十分生かした新しいコンピュータシステムの構
築について早急に検討し整備する必要がある。
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　エレクトロニクス、新素材、バイオテクノロジー
などの先端技術教育に関する施設・設備については
一層の整備を図るとともに、職業教育の基礎・基本
にかかる設備の更新についても積極的に行わなけれ
ばならない。
　また、商業教育の推進に必要な施設・設備、例え
ば、総合実践教室などへの情報処理関係設備の整備
などについて積極的に行うべきである。
　なお、時代に即応した最先端機器を導入し、教員
の専門技術研修及び専門技術実習が可能な教育施設
の設置を研究する必要がある。
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　普通科高等学校における進路状況から見て、体系的
な職業教育の導入が必要であり、特に情報教育に関す
る機器の整備を進めるとともに、職業科高等学校との
連携を図ることなどが考えられる。
�������	�

　生涯学習社会化が進展し、人々の学習ニーズが高度
化・多様化する中で、定時制職業科高等学校の在り方な
どについても生涯学習の観点から検討する必要がある。
　また、職業が専門分化し、専門的技術への要請が高
まる状況のもとで、公的職業資格取得者の増加を図る
よう、その方策について検討しなければならない。
　なお、�職業教育を担当する教員の資質・指導力の一層
の向上や、�職業教育の内容や方法の改善に向けて、�より
組織的・計画的な研修体制の整備を図るとともに、企
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業や大学での長期及び短期の研修制度の拡充や、海外
研修も積極的に行えるよう配慮することが必要である。
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〔平成��（����）�年�月建議〕
�������	
��
��

�������

　本市の高等学校は、商工業都市として発展してき
た地域性とそれに基づく実学を重んじる精神で支え
られながら職業教育の充実に力を入れ、幾多の有為
な人材を輩出し、市民の信託に応えてきた。戦後の
高校在籍者数が第�次ピークとなる昭和��年代初め
には、普通科が約��％、職業学科が約��％であった。
現在は、普通科が約��％、職業学科が約��％になっ
ており、�依然として、�専門高校に在籍する生徒が多い。
　今日、専門高校に入学する生徒の能力、適性、進
路等は、ますます多様化しており、このような生徒
のニーズに対応するため、さまざまな学科・コース
を設置するとともに、学科の枠を超えた科目選択を
可能にしたり、学習指導要領に示されている教科・
科目以外の教科・科目を開設したりするなど、教育
課程の弾力化・多様化の推進に努めている。
　卒業者の進路状況については、現在は就職者が多
数を占めているものの、進学を希望する生徒が年々
増加傾向にある。
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　本市の専門高校では、実習などの実際的、体験的
な学習を重視し、確かな知識・技術としっかりした
職業観・勤労観を身に付けた中堅技術者、事務従事
者などの育成に努めてきた。また、生徒一人一人の
能力・適性等に配慮した総合的な人間教育を行って
きた。この基本的な考え方は、今後、専門高校に一
層強く求められるものである。
　しかし、今日、これまで以上に高度な専門的知識・
技術を有する人材が求められるようになっており、
生涯をとおして専門的能力の向上に努める必要が一
層高まってきている。
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　産業社会のめまぐるしい発展の中で、職業教育
は常に、「不易」と「流行」とをしっかり認識し、職業
教育だからこそできる教育の展開が課題である。
　特に、本市専門高校の情報教育については、全
国的にも先駆的な取り組みを推進してきたが、今

後もマルチメディアやインターネットなどの進展
を視野に入れつつ、一層の深化と充実を図ること
が重要である。
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　中学校卒業者は昭和��年をピークにして減少を
続け、平成��年にはピーク時の約半分になるもの
と予測される。この状況において、いかにして職
業教育の持つ特徴とその意義を理解させ、職業教
育への期待を高めるかが大きな課題である。その
ためには、生徒にとって一層魅力あるものになる
よう職業教育の質的改善・充実を図り、学科の新
設・改編等を行う必要がある。
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　今日の社会においては、�国際化・情報化の進展や
科学技術の高度化に伴い、�絶えず新しい知識・技術
を身に付けることが求められている。�さらに、�高齢
化社会を迎え、生涯学習の必要性が高まっている。
　職業教育においても、このような観点に立った
指導を行うことが肝要である。また、市民の生涯
学習への要望に応え、地域に開かれた専門高校と
しての教育機能を積極的に提供することも重要で
ある。
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　本市専門高校から、大学・短期大学・専修学校
等への進学率は、平成�年�月の卒業者について
は約��％であり、これは昭和��年�月の卒業者と
比較すると約�倍に当たる。このように専門高校
では、社会全体の高学歴化を背景にして、進学率
は飛躍的に増大しつつある。
　このような状況においては、専門高校からの大
学等への進学について、積極的に対応することが
活性化の有効な手段でもある。そのためには、進
学対策の強化とともに、特別推薦入学枠や専門科
目による代替受験制度等の拡充について、一層配
慮がなされるよう関係諸機関等に対して働きかけ
をしていく必要がある。
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　本市専門高校は、それぞれの学校が特色を持ち、
魅力ある存在になるよう生徒の実態や社会の要請に
基づき、学科の新設・改編、コース制の導入などさ
まざまな施策を実施してきた。
　学校規模については、学級減に伴って小規模化が
進むことは、学校の活力を低下させる要因になり、
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学校運営の面でも好ましくない状況が生じるので、
�学年�～�学級程度が適正規模と考えられる。な
お、学級減については、生徒や地域の実態を踏まえ
て、地域的に均衡のとれた学科及び学級の配置にも
留意する必要がある。
　また、学科構成についても、生徒の多様化に対応
するとともに、総合化や専門化を図るなど、それぞ
れの学校が特色ある魅力的な学校にすることが必要
である。
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　公立の商業高等学校は、府内では大半が本市に
設置されており、いずれの学校も輝かしい歴史・
伝統と実績を有している。しかし、近年、商業高
等学校への志願者数が年々減少する中で、定員割
れを起す学校も生じてきているので、それぞれの
学校が個性化・特色化の一層の推進を図る必要が
ある。そのためには、商業デザイン分野・観光分
野・秘書分野・環境分野等の学科・コースの新設
や総合学科の設置についても十分視野に入れて検
討する必要がある。また、商業系以外の学科を併
設するなど、新たな視点から、本市高等学校全体
の在り方を総合的にとらえて検討することが大切
である。
　教育課程については、多様で弾力的な編成を行
うとともに、教育内容・方法の工夫改善を図るこ
となどによって、大学進学への道の拡大にも努め
る必要がある。
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　本市の工業高等学校は、早くから全国的にもユ
ニークな学科を設置し、特色化を推進してきた。
しかし、急速な技術の進歩、国際化・情報化の中
にあっては、時代の進展に対応するため、基幹学
科の改革を含め、新しい発想に基づく学科の再編
を早急に検討する必要がある、そのためには、そ
れぞれの学校が、機械系学科を中心とした学校や
電気・電子系学科を中心とした学校、環境技術系
学科を中心とした学校など、学校ごとに個性化・
特色化を積極的に推進する方向も研究しなければ
ならない。
　さらに、総合技術系というような学科を設置し、
学年進行とともに類型やコースに分れるような学
校への改編や既設の学科を総合学科に改編し、工
業高校そのものが生まれ変わることも積極的に検
討する必要がある。

��������	�
��
������

���������	
�

　総合学科は、平成���年度より制度化され、普通
科と職業学科とを総合した単位制による新しい学
科である。そこでは、生徒の個性を生かした主体
的な学習をとおして、学ぶことの楽しさや成就感
を体験させる学習を重視するとともに、高等学校
へ入学してからの適切なガイダンスにより、自己
の進路を明確にするなどの特徴を持っている。
　総合学科には、入学生の目的意識の問題や設置
条件等の諸課題もあるが、本市専門高校において
も、地理的条件、開設する系列等を考慮して、設
置に向けて積極的に検討すべきである。

���������	
��
�

　本市においては、平成��年度より西高等学校を
普通系、商業系、工業系を持つ総合制高等学校に
改編した。今後も、このようなタイプの学校の設
置について、検討することが望まれる。
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　講座数の増加に伴う教室�教員数の確保や自習室
の整備など、人的�物的な充実が必要である。設置に
ついては、なお一層の研究がなされるべきである。
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　近年、就業形態の変化、就学生徒の減少、入学動
機の多様化等、定時制高等学校を取り巻く状況は大
きく変容した。本市は、平成��年に、多様な学習目
的を持つ社会人の要請にも応えうる新しいタイプの
高等学校として、単位制の課程の大阪市立中央高等
学校を開設した。同時に同校に、定時制高等学校�
校を統合して、学年制課程として商業科と普通科を
併置した。また、現在ある四つの定時制工業高等学
校は、小規模化により集団活動や特別活動等におい
て支障を来たしている学校もあり、多様で弾力的な
教育課程の編成を困難にしている。
　したがって、改革の基本的な方向としては、独立
専用校舎を整備して単位制を導入し、大学進学も可
能なコースを含めた多様な教育課程を編成すること
が必要である。そのためには、今後、他の定時制高
等学校の統廃合も視野に入れなければならない。
　また、スペシャリストの養成というニーズに応え
る継続職業教育機関としての「工業専攻科」、「産業
教育共同利用施設」（高校テクノセンター）、さらに
理科系離れ対策や創造的な人材育成のための施設を
併設するなど、定時制工業高等学校の改革構想を早



��

��������

急に検討する必要がある。
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　今日の産業社会においては、より先端的で高度な
実践的技術者の養成が急務になっており、高等学校
を卒業した生徒のニーズに応じる多様な教育機会を
提供する必要がある。
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　高等学校終了後さらに高度な専門的な知識・技
術を身に付けた技術者の養成や上級資格の取得を
めざした専攻科の設置について検討する必要がある。
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　平成��年に高等専門学校設置基準が改正され、
商業の分野についても設置が可能になった。高等
専門学校は、教職員や施設�設備の基準、監督庁の
違いなど、高等学校とは異なる課題も多くあり、
�本市としては、�なお研究を継続する必要がある。
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　本市においては、大正����年に�年制の工芸学校
を設立し、関西におけるデザイン・造形教育の中
心的な役割を担い、常に時代の要請に応えてきた。
　近年の社会状況は急激に変革し、デザイン界に
おいてもその対応に迫られ、高等学校の造形教育
との一貫性、継続性を持ち、デザイン・造形教育

を一層深く充実させるよう、専門教育機関として
の社会的な要請を受けていた。このため、昭和��
��年には高等学校卒業者を入学資格とする「大阪市
立デザイン教育研究所」を大阪市立工芸高等学校
内に設立した。当研究所では、ビジュアルデザイ
ンコース、プロダクトデザインコース、スペース
デザインコースの�コースを設け、高校でのデザ
イン教育を継続しながら、さらに高度なデザイン
教育を実施している。今後とも、社会のニーズを
勘案しつつ、他のさまざまな分野の専修学校の設
置についても研究を継続していくことが必要であ
る。
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　職業教育を担当する教員は、産業社会の急激な進
展に対応できるよう、教科に関する知識�技術を常
に見直し、その資質や能力の向上に努めることが望
まれる。また、最新の知識�技術に関する実技研修、
大学等への留学、企業での現場体験などの専門分野
の研修だけでなく、広い視野を培う学際的な研修に
ついても配慮することが肝要である。さらに、効果
的な研修の推進を図る観点から、各学校においては、
校内研修の組織化を図り、研修体制の確立に努める
ことが大切である。�
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〔平成��（����）年�月答申〕
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　　本市の専門高校においては、「情報」及び「福祉」
の教科を新設し、また、「環境」問題に関する学

習を取り入れるなどにより、社会の変化や産業の
動向に的確に対応できる将来のスペシャリストの
育成をめざすとともに、教育課程や指導方法の改
善によって生徒に学び方やものの考え方を習得さ
せ、問題解決や探求活動に主体的、創造的に取り
組む態度を育成することが必要である。
　　また、本市高等学校においても、生徒の望まし
い職業観・勤労観の育成に資するものとして、大
阪の商工業の伝統の継承�発展を図るため、企業
での就業体験（インターンシップ）の実施につい
て積極的に導入を図るとともに、その成果を単位
認定することを検討すべきである。
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　　柔軟な教育課程と履修システム、そして、社会
人の学習ニーズにも応えられ、多様で高度な職業
資格取得コースを備えた、新しいタイプの高等学
校等の設置を検討する必要がある。�
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〔平成���（����）�年��月答申〕
　大阪市高等学校教育審議会は、大阪市教育委員会か
ら平成��（����）�年��月に、「��世紀を展望した本市高
等学校教育の在り方について－大阪市におけるまちづ
くり・ひとづくりの施策を踏まえて－」の諮問を受け
るとともに、諮問に際して、主な検討事項として次の
�点が示された。
①　大阪市の特色を生かした高等学校教育の在り方について
�　社会の変化に対応する高等学校教育の在り方について
�　個性を生かす高等学校教育の在り方について

　　本審議会は、これらの事項のうち�について審議
を行うとともに、同時に�についても審議しておく必
要があったため、並行して審議が重ねられ、第��次答
申として出された。その概要は、次のとおりである。
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　今日、国際化、情報化や科学技術の進展、環境問
題への関心の高まり、少子高齢社会の到来など、社
会が急激に変化する中で、��世紀を生きる人材を育
てるためには、創造力豊かな人間性を育む教育を推
進しなければならない。そのためには、教育課程の
弾力化を図り、学校間の連携を推進して各高等学校
が有する教育資源を相互に活用するとともに、社会
に開かれた学校づくりを一層進めなければならない。
同時に、教員については、社会の変化に対応し得る
専門性と実践的指導力の向上が強く求められており、
今後、教員の資質向上のための取り組みを一層充実
させていくべきである。そのためには、次のような
方策を検討する必要がある。
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　中学校の教育の基礎の上に、高等普通教育及び
専門教育を施すことを目的として設置されている
高等学校においては、学習内容をより深く高度に
学ぶなど専門教育に特化していくことが重要であ
る。また、同時に生徒の選択の幅を広げ、選択科
目や学校設定科目の履修をとおして、生徒の興

味・関心、進路希望等に応じ、幅広く学ぶ仕組み
を整え、生徒の個性を伸ばす教育の展開にも配慮
すべきである。そのためには、高等学校間で可能
となるよう、相互に連携を進めるとともに、マル
チメディアを活用した、他の高等学校の遠隔授業
等により、単位修得できるシステムの検討が必要
である。また、高大連携についても一層充実すべ
きである。
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　近年、生徒の主体的な職業選択能力や職業観の
育成が一層求められている。そのためには、民間
企業等において、�実際的な知識や技術に触れ�、�自
己の職業適性や将来の進路について考える機会と
なるインターンシップを積極的に導入すべきであ
る。
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　民間企業や大学等の関係諸機関と連携した研修
など、教職員研修の内容・方法をも含めた組織的・
計画的な研修のあり方について検討しなければな
らない。
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　生徒が課題や目的に応じて、必要な情報を主体
的に収集・処理・判断・創造・表現し、受け手の
状況などを踏まえて発信・伝達できるいわゆる情
報活用能力の育成が急務である。
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　高度かつ多岐にわたる情報を取り扱う技術者等
は、高等学校段階の教育のみで育成できるもので
はない。しかし、高等学校においても関連する情
報機器を整備・充実し、ホームルーム教室や特別
教室からインターネットに接続するなど高度で多
様な情報通信サービスを享受できる学習環境を整
えるとともに、企業等の第一線で活躍する技術者
による指導にも配慮し、これら情報通信技術の基
礎の充実を図るべきである。
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　国際社会においては、相手の立場を尊重しつつ、
自分の考えや意志を表現・伝達できる基礎的な力
を育成する観点から、外国語の理解力や表現力等
の育成を図り、コミュニケーション能力を高める
ことが必要である。
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　現在、さまざまな面でアジア諸国との交流が深
まっており、今後、高等学校教育においても一層
アジア諸国に目を向けていく必要がある。このこ
とは、多文化共生社会の実現をめざす本市として、
これからの国際理解教育を進めるに当たっても、
十分に踏まえなければならない視点である。
　また、学校や地域の実態に応じて地域で行われ
る国際交流活動への参加や留学生などとの交流を
すすめ、合わせてインターネットなどの情報通信
ネットワークを活用して、外国の学校などとの国
際交流を積極的に推進していく必要がある。
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　これからの社会においては、高齢者や障害のあ
る人と共に生きていくという考え方をしっかり持
つことが必要である。そのためには、すべての高
等学校において自己を確立しつつ、他者を尊重す
る態度や尊敬する気持ち、他人を思いやる心など
いわゆる福祉マインドを身に付けていく教育を行
うことが大切である。また、「総合的な学習の時
間」を活用することなどをとおして、学校が地域、
家庭と連携してボランティア活動を積極的に学校
教育に取り入れることを早急に検討すべきである。
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　近年、生活水準の向上に伴う健康への関心の高
まりや生活様式・意識の変化により、市民の福祉
ニーズは高度化、多様化するとともに著しく増大
してきており、高齢者や障害のある人々へのより
きめ細かな介護サービスに対応できる専門的な知
識・技術を有する人材の育成と確保が不可欠と
なってきている。�こうした状況を踏まえ、�福祉関連
業務に従事する者に必要な社会福祉に関する基礎
的・基本的な知識と技術を習得させ、社会福祉の
理念と意義を理解させることをとおして、社会福
祉の増進に寄与する能力と態度を育成することが
必要である。これらの人材の育成を促進するため、
福祉に関する学科を設置して専門教育を行うとと
もに、工業科や商業科などの職業に関する学科に
おいては、福祉に関する技術開発など、新たな職

業域をも視野に入れた職業教育を行う必要がある。
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　本市では、平成���年に策定された「大阪市環境
基本計画」に基づき総合的な環境対策の推進に努
めてきたが、教育の面でも市民が健康で快適な生
活を営むことができるよう、これからも都市環境
の保全に積極的に貢献する必要がある。また、
「人と環境にやさしいまちづくり」を基本に、世
界の環境保全にも貢献する「環境先進都市」をめ
ざして、市民・企業と一体となった環境保全の行
動を展開していくことが必要であり、その点でも
教育が果たすべき役割は大きい。
　各高等学校においては、各教科などの連携を図
り、環境への理解を深め、環境を大切にする心を
育成するとともに、一人一人が身の回りのできる
ことから、環境の保全やよりよい環境の創造のた
め、主体的に行動する実践的な態度や資質、能力
を育成することが重要である。
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　環境教育はますますその重要性を増していくと
の認識のもとに、各高等学校においては、他の学
校における取り組みやさまざまな機関、団体、地
域などでの実践事例を踏まえ、学校や地域の特色
などを生かした具体的な取り組みを積極的に進め
ることが必要である。
　環境問題は学際的な広がりを持った問題であり、
各高等学校において環境教育を進めていくに当
たっては、各教科、特別活動などとの連携を図る
とともに、「総合的な学習の時間」の活用など、
学校全体の教育活動をとおして取り組んでいくこ
とが重要である。
　さらに、環境問題が地球全体の問題であること
を考えると、インターネットなどの情報通信ネッ
トワークを活用して、世界のさまざまな地域の学
校や施設などとの交流を進めながら取り組むこと
が必要である。また、環境問題に実際に携わって
いる自然環境保護の関係者や研究者等の社会人を
幅広く学校に受け入れることなども積極的に推進
されるべきである。�
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　大阪市産業教育審議会や大阪市高等学校教育審議会
の答申を踏まえ、表���のように工業高校や商業高校
などにおいて学科改編等が進められた。�
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　高大連携の基本的な考え方は、高校と大学等・産業
界との連携による先進的な教育システムの確立により、
明確な価値観を持ち、専門性の高い自立した個人の育
成を図ることとしている。
　市立高校��校と大学・大学院は、大阪市立大学をは
じめ府内の大学その他の教育機関��校、また、産業界

は府内に本社機構がある企業約���社と高度な職業教
育、専門における秩序と規律等を学ぶことをめざして
多彩な連携を図っている。
　また、市立高校は多様な専門学科を有していること
から、それぞれの学科が普通教育及び専門学科として
の基礎学力の向上のほか、コミュニケーション能力の
向上をめざして高大連携に取り組んでいる。
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　堺市教育改革審議会は、平成���（����）�年�月に、堺
市教育委員会から「��世紀に向けた堺市教育行政の在
り方について」を諮問された。その中で、同審議会高
校部会は、五つの審議項目の一つである「個性を生か
した高校教育について」、副題が「社会の変化や市民の
ニーズに対応した高校教育を踏まえた市立高校の在り
方について」を審議することとなった。
　その後、同審議会から平成���（����）�年�月に中間ま
とめが公表され、さらに、同年�月にはその答申が出
され、各々の市立高校の将来像が提言された。
　続いて、平成���（����）�年�月に堺市教育委員会は、

同審議会答申を踏まえ、堺市高校教育改革方針を策定
した。この中で、本市の高校教育改革については、最
近の国及び地方における教育行政の動向並びに不透明
な財政状況を考慮しながら推進しなければならないと
考えているほか、基本方針において、「時宜を得たより
的確な対応を図るべく、今後、国や府の動向も踏まえ
ながら、必要に応じて改めていくものとする。」ことが
示された。さらに、平成���（����）�年�月に「これまで、
中等教育学校及び単位制定時制高等学校につきまして
は、基本方針に沿って取り組んでまいりましたが、本市
の大変厳しい財政状況や行財政改革の取り組みの観点
から、高校改革方針を凍結することといたしました。」
という教育長名の文書が発表され、今日に至っている。
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岸和田市産業教育審議会�〔平成元�（����）�年��月答申〕
　高等学校における職業教育は、生徒一人一人の能力、
適性等を開発することをとおして、産業界各分野で必
要とされる技術を習得させ、有為な職業人を育成し、
産業社会の発展に大きく寄与してきた。しかし、今日
のエレクトロニクスを中心とした技術革新等による産
業社会の急速な変化や国際化等の進展は、多様な人材
と高い専門的職業能力を求めている。
　このような社会的要請に応えるため、これからの高
等学校における職業教育に求められるものは、豊かな
人間性を有し、社会適応能力・社会自立能力が高く、
しかも、優れた職業的能力を有する生徒の育成であり、
また、これからの国際化社会を生き抜くための広い視
野と国際性を兼ね備えた、柔軟でかつ創造性豊かな職
業人の育成ではないかと考える。
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　今日、我が国においては、主体的に社会の変化に
対応し得る有為な人材の育成が迫られている。この
ような時代的要請に応えるためには、次の観点を踏
まえた学校・学科の改善・充実と、それに基づく教
育計画の策定が必要である。
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　今日、高等学校教育における高学歴志向、普通
科への偏重傾向といった社会風潮の中で、職業教
育への深い認識と就学への意欲を高めるためには、
「魅力ある学校」、「特色ある学校」づくりの推進
が必要である。
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　岸和田市を取り巻く地域社会は、��世紀をめざ
し、大きく進展することが予想される。このよう
な変貌する地域社会の中にあっては、その産業社
会の発展に寄与する知識・技術を習得させるとと
もに、活力と創造性豊かな人材の育成を図ること
が重要であり、そのための教育内容の改善・充実
を図ることが必要である。
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　今日、職業高校へ入学する生徒の実態の中では、
生徒の能力、適性、興味、関心等に見合った教育
が可能なよう、柔軟な教育課程の編成に留意する
ことが望まれる。
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　これからの高等学校における職業教育を考えると
き、新しい社会の変化に対応する高度な専門的知
識・技術の習熟と同時に人間らしい豊かな心を育成
することが重要である。そこで、学科・教育課程の
編成に当たっては、次のような視点を踏まえて、そ
の改善・充実を図る必要がある。
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　優れた職業的専門能力を培うためには、その基
盤として幅広い教養と創造性、感性の育成、さら
には、その土台としての基礎的・基本的な学力を
しっかり習得させることが必要である。
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　これからの高等学校における職業教育は、変化
する産業社会の要請に応える職業人を育成すると
いうことと同時に、その前提となる社会の一員と
しての人間形成がまず先決であり、そのためには、
一般教養の習得に重点を置いた魅力ある教育課程
の編成が必要である。
　また、市立高等学校としての地域社会に果たす
役割という視点から、強い職業意識と実践力に富
む生徒の育成を図り、地域社会との連携をより一
層強固なものにするとともに、地域に開かれた職
業教育を推進する新しい産業高校像の創造が重要
である。
　さらに、これからの国際化社会への進展を考え
るとき、コミュニケーションの手段としての実用
的な外国語を身に付けるとともに、外国の歴史・
文化にも目を向ける国際性豊かな生徒の育成を図
るための外国語教育も充実が求められる。
　また、生徒間の国際交流等についても配慮し、
国際社会の一員としての国際感覚の涵養について
留意すべきである。
�������	
��
��������
��

�������	
��
�����

　これからの高度技術化・情報化・国際化といった
社会の変化に的確に対応するとともに、地域の産業
経済の期待に応える実践力や応用力・創造力を合わ
せ持った人材を育成するためには、既存の学科・教

育課程を魅力ある、特色あるものに改善・充実する
とともに、その教育諸条件の整備・充実にも目を向
ける必要がある。
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　サービス化・ソフト化がさらに進展するであろ
う今後の産業社会の中で、生徒のニーズに応える
とともに、地域の産業経済の求める広い視野で創
造的な国際感覚を有する生徒の育成に視点をすえ、
それぞれに学科の再編成を図ることが必要である。
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　○　現行の商業科としての単一的な枠にとらわれ
ることなく、「国際コース」（仮称）、「情報処理
コース」（仮称）を中心とした学科内選択コー
ス制を考えていくべきである。

　○　より高度な専門性の習得をめざす生徒のため
のコースの設定についても配慮し、生徒の進路
の多様化に応じる必要がある。

　○　生徒の適性、個性の伸長に資するため、�学
年においては共通履修として、�学年よりコー
ス選択履修とし、豊かな職業的専門性の育成を
図ることが望まれる。
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　○　現行の繊維にかかわるデザインも含めて、
「デザイン」ということに基本をすえた学科、
いわゆる「デザイン工芸科」（仮称）へと再編
成することが必要である。

　○　デザイン系学科として、特に、デザインの基
礎・基本の習熟に視点を置いて、その教育内容
を構想することが重要である。また、質的に高
いデザインの追究をとおして生徒一人一人の感
性・感覚を高める学科としてのあり方も検討す
べきである。
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　　社会のさまざまな変化、特に、情報化・国際化
　の進展、さらには個性化の方向を踏まえた高等学
　校職業教育における教育課程の編成に当たっては、
　地域の産業経済が今、何を教育に期待しているの
　かを踏まえて、生徒の興味・関心にも十分配慮し
　ながら、次のような観点から編成されることが望
　ましい。
　○　資格取得の充実
　○　特色ある特別講義の開設
　○　現場実習の充実と課題研究の積極的な導入
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　○　商業科の学科としては、「簿記検定」や「珠
算検定」に重点を置くことはいうまでもない。
さらに、実用的な「英語検定」、「情報処理検定」、
「ワープロ検定」といった資格取得につながる
教科目を設定し、生徒の目的意識と意欲的な学
習活動を推進することが重要である。

　○　地域の企業第一線実務者による多彩な特色あ
る特別講座、例えば、観光産業・空港関連事業
の講座等を設定し、職業人としての実践力を培
うとともに、豊かな教養と情操の陶治に努める
ことが大切である。

　○　単なる実習結果を追求するのではなく、生徒
の課題意識を明確にし職場実習のあり方を追究
するとともに、新しい教科目としての課題研究
学習の積極的な導入が必要である。
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○　デザイン系の学科の特性を踏まえた学校内ラ
イセンス・ランクを設定し、生徒の学習への意
欲を高め、将来の資格取得につなげていくこと
が大切である。
○　繊維に関連した「衣」、「住」にかかわるデザ
イン、さらには質的に高いデザインの追究にか
かわりのある特別講座や環境デザイン等、生徒
の今日的なニーズに応える特別講座を設定する
ことが必要である。
○　生徒の感性・感覚をより豊かにする職場実習、
柔軟な思考力や創造性の育成につながる課題研
究学習の充実を図ることが重要である。
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　社会の構造的な変化の中で、教育の生涯化・生
活化の広がりが要求されている。このため市立産
業高等学校においても、その施設・設備等物的人
的資源を広く地域に開放・還元し、その向上に貢
献することが望まれる。そこで、商業科において
は、商業関係、情報処理等、実務に主眼を置いた
開放講座、繊維工芸科においては、デザイン関係
を中心とした開放講座の推進を図るべきである。
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　高等学校における�か年の職業教育をより深化
させるとともに、資格取得の充実を図るためには、
継続教育の場として、差し当たり専攻科の設置に
ついても考える必要がある。その具体化に当たっ

ては、生徒の実態、地域の産業構造の実情を十分
踏まえて検討する必要がある。また、地域の職業
訓練短期大学校等高等教育機関との連携は、カリ
キュラムの編成等の中で配慮し、生徒の進路につ
なげていくという方向付けが必要である。
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　学科や教育課程の改善・充実に当たっては、優
れた資質と高い専門性を有する教職員の確保が重
要である。そのためには、技術革新の進展や産業
社会の変化を把握し、的確に対応し得るよう、現
職教員を第一線企業・研究機関へ派遣し、研修機
会の充実に努めることも必要である。
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　明確な目的意識や学習意欲、学科の特性にふさわ
しい能力や適性を持った生徒の就学は、生徒一人一
人の能力の開発に資するとともに、学科としての特
色を高め、充実した学校生活の実現につながるので、
このような観点から入学者選抜方法の改善について
も考慮すべきである。
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　市立産業高等学校における定時制の課程は、歴史
と伝統を有し、多くの人材を輩出して、その産業経
済の発展に大きく寄与してきた。しかし、今日の高
等学校全日制の課程へのニーズの高まりや生徒数が
減少する中で、生徒の意識や実態の変容と相まって、
定時制の課程本来の役割を遂行することが困難に
なってきている。このような状況の中で、今後の定
時制の課程のあり方については、国及び大阪府の施
策の今後の動向を踏まえ、次のような視点に立って
十分検討する必要がある。
○　勤労青少年の教育機会を確保するため、今後と
も柔軟でかつ特色のある教育課程を編成し、生徒
の学習意欲を高めるとともに、職業的実践力のよ
り一層の充実に努める。
○　社会の構造的な変化や市民から学習への要請の
高まりの中で、生涯学習体系に基づいて、開かれ
た定時制の課程として、社会人の学習要求にも応
えるため、専門的科目・講座等を在校生と社会人
とが共修することができるよう、その在り方につ
いての検討を要する。
☆　岸和田市立産業高等学校全日制の課程は、岸
和田市産業教育審議会〔平成元�（����）�年��月〕
の答申の趣旨を踏まえ、平成��（����）�年�月か
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ら、「繊維工芸科」（�学級）を「デザインシス
テム科」（�学級）に学科改編するとともに、「商

業科」（�学級）に情報コース、会計コース、
国際ビジネスコースを設置した。�
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岸和田市立産業高等学校長〔平成���（����）�年�月〕
　これまで時代の進展・社会の変化に対応しうるべく
さまざまな特色ある学校づくりに努めてきた。特に、
平成元年の岸和田市産業教育審議会の答申に基づき、
平成���年度より商業科に三つの学科内選択コース制
�（情報・会計・国際ビジネス）を導入し、豊かな職業的
専門性の育成を図ってきた。
　しかしながら近年、技術革新、国際化、情報化、少
子高齢化等による社会の変化や、それに伴う就業構造
の変化とともに職業において必要とされる専門能力の
高度化が進んでいる。また、生徒一人一人の多様な個

性を生かし、自ら学び、自ら考え、自ら判断する等の
「生きる力」を育成するための教育の展開が求められ
ている。
　そこで、これらを踏まえ、将来のスペシャリストと
して必要とされる専門性の基礎・基本を培うとともに、
自分の得意な分野で技術や技能をしっかり身に付け自
らの職業観・勤労観を確立し、誇りを持って社会で活
躍しうる人材の育成を図るという観点から、現在の情
報コースを「情報科」として独立させ専門の教育内容
の充実を図りたいと考える。
☆　岸和田市立産業高等学校全日制の課程は、商業科
�（�学級）の「情報コース」（�学級）を独立させ、
平成���（����）�年度「情報科」（�学級）に改編された。
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　府内の衛星都市立の工業高校や商業高校における学
科改編等の状況の推移は、表���のとおりである。�
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　今から��年前の昭和���（����）�年、それまで上昇傾向
を続けていた景気は、昭和���（����）年に円高不況にな
り、時代が平成に変わり景気は一時持ち直したものの
平成��（����）�年バブル経済は崩壊した。昭和���（����）
�年の国勢調査では、農林漁業人口が�割を切り、この
ような農業の現状を目の当たりにして、平成元�（����）
�年に��万人を超えていた全国の農業高校生の数は減少
の一途をたどり、今や��万人を割るのも時間の問題と
いう状況となっている。　このように、農業教育の分
野においては、ここ��年余りの間生徒数の減少等から
厳しい状況が続いている。
　一方、国においては、昭和���（����）�年に理産審答申、
昭和���（����）�年の臨教審最終答申及び教課審答申が出
されるとともに、平成元�（����）�年には学習指導要領が
改訂され、平成��（����）�年には「スペシャリストへの
道」の報告書が公表された。
　このため、全国農業高等学校長協会においては、平
成��（����）�年に、農業教育特別検討委員会を設置し、
平成��（����）�年に「��世紀を展望した農業高校の在り
方と活性化策―農業教育の意義と農業高校の役割―」

と題する報告のまとめなどを行い、農業教育の活性化
に努めている。
　また、農業教育特別検討委員会と並行して、文部省
に「農業教育の在り方に関する調査研究会議」が設置
され、「スペシャリストへの道」の提言を具体化するための
方策が検討されたが、その中で次の�点が重視された。
①　農業及び農業関連産業を取り巻く状況の変化を
踏まえ、農業教育の分野を見直し、グリーンツー
リズム、動物及び園芸セラピー等を扱う「ヒュー
マンサービス」の分野を設定した。
②　農業高校の課題と充実策
○　目的意識を持ち、しかも意欲ある生徒の入学促進
○　生徒の自主的な学習促進
○　基礎�基本の徹底
○　自己教育力の育成
○　社会の変化への対応
○　大学等への継続教育の推進
○　開かれた学校づくり
などが論じられている。
③　農業の担い手を育成するための中核的な存在で
ある「自営者養成農業高等学校」の在り方を見直
し、�名称を「農業経営者育成高等学校」に改める。�
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　全国工業高等学校長協会においては、工業教育の活
性化のためのさまざまな取り組みが行われてきたが、
その主なものは、次のとおりである。
　平成元�（����）�年以降は、中教審、教課審、理産審な
ど国の教育改革への取り組みが軌を一にして行われ、
まさに明治以来の教育大改革の時代といえる。
　本校長協会も社会情勢の変化に積極的に対応し、国
の審議結果や施策を待つまでもなく、各種の特設委員
会を設置して工業教育の活性化の基本的並びに緊急を
要する課題を研究し、さまざまな解決策の提言を行っ
た。平成��～��（����～����）�年度には、工業教育理念

検討委員会及び産業技術大学推進委員会の報告をまと
めるなど各種の活性化事業を推進させた。
　また、平成��（����）�年に文部省初等中等教育局長の
私的諮問機関として発足した「職業教育活性化方策に
関する調査研究会議」が、翌年�月に最終報告書を出
したが、本報告書は、従来の職業教育の概念を一新し
た画期的なものであった。このため、本校長協会では、
早速具体的な活性化策の検討に入り、平成��（����）�年
�月に報告書を発表するなど、工業教育の活性化につ
いて、従来にない積極策を打ち出した。
　さらに、第��期中教審から学校週五日制を視野に入
れた中間まとめが発表されると、それに対応して平成
��（����）�年�月に教育課程モデル案研究委員会を発足
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　全国商業高等学校長協会においては、昭和���（����）
�年�月に商業教育���周年記念式典が盛大に開催され
た。�また、�本校長協会に、�就職対策委員会を設置し、�高校
卒業生の雇用促進のための企業訪問活動を開始すると
ともに、昭和���（����）�年度から、全国高等学校長協会
と協力し、就職協定に関する要望活動を展開してきた。
　さらに、臨教審、中教審、理産審などの答申・提
言・報告書等に対応するため、各種の委員会や研究部
を設置し、活性化事業に積極的な取り組みが行われて
きた。その結果は、本校長協会総会や全国商業教育研
究大会等で報告された。例えば、平成���（����）�年�月
の学習指導要領の改訂に伴い、商業教育対策委員会を
設置し、「社会の変化や産業の動向等に対応した商業

教育の在り方－新学習指導要領に基づく教育課程編成
上の課題－」の報告が行われた。平成���（����）�年�月
には「高等学校学習指導要領の実施に向けて－新学習
指導要領に基づく教育課程の編成例－」、同年��月に
は「就業構造や産業構造の変化に対応する就職指導の
あり方」、平成���（����）�年�月には「��世紀における商
業教育の在り方－大学から見た商業教育－」、同年��
月には「��世紀における商業教育の在り方－商業高校
から大学進学－」等の報告が行われた。平成���（����）
�年��月には「��世紀における商業教育の在り方－商業
高校における学校改革－」が本校長協会から発表され、
全国商業教育研究大会でその内容等が研究協議された。
　その他、資格取得や教員研修などについて、時宜を
逸することなく的確にとらまえ、積極的な取り組みが
行われてきた。

させ、学校週五日制に対応するカリキュラムを研究し、
��月には中間まとめを発表した。その後、平成�
�（����）�年�月には�次報告書、翌年�月には最終報告
書を発表し、就業体験や開かれた学校づくり、本校長
協会の活性化などについて大胆な提言を行った。平成
��（����）年�月には、「新工業教育理念検討委員会」を
発足させ、��世紀の工業教育の在り方について検討し、
翌年�月にはそのまとめの一環として、工業高校生の
ものづくり教育についての提案を行った。このほか、
全国生徒研究成果発表コンクールやロボット相撲大会

などの技を競い合う活性化イベントを開催し、生徒の
ものづくりに対する望ましい姿勢や発想の柔軟さの育
成に努めた。この結果、生徒の学習や研究意欲が増進
し、大きな成果をもたらした。
　また、全国産業教育フェアには研究発表や作品展示、
ものづくり競技会、工業教育への啓蒙などに積極的に
参加し、工業科生徒の学習意欲の向上や工業教育の一
層の活性化に役立てた。その他、活性化セミナーの助
成事業、オーストラリアの工業高校生との国際交流事
業も展開した。�
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　文部省では、平成��（����）�年度から開催地の都道府
県教育委員会、その他産業教育に関する団体等との共
催により、「全国産業教育フェア」を開催している。そ
の趣旨・目的は、産業構造・就業構造の変化や高等学
校教育の著しい普及に伴う生徒の能力、適性等の多様
な実態に応じた教育課程等の一層の多様化、弾力化が
求められ、職業教育の果たす役割が期待されている。
このため、産業界、教育界はもちろん国民一般に産業
教育について考える機会を提供し、新たな産業教育の
在り方を探り、さらにより多くの人々に産業教育に対
する理解と協力を促すことを通じて、新しい時代に即
した高校における産業教育の活性化を図るとともに、
より一層の振興を図ることとし、第�回は千葉県で開
催された。全国産業教育フェアの本府版である「大阪
府産業教育フェア」は、府教育委員会の指導のもと、

平成��（����）�年度から毎年開催されており、本府で職
業教育を受けている生徒が、学習をとおして修得した
技術・技能に基づいた作品を一堂に展示等するもので、
府民に産業教育を広く啓発する目的で開催されている
ものである。
　前身は、平成��（����）�年度にＪＲ天王寺駅の近くで
開催された「大阪府立実業高等学校生徒作品発表大会」
であり、会場のレイアウトや運営経費の調達等につい
て多方面から賛同を得ることができ、文字どおり手づ
くりそのものであった。
　以来、平成��（����）�年度からの大阪府産業教育フェ
アは、「専門学科を設置する府内の高等学校の生徒に、
職業教育の成果等を総合的に発表する場を提供するこ
とにより、中学校の生徒、教職員をはじめ、産業界及
び府民に職業教育に対する理解を深め、新しい時代に
即した職業教育の活性化を図るとともに、その振興に
資する。」ことを目的として開催されてきた。
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　中学生の高校への体験入学は、全国的には昭和��
�（����）�年度に山口県の一部の職業高校が学校開放講座
として実施したものが始まりといわれており、以来、
年々実施する都道府県が増えてきた。昭和���（����）�年
度には��、昭和���（����）�年度には��、昭和���（����）�年
度以降はすべての都道府県で取り組まれている。
　本府においては、昭和���（����）�年度から職業高校で
実施され、現在は、職業高校のみならず多くの普通科
や専門学科でも開催されている。
　また、中学生の高校への体験入学は、①進路情報の
観念的な理解が具体的理解に変わってくる、②明確な
目的意識を持って高校へ入学する生徒が多くなってく
る、③入学後の適応がスムーズである、④保護者や教

員の参加により、特に職業学科に対する理解が深まる
などの効果がある。このため、中学校の生徒や教員、
保護者等からも好評を博しており、生徒の能力・適性、
興味・関心等に応じた適正な進路指導の推進のために
も、より一層の拡充、内容の充実が望まれる。
　なお、体験入学の内容は、概ね次のようなものと
なっている。
○　オリエンテーション�（学校�・�学科紹介、�進路説明）
○　施設・設備見学
○　授業見学（高校の授業への参加等）
○　体験学習（機械操作、ものづくり、測定、コン
ピュータ実習等）
○　その他（高校在校生との交流、保護者や中学校
教員との懇談会、体験発表、高校在校生との懇談
会、部活動の見学・体験、進路相談等）
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　産業教育を担当する教員は、技術・技能の進歩が非
常に激しいため、常に自分の知識・技術を確認しなが
ら、日々研鑚に努めなければならない。文部科学省に
おいても多くの研修や講座を開講している。その中で
も、「産業教育内地留学」は、昭和���（����）�年以来最も
長く続いている研修である。
　また、府教育委員会をはじめ、大阪市教育委員会、
全国農業高等学校長協会、全国工業高等学校長協会、
全国商業高等学校長協会、全国高等学校長協会家庭部
会や企業等においても、さまざまな産業教育にかかわ
る研修が実施されており、産業教育を担当する教員が
研修を受ける機会は多くある。

　特色的な研修に府教育委員会により実施されている
高校の「職業教育担当教員企業派遣研修」がある。本
研修は、平成元�（����）�年の府学教審答申において、職
業高校の活性化施策として、職業学科を担当する教員
の企業派遣研修の必要性が提唱され、平成��（����）�年
度から始められたものである。目的は、「高等学校職
業教育担当教員を一定期間企業に派遣し、技術革新の
進んでいる企業の実態を直接体験し、専門分野の新し
い知識・技術を修得し、指導者としての資質の向上を
図り、併せて職業教育の一層の活性化に資する。」こと
である。平成��（����）�年度は、職業高校��校��人が��
社に派遣され、期間は��日程度（短期）と��日程度
（長期）で、研修内容は情報技術、メカトロニクス、
新素材、バイオテクノロジー等であった。�
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　本事業は、「時代の進展に対応できる人材の育成に
努めるため、産業界において豊かな実務経験を有し、
職務上の識見の高い専門家を講師として招聘し、職業
教育の一層の活性化を図る。」�ことを目的としている。

　招聘する分野は、先端技術関係の情報技術、メカト
ロニクス、新素材、バイオテクノロジー、その他工業
管理技術や管理システム技術、新エネルギー、デザイ
ン、インテリアなどである。また、先端技術の分野以
外では、特殊な技術を必要とし、生徒に対して教授す
ることが有意義と認められる分野の研修とされている。
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　職業資格の取得は、専門教育の特色を生かすととも
に、スペシャリストとしての資質を身に付けることに
つながっており、さらに高度な資格の取得に専門高校
の生徒は意欲的に挑戦している。その結果、通常困難
と見られている資格も取得しており、大きな成果をあ
げている。
　資格の種類には、国家資格や各高等学校長協会、試
験センターなどの主催するものがあるが、その主なも
のは、次のとおりである。�

①国　家　資　格：造園技能士、造園施工技術者、情
報処理技術者試験、初級システムアドミニストレー
ター試験、電気主任技術者等
②各高等学校長協会：高等学校造園技術検定、計算技術
検定、ワープロ検定（工業・商業）、ＣＡＤ検定、
情報処理検定、簿記検定、家庭科技術検定（食物・
被服・保育）等
③試験センター等：園芸検定、販売士、愛玩動物飼養
管理士、刈払い機取扱作業従事者、小型車輌系建設
機械特別教育、危険物取扱者、ボイラー技士、工業
英語能力検定、電気工事士、コンピュータ利用技術
検定、珠算、情報処理検定等
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　��農業教育の変遷
　��学習指導要領の改訂と教育課程
　��農業高等学校等の学科改編
　��学校農業クラブの活動
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　��生徒募集人員の推移
　��進路状況の推移
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　我が国では、昭和���（����）�年のオイルショックを境
として経済の低迷が続いてきたが、昭和���（����）�年頃
から始まったバブル経済により一挙に好転した。株価
の上昇が続き、地価も異常なまでに高騰した。しかし、
このバブル経済は長続きせず、平成��（����）�年を境に
崩壊の道をたどった。このような経済状況の中、産業
構造はますます複雑化し、第�次産業の就労者人口は
減少の一途をたどり、農業は大きな課題を抱えた苦難
の時代が続いた。この間、大都市圏の農地の宅地化が
一段と進み、減反政策と相まって農地面積も減少し、
さらに、諸外国からの貿易の自由化・国内市場の開放
の強い要請を受け、日本の農業は大きな課題を抱えた。
　一方、本府においては、都市の膨張・過密化・人口
集中に伴い、生鮮農産物の安定供給、農地・緑地の保
全、人工緑地の造成、都市における構築物への園芸装
飾、交流型農業等は年々増加し、他府県の生産農業と
は異なった都市型農業へのニーズが高まった。近年、
本府の農業も資本装備の充実、設備化、装置化が進み、
ハイテク農業へ急速に移行するとともに、花や緑によ
る装飾や緑化及び趣味の園芸等が活況を呈し、関連す
る産業が拡大している。
　また、平成���（����）�年のいわゆる「新農業基本法」
により、本府においても農業の再構築を図ることと
なった。このような農業を振興させるためにも、さら
には、関連産業技術者の育成という点においても、農
業教育は大きな役割を担っているものといえる。
　しかし、このような社会情勢や農業事情は農業高校
を直撃し、卒業者の就農率の低下は避けられない事態
となったが、本府においては、農業高校の特色づくり
の推進により、農業科の志願者数は毎年募集人員を上
回り、昭和���（����）�年から昭和���（����）�年の�か年の
減少期を繰り返すことはなかった。一方、農業後継者
や農業関連産業従事者の養成を目標としている農業高
校へ入学してくる生徒の実態は、ますます非農家の子

供が増加し、農家の子供が減少してきているため、そ
の方向性を一部修正しなければならない状況となった。
　昭和���（����）�年�月に理産審から出された「高等学
校における今後の職業教育の在り方について」の答申、
及び昭和���（����）�年�月に府学教審から出された「本
府高等学校における今後の職業教育の在り方につい
て」の答申をはじめ、府教育委員会に設置されていた
「農業教育近代化検討委員会」の検討の結果を踏まえ
た時代のニーズに応える技術革新に対応した教育を推
進するため、昭和���（����）�年度と平成元�（����）�年度に
府立園芸高校と府立農芸高校の農業単独校�校の学科
改編が行われ、施設・設備の整備が図られた。
　また、入学者選抜の改革が行われ、平成��（����）�年
度の入学生から専門学科第一次入学者選抜が実施され、
受験機会の複数化が始まったことにより、目的意識が
明確で、しかも意欲のある生徒の確保が可能となり、
その結果、学業成績が向上するとともに、学校生活が
充実化し、就職をはじめ進学においても著しい進歩が
見られるようになった。さらに、大学農学部への推薦
入学、職業教育担当教員の企業派遣研修、産業界で活
躍する外部講師招聘、大阪府産業教育フェア等の積極
的な取り組みにより、農業科への志願者数は増加し、
入学定員に対して常に高倍率が維持されてきている。
　文部省は平成��（����）�年度から平成��（����）�年度に
かけ、近年の教育環境や教育に対する考え方の変化に
伴い、現状を改め、学校、家庭及び地域社会の教育機
能が十分に発揮され、子供の望ましい人間形成を図る
目的で学校週五日制試行の研究を進め、平成���（����）
�年度からの完全実施につないだ。これに伴い、平成��
�（����）�年�月に学習指導要領が改訂され、我が国の��
世紀の社会の形成者を育成するため、各学校が「ゆと
り」の中で特色ある教育を展開し、「生きる力」を育
むことを基本的なねらいとして、完全学校週五日制と
同時に、平成���（����）�年度から学年進行により実施さ
れることとなった。�
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　文部省から平成元�（����）年�月に学習指導要領の改
訂が告示され、平成��（����）�年度から学年進行により実
施されることとなったが、主な内容は次のとおりである。
�������	
��
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　従前の目標は、農業における「生産と経営」に重
点が置かれていたが、農業における流通経済の発展
と農村社会の変化を踏まえ、「農業教育を見直し、農
業教育の目標を広くとらえること」となった。また、
社会の変化や科学技術の進歩に主体的に対応できる
能力と態度の育成を重視して、「主体的に農業の発
展を図る能力と態度を育てること」となった。
�������

　農業教育は�分野、�学科が標準的学科として示
され、�新設科目が�科目、�廃止された科目が�科目で、
従前の��科目に比べ�科目の増加で��科目となった。
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　学習指導要領の告示を受け、平成��（����）年度か
らの実施に向けた教育課程の編成作業が始められた。
本府においては、これに先立って、平成��（����）�年
�月の中教審答申を受けて、平成��（����）�年�月府
学教審から「府立高等学校の教育課程の在り方」に
ついての答申が出された。そこには、生徒一人一人
が持つ多様な能力や個性を生かすために基礎的・基

本的な内容の指導を徹底し、個性を伸長させるにふ
さわしい教育課程を基本として構想することが示さ
れた。各高校においては、これらの趣旨を踏まえて、
それぞれの実態に応じた専門学科におけるコース制
の導入や多科目選択、農業科目と普通教科・科目と
の間の教科間選択制の導入などが図られ、特色ある
教育課程の編成が行われた。
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　文部省から平成���（����）年�月に学習指導要領の改
訂が告示され、平成���（����）�年度から学年進行により
実施されることとなったが、主な内容は次のとおりである。
�������	
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　教科「農業」の目標は、農業各分野の基礎・基本
の確実な習得と自ら学び自ら考える力を育成する観
点から、①農業各分野の知識・技術の習得�②農業の
意義や役割の理解�③農業の充実を図る能力・態度の
育成の三つで構成された。基本的には、旧学習指導
要領の目標と同様であるが、「能力と態度」の内容を
具体化し、「主体的、合理的に思考を深め、創意工夫
し、実践する力を育成する」という趣旨がより明確
化された。
�������

　ゆとりある教育活動を展開する中で、基礎・基本
の確実な定着を図るため、�教育内容を厳選し、�同時に
産業の動向に適切に対応した教育内容の再編のため、
現行の��科目を整理統合し、��科目の構成となった。
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　原則としてすべての生徒に履修させる農業科目は、
「農業科学基礎」又は「環境科学基礎」のいずれか
�科目及び「課題研究」とされた。このことは、基
礎的・基本的な内容を確実に定着させるためには、
農業各分野に共通な内容を持つ科目「農業科学基礎」
又は「環境科学基礎」、自ら学び自ら考え、生きる
力の育成を図るためには「課題研究」が適切である
と判断されたためである。また、本府における標準
単位数は、次のような経緯により決定された。
○　特色ある普通高校や総合学科で、農業の科目が履
修しやすいように、また、農業専門学科においても
当該学科に対応する科目以外の科目も履修しやすい
ように下限を�単位とした。（例えば、園芸科で「食
品製造」を履修させる等）
○　上限は、文部省の標準単位数に合わせた。
○　「総合実習」については、農業科特有の科目であり、

�
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���　◎印は新設科目、△印は名称変更科目、●印は今回の廃止科目を示す。
������　各科目の配列は、学習指導要領の科目の配列と同一ではない。
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ある程度の単位数を履修してこそ、その効果を発揮
するものである。また、府内の農業高校においては、
現在多くの総合実習の単位履修をしている実態があ
るため、下限を文部省の�単位に合わせ、上限は現
在履修されている最高の��単位とした。

○　課題研究については、「総合的な学習の時間」との

併用をも考え、下限を�単位から�単位とした。
○　履修上の留意点としては、農業科の当該学科にお
いては、下限を文部省の示した単位数とすることが
望ましいこととした。
　　なお、��������	�������	
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○　平成��（����）�年�月：文部省の職業教育の活性化
方策に関する研究調査委員会から「�スペシャリスト
への道」が公表された。
○　平成��（����）�年�月：全国農業高等学校長協会の
農業教育特別検討委員会から「��世紀を展望した農
業高校の在り方と活性化策─農業教育の意義と農業
　高校の役割─」が発表された。その後、本委員会にお
いて、次の�点を目標にして調査研究が進められた。

①　農業高校における農業教育の在り方につい　
て検討し、���世紀を踏まえた新しい理念を構築　
する。

②　農業教育のさまざまな課題について検討を行
い、具体的な活性化策を提言する。
　　なお、提言項目は、次のとおりである。
◇　命の大切さと農業教育
◇　農業の新しい方向
・世界の人口増加と食料需要
・環境保全型農業の推進
・農業分野の拡大と経営の多様化
・都市と農村の連携
◇　農業教育の意義と目標

◇　農業高校の役割
・人材育成
・地域に開かれた教育活動
◇　農業教育の現状と課題及び活性化策

○　平成��（����）�年�月：文部省の「農業教育の在り
方に関する調査研究会議」から「農業教育新時代─
未来の種を播く若者の為に─」が公表された。
　なお、本公表の概要は、次のとおりである。
①　これからの農業教育の在り方
◇　農業及び農業関連産業を取り巻く状況を踏
　まえ農業教育の分野を見直す
◇　農業各分野のスペシャリストに求められるもの
②　これからの農業高校の在り方
◇　農業高校の課題と充実方策
◇　今後の自営者養成農業高等学校の在り方
③　農業教育の裾野を広げるために
◇　普通科及び総合学科における農業教育等について
◇　農業関係機関との連携

○　平成��（����）�年��月：理産審から「今後の専門高
校における教育の在り方等について」の中間まとめ
が公表された。

○　平成���（����）�年�月：理産審から「今後の専門高校
　における教育のあり方等について」の答申が出された。
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　本府における過去��年間の学科改編等にかかわって
は、二つの大きな流れが存在した。一つは、急速な科
学技術の進展に伴い、農業分野においてもバイオテク
ノロジーやエレクトロニクスといった新しい技術が取
り入れられ、その技術革新に対応できる農業教育が求
められたことである。本府においては、このため、昭
和���（����）�年に府教育委員会関係職員、府立農業高等
学校長、府農林部関係職員等��名からなる委員に加え、
学識経験者�名を顧問とした「農業教育近代化検討委
員会」が設置された。本検討委員会においては、府学
教審産業教育分科会の提言も踏まえながら、時代の変
化に対応した農業教育の在り方に関し、学科の構成、
教育内容・方法、施設・設備等が検討され、その後、
この検討結果等に基づいて学科改編が行われた。　も
う一つの流れは、平成���（����）�年の府教育委員会の
「大阪府教育改革プログラム」の策定である。本プロ
グラムは、大きな曲がり角にある本府の教育全般にお

ける諸課題に対応するため、教育システムそのものを
大きく変革する柱として、平成���（����）�年度までを目
途に、今後��年間の計画として提示された。
　また、本プログラムに基づいて改定された、「全日制
府立高等学校特色づくり・再編整備計画」の推進によ
り、新たに総合学科が設置されるともに、国の教育改
革の流れを受けて本府に初の公立中高一貫教育が導入
された。
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　府立農芸高校は、全日制の課程は農芸科、食品加工
科、畜産科、定時制の課程は園芸科の計�学科で構成
され、農業教育の単独校として長年にわたり数々の教
育実践が積み上げられてきた。しかし、時代の変化に
対応した教育内容の改善・充実を図るため、前述のよ
うに昭和���（����）�年�月に「畜産科」が「資源動物科」
に学科改編された。そのねらいは、家畜の飼育などに
関する分野を学習する学科から、家畜を人間に有用な
資源とするため、バイオテクノロジーの手法など、近

�
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代的な技術を取り入れた学科に転換し、時代の変化に
対応した職業人の育成を図ることとなった。施設面で
は、受精卵移植など優秀な形質を持つ牛の繁殖・飼育
を行う実習施設として、畜産生物工学実習室、分娩房、
子牛育成室、乳牛飼育室、牛乳処理室などを備えた牛
舎（���㎡）をはじめ、青刈り飼料を発酵させ、優良な
飼料として牛に給餌できるようにするためのサイロ
（高さ��ｍ）が新築された。
　また、付加価値の高い農業生産の技術を身に付け、
時代の変化に対応できる職業人を育成するため、野菜
園芸作物のハイテクによる育成・栽培及び経営に関す
る知識と技術を習得した農業経営者、並びにこれに関
連する諸分野の業務に従事する技術者を育成するため、
平成元�（����）�年�月に「農芸科」が「ハイテク農芸科」
に学科改編された。�

　これに伴い、バイオテクノロジーにより野菜の健全
育苗・栽培のほか、生育環境の制御により効果的で品
質の高い野菜栽培技術などを習得できるようにするた
めの植物生産工場（���㎡）が新築された。工場内には、
生物工学の実験・実習機器を完備した培養苗生産室、
ハイテク温室の温度・湿度・肥料濃度・炭酸ガス濃度
などをコンピュータ制御できる環境制御集中管理室等
が設けられた。
　食品加工科においては、学科改編が行われなかった
が、最先端のＧＣ－ＭＳ（ガスクロマトグラフ質量分
析計）等のハイテク分析機器等の導入が図られた。
　学科改編後は、志願者数が増加するとともに、目的
意識の高い意欲的な生徒が入学するようになった。
　なお、府立農芸高校の学科改編に伴う施設・設備の
整備状況等は、表���～���のとおりである。
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　府立園芸高校は、戦後、新制高校として園芸科�学
科で発足し、昭和���（����）�年に農芸化学科、昭和��
�（����）�年に造園科が新たに設置された。その後、これ
らの学科構成で農業教育の単独校として、��余年間わ
たりさまざまな教育実践が積み上げられてきた。
　しかし、昭和���（����）�年代に入るとバイオテクノロ
ジーやコンピュータなど先端技術の革新がめざましく、
農業高校においても時代に対応した教育内容の導入が
求められ、前述のように昭和���（����）�年に「造園科」
が「環境緑化科」、「農芸化学科」が「微生物技術科」
に学科改編された。
　「環境緑化科」は、日本庭園や都市公園の設計から施
工までを学習する学科から環境を重視するとともに、
コンピュータを積極的に活用し、設計等を学習する学
科へ変化した。
　また、「微生物技術科」は、食品等の分析や加工を
学習する学科からバイオテクノロジーを駆使し、醗酵
など微生物を活用した食品づくりなどを学習する学科
へ転換が図られた。
　設備面では、「環境緑化科」にコンピュータ及びＣＡ
Ｄシステムなどの先端設備、「微生物技術科」に走査電

子顕微鏡やクリーンベンチ、ジャーファメンター、人
工気象器、高速液体クロマトグラフ等が整備された。
　平成元�（����）�年�月には、栽培系学科である「園芸
科」が「フラワーファクトリ科」に学科改編された。
野菜、果樹、草花、作物などの栽培を中心に学習する
学科から草花の栽培及びその装飾を中心にした学科に
転換させ、バイオテクノロジーを積極的に学習させる
ようにするとともに、昭和���（����）�年に設置され、長
年培かわれてきた特色ある園芸デザインコースのさら
なる充実化が図られた。特に、野菜、果樹、作物から、
草花を中心とした内容に学科改編するに当たって、農
場の再編成と教職員の各部門への配置転換が不可欠と
なり、大幅な改革となった。施設面では、コンピュー
タ制御のラン専用温室と全国で初めての展示構成を行
う温室を組み合わせたフラワースタディーハウス（���
㎡）、設備面では環境制御装置、クリーンベンチ等のバ
イオ関連機器などの充実化が図られた。いずれの学科
も改編前に比べ、入学志願者数が増加し、目的意識の
高い生徒が入学するようになった。
　なお、府立園芸高校の学科改編に伴う施設・設備の
整備状況等は、表���～���のとおりである。
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　府立貝塚高校は、昭和���（����）�年大阪府泉南郡貝塚
実業学校として創設されて以来、��余年の間に農業科
から園芸科へ学科改編を行いながら今日に至っている。
その間、地元葛城山の希少植物ヒメユリをバイオテク
ノロジーを利用して増殖させ山に返す運動、商店街な
ど地元各所に花壇を設置する「貝塚花いっぱい運動」
への参加、「貝塚市緑化フェア」への参加をはじめ、
地元小学校や少年団への技術指導や講習、その他各種
イベントへの花の寄贈など、常に地域と密着した継続
的、積極的な活動が進められてきた。
　さらに、地元を流れる近木川の水質検査を継続的に
行うなど、環境教育にも力が注がれてきた。このよう
な教育実践をとおして多くの生徒が、日頃の学習・実
習の成果を地域や社会の中で生かしながら社会性を身
に付け、「生きる力」が培かわれてきた。
　平成���（����）�年�月からは、普通科と園芸科がとも
に総合学科へ改編されるのに伴い、「人」、「自然」、「文
化」、「自己の表現」、「情報」の各系列を柱とした「生
きる力」と「豊かな心」の育成をめざすこととなった。
特に、「自然とともに生きる系列」の中では、園芸科
の各施設・設備を活用しながら農業専門科目��数科目
を提供し、園芸科で積み上げられてきた農業教育の一
端が継続されて行くこととなった。
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　府立能勢高校においては、平成���（����）�年度から文
部科学省の研究指定を受け、本府初の連携型中高一貫
教育についての研究が地元�中学校とともに開始され
た。この研究のねらいは、中高一貫教育でゆとりある
�年間の学校生活の中で計画的・継続的な教育を展開
し、生徒の個性や才能を伸長させ、異年齢の生徒が共
通の活動を通じて豊かな人間性を育むという理念に基
づいている。研究は、既存の府立能勢高校の普通科、
園芸科の枠にとらわれることなく、広く保護者、児童・
生徒のニーズ、教職員のニーズ、さらには、平成��
�（����）年から始まった第四次能勢町総合計画も視野に
入れ、地元のニーズに応える内容で進展させ、最終的
には総合学科の道を選ぶこととなった。総合学科の系
列は四つとし、国際化、情報化に対応するために「国
際・情報」（グローバルコミュニケーション）系列、
地域性や近隣の福祉施設との連携を考慮した「人間・

福祉」（ヒューマンウエルフェア）系列、能勢の自然
を十分に活用し保全するための「環境科学」（エコサ
イエンス）系列、そして、能勢地域の活性化をめざす
目的で、都市住民と里山住民の交流を企画運営できる
人材育成のための「食・花・交流」（グリーンツーリ
ズム）系列が設置された。園芸科の教育内容について
は、「環境科学」、「食・花・交流」の�系列で受け継
がれて行くこととなった。
　文部科学省の研究指定の�年間は、中高一貫教育の
理念を中・高だけでなく、小学校や保育所、幼稚園も
視野に入れた小中高一貫教育をとおして人間性を育む
という考え方が、地元に定着しつつある。このことは、
能勢地域の子供たちを��年間の長いスパンの中で育て、
学校関係者だけではなく、家庭、地域がともに教育と
いう分野において連携しようというものである。この
試みとして、義務教育と高校教育を合わせた��年間の
ゆとりの中で基礎・基本の定着を図り、教育課程を接
続するため、国語、数学、英語については“ＮＳ”（能
勢特別）授業と位置付け、中学�年と高校�年で実施
し、中学校教員が高校生、高校教員が中学生を指導す
るという形で始まっている。
　このほか、小中高校の教員からなる合同教科会が定
着し、現在、��年間のシラバスづくりが進められてお
り、連携は授業だけにとどまらず、基本的な生活習慣
の確立から家庭学習に至るまで広範囲にわたっている。
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　平成���（����）�年�月に府教育委員会から「全日制府
立高等学校特色づくり・再編整備計画」に基づき、平
成��年度入学者募集時から小規模校の募集を停止し、
関連学科を設置する府立高校に機能統合させることが
公表された。これにより、府立城山高校の園芸科が府
立園芸高校、府立横山高校の園芸科が府立農芸高校、
さらに、府立横山高校の家政科が府立成美高校にそれ
ぞれ機能統合されることとなった。
　また、両校の普通科は、当該通学区域内で普通科を
設置する府立高校で継承されることとなった。特に府
立城山高校においては、府立園芸高校東能勢分校（昼
間定時制）から昭和���（����）�年�月に独立し、園芸科
と普通科が設置されていたが、今後、園芸科について
は、元の府立園芸高校とともに歩むこととなった。
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　学校農業クラブは、昭和���（����）�年にアメリカから
紹介され、全国各地の農業高校に設置された。昭和��
�（����）�年��月の「日本学校農業クラブ連盟」の発足を
はじめ、その後、その傘下の「近畿学校農業クラブ連
盟」などのブロック連盟や「大阪府学校農業クラブ連
盟」に準ずる都道府県連盟が次々と発足した。
　学校農業クラブの活動は、農業高校の生徒が自主的
に農業の学習を進めるものであり、その成果を評価す
るための級位検定が行われている。各学校ごとの単位
学校農業クラブでは初級位と中級位、大阪府学校農業
クラブ連盟では上級位、日本学校農業クラブ連盟では
特級位をそれぞれ授与することとなっている。
　また、各大会において、プロジェクト・意見・課題
研究の発表をはじめ、農業情報処理、測量、農業鑑定
等の競技など、多岐にわたる内容で日頃の学習成果が
競われるとともに、互いが学び合う場となっている。
各学校の単位クラブの優秀な成績は、府大会・近畿大
会・全国大会へとつながり、それぞれの大会では発表
や競技のほかにクラブ員の集いも行われ、他校のクラ
ブ員との交流により、互いの連帯感が培われるなど大
きな成果があげられている。本府においても、クラブ
員は日々の学校農業クラブ活動をとおして、その目標
である科学性・社会性・指導性を身に付けるとともに、
プロジェクト学習をとおして、自らの課題を見つけ、
自らそれを解決して行く能力を養っている。その結果、
「大阪府学校農業クラブ連盟」のレベルは向上の一途

をたどり、近年は近畿大会でプロジェクトＡ（農業の
経営や流通に関すること）・Ｂ（技術の改善や普及に
関すること）・Ｃ（地域の文化や生活に関すること）
や意見発表で上位の成績を収め、全国大会でも最優秀
賞や優秀賞を受賞するなど、目ざましい活躍をしてい
る。農業情報処理や平板測量、農業鑑定の競技などに
おいても日頃の成果を十分発揮し、優秀賞などの受賞
に結び付けている。
　平成���（����）�年度には第��回日本学校農業クラブ全
国大会が京都府で開催されたが、その際、本府をはじ
め近畿各府県の学校農業クラブ連盟が全面的に協力し、
大会を成功に導いた。
　また、平成���（����）�年�月には、本府の担当により
箕面市で近畿�府�県の代表を迎え、近畿学校農業ク
ラブ連盟大会が開催された。
　なお、平成���（����）�年度からプロジェクト発表・意
見発表の発表区分が従来のＡ（農業の経営や流通に関
すること）、Ｂ（産業人としての生き方に関すること）、
Ｃ（地域の文化や生活に関すること）から、Ａ（食糧
区分）、Ｂ（環境区分）、Ｃ（文化・生活区分）へと変
わり、発表方法も視聴覚機器、標本、模型に音声、動
画を入れるなど大幅に変更された。
　このように、「なすことによって学ぶ」という理念を
持つ学校農業クラブ活動は、本府においても農業高校
における教育活動の基盤となるものであり、積極的に
取り組むことにより、農業高校において充実した学校
生活の実現はもとより、「生きる力」を育む上で重要な
教育実践であるといえる。
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　全日制の課程の農業に関する学科の生徒募集人員と
志願者数の過去��年間の推移は、表���のとおりである。
　この間、昭和���（����）�年�月に府立園芸高校におい
て「造園科」が「環境緑化科」（�学級）、「農芸化学
科」が「微生物技術科」（�学級）、農芸高校において
は「畜産科」が「資源動物科」（�学級）へと学科改
編が行われた。
　また、平成元（����）年�月には、府立園芸高校にお
いて「園芸科」が「フラワーファクトリ科」（�学級）、
農芸高校において「農芸科」が「ハイテク農芸科」（�
学級）に学科改編が行われ、これらの教育実践を実効
あるものとするため、必要とする施設・設備の整備が
図られ、技術革新の進展に対応する新しい農業教育が
取り組まれてきた。
　このほか、平成��（����）�年度の入学者から、受験機

会の複数化を図り、目的意識の高い、意欲のある生徒
を確保するため、職業学科においては、生徒募集人員
の�～�割の範囲で〔平成��（����）�年度からは�割・
平成���（����）�年度からは全員〕、�月に専門一次選抜
が実施された。このような入学者選抜の改善の成果と
して、生徒の学業成績が一層向上するとともに、学校
生活が充実化し、進学・就職等の進路面において、著
しい成果が見られるようになった。
　生徒募集人員に対する競争率は、表���のように昭
和���（����）�年度の����倍をピークに平成��（����）�年度
の����倍へと徐々に低下したが、専門一次選抜の導入
により、そのものの競争率は����～����倍の高倍率を
示し、一般選抜においても����～����倍と安定した志
願状況が維持された。しかし、平成���（����）�年度から
入学者選抜が専門学科は前期、普通科は後期のみと
なったため、今後、志願者数の変化が著しく生ずるの
ではないかと思われる。�
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���　「農業に関する学科」を設置する府立高校には、能勢、城山、園芸、農芸、横山、貝塚の�校がある。
　��　募集人員及び志願者数は、全日制の課程のみを示す。
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　昭和���（����）年度以降の府立高校の農業に関する学
科における卒業者数は、概ね���～���人で推移してき
たが、生徒の進路先については、産業構造や就業構造
の変化、高学歴化、価値観の多様化、経済不況等の影
響を受け、大きく変化してきた。府立高校の農業に関

する学科における卒業者の進路状況の推移は、表����
のとおりであるが、特徴として、①大学をはじめ短期
大学、専修学校への進学希望者が著しく増加した。②
経済不況の影響を受け、求人数が減少した。③価値観
の多様化により、フリーターをはじめとする不定期の
就労を希望する生徒が増えたことなどがあげられる。�
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（出典：大阪の学校統計）
���　表中の人数は、全日制の課程のみを示す。
　��　専修学校には、専修学校（一般課程・専門課程）、各種学校、公共職業訓練施設等を含む。
　��　表中の％の合計値のうち、四捨五入の関係で���％にならないものがある。
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　昭和���（����）�年以降の��年間は、社会における高度
情報化やハイテク化が進み、コンピュータやバイオテ
クロノジーなど新しい教育内容を取り入れた農業教育
が推進された時期である。
　一方、産業構造の変化、農業を取り巻く諸事情の変
化、入学してくる生徒の質的な変化や多様化など、農
業教育を取り巻く環境も大きく変化してきた。高校に
おいては、平成元�（����）�年及び平成���（����）�年に学習
指導要領が改訂され、平成��（����）�年度及び平成��
�（����）年度から新教育課程が施行された。農業高校に
おいても農業経営者・技術者の育成、体験的な学習を
通じた人間教育、農業理解者の拡大など、多面的な教
育の取り組みが行われてきた。昨今、少子化時代を迎
えているが、農業教育は普遍的な教育力を持ち、時代
は変わっても生き物を育てるという教材を中心とした
生命の不思議さを学ぶことにより、子供たちの心に多
くの感動を与え、生きる力を培うという大きな役割を
果たし続けてきた。
　本府においても、高校の特色化が進み、農業関連の
学科が、総合学科等に再編整備される中、農業教育を
今後どのように展開するのかが重要な課題となってい

る。その知恵袋のような存在として、農業教育研究会
が果たす役割は、ますます大きなものとなっている。
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　昭和���（����）�年に高校の農業教育に関する研究団体
として発足した府農業教育研究会は、歴代の会長を中
心とし、会員の資質の向上と農業教育の振興に寄与す
ることを目的として、��年間の長きにわたり多くの業
績を残してきた。本会は、府内の高校の農業教育を担
当する教員が、毎年、中心となる研究課題を設定し、
その解決のための研究活動として、各種の調査・研究、
講演会、討論会や会員研究発表会、学習指導研究会（研
究授業）などを実施するとともに、園芸・食品製造・
造園・畜産の各分科会の研究や見学活動等に意欲的に
取り組んでいる。また、機関誌「農研」を毎年発行し、
活動状況等を詳細に記録し、保存を図っている。これ
らの活動をとおして、生徒の学習意欲高め、農業教育
をより効果的に進めることや、山積みする諸問題の解
決を図ることはもちろんのこと、本府の農業教育の改
善・充実を推進していく上で大きな貢献をしている。　
　なお、本研究会の活動状況の推移は、表����のとお
りである。
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　��食品産業教育の変遷
　��学習指導要領の改訂
　��総合募集等への変更と教育課程
　��食品産業教育の推進
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　��生徒募集人員の推移
　��進路状況の推移
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　��研究団体の活動
　��研究協力校の指定研究
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　��総合学科の特色
　��教育課程
　��選択科目の中の専門科目
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　昭和���（����）�年設立の府立食品産業高校は、「全日
制府立高等学校特色づくり・再編整備計画」の実施に
伴い、平成���（����）�年�月に生徒募集が停止され、平
成���（����）�年�月末に閉校となった。食品産業教育の
主体は近隣の府立玉川高校との再編整備により誕生し
た総合学科の府立枚岡樟風高校に継承されることと
なった。府立食品産業高校は設立当初から、食品を基
礎にした食品保蔵科、食品製造科、食品機械料の�学
科で構成され、食品産業界の中堅技術者の育成が図ら
れてきた。その後、学習指導要領の改訂や履修総単位
数の縮小等に伴い、専門科目及びその履修単位数の削
減、科目の精選・整理等が行われ、特に、食品機械科
については、専門の重点が食品から工業機械へ移行さ
れた。
　一方、入学する生徒の実態は、最初の�か年は比較
的基礎学力のある生徒が多かったが、昭和���（����）�年
頃から食品機械科は定員割れの傾向が出始めた。学校
全体の男女比率も、当初男子が高かったが、この頃か
ら女子と逆転した。
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　昭和���（����）�年度から昭和���（����）�年度には、入学
生徒の生活指導上の問題や学力不振の傾向が目立ち、
学校教育全般にその影響が出てきた。このため、昭和
���（����）�年に「食品産業教育研究小委員会」が設置され、
これらの問題の対策や今後の歩みについて協議された。
その結果、「今後も学力や学習意欲の低下が予想され
るため、それに対応できる指導体制を確立しなければ
ならない。従来の細分化したカリキュラムでは実状に
合わなくなっているため、より一層基本的な学習を重
視した方向に進むべきである。」という観点から、昭和
���（����）�年度入学生の第�・�学年における�学科共
通履修の教育課程の編成、及びミックスホームルーム
の導入のほか、昭和���（����）�年度入学生の新�学年に

おける学科共通履修の教育課程の実施が決定された。
　また、教育課程の編成に当たっては、「食品産業に関
する学科」における共通の基礎教育内容は、生徒が食
品業界のどの分野に従事しても必要と思われる最少限
のものにとどめることとし、最終的には、�学科の特
色が発揮できる専門科目を履修させるという考え方で、
次のような基本事項を踏まえながら、「食品産業教育
研究小委員会」としての原案が作成された。
ア　第�学年の共通基礎料目である理科（物理・生物）、
食品工業化学及び食品産業実習は、従来よりも一層
食品の基礎となる理科的な内容になるように配慮す
る。そのため、特に、班別の食品産業実習名は、「食
品基礎化学」、「食品基礎生物」、「食品基礎物理」と
し、その名称にふさわしい内容とする。
イ　第�学年の共通基礎科目は、食品と工学の基本と
なる科目に重点を置き、精選・整理する。
ウ　第�学年においては、学科の特色を十分に発揮で
きるカリキュラムを編成する。
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　「英語」及び「数学」の習熟度別編成による各学科
の第�・�学年の共通履修は、昭和��（����）年度か
ら実施された。当時、入学してくる生徒の中には、「数
学」及び「英語」の基礎学力が不足している者が数多
く見受けられ、これらの生徒はミックスホームルーム
編成の学級では指導が困難であり、さらに、課外での
指導等を試みても、指導効果が十分上がらず、その対
策に苦慮していた。そのため、第�学年の「数学Ⅰ」
（�単位）及び「英語Ａ」（�単位）の授業において、
ホームルーム学級�クラスから習熟度が十分でない生
徒を�クラス当たり約�～�人抽出した「抽出クラス」
と、残りの者による「教室クラス」の二つに分けて指
導が行われた。
　その後、昭和��・���（����・����）�年度に、文部省か
ら数学学習習熟度別研究校の指定を受け、この中で
�「教室クラス」と「抽出クラス」の指導について比較調
査を行ったところ、「抽出クラス」の到達度が十分でな
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い生徒が実力を付け、数学の基礎的な事項をよく習得
していることが判明した。
　また、適切な教材を駆使することにより、数学は単
なる数の計算としてではなく、学ぶことを通じて数学
的な物の見方や思考力を伸長させる科目であることを

理解させることができた。
　このほか、日常生活に密着した教材で、生徒の興味・
関心を高めることができるようになるとともに、自学
自習用の教材の作成などにより、教員主導型の授業形
態から脱皮することができるようになった。�
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　平成��（����）�年度から学年進行で始まる学習指導要
領の実施に当たり、府教育委員会は平成��（����）�年�
月に「大阪府立高等学校教育課程基準」を定め、この
中で食品産業に関する各学科の目標、並びに教科・科
目の目標・内容を次のように明示した。
��������	
��


　各教科のうち、学習指導要領第�章第�款の表に
示されている各教科以外の各教科の名称・目標、及
び当該教科に関する科目の名称・目標・内容、標準

単位数は、次のとおりとする。
　（中略）
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　食品産業の各分野の基礎的・基本的な知識と技
術を習得させ、現代社会における食品産業の意義
や役割を理解させるとともに、食品産業技術の諸
問題を合理的に解決し、食品産業の発展を図る能
力と態度を育成する。
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　食品産業に関する学科の科目の名称、及び標準
単位数は表���のとおりである。
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　食品保蔵に関する知識と技術を習得させ、食
品工業及びこれに関する諸分野において、加工、
保蔵、管理、検査、営業などの業務に従事する
技術者を育てる。�
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　食品製造に関する知識と技術を習得させ、食
品工業及びこれに関する諸分野において、製造、
管理、検査、営業などの業務に従事する技術者
を育てる。�
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　食品機械に関する知識と技術を習得させ、食
品工業及びこれに関する諸分野において、食品
機械の製造、管理、検査、営業などの業務に従
事する技術者を育てる。

　その後、府教育委員会は、平成��（����）�年�月に「大
阪府立高等学校教育課程基準」の一部改訂を行い、食
品産業に関する学科の科目として、表���以外に表
���のような食品保蔵、食文化、食品化学工業、食
品産業衛生、食品産業簿記を追加した。
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　平成���（����）�年度から学年進行で始まる学習指導要
領の実施に当たり、府教育委員会は平成���（����）�年�
月に「大阪府立高等学校教育課程基準」を定めた。し
かし、従前から設定されていた「その他特に必要な教科」
が削除され、各学校が地域、学校及び生徒の実態、学科

の特色に応じ、特色ある教育課程の編成に資するよう、
新たに「学校設定教科及び学校設定科目」が設けられ
た。このため、府立枚岡樟風高校においては、学校設
定教科として「食品産業」、学校設定科目として表���
のようなものが設けられた。
�
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　府立食品産業高校は、「食品」という大きな特長を持
つため、かえって不本意で入学してくる者や、入学後
の指導が実らないまま中途退学する者がしばしば見ら
れるようになった。特に、第�次ベビーブームの生徒
急増対策として、昭和���（����）�年に食品製造科が�学
級から�学級増となった時期にその傾向が加速された。

　このため、生徒にとって魅力のある教育課程の編成
と中学生が入学したいという学校づくりをめざして、
平成��（����）�年に専門教科の学科改編検討委員会によ
り、教育課程の見直し作業が始められた。これを契機
に、学校教育改革に向けた取り組みが活発に行われる
ようになり、一括募集による�学科コース制や総合学
科をめざした取り組みをとおして、総合選択制などの
検討が進められた。�
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　平成��（����）�年には、専門高校としての特性を生か
しながら総合学科の長所を取り入れ、しかも、施設・
設備については、できる限り現状を利用した学校改革
の検討が行われた。
　その後、この検討は、文部省の平成�・��（����・
����）�年度学校教育改革研究協力校の指定へとつな
がった。
　また、研究協力校の指定とともに、専門教科の学科
改編委員会は、「学校教育改革推進委員会」と名称変更
された。本委員会においては、過去の�学科コース制
や総合学科についての検討結果をもとに、新しい専門
高校の姿を求めて検討が重ねられた。その結果、現行

の三つの学科を残しながら、それぞれが設定したコー
ス（後に「コース」という名称が、固定化され、柔軟
性に欠けるイメージがあるということで「系」と名称
を変更することになる）にはどの学科の生徒も選択が
可能なカリキュラムが編成された。しかし、入学者選
抜制度が変更され、平成���（����）�年度からの総合募集
の実施により、図���のように六つの「系」と四つの「タ
イプ」の構成となった。
　なお、この「系」は、生徒が選ぶ基本形であり、��
単位の系指定科目をまとめて選択する形式を取り、さ
らに、��単位の総合選択科目を設定することにより、
一層多様な科目選択が可能となるように図られた。
�
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　府立食品産業高校においては、食品産業教育を技術
教育という側面からとらえるばかりではなく、食品を
取り巻く多くの事象を総合的に学ぶことができる学校
づくりをめざして図���のような改革が進められた。
　このため、前述のように「食品」をキーワードとし
て、既存の�学科が「流通サービス系」、「流通技術系」、
「フードプロセス系」、「バイオテクノロジー系」、
「フードメカシステム系」、「マルチメディア系」の六
つの類系に分類された。
　さらに、多様な科目選択を可能にするため、類系の
内容を深める「スペシャリストタイプ」、他の類系の科
目が選択できる「オールラウンダータイプ」、進学のた
め普通科目を中心に選択できる「進学タイプ」のほか、
調理師をめざす者のための「調理師試験受験準備タイ

プ」が設定された。
　また、生徒が科目選択を適切に行えるようにするた
め、�年次における科目「産業社会と人間」を中心に
したガイダンスを強化するとともに、�年次以降、生
徒一人一人が興味・関心、能力・適性、将来の進路希
望等に応じて科目選択できるようにするためのサポー
ト体制の確立が図られた。
　このほか、科目の開講に当たって、受講最少人数を
可能な限り引き下げ、生徒の希望に沿った科目選択の
実現が可能となるようにすることが、第一の努力目標
として掲げられた。人数不足のために開講されない科
目を希望した生徒に対しては、きめ細かなガイダンス
をとおして、科目選択の変更が円滑に行われるように
図られた。
　なお、表���は、図���に対応した教育課程を示
したものである。
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　府立食品産業高校の開校時の昭和���（����）�年�月の
生徒募集人員は、食品保蔵科、食品製造科、食品機械
科ともそれぞれ�学級��名であったが、昭和���（����）
�年度から�学級定員が��名となり、各学科とも�学級
��名で�学年全体で���名の定員となった。
　昭和���（����）�年度には、生徒急増対策として、食品
製造科の�学級増が行われたためで、�学級���名と
なり、食品保蔵科・食品機械科のそれぞれ�学級��名
と合わせて�学級���名となった。昭和���（����）�年度
には、�学級定員が��名となり、生徒募集人員は�学
級���名となった。

　平成��（����）�年度には�学級定員が��名、平成�
�（����）�年度には�学級定員を��名となるとともに、食
品製造科の�学級減が行われたため、�学科とも開校
当初の�学級となり、生徒募集人数は�学級���名と
なった。
　平成��（����）�年度には、食品機械科の�学級減が行
われ、生徒募集人数は�学級���名となった。
　平成���（����）�年度には、生徒募集が総合募集となり、
学科の枠にとらわれず、食品産業科として�学級���
名が一括募集されることとなった。�
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　府立食品産業高校においては、開校当初から食品産
業界に対して有為な人材を送り出すなど、社会的に一
定の役割が果たされてきた。
　しかし、近年、景気の動向とも合まって、図���
のようにフリーターなど進路未定者の増加が顕著に
なっている。
　進学については、我が国全体の生徒数の減少の影響

もあり、大学・短期大学への進学者が増加傾向にある。
　また、就職者の職種内容については、図���のよう
に昭和���（����）�年を除いて、それぞれの年度において
技術職が半数以上を占めている。一方、研究補助職な
ど高度な知識・技能を必要とする職種は減少しており、
その求人は大学・短期大学へとシフトしているものと
推察される。事務職など普通科と競合する職種も減少
しており、近年の厳しい就職状況の一端をうかがうこ
とができる。�
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　府立食品産業高校の設立に当たり、最も重要視され
たのが教員の研修である。各教員は、農業・工業・水
産教育等の分野においてそれぞれの専門家ではあって
も、高度化した食品産業技術を担当し、教育実践に活
用するに当たっては、互いの協力と多くの研修機会が
必要とされていた。このため、設立以来、自己研修を

はじめ、食品関係の研究機関や企業との連携を図りな
がら、新しい食品の知識や技術を吸収する努力が続け
られてきた。
　本節では、校外の研究団体における教員の研究活動
をはじめ、研究指定校としての研究成果についての概
要を述べておく。
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　府立食品産業高校の教員は、農業・工業・水産・薬
学などの分野の出身者で構成されており、関係・所属
する研究団体も多岐にわたっているが、その中で重要
メンバーとして活躍するとともに、多くの研究発表を
行っている。
　なお、�その主な団体及び研究機関は、�次のとおりで
ある。

�　������
○　大阪府農業教育研究会　　　　　　　　　　　
○　大阪府立高等学校機械科研究会
○　大阪府工業化学教育研究会

○　大阪府原子科学技術教育研究会

���������	
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○　全国高等学校農場協会　　　　　　　　　　　
○　近畿・東海地区農業教育研究会
○　近畿地区機械科教育研究会
○　日本農芸化学会　　　○　日本醗酵工学会　　
○　日本食品工業学会　　○　日本食品衛生学会　
○　日本工業化学教育研究会
○　近畿地区工業化学教育研究会
○　日本醸造協会　　　　○　日本冷凍食品協会　
○　日本化学会
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　府立食品産業高校が教育活動の中心課題とする「食
品産業界」は、近年大きく変化してきた。消費者ニー
ズの多様化、流通業の隆盛は、食品製造業界の多品種
少量生産に伴う機械化、情報化を加速させている。ま
た、消費者の健康志向、安全志向は、食品流通技術、
食品保存技術の改革をもたらし、また、食品衛生管理

の重要性も増大してきている。このような広範な変化
の中で、当校の卒業生に求められる知識・技術も多様
化してきている。一方、当校の入学生について見ると、
食品に対する興味・関心は高いものの、将来の職業生
活に必要な知識・技術の習得という観点からは、十分
に目標をしぼり切れず、また、在学中に目標の変化す
る生徒も多数見られる。このような、生徒の実態や社
会の変化、とりわけ食品産業界の変化に対応できるよ
う、特色ある教育課程の編成・実施の在り方について
研究が行われた結果、総合募集、総合選択制という構
想が、その成果として生み出された。�
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　府立食品産業高校では、平成��・��（����・����）�年
度文部省研究協力校としての成果をもとに学校教育改
革が推進され、平成���（����）�年度から総合募集により
入学者選抜が行われた。第�学年において、科目「マ
イ・ライフ・プラン（産業社会と人間）」をとおして
進路指導を充実させ、早期に自己理解と進路意識の育
成を図り、第�学年以降、その成果に基づいて大幅な
科目選択を可能にしようとするものであった。
　そのため、中核となる科目「マイ・ライフ・プラン」
では、当校作成の進路ノートや視聴覚教材を用いて、
一層の進路意識を深めさせるとともに、外部講師によ
る講演、工場見学等をとおして、産業社会を理解させ
る取り組みが行われた。
　また、科目「マイ・ライフ・プラン」の有効な展開
方法をはじめ、第�学年以降のロングホームルームや

各教科・科目との連携方法について研究が行われた結
果、科目選択及び進路選択が組織的かつ有効に行える
ことが可能となった。
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　平成��・��（����・����）�年度及び平成���・���（����・
����）�年度の成果に基づき、生徒一人一人の興味・関心、
適性、将来の進路希望等を考慮して多様な科目選択が
できる教育課程が実施された。今後、生徒や家庭・地
域のニーズに応じて一層多様化する進路選択に対応す
るとともに、「開かれた学校」づくりを推進するため、
家庭・地域との連携を踏まえた多様な科目展開の在り
方や学校運営全般について研究が行われた結果、地域
社会との連携強化などにより、教育活動の活性化を図
ることが可能となるなど、多くの成果があった。
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　府立食品産業高校は、平成���（����）�年�月に発表さ
れた「大阪府教育改革プログラム」に沿った「全日制
府立高等学校特色づくり・再編整備計画」の実施第�
期�年目の東大阪地域対象校として、平成���（����）�年
�月に普通科の府立玉川高校と再編整備された。校名
も府立枚岡樟風高校となり、生徒募集人員�学級���
名の新しい総合学科の学校としてスタートした。
　なお、総合学科における教育の特色としては、①普
通科目と専門科目の中から一定の系統性を保ちながら

数多くの多様な選択科目を設定し、生徒はこの中から
自己の能力・適性、興味・関心、進路等に基づき、履
修する科目を主体的に選択することができる。②この
ことから、生徒の個性を生かした主体的な学習を通じ
て学ぶことの楽しさや成就感を得ることができ、学習
に対する意欲の形成を積極的に図ることができる。③
すなわち、普通科目と専門科目を有機的に履修するこ
とにより、学問的な考え方や知識が、実践的・体験的
な学習と関連付けられ、実社会において役立つ生きた
力が生徒に育っていくことが期待されるがあげられる。
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　総合学科における科目選抜については、���科目以
上の多様な科目を設け、選択を主とした教育課程の編
成を行い、生徒のニーズに応えるようにされている。
しかし、選択科目が多岐にわたるため、次の五つの系
列を設けるとともに、関連科目をまとめ、生徒が選択
する際の指針となるようにされている。
①　食を科学する系列
②　ものづくりに親しむ系列
③　いのちと環境を育む系列
④　情報とメディアを生かす系列
⑤　生活と文化を創る系列
　ただし、これらの系列は、多数の選択科目を関連付
けて整理したものであり、五つの系列にある選択科目
の中から、生徒たちは自分の興味・関心、能力・適性、
将来の進路等に応じて自由に選択することができるよ
うになっている。
　このうち、食品に関連する科目の多くは①「食を科
学する系列」にまとめられており、食品製造・食品化
学・食品保蔵・食品微生物などの総合選択科目が��科
目設定され、農業分野における実習を中心にした授業
ができるようにされている。③「いのちと環境を育む
系列」においても、食品に関連する微生物関連の科目

が設けられている。また、②「ものづくりに親しむ系
列」など他の系列に設けられている専門科目について
は、府立食品産業高校の時よりも工業系・情報系を組
み合わせて有機的に選択履修できるシステムとし、食
品を取り巻く多くの事象をより総合的に学ぶことがで
きるようにされている。
　簿記、�生物活用、�大阪の産業、�フランス語、中国語、韓
国語などの多くの自由選択科目も設けられており、社
会人として必要不可欠な知識を身に付けられるように
工夫され、将来の有為な産業人の育成が行われている。
　ガス溶接士、ボイラー技士、販売士、危険物取扱者
等各種の資格を取得させたり、インターンシップを�
年次に導入させるなど、生徒たちのさらなる学習意欲
の喚起も行われている。授業では、府立食品産業高校
から引き継がれた多くの工業系や農業系の実習施設設
備をはじめ、新たに整備された設備などを使用して、
総合学科高校における新たな食品産業教育の充実が図
られている。
　このほか、普通科目を多く設定し、上級学校への進
学にも十分対応できる指導体制を構築するなど、さま
ざまな教育活動が展開されている。
　一方、総合学科を希望し入学してくる生徒は、元来
多様な進路希望を持っており、これらの個々の生徒の
希望に対応するため、教育内容や教材の精選を行いな

�
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がら魅力ある授業の在り方を検討し、二学期制や単位
制的運用による効率的で有機的な学習環境の形成が図

られ、大学・専門学校への進学や就職指導等に向けた
着実な実践が行われれている。�
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　食品製造Ⅰ～Ⅱ、食品化学、食品実習Ⅰ～Ⅳ、食
文化、食品保蔵、食品流通、食品微生物Ⅰ～Ⅱ、食
品機械、食品デザイン、食品産業基礎、食品産業衛
生、栄養、公衆衛生、調理、食品
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　ものづくり入門、�工業数理基礎、�機械工作、�生産シ
ステム技術、�製図Ⅰ～Ⅱ、�メカトロニクス基礎、�もの
づくり実習Ⅰ～Ⅳ、�機械設計、工業技術英語、ＣＡＤ
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　微生物バイオ、環境科学、バイオ入門、微生物基礎、バイオ
実習Ⅰ～Ⅳ、環境実習Ⅰ～Ⅳ、植物バイオ、地球環境科学
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　情報入門、情報産業と社会、コンピュータグラ
フィック、プログラミング入門、応用、情報実習Ⅰ
～Ⅳ、ネットワーク、図形・画像一般、デジタルビ
デオ編集、情報の表現方法と作成
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　生活デザイン、陶芸Ⅰ～Ⅱ、生活文化、住居、生
活環境デザイン、被服文化、環境問題研究、社会福
祉基礎、社会福祉演習、生活園芸
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　簿記、生物活用、大阪の産業、フランス語Ⅰ～Ⅱ、
中国語Ⅰ～Ⅱ、韓国語Ⅰ～Ⅱ、その他普通科目�
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　��平成元�（����）�年以降の学習指導要領と教育課程
　��工業高等学校の学科改編・再編整備
　��施設・設備の拡充整備
　��教職員の定数・養成
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　��生徒募集人員の推移
　��進路状況の推移
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　��機械科
　��電気科
　��建築科・都市工学（土木）科・設備システム
　　　（設備工業）科
　��工業化学科
　��その他の学科
　��私立高等学校
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　昭和���（����）�年��月に我が国の経済成長を促す「国
民所得倍増計画」が閣議決定された。その背景には、
経済成長が至上命題とされ、そのための中堅技術者の
養成が急務とされた。これを契機に全国的な規模で工
業高校の新規増設や増学級が行われた。
　昭和���（����）�年代から���（����）�年代にかけては、高
度経済成長に伴い、我が国の工業化のために必要な人
材を迅速かつ大量に養成する必要に迫られ、また、終
戦直後に生まれたいわゆるベビーブーム世代が高校進
学の時期にさしかかってきたため、工業高校を早急に
拡充する必要が生じた。しかし、�度にわたる石油危
機等を経た後、産業経済はそれまでの高度成長から安
定成長へと変化していった。さらに、科学技術の著し
い進展により、産業のソフト化、生産システムの省力
化、各種技術の複合化、総合化がもたらされ、各専門
分野における知識や技術は急速に拡大、高度化へと大
きく変貌を遂げていった。その結果、高学歴志向の社
会風潮の中で根強い普通科への進学志向や受験競争の
影響などから工業高校への志望者が減少するとともに、
入学生の学力の多層化と大学進学希望者の増加が目
立っていった。
　昭和���（����）�年に教課審は、職業教育に直接関連す

る改善事項として「学科については、過度に専門分化
することなく、国が教育課程の基準として示す標準的
な学科として、総合的ないし基幹的なものにとどめ
る」と答申した。続いて、理産審産業教育分科会に設
けられた「職業教育の改善に関する委員会」は、「高
等学校における職業教育の改善について」の報告を取
りまとめた。その中で、高校の職業教育は、職業に関
する専門的な学習の基礎的段階としての性格を一層明
確にする方向で改善を図るべきであることが示された。
　昭和���（����）�年に改訂された学習指導要領の最大の
特徴は、「卒業に必要な��単位、必修の普通教科・科目
の��～��単位、専門教科・科目の最低必修��単位以外
はすべて学校裁量とする」という大綱的な内容と、各
学科において共通に履修させる工業の基礎的・基本的
科目として「工業基礎」、「工業数理」が新設されたこ
とである。
　なお、高校の学習指導要領は、昭和���（����）�年の学
習指導要領一般編の補遺として示された通牒「新制高
等学校の教育課程に関する件」をもとにして、昭和��
�（����）�年、���（����）�年、���（����）�年、���（����）�年、��
�（����）�年、平成元�（����）�年、���（����）�年の七度にわ
たって改訂が行われてきた。�

�����

�������

　　　
�������	�
���
������������

��������	�
��
��������

　（中略）
　工業の改善のねらいは、次のとおりである。
��エレクトロニクス、管理技術、システム技術及
び新素材に関する内容を充実させ、新技術の導入、
内容の近代化を図る。
��情報化への対応として「情報技術基礎」を、エ
レクトロニクスへの対応として「電子基礎」、「電
子機械」等の科目を新設する。
��新たに「電子機械科」、「自動車科」を設けると
ともに、「窯業科」を「セラミック科」へ、「金属

工業科」を「材料技術科」へそれぞれ名称変更し、
合わせて��学科とする。

　このほか、工業の学科については、昭和���（����）�年
改訂時の��学科から、次のように変わった。
　�　平成元�（����）�年改訂（��学科）
機械科、電子機械科、自動車科、電気科、電子科、
情報技術科、建築科、設備工業科、土木科、化学工
業科、材料技術科、セラミック科、繊維科、インテ
リア科、デザイン科
���昭和���（����）�年改訂（��学科）
機械科、電気科、電子科、情報技術科、建築科、設
備工業科、土木科、化学工業科、金属工業科、窯業
科、繊維科、インテリア科、デザイン科
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　（中略）
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　平成���（����）�年改訂の学習指導要領では、環境
に配慮し資源を大切に使うことを含めて、創意工
夫を生かす実際的な技術者を育成するという趣旨
を明確化している。

��������	


�　科目構成を見直し、�現行の��科目を��科目に削減
�　原則履修科目を�「工業基礎」、�「実習」、�「製図」、
�「工業数理」、「情報技術基礎」、「課題研究」の�
科目から「工業技術基礎」及び「課題研究」の
�科目に削減
�　各教科・科目、特別活動の他に「総合的な
学習の時間」を加えて構成
�　普通教科に教科「情報」を新設、専門教科
に教科「情報」、「福祉」を新設

��������	
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　　�　製造技術のシステム化への対応
�　「電子基礎」の内容を厳選し、機械技術や生産方
法をシステム化する技術を取り入れ、名称を�「生
産システム技術」に変更

　　��情報化への対応
　「コンピュータ応用」にマルチメディアのハード技
術を取り入れ、�名称を�「マルチメディア応用」�に変更

　　�　国際化への対応
　「工業英語」の内容に技術英語を用いた簡単な会
話、情報通信ネットワークを利用したコミュニ
ケーションなどの内容を充実し、名称を「工業技
術英語」に変更

　　�　環境技術への対応
　地球環境や生活環境を安全に管理運営する基礎
的な知識と技術を習得させるため、「化学工業安
全」、「環境工学」、「環境保全」を統合し「地球環
境化学」とする。
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�　指導計画の作成に当たっては、次の事項に配慮
するものとする。
○　工業に関する各教科においては、「工業技術
基礎」及び「課題研究」を原則としてすべての
生徒に履修させること。
○　工業に関する各学科においては、原則として
工業に関する科目に相当する総授業数の��分の
�以上を実験・実習に配当すること。
○　「実習」及び「製図」については、それぞれ
科目名に各学科の名称を冠し、取り扱うことが
できること。
○　地域や産業界との連携を図り、就業体験を積
極的に取り入れるとともに、社会人講師を積極
的に活用するなどの工夫に努めること。

�　各科目の指導に当たっては、コンピュータや情
報通信ネットワークなどの活用を図り、学習の効
果を高めるように配慮するものとする。
�　実験・実習を行うに当たっては、施設・設備の
安全管理に配慮し、学習環境を整えるとともに、
事故防止の指導を徹底し、安全と衛生に十分留意
するものとする。
　　また、化学工業、材料技術、セラミックス、�繊維
などに関する「実習」においては、排気・廃液な
どの処理について十分留意するものとする。
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　平成元�（����）�年に府学教審から、「新しい時代に
対応する府立学校の職業学科のあり方について－特
に、工業高等専門学校及び工業高等学校の学科につ
いて－」の答申が出された。この中で次の�～�の
必要性が指摘された。
��������	
���
�������

�　経済のソフト化・サービス化、国際化などの

　産業社会の変化に対応する人材を育成する。
�　情報関連技術の高度化やバイオテクノロジー、
　新素材などの技術革新の進展に対応する人材を
　育成する。
�　学科の構成は、技術革新の進展に沿う適正な
　ものとし、学科の新設は、原則として既存学科
　もしくはその一部を改組して行う。
�������	
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�������������
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�　エレクトロニクスの進展に対応するため、情
　報技術関連学科を設置する。

�
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�　メカトロニクスなどの技術の融合化に対応す
　るため、機械や電気といった既存の学科の枠を
　超えた新しい学科への転換を図る。
�　バイオテクノロジー、新素材などの技術革新
　に対応するため、その他の学科においても、そ
　れにふさわしい学科への転換を図る。
�　学科改編に際しては、生徒減少期における専
　門学科の学級数の適正化を図るとともに、工業
　教育の成果を一層高める観点から、教育課程の
　編成に工夫するなど、�特色ある学校・学科づく
　りに努める。
�������	
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�　現職教員に新しい知識・技術を習得すること
　を目的とした企業派遣研修の実施及び産業界等
　から優れた人材を講師として招聘する方途につ
　いて検討する。

�　技術革新の進展に対応するため、産業教育設
　備の整備・更新に努めるとともに、特に、学科
　の改編を実効あるものとするため、施設・設備
　のあり方について十分研究する。
�　時代の要請に応え得る技術者を育成するため、
　工業高校の修業年限の延長を検討したり、大学・
　短期大学・専修学校等に工業高校卒業者の推薦
　入学制度の拡充を要請したり、府立高専への編
　入学を促進するための条件整備を検討する。

　その後、本答申等を踏まえ、表����（����）�のよう
に平成��（����）�年度から平成��（����）�年度に、府立西
野田工業高校を除く府立工業高校において学科改編が
行われた。
　なお、表���は学科改編校における施設の整備状況、
表���は学科改編校における設備の整備状況、表
���は学科改編により新たに導入された専門科目を
示したものである。�
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　（注）�　設備については、学科改編の前年度から完成年度までの�年間に整備されたものを示す。

　　　�　学科改編以降、府立工業高校全校にＬＡＮとＣＡＤが、リースにより整備された。
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　学科改編が行われてから約��年が経過した平成��
�（����）�年�月に、府教育委員会に設置された「工業教
育研究協力者会議」から、「今後の工業教育のあり方に
ついて」が公表された。これを受けて、同年�月に府
学教審から「今後の工業教育のあり方について」の答
申が出された。この中で、工業高校の今後めざすべき
方向性について、次のようなことが指摘された。
�　職業人、社会人として自立する力を育成する。
�　専門分野の深化に必要な基礎・基本の習得に重点
を置いた教育の充実を図る。
�　ものづくりのリーダー育成のため、高等教育機関
への接続をめざす教育を推進する。
�　最新の情報の収集や早い段階からものづくりに興
味を持つ人材を育成するなどのために、産業界や
小・中学校、大学等との連携を推進する。
�　教員自身の技術力向上など、�教員の資質向上を図る。
　また、これに基づく今後の学科のあり方として、次
のような提案が行われた。
�　機械系、電気系を基本としつつ、その他の学科に
ついては充実、改編・整理を行う。また、複合領域
の技術が学べるシステムをつくり、情報技術の履修
については工業科全般において実施する。
�　高等教育機関へのスムーズな接続を実現するため、
進学のためのコース設置など柔軟なカリキュラム編
成を行う。
�　入学者選抜において、学科ごとに募集するのでは
なく、学校全体として募集を行う総合募集（一括募
集）を実施する。さらに、第�学年では工業教育全
般にわたる専門の基礎・基本にかかわる学習を行い、
学年進行に応じて専門分野の深化に必要な科目選択
を設定する。
　次に、工業高校の適正規模については、生徒減少期
にあっても、大阪の産業を支える人材育成の重要性か
ら、総体としてはこれまでの工業高校生徒募集比率に
基づく募集学級規模を確保するとともに、学校規模に
ついては、柔軟な科目展開を行うため�～�学級が適
正であると判断している。
　さらに、府立工業高校を含めた公立工業高校の立地
に配慮しながら、各地域ごとの公立中学校卒業者数、
府内の産業の集積状況、地域バランス、交通の利便性
などを考慮して、府立工業高校の適正配置を決定すべ
きであると結論付けている。
　このほか、定時制の課程における工業科のあり方に

ついて、次のような言及が行われた。
　平成���（����）�年�月の府学教審答申の「今後の後期
中等教育のあり方について」において、定時制の課程
に入学した新規中学校卒業者のうち、全日制の課程を
受験した経験がある者が��％を占めている。一方、全
日制の課程においても中途退学率が��％以上の学校が
��校余りあることから、新たな就学機会の確保のあり
方として、単に計画進学率を上げて全日制の課程への
受け入れを拡大するのでは不十分であるとした。この
ことから、「昼間の高等学校」という新たな枠組みで就
学機会の拡大を図るという提言が行われた。「昼間の
高等学校」とは、全日制の課程と単位制で昼間の定時
制の課程を活用した柔軟なシステムを持つ学校である
多部制単位制高校（クリエイティブスクール）の両者
を合わせた高校の総称である。
　これを受け、本答申では、夜間定時制の課程の工業
高校の教育システムとして、「総合学科」、「単位制」、
「二学期制」の導入や学校間ネットワークの形成など
の方向性が示された。
　なお、具体的な事項は、次のとおりである。
�　夜間定時制の課程の適正規模については、多様な
授業の展開を可能とするため、�学年複数学級を維
持すること。適正配置については、昼間の高校の受
け入れ枠拡大に伴い、夜間定時制の課程の入学者が
減少することが予想されるため、府内にバランスの
とれた学校配置を検討する必要がある。
�　学習内容については、平成���（����）�年度から総合
募集を実施しているが、さらに、学科の枠にこだわ
らない複合的な学習が可能となるよう「総合学科」
に改編することが求められる。
�　多部制単位制高校（クリエイティブスクール）を
計画的に配置し、これらの学校で修得した単位を、
在籍校の単位として認めることなど、柔軟な科目履
修のシステムを構築すべきである。
�　インターネットを使った教育方法や遠隔授業につ
いても研究・検討を進めるべきである。
　府立高校の改革については、平成���（����）�年�月に
府教育委員会が策定した「大阪府教育改革プログラム」
に基づき、同年度から平成���（����）�年度までの��年間
を�期に区分し、同年��月に「全日制府立高等学校特
色づくり・再編整備第�期実施計画」として、同年度
から平成���（����）�年度までの計画が公表された。その
後、平成���（����）�年度から具体的に学校が指定され、
実施計画が推進された。
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　しかし、これらの中で、工業高校や定時制の課程に
ついては、必ずしも明確な改革の全体像が示されてい
なかったため、府教育委員会は、府学教審にこの両者
のあり方について諮問し、前述のように「今後の後期
中等教育のあり方について」の答申を得た。
　そこで、これに基づき府教育委員会は平成���（����）
�年�月に既存の普通科総合選択制高校、総合学科高校、
全日制単位制高校に加えて、国際科学高校、多部制単
位制高校（クリエイティブスクール）、工科高校を新た
な特色ある学校として位置付け、夜間定時制の課程の
改革と合わせて「全日制府立高等学校特色づくり・再
編整備計画（全体計画）」（素案）にまとめた。続いて、

同年��月に同計画の「平成���（����）�年度（第�年次）
実施対象校」を決定した。
　この結果、平成���（����）�年度から、表���のように、
工業高校は��校から�校に減少するとともに、教育内
容や教育システムの変更に伴い、名称も「工業高校」
から「工科高校」と改称されることとなった。工科高
校以外の�校の工業高校は、総合学科の多部制単位制
高校（クリエイティブスクール）に改編された。これ
に伴い、府立高校の夜間定時制の課程は、��校から��
校（工業科は��校から�校）に減じられ、表���のよ
うに工業科はすべて総合学科へと改編されることと
なった。�
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　府立工科高校の募集学級数については、過去��年間
における全日制の課程の府立高校全体に対する工業高
校の生徒の募集比率から勘案して、��学級となった。
これを、生徒の学習ニーズに応える多様なコースや科
目展開を可能とするための適正学級数�（�学年当た
り）で割り、�これにより工科高校数が�校と決定された。
　また、生徒が工業の学習の内容を熟知した上で専門
分野を選択できるように、すべての工科高校で総合募
集を実施し、第�学年では専門に関する共通科目を全
員が履修することとなった。
　このほか、技術の複合化や高度化など、企業ニーズ
や産業構造の変化に柔軟に対応するため、学科が廃止
され、新たに「系」が設置された。「系」は機械・電
気を基幹の系として各学校に配置し、技術分野を融合
した複合領域が学べる新たな系を設置することとし、
系のもとに「専科」を設けて専門性の深化や高等教育
機関への接続のための学習を可能とした。一方、すで
に設置されている機械・電気以外の学科については、
地域の産業とのかかわり、生徒の就業状況、社会的
ニーズ、技術の高度化等を考慮して、系としての充実
や改編・整理が行われた。

　夜間定時制の課程においては、全日制の課程を受験
した経験のある約��％に当たる者を昼間の学校で受け
入れるため、新たに多部制単位制高校（クリエイティ
ブスクール）が平成���（����）年�度に�校設置されるこ
ととなった。その内訳は、平成���（����）�年度に設置さ
れた�校のほかに、表���府立成城工業高校、府立和
泉工業高校の�校及び普通科高校の�校となっている。
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　専門高校に入学する生徒の能力�・�適性、�興味�・�関心、
進路等が、�近年多様化しており、�それらへの対応の必要
性からさまざまな学科・コースが設置されるとともに、
学科の枠を超えた科目選択を可能にしたり、学習指導
要領に示されている以外の教科・科目を開設したりす
るなど、�教育課程の多様化、�弾力的運用が図られている。
　なお、大阪市立高等学校の学科改編・再編整備の状
況は、前述の表���（����）のとおりである。
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　衛星都市立の工業高校における学科改編等の状況は、
前述の表���（����）のとおりである。�
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　昭和���（����）�年代以降、コンピュータの普及に伴い、
高度情報化社会への移行が加速することが予想された。

　府立工業高校においても、コンピュータの利用は
年々増加した。このため、学科改編を行った学校に関
連施設・設備と同時に、表���のように府立工業高
校全校へコンピュータ組織の整備が進められた。

　（注）�　ＬＡＮ：比較的狭い範囲で構築されたコンピュータネットワークのことをいう。

　　　　�　ＣＡＤ：コンピュータを用いた製図作成装置のことをいう。

　　　　�　中　汎：中型汎用電子計算組織のことで、高性能のコンピュータをホストとし、これと接続された端末コン

ピュータから構成されたコンピュータネットワークのことをいう。最近では高度情報システムという。

　　　　�　西野田工業高校のＬＡＮは平成��（����）�年度、ＣＡＤは平成���（����）�年度に整備された。
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　昭和���（����）�年代から平成��（����）�年までの間、産
業経済は安定成長からバブル景気へと移行し、これに
伴い新しい設備の整備や既存の設備の更新が著しく進
み、各学校の施設・設備の整備・充実には、目を見張
るものがあった。しかし、バブル景気の終焉・デフレ
等による財政の圧迫により、産業教育振興法関係の予
算も厳しい状況が続いた。しかし、このような時代で
も、技術革新に乗り遅れないように、また最新技術を
習得できるようにしようとする各学校の意向を受けて、
ＣＡＤやＮＣ旋盤、環境分析装置、電子計算組織（主
にパソコンシステム）、高圧実験設備、万能材料試験装
置等の導入、あるいは耐用年数を著しく超えた老朽設
備の更新のほか、産業教育施設の整備が国庫補助事業
費及び設置者単独事業費により行われた。
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　岸和田市立産業高校では、昭和���（����）�年の「紡績
科」から「繊維工芸科」への学科改編に伴い、紡績実
習工場が解体され、昭和���（����）�年にデザイン棟が新
築された。また、老朽設備の更新が設置者単独事業費
により行われてきた。
　堺市立工業高校では、老朽化に伴い国庫補助事業費
と設置者単独事業費で平成���（����）�年度に建築科に万
能材料試験機、平成���（����）�年度にインテリア科に
ルータマシンが整備された。�
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　工業科教職員の定数が明文化されたのは、明治�
�（����）�年の学制発布以来��年後の中学校令が公布され
た昭和���（����）�年であった。
　その後、戦後の高度成長期までは、工業科教職員の
定数は増大されてきた。最近��年間の教職員定数の改
定は平成��（����）�年と平成��（����）�年のみであるが、
平成���（����）�年度から第�次公立義務教育諸学校教職
員定数改善計画により、�年次計画で改善が進められている。
　また、公立高校の教職員定数は、「公立高等学校の設
置、適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律」
〔昭和���（����）�年施行〕に基づき、過去�回にわたり
改善計画〔昭和���（����）�～平成���（����）�年度〕が実施
された。さらに、平成���（����）�年度から第�次計画
〔平成���（����）�年度までの�か年計画〕が実施されて
ている。
　教職員については、その資質能力の向上を図るため、

平成元�（����）�年から初任者研修制度が実施されるとと
もに、平成���（����）�年及び平成���（����）�年に「教育職
員免許法」〔昭���（����）�年移行〕が改正された。また、
平成���（����）�年には大学院修学休業制度、平成��
�（����）�年度からは��年経験者研修が実施されている。
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　この法律は、昭和���（����）�年に改定された後、平成
��（����）�年に大改定されたが、主なものは、次のとお
りである。
・公立高校の適正な配置及び規模が、���名から���名
となった。
・学級編成の標準は、今まで専門高校のみであったが、
普通高校においても�学級��名から��名となった。

・教職員定数の標準等については、表���のとおり
である。
�
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　戦前の師範学校を中心とした教員養成教育への反省
から、戦後、�我が国の教員養成は、�幅広い視野と高度の
専門的知識を持った人材を広く教育界に求めるため、
教員養成大学だけでなく、�一般の大学においても、�それ
ぞれ教員養成を行う、�いわゆる開放性の原則がとられた。
　その後、��数回にわたり教職員免許法の改正による
制度の改善が行われたが、中でも昭和���（����）�年の改
正は、同法制定以来、最大のものであった。
　その主な内容は、次のとおりである。
�　すべての校種について、大学院修士課程修了程
度の免許状を専修免許状として位置付けた。
�　社会人として有為な人材を学校現場に招致する

ための特別免許状及び免許状を有しない非常勤講
師（いわゆる特別非常勤講師）の創設を行った。
�　教員の実践的な指導力の基礎を培うため、新た
に数教科を必修とし、免許状の授与資格を得るた
めに必要な大学等での最低修得単位数の引き上げ、
すなわち免許基準の引き上げを行った。

　この改正の結果、図���のように二種免許状や、一
種免許状、専修免許状の取得者数は、昭和���（����）�年
度を���とすると、平成��（����）�年度は免許状取得者
数は約��（�������人）、教員就職者数は約��（������
人）、平成�（����）年度は免許状取得者数は約��
（�������人）、教員就職者数は約��（������人）になっ
た。�
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○　高等職業訓練校との併修
○　普通科高校との併修
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　○　障害のある人への補助機械の製作や修理
��������	
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○　地域にある企業と連携し、�年間で延べ�か
月以上の実施
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○　総合技術科の導入
○　単位制の導入
○　単位の読み替え
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○　教科・科目の再編・統合
○　創造性を育成する科目の導入�（創造工学演習など）
○　共通科目の再編・統合
○　実習を中心とした科目の統合

�������	��
��
����������

�������	
��


��������	
��
��

　○　国際技術者の育成
　英語や東南アジア言語の導入、アジア諸国の青
少年の受け入れ、�青年海外協力者としての国際貢献
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　○　インターネットの必修
��������	
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　○　現場実習の導入
　○　産業現場の社会人講師の招聘
　○　課題解決型科目の導入
　これらのア～ウの課題を解決し、��世紀に活躍す
る有為な工業技術者を育成することが強く求められ
ている。�

　（注）�　免許状取得者とは、各年�月に大学等を卒業し、教員免許状を取得した者のことをいう。

　　　　�　教員就職者数とは、各年�月に大学等を卒業し、教員免許状を取得した者で、同年�月�日までに小、中、高、

盲、聾、養護学校及び幼稚園の教員又は養護教諭に採用（雇用）された者のことをいう。
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　図���は、全国高等学校長協会教職員制度委員会が、
工業科全体の教員の年齢構成を把握するため、平成�
�（����）年度に全国の国公立高校の中で工業科を設置し
ている���校の内、回答のあった���校の調査結果を示
したものである。年齢構成を見ると、��歳の���人が
最も多く、その前後の人数も多いことから、今後�年
から�年の間に大量の教員が不足するものと思われる。
　続いて、��歳の���人の前後も人数が多く、教員不足
が生ずるものと思われる。��歳代が極端に少ないのは、
新規採用が控えられていることによるものである。�

　図���は工業科教員�（教諭）�の年度別年齢構成を示
したものである。昭和���（����）�年度においては新規採
用が順調に行われており�、年齢構成も��～��歳の層を
頂点とする分布となり、全体のバランスが取れている。
　平成��（����）�年度においては、��～��歳から��～��
歳の層まではほぼ同じ形で推移し、��～��歳の層を頂
点とする山形に近い分布となっている。
　平成��（����）�年度においては、��～��歳の層を頂点
とする山形に近い分布と、��～��歳の層を頂点とする
二つの山からなるＭ字型に近い分布となっている。
　これから、��～��歳と��歳以下のいわゆる若手の層
が極端に少なく、時代とともに高齢化、年齢の二極化
が進んでいることが推察される。
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　府内公立中学校卒業者数は、�昭和���（����）�年にピー
クを迎え、��������人で当時の全日制の課程の計画進学
率は����％であった。�その後、�平成��（����）�年度入学者
選抜で全日制の課程の計画進学率は����％に変更された。
　その後、平成���（����）�年度の公立中学校卒業者数は

ピーク時の����％、�������人となり、�平成���（����）�年度
入学者選抜で多部制単位制高校�（クリエイティブス
クール）�を含む全日制の課程の計画進学率は����％に
変更された。
　なお、表����は府内公立高校の工業科の生徒募集
人員の推移、表����は府内公立高校別の工業科の生
徒募集人員の推移を示したものである。�
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（出典：大阪の学校統計）
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（出典：大阪の学校統計）
（注）�　全日制の課程の西野田工業～佐野工業、及び港南は府立、都島工業～此花工業は大阪市立の高校を示す。
　　　�　定時制の課程の西野田工業～佐野工業は府立、都島第二工業～泉尾第二工業は大阪市立の高校を示す。
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　昭和�������	年度に府内公立中学校卒業者数がピー
クを迎えた第�次生徒急増期は、その後急減に向かい、
終着点の見えない生徒減少期に入った。府内公立中学
校卒業者の高校進学者数は、
平成元������年　　�������人
平成�������年　　�������人
平成�������年　　�������人
平成�������年　　�������人
平成�������年　　　������人
平成��������年　　　������人
平成��������年　　　������人

と、わずか数年の間に������人近く減少しながら推移
している。さらに、毎年�����人から�����人程度が他
府県へ流出している。
　これに対し、本府では大阪府公私立高等学校連絡協
議会において、公私協調の就学対策が検討され、生徒
募集の調整が行われてきた。
　近年は、私立高校を希望する者の中には普通科を選
択する者が多く、進路希望調査の段階で平成�������
年度は普通科����％に対して工業科���％、平成
��������年度は普通科����％に対して工業科は���％
と減少している。
　また、私立高校には、公私格差の大きい学費の問題
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があり、このことが私立高校への進路選択を困難にし
ている一面がある。このため、学費負担の軽減化の方
途として、大阪府私立高等学校授業料軽減補助金�給
付�や奨学金�無利子貸付�の案内が行われている。
　このほか、大阪産業大学附属高校が平成��������年
度から工業科、大阪工業大学高校が平成���（����）�年度

から自動車科、�電気科、�土木科、�平成���（����）�年度から
機械科、�建築科の生徒募集を停止した。�今や私立高校の
工業科の生徒募集人員は、���年前の約�分の�となっ
ている。
　なお、表�����は、府内私立高校の工業科の生徒募集
人員の推移をを示したものである。
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（出典：学校提供資料）
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　昭和���（����）�年以降の府内公立高校の工業科におけ
る卒業者数は、概ね�����人から�����人で推移してき
たが、生徒の進路先については農業高校等と同様に、

産業構造や就業構造の変化、高学歴化、価値観の多様
化、経済不況等の影響等を受け、大きく変化している。
府内公立高校の工業科における卒業者の進路状況は表
�����のとおりであるが、大学・短期大学・専修学校へ
の進学者やフリーターをはじめとする不定期の就労希
望者が著しく増加し、就職者が激減している。�
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：大阪の学校統計）

（注）�　表中の人数は全日制の課程と定時制の課程を合わせたものを示す。

　　　�　専修学校には、専修学校（一般課程・専門課程）、各種学校、公共職業訓練施設等を含む。

　　　�　表中の％の合計値のうち、四捨五入の関係で���％にならないものがある。
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　府内私立高校の工業科の進路状況は、各学校の特色
や内容をはじめ、社会情勢等によって変化してきた。
　大学・短期大学への進学者の比率は、昭和�������	
年度����％、平成�������年度����％と年々高くなり、
平成��������年度は����％となっている。それに対し
て、就職者の比率は、昭和�������	年度����％、平成
��（�����年度����％、平成��������年度����％と進学
傾向への移行や経済不況等の影響もあって著しく減少
している。�

　学校別では、大学・短期大学の併設状況のほか、学
科の特色や内容、地域性等により、進路先の比率が大
きく異なっている。表�����は府内私立高校の工業科
における卒業者の進路状況の推移を示したものである
が、平成��������年度を見てみると、大学・短期大学
進学率は����～����％、就職率は����～���％と大き
な差が見られる。
　なお、専修学校への進学率については、昭和
�������	年度から平成�（����）年までの間は��～��％
余りで推移し、平成��（����）�年以降は減少傾向にあり、
平成���（����）�年度は����％となっている。
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（出典：学校提供資料）

（注）�　専修学校には、専修学校（一般課程・専門課程）、各種学校、公共職業訓練施設等を含む。

　　　�　表中の対卒業者比率の合計値のうち、四捨五入の関係で���％にならないものがある。

　　　�　工業科を設置する私立高校の中で、最も高い比率の数値を学校別最高比率に、最も低い比率の数値を学校別最低比

率に記入している。
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　機械系学科教員の研究活動は、府内の最大組織であ
る「大阪府立高等学校機械科研究会」を中心にして行

われてきた。本研究会は、平成���（����）�年度に創設��
周年を迎えたが、この間、分科会も図���のように時
代の変遷とともに変化してきた。�

�����

�������

　特に、平成���（����）�年度においては、�従来の教科・科
目を中心とした研究活動から、社会の変化に柔軟に対
応できるようにするため大きく改編された。新しい分
科会は、�教員の高齢化に伴う技術の伝承の必要性か
ら設置する技術研修、�工業教育の活性化を図るため
にイベント活動、広報活動を行う活性化、�今までの
教科指導分科会を統合し、�さらに、�新しい分野の研究を

行う教科指導、�資格取得のあり方や取得のための事
務処理の簡素化を研究する資格取得、�定時制の課程
の諸問題を扱う定時制課程の五つの分科会から構成さ
れている。
　なお、昭和���（����）�年以降の本研究会の主な活動状
況の推移は、表����のとおりである。�
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（注）生野工業、都島第二工業は大阪市立、堺市立工業は堺市立、その他は府立の高校を示す。
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　電気系学科教員の研究活動は、府内の最大組織であ
る「大阪府立工業高等学校電気科研究会」を中心にし
て行われてきた。本研究会は、平成���（����）�年度に創
設��周年を迎えたが、この間、時代の進展に即して変
化をしてきた。組織は、昭和���（����）�年度に設置され
た情報処理委員会（分科会）と創設時からの文化活動

委員会（分科会）、教材教具委員会（分科会）の�委
員会体制で運営されてきた。しかし、各学校において
独自のパソコンシステムが導入され、課題が絞れずに
不活発となったため、平成���（����）�年度に情報処理委
員会が発展解消された。
　なお、昭和���（����）�年以降の本研究会の主な活動状
況の推移は、表�����のとおりである。
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　「大阪府立工業高等学校建築研究会」は、昭和��
�（����）�年度に発足した大阪府立工業高等学校建築課程
研究会から発展して、昭和���（����）�年度から現在に至
るまで、建設系学科教員の研究活動の中心的な組織の
役割を果たしてきた。全日制の課程及び定時制の課程
に建築科を設置している。
　平成���（����）�年度は、建築科�校（西野田工業全・
定、今宮工業全・定、布施工業全・定）、設備システ
ム科�校（東住吉工業）、土木科�校（西野田工業）、
計延べ�校で運営されている。東住吉工業高校の設備
システム科は、平成��（����）�年度の学科改編により、
設備工業科から科名が変更された。
　また、平成���（����）�年度からは、工業高校が工科高
校・多部制単位制高校として新たな形で進行すること
になっている。全日制の課程の西野田工業高校は建築
都市工学系、今宮工業高校は建築系、布施工業高校は
建築設備系の工科高校、東住吉工業高校は多部制単位
制の総合学科となることとなっている。さらに、定時
制の課程の西野田工業高校と今宮工業高校は、夜間定
時制の課程（単位制）の総合学科、布施工業高校は夜
間定時制の課程（単位制）の普通科となって新しい歴
史を刻むこととなっている。�

　このため、今後、本研究会の活動内容も大きく変化
するものと思われる。
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　大阪市立工業高校の建築系学科教員の研究活動は、
昭和���（����）�年に発足した「大阪市立高等学校教育研
究会工業教育部会」の中に設置された土木建築分科会
を中心に行われてきた。また、本分科会は、都島工業
高校及び都島第二工業高校の土木科、�建築科、�工芸高校
及び第二工芸高校の建築科、計�校で構成されてきた。
　その後、都島工業高校の土木科が平成��（����）�年度
から都市工学科、都島第二工業高校の土木科が平成�
�（����）�年度から都市工学科、工芸高校の建築科が平成
��（����）�年度から建築デザイン科に学科改編されたこ
となどから、平成��（����）�年度に土木建築分科会から
建築・都市工学分科会へ改名された。主な研究活動は、
新技術に対応した現場見学をはじめ、新しい技術の研
修会・講習会への参加、研究発表などとなっている。
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　昭和���（����）�年度以降の大阪府立工業高等学校建築
研究会、及び大阪市立高等学校教育研究会工業教育部
会建築・都市工学分科会の主な活動状況の推移は、表
�����のとおりである。
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　「大阪府工業化学教育研究会」は、昭和���（����）�年に
設立され、会員校は、当初府立�校（茨木工業、藤井
寺工業、堺工業、和泉工業、食品産業）、大阪市立�
校（都島工業、此花工業、泉尾工業、泉尾第二工業、
東淀工業）、計��校であったが、平成���（����）�年度には
大阪市立�校（都島工業、此花工業）の学科改編、総
合学科への移行により計�校、さらに平成���（����）�年
度から始まる府立の「工科高校」への移行完了の時点
では、府立�校（茨木工業、堺工業）、大阪市立�校
（泉尾工業）の計�校となる。

　常に時代の要請に対応する教育をテーマとして、実
技研修会や見学会、講演会、調査及び研究発表等の活
動を行い、工業化学系の教育の改善と充実に大きく寄
与している。
　平成元�（����）�年度から平成���（����）�年度までの本研
究会の主な活動状況の推移は、表�����のとおりである。
　平成���（����）�年度からは、全国工業高等学校長協会
主催の高校生ものづくりコンテスト化学分析部門の近
畿地区大会が開催され、年々参加校・参加者数が増え
ている。�
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　また、工業化学系学科教員は、「近畿工業化学教育研
究会」や表����のように「日本工業化学教育研究会」
�（全国大会）において、数多くの研究発表を行っている。
　さらに、平成���（����）�年度まで「近畿工業化学教育
研究会」の事務局を府立及び大阪市立の工業化学科を

設置する工業高校が担当し、近畿�府�県の工業化学
科のまとめ役の重責を担うことになっている。
　このほか、大阪市立高等学校教育研究会工業部会工
業化学分科会においても、表����のような独自の研
究活動が進められている。�
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（注）　�　本表には、発表校及び発表内容が確認されたもののみを記載している。

　　　�　都島工業、此花工業、泉尾工業は大阪市立、その他は府立の高校を示す。
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　大阪市立泉尾工業高校のファッション工学科は、平
成��（����）�年に、当時設置されていた繊維工業科と色
染工業科が学科改編され、新学科�学級としてスター
トした全国唯一の学科である。�年次からファッション
クリエイトコースとカラークリエイトコースに分かれている。

��������

　大正���（����）�年に大阪市立泉尾工業高校の創立とと
もに設置された窯業科は、大阪府・兵庫県を中心とし
て全国のセメント・ガラス�・耐火物関係の企業等に有為
な人材を送り続けてきた。�昭和���（����）�年にセラミッ
ク科に学科改編され、ニューセラミック・ニューガラ
スと呼ばれる一連の新素材産業の発展に対応した教育
内容の充実が図られた。一方、従来の陶芸・ガラス工
芸についても、ものづくり教育の観点から充実が図ら
れ、全国でもまれな吹きガラス実習が実施されている。
　教育研究については、�全国セラミック（窯業）教育全国大
会が昭和���（����）�年の第�回をはじめ、第��回大会（昭
和��年�、�第��回大会�昭和��年�、�第��回大会�（平成�
年）、�第��回記念大会�平成��年�が大阪で開催されてきた。

��������	

　昭和���（����）�年に府立港南高校が普通科、美術科、
モダンクラフト科からなる併置校として新設された。モダン
クラフト科は工業系の学科として設置され、施設設備の多
くは産業教育振興法による国庫補助費を活用して整備さ
れた。当時、当校の施設設備は、美術、工芸系の専門学
科としては日本一であるとして、視察者の来校が絶えな
かった。モダンクラフト科は、全国でただ一つの学科であ
るが、デザインと工芸の中間的な存在であり、工業デザイ
ンというよりは、むしろ工芸との関連が深く、素材や機能に
かかわることを主として学ぶ学科として位置付けられた。
当初�学級であったが、昭和���（����）�年には�学級��
名となり現在に至っている。
　昭和���（����）�年に大阪市立工芸高校の図案科がデザ
イン科に学科改編され、図案という狭い範囲ではなく、
時代が要請する総合的なデザイン学習にシフトされた。
　また、�高校の専門教育としての造形教育との一貫性、�継続
性を持ち、�それを実践的に深め充実させ、�時代が求めるデ
ザイナーを育成するための専門教育機関として、��年制の専
修学校である大阪市立デザイン教育研究所が設立された。

　さらに、大阪市立工芸高校では、平成��（����）�年に、
�デザイン科・写真工芸科・金属工芸科・木材工芸科・
建築科が、それぞれビジュアルデザイン科�・�映像デザ
イン科・プロダクトデザイン科・インテリアデザイン
科・建築デザイン科と学年進行で改編新設され、�既存の
美術科と併せて�学科が設置された。
　府立今宮工業高校では、印刷工業科が平成��（����）
年にグラフィックアーツ科に学科改編され、最新のＭ
ＡＣコンピュータが整備された。グラフィックアーツ
とは、総合的な印刷産業をいい、あらゆる印刷物（新
聞、雑誌、ポスター、パンフレット、商品のパッケー
ジ等）の企画、原稿作成、版下、製版から印刷、製本、
加工までを扱う学科である。このような学科改編は、
普通科における「高校の特色づくり」の一歩先を行く
先見的な動きであるといえる。
　����年代前半は、�社会的にはバブル経済が崩壊し、�不
況が重い陰を落とし始め、将来が不安定な造形やデザ
イン系の学校では、全国的に男子の在籍比率が下がっ
てきた。府立西野田工業高校では平成��（����）�年頃か
ら女子比率が上がり、府立港南高校では平成��（����）
�年頃から女子の生徒数が増え始め、男子は��％前後と
なった。�　����年代に入り画像処理能力の高いアップ
ル社のコンピュータがデザイン業界や印刷業界に浸透
し、ＭＡＣオペレーターが求められるようになった。
府立今宮工業高校と大阪市工芸高校による新しい印刷
産業への取り組みは、印刷学会出版部が発行する雑誌
「印刷雑誌」（平成��年�月号巻頭カラーページ）に、
高校印刷教育の多様化進む－大阪府立今宮工業高校、
大阪市立工芸高校－というタイトルで紹介された。
　平成���（����）�年に府立港南高校は、総合造形科�ク
ラス���名を擁する専門高校である港南造形高校とし
て学年進行で改編された。総合造形科は、従来の美術、
モダンクラフトにデザイン分野を加えた学科で、�年
次からこれらの�分野の選択領域が設けられ、専門性
を深めていくカリキュラムが編成されている。施設設
備として、延べ面積�����㎡、�階建ての実習棟が建設
され、最新のＭＡＣコンピューターが導入された。
　この��年間は、新しい産業革命であるＩＴ化が進展
した時代であり、インターネットによって世界が極め
て狭くなった時代でもある。このような時代の流れの
中、大阪市立工芸高校が、平成��（����）�年にイタリア
のミラノにある国立第一芸術高校と姉妹校提携を結び、
以後、相互の訪問を行うなど国際交流事業を活発に進
めているのは、特筆すべき活動であるといえる。
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　府内私立高校における工業科の教員は、公立高校の
工業科の教員の研修・研究活動に、積極的に参加し、
資質や力量の向上を図っている。また、独自に「大阪
私立学校工業教育研究会」が設立され、多様な研修・
研究活動の実施を通じて、継続的に資質の向上が図ら
れている。
　本研究会は、昭和�������	年�月に本府の私立高校
の工業科教員の活発な研究活動を図るため、加盟校��
校のもと、設立された。設立総会後、「アメリカにおけ
る視聴覚教育」と題した講演会が開催され、これが本
研究会の最初の研修・研究活動となった。
　本研究会の主な事業は、講演会、会員の研究発表会、

年�回の研修会�産業施設見学等�、他の研修行事への
参加である。昭和��������年度から、電卓計算技術競
技会が定例行事として開催されたが、平成�������年
度で中止となった。研修見学会の成果としては、教員
が複合した基礎理論の展開と実働の実態を体感できる
ことがあげられる。
　平成��（�����年の大阪産業大学附属高校の募集停止
をはじめ、平成��������年の大阪工業大学高校の募集
停止により、�私立の工業高校も太成学院大学高校、�星翔
高校、�大阪電気通信大学高校の�校となり、�活動援助組
織の大阪府私立中学校高等学校連合会との関係もあっ
て、研究会組織は平成��������年度をもって終了した。
　なお、本研究会の近年の��年間の主な活動状況の推
移はを表����のとおりである。
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　��新制高等学校の発足
　��商業教育の発展�充実
　��商業高等学校の変遷
　��総合学科における商業教育
　��普通科等における商業教育
　��学習指導要領の改訂

�������	
��
������

　��生徒募集人員の推移
　��進路状況の推移

�������	
��

　��全国商業高等学校長協会
　��関西商業教育研究会
　��大阪府高等学校商業教育協会
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　我が国では、戦後教育制度の大改革が行われ、昭和
���（����）�年施行の学校教育法により、中学校を卒業し
たことを入学資格として、新制高校が発足した。
　また、定時制教育及び通信制教育の制度が設けられ
たことに伴い、商業高校にも定時制の課程が設置され
た。設置当初の定時制の課程は、「夜間において授業
を行う課程」と「特別の時期及び時間において授業を
行う課程」とに区別され、修業年限は「�年を超える
ものとすることができる」とされていた。昭和��
�（����）�年の学校教育法一部改正により、定時制の課程
は「夜間その他特別の時間又は時期において授業を行
う課程」とされ、修業年限も「�年以上とする」と改
められた。
　ＧＨＱ（連合国軍総司令部）は、小学区制・男女共
学制及び総合制の三つの原則を強く主張し、新制高校
の整理・分散・統合が実施され、総合制が進められた。
　本府の商業教育においても、総合制高校か単独の商
業高校かという問題に直面し、昭和���（����）�年に単独
の全日制の課程の公立の商業高校としては、大阪市立
の天王寺商業高校、市岡商業高校、東浪速高校�〔昭和��
�（����）�年東商業高校と校名変更〕、西商業高校�〔昭和��
�（����）�年西高校、昭和���（����）�年西商業高校と校名変
更〕、扇町商業高校、住吉商業高校、芦池高校�〔昭和��
�（����）�年住吉商業高校と校名変更〕、第七商業高校�〔昭
和���（����）�年淀高校、昭和���（����）�年淀商業高校と校
名変更〕、堺市立商業高校が、全日制の課程の私立商業
高校としては、大阪商業高校、浪速商業高校、大阪大
倉商業高校�〔昭和���（����）�年に関西実業高校と合併し、
関西大倉高校となる〕、成器商業高校、興国商業高校、
此花高校がそれぞれ開校された。定時制の課程の公立
の商業高校としては、大阪市立天王寺第二商業高校、
東第二商業高校が開校された。
　全日制の課程の公立の総合制高校としては、岸和田
市立産業高校、布施市立日新高校（現東大阪市立日新
高校）、守口市立京阪高校（現府立芦間高校）が、全

日制の課程の私立の総合制高校としては、関西実業高
校、大阪貿易学院高校、摂津商業高校、北陽高校、淀
川女子高校（現英真高校）、朝陽高校（女子商業高校
を廃止し、大阪女子商業高校から校名変更したが、昭
和��年に女子商業高校を復活）、大阪福島女子高校、初
芝高校、大鉄高校、城東高校�〔昭和���（����）�年に大阪商
業大学附属高校と校名変更〕�が開校された。
　そのほか、大阪市立の扇町第二商業高校、芦池商業
高校、住吉商業高校をはじめ、岸和田市立産業高校、
守口市立京阪高校、堺市立商業高校（扇町第二商以外
は全日制の併置校）、堺市立第二商業高校�〔昭和��
�（����）�年堺市立商業高校から独立〕�、大阪市立西第二
商業高校�〔昭和���（����）�年同芦池商業高校と同住吉商
業高校を合併し、西高校から独立〕�の定時制の課程の
公立の商業高校も開校された。
　しかし、職業科担当教員の不足、施設・設備の不備、
旧来からの職業教育軽視の風潮などにより、総合制高
校は所期の目的を果たすことができず、職業教育は衰
退するようになった。このため、昭和��������年�月
に内閣の諮問機関である教育刷新審議会から、新制高
校の画一化を避け、職業教育に重点を置く単独校を多
数設置することや、総合制高校においても職業教育を
軽視することなく教科内容を充実し、必要となる施設
を整備することなどを内容とした「職業教育の振興方
策について」が建議された。
　このほか、昭和��������年�月に設けられた文部省
初等中等教育局職業教育課所管の職業教育及び職業指
導審議会から、同年��月にできるだけ単独商業学校を
設置することや、やむなく総合制を実施する場合は、
職業教育を重視することなどを内容とした「高等学校
総合制問題に関する決議」が発表された。
　これらにより、この後、全国的に単独商業高校に復
帰する学校が出現し、職業教育の振興に対する機運も
高まった。昭和��������年�月には「産業教育振興法」
が制定され、産業教育施設・設備の充実にかかわる国
庫補助の道が開かれ、地方公共団体からも予算が計上
されるようになった。
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　昭和���（����）�年代の経済は、戦後の混乱から抜け出
し、「神武景気」、「なべ底不況」を経て、高度成長期
に入り、盛んな設備投資と能率化合理化により、第�
次産業革命期を迎えたといわれるほど、産業界は変貌
した。昭和���（����）�年の学習指導要領改訂により、商
業教育に事務機械に関するものが入ってくると、施
設・設備の基準引き上げの要望が一層強くなり、文部
大臣の諮問を受け、中央産業教育審議会は、昭和��
�（����）�年��月に新しい施設設備基準案を答申した。こ
の答申に基づき、昭和���（����）�年�月に新基準が政令
として公布され、施設面では、計算実務室、簿記室、
簿記機械室、文書実務室、和文英文タイプライティン
グ室、商品実験室、商業美術室、統計実務室、商業実
践室の��特別教室が設けられ、設備についても、���品
目に増加され、数量・金額が引き上げられ、時代の進
展に対応した実習施設・設備の整備や改修が進められ
た。さらに、設置者単独事業費のほか、老朽化した設
備の更新を行う設備更新費などによって電子計算機や
会計機など新しい事務機械が充実・整備された。事務
機械教育の推進とともに、商業教育共同実習所あるい
は、商業教育センターが設けられ、学校外でも商業教
育が実施されることになった。これらの施設・設備の
整備のため、昭和���（����）�年から産業教育振興法によ
り国庫補助事業費が支出されることになった。大阪市
においても、昭和���（����）�年に、大阪市教育研究所内
に大阪市商業教育センター（仮称）が設置され、各商
業高校に対する生徒実習及び教員研修が開始されると
ともに、昭和���（����）�年に大阪市立天王寺商業高校、
昭和���（����）�年に大阪市立扇町商業高校に電子計算機
が導入され、情報処理教育が行われるようになった。
　昭和�������	年度には、本府においても、高校進学
率が��％を超え、能力・適性、進路等の多様な生徒に
対応するため、高校教育は多様化の方向が明確に打ち
出された。昭和���（����）�年��月、中教審は、文部省に
高校教育の改善のため「普通教育を主とする学科及び
専門教育を主とする学科を通じ、学科等の在り方につ
いて教育内容・方法の両面から再検討を加え、生徒の
適性・能力・進路に対応するとともに、職種の専門的
分化と新しい分野の人材需要とに即応するように改善
し、教育内容の多様化を図ること。」などを内容とする
「後期中等教育の拡充整備について」を答申した。こ
の答申に基づき、理産審は昭和���（����）�年�月及び��

月の�回にわたり、文部大臣に対し、「高等学校におけ
る職業教育の多様化について」の答申を行った。そこ
では、商業科に加え、新たに事務科、営業科（又は販
売科�、貿易科、秘書科の�学科をはじめ、各学科で必
要と考えられる新しい商業科目が提示された。これに
基づき、昭和���（����）�年の学習指導要領の改訂によっ
て、商業科、経理科、事務科、情報処理科、秘書科、
営業科、貿易科の�学科が設けられることになり、学
科の種別により一般設備費が計上された。さらに、昭
和���（����）�年��月には産業教育振興法施行令等の改定
に伴って、学科群が定められ、産業教育のための実験
実習の施設・設備の一層の充実が図られるようになっ
た。なお、昭和��������年普通科産業教育設備の国庫
補助事業が開始され、これによって商業科��単位以上
を履修させている普通科に対しても、商業教育設備の
充実が図られた。
　事務機械化の波は単能機・複合機から組織的機械へ
と移り、昭和���（����）�年代に入ると各企業に電子計算
機が続々と導入され、いわゆる情報化時代の幕開けと
なった。理産審は、昭和��������年��月に「高等学校
における情報処理教育の推進について」の建議を文部
大臣に行った。情報処理教育の目標について、建議で
は「一般的には、情報処理に関する基礎的な理解を深
め、適切な情報処理を行うための基礎的な能力と基礎
的な態度を養うことにある」としている。情報処理教
育を推進するための新科目としては、「電子計算機一
般」、「プログラミングⅠ」、「プログラミングⅡ」、「経
営数学」の�科目があげられ、推進学科として情報処
理科の新設が提唱された。
　また、各地に情報処理教育を普及させるための核と
もなるべき施設として、国庫補助に基づく情報処理教
育センターが新設された。
　本府においては、早くから情報処理教育が始められ
ていたが、昭和���（����）�年に中型電子計算組織が府科
学教育センターに整備された。昭和��������年には、
昭和���（����）�年設置の大阪市商業教育センターを吸収
して、大阪市立情報処理センターが開設され、中型・
小型電子計算組織、データ通信装置のほか、大阪市立
商業高校全校にオンラインネットワーク網が整備され、
オンラインリアルタイム処理実習が開始された。昭和
���（����）�年には、大阪市教育センターが新設されたこ
とに伴い、大阪市立情報処理センターが吸収されて、
情報処理教育室となり、大阪市立の商業・工業高校に
端末機を設置して、オンラインによる情報処理教育が
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　本府においては、公立は大阪市立と衛星都市立とし
て堺市・東大阪市・岸和田市に商業高校が設置されて
いる。府立においては、選択科目として商業科目を開
設している学校のほか、総合学科及び定時制の課程で
商業教育を取り入れている学校のみで、商業単独の高
校は設置されていない。このため、商業教育は私立の
商業高校に依存する割合が高かった。しかし、私立に
おいても商業教育を行う高校が少なくなってきており、
今後さらに減少する可能性がある。昭和���（����）�年代
はじめまでは、私立の方が公立よりも生徒数が多かっ
たが、私立の商業科の生徒募集停止が相次ぎ、平成��
�（����）�年度においては、私立の商業科の高校は、大商
学園、大阪女子、興國（ＩＴビジネス科）、大阪福島
女子（ビジネス科）の�校のみとなった。そのほかは、
普通科におけるコースとしての商業、選択科目として
商業科目を開設している高校となっている。
　大阪市においては、昭和���（����）�年�月に大阪市産
業教育審議会から「社会の進展に対応し、地域性に根
ざした職業教育のあり方について」の建議があり、そ
の中で、商業教育関係としては、「①学科の新設・改編・
統合を積極的に検討すること。②情報教育を推進する
ために大阪市教育センター情報処理教育室を中心に、
各学校・学科の専門的な特色を生かした新しいコン
ピュータシステムの構築を検討すること。③総合実践
教室などへの情報処理関係設備の整備などを積極的に
行うこと。④定時制職業科高等学校の在り方などにつ
いて生涯学習の観点から検討する必要があること。」な
どが示された。
　この建議に基づき、その後、大阪市立の全日制の課
程の商業高校の総合実践室にパソコンによるＬＡＮが
整備された。大阪市教育センター情報処理教育室を中
心とするオンラインシステムについても、各学校に配
置された端末機が専用端末機からパソコンとなり、台
数も�学級分が設置されることになった。
　また、平成��（����）�年度に行われた更新により、マ

ルチメディアに対応し、他に先駆けて大阪大学を経由
してインターネットに接続されることとなった。情報
処理教育室は、平成���（����）�年に情報教育室と改称さ
れ、平成��（����）�年に大阪市立高校全校と教育委員会
を広域ネットワーク化し、平成���（����）�年度にはその
ネットワークシステムが更新された。
　大阪市立高校の学科新設・改編等については、平成
��（����）�年に大阪市立天王寺商業高校に「情報システ
ム科」、平成���������年に大阪市立市岡商業高校に「情
報会計科」がそれぞれ新設された。平成��（����）�年に
は、大阪市立西商業高校が大阪市立西高校に校名変更
し、「流通経済科」、「情報科学科」などが新設され、
総合制高校となった。定時制の課程においては、科学
技術の進歩と経済社会の急激な発展により、産業構
造・就業構造が大きく変化し、全日制の課程への進学
率が急上昇し、定時制の課程への志願者が減少するよ
うになった。このような背景もあり、前述の昭和��
�（����）�年�月の大阪市産業教育審議会からの建議と平
成元�（����）�年�月に出された大阪市高等学校教育審議
会から第六次答申「本市の特性を生かした定時制高等
学校及び単位制高等学校について」により、平成�
�（����）�年�月に多様な学習目的を持つ社会人の要請に
も応えうる新しいタイプの高校として、単位制の課程
を持った大阪市立中央高校が開設された。なお、当校
は、併置の学年制の課程に商業科、普通科の定時制高
校である大阪市立扇町第二商業高校、大阪市立天王寺
第二商業高校、大阪市立西第二商業高校、大阪市立新
船場高校の�校が統合されたものである。
　平成��（����）�年�月には、大阪市産業教育審議会か
ら「時代の進展に対応する本市職業教育の在り方につ
いて」が建議された。この中で、「商業デザイン分野・
観光分野・秘書分野・環境分野等の学科・コースの新
設や総合学科の設置についても十分視野に入れて検討
する必要がある。また、商業系以外の学科を新設する
など、新たな視点から、本市高等学校全体の在り方を
総合的にとらえて検討することが大切である。」ことが
示された。その後、この建議に基づき、平成��（����）

行われるようになった。
　衛星都市立においては、昭和���（����）�年、堺市立商
業高校に汎用電子計算機ＨＩＴＡＣ－Ｌ���と端末機
��台が設置され、ＣＯＢＯＬによるプログラミング教
育が始められた。また、同年、岸和田市立産業高校に

おいては、�人�台のマイコン（パソコン）システム
が導入され、ＢＡＳＩＣによるプログラミング授業が
始められた。さらに、東大阪市立日新高校でも、昭和
���（����）�年にパソコン教室が整備された。
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�年�月に大阪市立東商業高校に「国際経済科」、「会計
科」、「総合ビジネス科」、大阪市立天王寺商業高校に
�「英語科」が新設された。平成���（����）�年�月には大阪
市立扇町商業高校が総合学科に改編され、校名も大阪
市立扇町総合高校と変更した。平成���（����）�年�月に
は大阪市立鶴見商業高校に総合選択制（系統）が導入
された。　平成���（����）�年�月には大阪市立淀商業高
校に「福祉ボランティア科」が新設されるとともに、
商業科に総合選択制（コース制）、大阪市立住吉商業高
校に総合選択制（系）がそれぞれ導入された。このほ
か、改編された学科、�コースなどの中に�建議で示され
た商業デザイン・観光・環境など多様な教育内容が網
羅された。
　衛星都市立高校においては、平成元�（����）�年��月の

岸和田市産業教育審議会答申により、平成��（����）�年
に岸和田市立産業高校の商業科に会計・情報処理・国
際の�コース制が導入された。平成���（����）�年には、
情報処理コースを独立させ、商業関連学科として�「情
報科」が新設された。
　高校進学率の高まりと多様化した生徒のニーズに応
えるために、公・私立の高校では、学科改編等が進め
られてきた。商業教育については、普通科高校におい
て、選択科目として商業科目を設置したり、総合学科
で商業に関する系列を置く学校がある一方で、商業高
校において商業に関する学級数を減じ、普通科を設置
したり、情報・福祉・環境などに関する学科・コース
などを設置する学校が出てきている。

　　　　　　精華女子高校：精華高校と校名変更
　　　　　　大阪産業大学高校：大阪産業大学附属高校と校
　　　　　　名変更
　　　　　　成器高校：大阪学芸高校と校名変更

　　　　　　大阪市立東商業高校：国際経済、会計、総合ビ
　　　　　　ジネスの�学科新設
　　　　　　大阪市立天王寺商業高校：英語科新設
　　　　　　浪花女子高校：商業科生徒募集停止

　　　　　　浪花女子高校：金光藤蔭高校と校名変更
　　　　　　大阪福島女子高校：商業科をビジネス科に学科
　　　　　　改編

　　　　　　住吉学園高校：清明学院高校と校名変更
　　　　　　岸和田市立産業高校：情報科新設
　　　　　　淀川女子高校：英真高校と校名変更、商業科生
　　　　　　徒募集停止

大阪市立扇町商業高校：大阪市立扇町総合高校
と校名変更、総合学科に改編

　　　　　　興国高校：商業科をＩＴビジネス科に学科改編

　　　　　　大阪福島女子高校：ビジネス科を情報ビジネス
　　　　　　科に学科改編
　　　　　　東大阪高校：敬愛女子高校と校名変更、商業科
　　　　　　生徒募集停止
　　　　　　大阪市立鶴見商業高校：商業科総合選択制実施

　　　　　　大阪市立淀商業高校：福祉ボランティア科新設
　　　　　　商業科（商業科�学級減）、商業科総合選択制
　　　　　　��学級�コース制）実施
　　　　　　大阪市立住吉商業高校：商業科総合選択制�（系）
�　　　　　　実施
　　　　　　府立住之江高校：多部制・単位制の咲洲高校に
　　　　　　改編・校名変更
　　　　　　太成高校：太成学院大学高校と校名変更

　　　　　　淀之水高校：商業科生徒募集停止、普通科にビ
　　　　　　ジネスコース新設
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　　　　　　淀川女子高校：商業科コース制実施
　　　　　　大阪福島女子高校：商業科情報処理コース開設
　　　　　　浪商高校：校舎移転時に商業科生徒募集停止
　　　　　　大阪貿易学院高校：商業科生徒募集停止

　　　　　　成器高校：商業科生徒募集停止

　　　　　　浪商高校：大阪体育大学浪商高校と校名変更
　　　　　

　　　　　　大阪商業高校：大商学園高校と校名変更
　　　　　　大阪市立天王寺商業高校：情報システム科新設
　　　　　　初芝高校：商業科生徒募集停止
　　　　　　住吉学院高校：普通科コース制実施、商業科生
　　　　　　徒募集停止

　　　　　　大阪市立市岡商業高校：情報会計科新設
　　　　　　岸和田市立産業高校：コース制実施
　　　　　　大阪市立住吉商業高校：コース制実施
　　　　　　帝国女子高校：商業科生徒募集停止
　　　　　　愛泉高校：堺女子高校と校名変更

　　　　　　帝国女子高校：大阪国際滝井高校と校名変更
　　　　　　大阪市立扇町商業高校：コース制実施
　　　　　　大阪市立の定時制の課程の商業高校�校（扇町
　　　　　　第二商業、天王寺第二商業、西第二商業、新船
　　　　　　場）統合：大阪市立中央高校を開設

　　　　　　大阪市立東商業高校：コース制実施

　　　　　　精華女子高校：商業科生徒募集停止
　　　　　　東大阪市立日新高校：英語科新設

大阪市立西商業高校：大阪市立西高校を校名変
更、総合制に改編、英語科、流通経済科、情報
科学科新設

　　　　　　大阪女子商業高校：大阪女子高校と校名変更
　　　　　　大阪貿易学院高校：開明高校と校名変更
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　普通教育及び専門教育を総合的に行う学科として、
平成��（����）�年�月に文部省は、「総合学科」を普通科、
専門学科と並ぶ新たな学科として設けることができる
通知を出した。この制度は高校教育の一層の個性化・
多様化を推進するものであり、将来の職業選択を視野
に入れた自己の進路への自覚を深めさせる学習を重視
し、生徒の個性を生かした主体的な学習をとおして、
学ぶことの楽しさや成就感を体験させることを目的と
している。
　本府では、総合学科を設置する高校は、平成��
�（����）�年現在、府立�校（能勢、柴島、芦間、八尾北、
枚岡樟風、今宮、松原、堺東、貝塚）大阪市立�校�（此
花総合、扇町総合）、計��校となっている。
　総合学科の設置に至る過程は、①普通科の学科改編、
②専門学科の学科改編、③普通科�校を統合、④普通
科と専門学科�校の統合等による新（総合）高校の開
設となっている。いずれの高校も開設当初の選択科目
の内訳は、改編あるいは統合前の母体校・学科の既開
講科目に関係する科目が比較的多い。しかし、年々改
善が図られ、その内容も多岐にわたるようになり、い
ずれの高校も普通科、専門科の選択科目を多く設定し、
生徒のニーズに応えるようにしている。そのうち、商
業に関する科目で開講されているものに次のようなも
のがある。〔科目名は平成���（����）�年度改訂の「高等学
校学習指導要領」による。〕
�平成���（����）�年度開講科目（カッコ内は上記��校の
うち開講している学校数）��　
ビジネス基礎���、課題研究���、総合実践���、商品　
と流通���、商業技術���、マーケティング���、英語　
実務���、経済活動と法���、国際ビジネス���、簿記　
���、会計���、原価計算���、会計実務���、情報処　
理���、ビジネス情報���、文書デザイン���、プログ　
ラミング����

　なお、「学校設定科目」は、近似している「高等学
校学習指導要領科目名」とした。
　商業に関する科目は、ほとんどが総合選択か自由選
択の選択科目として設けられており、内訳は各学校に
よって異なっている。学習させる時間数は�科目�時
間（単位）が圧倒的に多く、簿記や情報処理の検定試
験合格をめざす場合は、さらに�～�時間増となって
いる。�校につき�科目から、多い学校で�科目以上
開講されているが、平均で�～�科目となっている。
　大阪市立扇町総合高校は、母体が商業高校という影
響もあると思われるが、商業（経済）に関する科目を
��余科目設定し、幅広い商業のニーズに応えるように
している。平成���（����）�年度に設けている科目には、
次のようなものがある。
　総合実践、商品と流通、商業技術、マーケティング、
英語実務、経済活動と法、国際ビジネス、簿記、会
計、原価計算、会計実務、文書デザイン、プログラ
ミング、商業デザイン基礎、コンピュータ概論、Ｄ
ＴＰ基礎、情報表現Ⅰ、情報表現Ⅱ、インターネッ
トⅠ、インターネットⅡ、情報リテラシー、グラ
フィックデザイン、情報ネットワーク、会計演習、
経営数学、システム設計、原価計算演習、計算実務、
国際理解、プログラミング演習、プレゼンテーショ
ン演習、マルチメディア、基礎ソフトウエア技術、
情報モラル、ネットワーク実習、マーケティング演
習、情報総合演習、コンピュータ会計、金融概論
　また、学習指導要領に示された科目以外の簿記演習、
簿記演習Ⅱ、プログラミング基礎、ビジネス情報処理
等のような学校設定科目を開講し、簿記や情報処理関
係の資格取得を目標にして、就職や進学に有利に役立
てているほか、「大阪の産業」のように、一般教養と
しての科目を設定している学校もある。
�
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　国際化、情報化、少子高齢化等の社会経済情勢の変
化により生徒の学習ニーズが多様化する中で、生徒一
人一人の興味・関心、能力・適性、進路等に応じて多
様な学習と幅広い進路選択が可能となるように、さま
ざまな形態の高校が設置されている。それらの中で、

�「普通科」や「芸術科」等の教科とともに「商業科」に
関する科目を開講し、生徒が自分に合った科目を自主
的に選択できるようにしたり、類型やコースを設けて、
生徒の自由な選択を認めながらも、学習に一定の方向
性を持たせている高校などがある。これらの代表的な
ものに、平成���（����）�年現在、次のような高校がある。
①　「普通科総合選択制」：入学後、生徒のニーズに基

�
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　づき、エリア指定科目と自由選択科目を組み合わせ
　ることで、一つの領域について深く学習したり、幅
広い領域にわたって学習することができるように教
育課程が工夫されている。
　　府立��校（豊島、福井、大正、枚方なぎさ、門真
　なみはや、かわち野、八尾翠翔、西成、金剛、成美、
伯太、日根野）
②　「総合学科」：普通科目と専門科目の両方にわたっ
て多くの選択科目を開設し、さまざまな分野にチャ
レンジして自己の適性をじっくり見極めさせる。府
　立�校・大阪市立�校（������）
③　「連携型中高一貫校」：簡便な入試学者選抜により、
過度の受験競争を緩和し、“ゆとり”の中で計画的・
継続的な教育指導を展開する。府立�校（能勢）
④　「単位制」：学年区分を設けず、�生徒自身に学習計画
を立てて学ばせ、�将来の目標に向けた学力を伸ばす。
府立�校（槻の木、長吉）
⑤　「多部制単位制」：Ⅰ部（午前）、Ⅱ部（午後）、Ⅲ
部（夜間）の授業を行うもので、生徒は自己の生活
スタイルに合わせ、時間帯が選択でき、進路や興味・
関心に合わせて時間割をつくることができる。府立
�校（咲洲）
　「ただし、平成���（����）�年度現在は、Ⅰ・Ⅱ部のみ」
　①～⑤までの中では、簿記、情報処理、文書デザイ
ン等の簿記会計分野や経営情報分野に関する科目を
開設している学校が多い。
⑥　府立桃谷高校では、昼間部定時制、夜間部定時制、
昼間部通信制、日夜間部通信制の�課程を擁し、ビ
ジネス基礎、課題研究、簿記、情報処理、文書デザ
イン、流通経済�（旧学習指導要領科目名）、文書処理

�（旧学習指導要領科目名）等の科目が設定されている。
⑦　大阪市立中央高校では、単位制と学年制の二つの
課程が設けられている。生徒の自分自身のライフス
タイルに合わせた時間帯の選択のほか、興味・関心・
進路などに合わせた時間割の作成や、得意分野のさ
らなる深化ができるようにするため、次のような多
くの科目が設定され、生徒のニーズに応えている。
　○　単位制課程
　普通科　普通コース・英語コース�　（��：��～��：��）
　ビジネス科　　　　　　　　　　　（��：��～��：��）
　ビジネス科（簿記会計コースと情報処理コース）の
商業科目
　　ビジネス基礎、簿記、情報処理、課題研究、総合
　　実践、商品と流通、マーケティング、経済活動と
　　法、国際ビジネス、会計、原価計算、会計実務、
　　ビジネス情報、文書デザイン、プログラミング、　
　　プログラミング演習、コンピュータグラフィックス
　　普通科に入学しても、資格取得をめざして、情報
処理やワープロなどのビジネス科目を、また、ビジ
ネス科でも進学を目標に、普通科の科目が多く選択
できるように配慮されている。
　○　学年制課程　
普通科と商業科　　夜間（��：��～��：��）
商業科の商業科目
ビジネス基礎、課題研究、総合実践、商品と流通、
商業技術、経済活動と法、簿記、会計、情報処理、
ビジネス情報、文書デザイン

　　併修（単位制の授業を一部受講）により�年間で
　卒業が可能となっている。
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　昭和�� （����） 年の改訂後、��年を経て学習指導要領
の改訂が行われた。
　科学技術の進歩と経済の発展は、物質的な豊かさを
生み、情報化、国際化、価値観の多様化、核家族化、 高
齢化等、 社会の各方面に大きな変化をもたらした。こ
のような社会の変化に対応して、 学校教育の改善に関
して、 各審議会等からさまざまな提言・答申が行われた。
　教科「商業」の改訂の要点は、次のとおりである。

①　著しい国際化の進展による産業構造、就業構造、
　消費構造等の国際化について、広く理解を図る必要
から、これまでの「国民経済における商業の意義や
役割を理解させる」から「国民経済における」が削
除された。
②　卒業した生徒が、将来経営体の組織の一員として
経営活動に携わることを予想して、経営者的・経営
管理者的意識のもとに業務を遂行する能力と態度の
育成を図ることをねらいとして、これまでの「商業
の諸活動を合理的、実践的に行う」を「経営活動を
主体的、合理的に行い」に改められた。

�
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③　商業に関する内容の専門性を高め、それによって
得た知識や技術を広く経済社会の発展に寄与するこ
とをねらいとして、これまでの「経済社会の形成者
として望ましい資質を養う」を「経済社会の発展に
寄与する能力と態度を育てる」に改められた。
　学科構成については、産業経済の活動に努めて広く
柔軟に対応すること、また、商業に関する学習が生涯
にわたる学習の基礎になることや、そのための職業に
関する資格取得などへの配慮とともに、これまでの商
業教育に関する教科の組織上の体系をも考慮して、標
準的な学科は、「商業科、経理科、事務科、情報処理科、
営業科」の５学科から、「商業科、流通経済科、国際
経済科、会計科、情報処理科」の５学科に改められた。
　教育課程（科目群・分野）については、①国際経済
科の新設、②事務科と情報処理科の統合、③科目の廃
止、合併、整理及び「課題研究」、「国際経済」の新設
等により、科目数は従前の��科目から��科目に増加す
ることに伴って、商業の教科組織は、表���のように
改められた。
　各分野に属する科目は、四つの専門的な学科に対応
しているが、各科目の履修に当たっては、「必ずしも固
定的にとらまえるということでなく、各学科の教育目
標及び生徒の実態などに応じて、適切に履修させるよ
う配慮するものとする。」としている。
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　平成元�（����）�年の改訂後、��年振りに学習指導要領
は改訂された。
　国際化、情報化、科学技術の発展、環境問題への関
心の高まり、あるいは少子高齢化など社会状況が大き
く変化した。このような変化に対応して、有為な人材
を育成し、豊かな人間性を育み、一人一人の個性を十
分に伸ばす教育を講築するとともに、教育課程の編成、
各教科・科目等の編成、内容、単位数の改善のため、
商業に関しては、次のよう事項が示された。
○　我が国の商業においては、経済の国際化、情報化、
サービス化の急速な進展に伴い、市場の国際化、オ
フィスの情報化、サービス産業の拡大等の変化が生じ
ている。また、国際的な会計基準への移行、�流通シス
テムの合理化、�新たなビジネスの創造などグローバル
経済への対応が求められている。
○　このような状況を踏まえ、経済社会の変化に柔　
軟に対応できる人材の育成を図る観点から、実践的な
語学力、情報・会計リテラシーなど、�ビジネスの基礎・
基本についての内容を充実するとともに、�情報化の進
展に留意して、�購買・販売・財務等の経営情報の処理と
活用に関する内容の充実を図る。
○　教科の目標については、経済の国際化やサービ　
ス化の進展に対応する観点から、ビジネス教育の視点
を明確にする。
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○　科目の構成は、科目の新設や整理統合等を行い、
現行の��科目を次の��科目とする。
　ビジネス基礎、課題研究、総合実践、商品と流通、　
　商業技術、マーケティング、英語実務、�経済活動と法、
　国際ビジネス、簿記、会計、原価計算、�会計実務、�情
　報処理、�ビジネス情報、�文書デザイン、�プログラミング
　このような提言・答申に基づき、平成���（����）�年�
月に学習指導要領が全面的に改訂され、平成���（����）
�年�月から学年進行により、段階的に適用された。そ
の中味としては、今後の商業教育においては、望まし
い人間関係の形成や社会生活上のルールの習得などの
社会の基本的なモラルなどの倫理観の育成に努めると
ともに、各分野の学習においては、マーケティング能
力、国際交流能力、会計活用能力、情報活用能力とい
う経済社会の変化に柔軟に対応できる能力の育成に重
点を移すということであった。
　この改訂においては、教科「商業」の目標について、
次のような観点から改善が行われた。その一つは「生
きる力」という生涯学習の基礎的な資質の養成を重視
した商業教育を展開すること、すなわち、継続教育を
視野においた専門性の基礎・基本の教育に重点を移す
ということである。その二つとしては、経済社会の変
化に柔軟に対応できる能力の育成を重視した商業教育
を展開することである。

　この二つの観点を踏まえ、商業教育の対象を「幅広
くビジネス、商品の生産・流通・消費にかかわる経済
諸活動の総称」としてとらまえ、教科のねらいを従前
の「経営管理的能力の育成に配慮する」から「ビジネ
スの基礎・基本の能力の育成に配慮する」に改め、教
科の目標については、ビジネス教育の視点を明確にす
ることになった。
　学科については、標準的なものが示されていないた
め、それぞれ設置者や学校で検討し、決定することに
なった。しかし、改訂の趣旨に示されているように、
ビジネス教育の視点を明確にすることが望まれている。
　教育課程（科目群・分野）については、平成元�（����）
�年の学習指導要領の改訂では、商業に関する科目群を
商業経済科目群、簿記会計科目群、情報処理科目群、
総合学習科目群の�科目群に分れていたが、平成��
�（����）�年の改訂においては、商業経済科目群を流通ビ
ジネス科目群と国際経済科目群に分けられ、表���の
ように�科目群となったが、分野は従来どおり�分野
とし、分野の名称は科目群の名称と同様となった。
　なお、表���は学習指導要領（商業教育関係）の
改訂の要点、表���は商業に関する科目の新旧対照を
示したものである。
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�（注）「ビジネス基礎」及び「課題研究」は、原則履修科目である。
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　（注）◎印は新設科目、〇印は名称変更を示す。
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　第�次生徒急増期に対応するために、商業科の生徒
募集人員は増員されてきたが、昭和���（����）�年の
�������人をピークに府内公立中学校卒業者数が減少
に転じ、平成���（����）�年度には、ピーク時の��％の
������人になったことにより、公立高校においては、
昭和���～平成元�（�����～����）�年度を、私立高校におい
ては昭和�������	年度をピークに、受験生の普通科志
向とあいまって、毎年減員されてきた。その結果、昭
和���（����）�年度においては、総計で�����名であった
商業科の生徒募集人員が、平成���（����）�年度において
は�����名となり、�分の�以下となった。中でも、私

立高校においては、普通科に改編・校名変更したり、
商業科の生徒募集停止をする学校が多く、平成��
�（����）�年度時点で商業関連学科を有する私立高校は�
校のみとなった。昭和���（����）�年度において�����名
であった私立高校の生徒募集人員が、平成��������年
度においては、わずか���名となり、��分の�以下と
なった。
　なお、表���は府内全日制の課程の公私立高校商業
科生徒募集人員の推移、表���は定時制の課程の府内
公立高校商業科募集人員の推移、表���は府内公私立
高校の在籍生徒数中の商業科の割合、及び商業科の男
女比率の推移を示したものである。
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�（注）　　　　印は、普通科との総合募集を実施している学校で、集計はこの数値のうちの半分で行っている。
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（出典：大阪の学校統計）
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　表���は府内公私立高校の商業科における卒業者
の進路状況の推移を示したものであるが、昭和��
�（����）�年度と平成���（����）�年度を比較すると、就職者
の割合は、����％から公私立高校とも年々減少し、
����％となっている。対照的に進学者については、
����％から年々増加し、����％となっている。
　また、表���は府内公私立高校の商業科における卒
業者の職業別・産業別就職者数の推移を示したもので

あるが、就職者の内容を職業別で見ると、事務従事者
が��％、販売従事者が����％、サービス職業従事者が
���％であったが、事務従事者が��％、販売従事者が
����％、サービス職業従事者が����％となり、事務従
事者が減少し、サービス職業従事者が増加している。
　産業別で見ると、建設業、製造業、電気・ガス熱供
給・水道業、卸売・小売店・飲食店、不動産業につい
ては、それほどの増減はないが、金融保険業について
は、���％から���％に減少し、サービス業については、
���％から����％に増加している。

�

�������	
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（出典：大阪の学校統計）

（注）�　専修学校には、専修学校（一般課程・専門課程）、各種学校、公共職業訓練施設等を含む。

　　　�　表中の対卒業者比率の合計値のうち、四捨五入の関係で���％にならないものがある。
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（出典：大阪の学校統計）
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（注）�　就職者総数には、進学者及び専修学校入学者のうち就職している者も含む。

　　　�　表中の％の合計値のうち、四捨五入の関係で���％にならないものがある。
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　全国商業高等学校長協会は、商業高校長、商業学科
を併置する高校及び商業教科・科目を選択履修する高
校長を会員として、商業教育の振興などを目的として
活動している団体である。
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　　大阪市立�校�　
　　（淀商業、天王寺商業、扇町商業、東商業、西商業、
　　市岡商業、鶴見商業、住吉商業）、衛星都市立�校
�　　（東大阪市立日新、堺市立商業、岸和田市立産業）
　�������	
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　　東大阪、住吉学
　園、大商学園、成器、大阪貿易学園、履正社、浪
　商、北陽、興國、精華女子、淀川女子、大阪商業
　大学附属、大阪女子商業、此花学園、大阪福島女
　子、初芝、阪南大学、近畿大学附属、大阪産業大
　学附属、浪花女子、淀之水、城南学園、太成、帝
　国女子、大阪商業大学附属堺、清風
��������	
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�　　大阪
　　市立�校（天王寺第二商業、扇町第二商業、東第
　　二商業、西第二商業）、衛星都市立�校（東大阪
　　市立日新、堺市立第二商業、岸和田市立産業）
��������	
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�
　　向陽台
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　　府立�校（柴島、
　　西成、長吉）、大阪市立�校（淀商業、天王寺商業、
　　扇町総合、東商業、西、市岡商業、鶴見商業、住
　　吉商業）、衛星都市立�校（東大阪市立日新、堺
　　市立商業、岸和田市立産業）
��������	
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　　清明学院、大商
　　学園、履正社、北陽、興國、精華、大阪商業大学
　　附属、大阪女子、大阪福島女子、大阪産業大学附
　　属、金光藤蔭、淀之水、城南学園、太成学院大学、

　　大阪商業大学附属堺
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　　府立咲洲、大阪
　　市立中央、東大阪市立日新、堺市立第二商業、岸
　　和田市立産業
��������	
��
�
　　向陽台、科学技
　　術学園、長尾谷
　また、本府においては、枚方市に全商会館がつくら
れ、商業教育活動に寄与していたが、昭和���（����）�年
��月をもって活動中止となり、昭和���（����）�年に売却
された。
　このほか、本府を会場として開催された研究発表大
会などには、次のようなものがある。
　○　昭和���（����）�年��月に第��回全国商業高等学校
　長協会秋季総会研究協議会が、ホテル大阪ガーデ
　ンパレスにおいて開催され、本部提案の「生徒の
　急減期における商業高校としての対応」などにつ
　いて協議された。
　○　平成��（����）�年�月に、全国情報処理研究協議
　会・研究大会が大阪国際ホテルにおいて開催された。
　○　平成���（����）�年�月に三井アーバンホテル大阪
　ベイタワーにおいて、第��回全国商業研究大会が
　開催され、「��世紀に対応した商業教育の推進」を
　テーマとして熱心な研究協議が行われた。
　○　平成��（����）�年から、全国商業高等学校長協会
　主催の全国高等学校生徒商業研究発表大会が開催
　されていた。本府においては、平成��（����）�年の
　北海道大会から参加し、平成��（����）�年に第�回
　大阪府代表選考会が開催された。
　○　同年�月に、第�回全国高等学校生徒商業研究
　発表大会が守口市民会館（さつきホールもりぐち）
　において開催され、全国��ブロックから��の代表
　校が出場し、本府からは大阪市立天王寺商業、大
　阪市立扇町商業、堺市立商業の�校が出場した。
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　関西商業教育研究会（関商研）は、昭和���（����）�年
に近畿�府�県と中国�県、四国�県及び三重県を加
えた��府県の商業高校と商業科設置高校が参加して結
成された。当初は、ほぼ毎年�回各府県持ち回りで本
研究会大会が開催されていたが、その後、中国�県が
独立し、さらに、四国�県もそれにならい、三重県が
東海地区に移り、近畿�府�県のみとなったため、昭
和���（����）�年度から、�年に�回の開催となった。こ
れとは別に近畿商業高等学校校長会が結成され、毎年、
近畿商業高等学校長会総会・研究協議会が開催されて
いたが、平成��（����）�年度から、関西商業教育研究会
校長会として本研究会の中へ統合された。本研究会大
会は、初日に理事会・校長会総会・校長会研究協議会、
�日目（研究大会�日目）に研究大会開会式、講演会、
全体会、分科会、�日目（研究大会�日目）に分科会
報告、講評、閉会式、教育視察が行われ、校長以外の
教員は�日目（研究大会）からの参加となっている。研
究大会が実施されない年度は、校長会のみの理事会・
総会・研究協議会・教育視察が各府県持ち回りで、実
施されている。
　平成���（����）�年度現在の加盟校は、滋賀県�校、京
都府��校、兵庫県��校、大阪府��校、奈良県��校、和
歌山県�校の計���校であり、校長会会員も同数であ
る。事務局を会長校の大阪市立天王寺商業高校に置き、

活発な調査研究活動が行われている。
　なお、この��年間のうち、本府で開催された研究大
会の概要は、次のとおりである。

�　�������	
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　日　時　　　平�成���（����）�年��月��日�（水）�～��日�（金）
　テーマ　　　「社会のニーズに応える魅力ある商業
　　　　　　　教育をめざして」
　会　場　　　大阪ガーデンパレス
　　　　　　　大阪市立天王寺商業高校
　　　　　　　大阪福島女子高校
　分科会　　　第�分科会　　商業経済科目群
　　　　　　　第�分科会　　簿記会計科目群
　　　　　　　第�分科会　　情報処理科目群
　　　　　　　第�分科会　　総合学習科目群
　　　　　　　第�分科会　　進　路　指　導

�　�������	
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　日　時　　　平�成���（����）�年��月��日�（水）�～��日�（金）
　テーマ　　　「変革期における商業教育」
　会　場　　　大阪産業創造館
　分科会　　　第�分科会　　流通ビジネス分野
　　　　　　　第�分科会　　国際経済分野
　　　　　　　第�分科会　　簿記会計分野
　　　　　　　第�分科会　　経営情報分野
　　　　　　　第�分科会　　総合的な学習の時間
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　本府における商業教育をより一層充実し、商業教育
に関する研究活動をより活性化するために、大阪商業
高等学校連盟・大阪府高等学校商業教育研究会・大阪
私立高等学校商業教育研究会・大阪市立高等学校教育
研究会商業部会の統合組織として、大阪府高等学校商
業教育協会（府商協）が設立された。平成���（����）�年
�月に大阪市教育センター講堂において、文部科学省
教科調査官、全国商業高等学校長協会理事長、関係教
育委員会などから多数の来賓の臨席のもと、商業関係
高校の校長・教頭・教諭約���名の参加を得て、創立総
会・研究大会が開催された。
　なお、その概要は、次のとおりである。
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　日　時　　　平成���（����）�年�月�日�（木）
　会　場　　　大阪市教育センター
　テーマ　　　「ビジネス発信基地大阪の商業教育を
　　　　　　　めざして」
　府内の商業教育に関する四つの研究会の協力のもと、
総会、研究大会、講演会、見学会、研究助成、会誌の
発行などが行われている。平成���（����）�年度には、大
阪商業高等学校連盟を統合し、当連盟の事業も引き継
いでいる。平成���（����）�年�月には、本協会の設立の
趣旨・経緯などを掲載した会誌「商業教育」創刊号を
発刊した。その後、会誌は毎年発刊し、その年度に行
われた講演会、見学会、研究発表をはじめ、研究論文、
寄稿文、全商の各検定、大阪府高等学校商業教育研究
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会・大阪私立高等学校商業教育研究会・大阪市立高等
学校教育研究会商業部会の活動内容を掲載している。
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　大阪商業高等学校連盟（大商連）は、昭和���（����）
�年に府内公私立高校の商業科を設置する学校が参加し
て結成されたが、当初は教員の研究活動を目的とする
大阪商業教育研究会と、生徒の活動を目的とする大阪
商業高等学校連盟の�団体が別組織として結成されて
いた。昭和���（����）�年にこの�団体が統合され、内部
組織は教員の研究活動のための研究調査部と、生徒の
活動のための事業部で構成されていた。
　調査研究部には、研究委員会が設置され、各種講演
会・見学会の開催、�検定試験の実施や�「大阪商業教育」�を
隔年に発刊するなど、�幅広い研究活動が行われていた。
　また、事業部においては��種目の運動競技会のほか、
商業美術展や計算競技大会など数多くの事業が開催さ
れ、生徒の学習意欲の向上が図られた。
　平成���（����）�年度の加盟校は、次の��校であった。
　大阪市立�校（西、扇町総合、東商業、市岡商業、
天王寺商業、淀商業、鶴見商業、住吉商業、中央）、
衛星都市立�校（東大阪市立日新・全、東大阪市立
日新・定、堺市立商業、堺市立第二商業、岸和田市
立産業・全、岸和田市立産業・定）、私立��校（大阪
体育大学浪商、北陽、興國、大阪商業大学附属、太
成、履正社、大商学園、精華、大阪福島女子、大阪
女子、開明、清明学院、清風、淀之水、大阪商業大
学附属堺、金光藤蔭、敬愛女子、大阪産業大学附属
高、千代田、向陽台、長尾谷）
　なお、本会は、平成���（����）�年度に大阪府高等学校
商業教育協会に統合された。
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　大阪府高等学校商業教育研究会は、府内の公立高校
�（大阪市立及び衛星都市立の全日制の課程は除く）に
あって商業教育を行い、商業の研究と振興を図ってい
る学校が参加して、昭和���（����）�年に設立された。活
動内容は、商業教育及び商業に関する調査・視察・見
学、研究資料の収集・配布・交換等のほか、講演会、
講習会などを開催している。特に、最近では教科「情
報」が必修となったため、理科等他の教科との共同研
究も行っている。加盟校は次の��校である。

府立全日制の課程��校（池田北、能勢、北淀、柴島、
大冠、門真なみはや、八尾北、西成、住之江、長吉、
松原、堺養護、交野養護、高槻養護、泉北養護）、
府立定時制・通信制の課程�校（春日丘、吹田、桃
谷、鳳、貝塚、農芸、藤井寺工業）、衛星都市立定
時制の課程�校（岸和田市立産業、東大阪市立日新、
堺市立第二商業）
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　大阪私立高等学校商業教育研究会は、府内の私立高
校における商業教育の振興・識見の向上を図るために、
昭和���（����）�年に結成された。商業教育及び商業に関
する調査研究、講演会・研修会・見学会の実施、生徒
の研究活動の推進助成、会誌の発行等を行っている。
　平成���（����）�年度における加盟校等は、次の��校・
�研究所である。
　大阪体育大学浪商、北陽、興國、太成、履正社、大
商学園、精華、大阪福島女子、大阪女子、清明学院、
清風、淀之水、金光藤蔭、敬愛女子、向陽台、長尾
谷、堺女子、明浄学院、大阪府私学振興教育研究所
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　大阪市立高等学校教育研究会は、大阪市立の高等学
校教職員が研修の充実を図るために、昭和���（����）�年
に発足した。活動内容は、①研究会・講習会・見学
会・研究発表会の開催　②研究物の発表　③他の研究
団体との連携　④その他必要な事項等である。
　本研究会は��部門に分かれており、商業教育部会は
その一つである。
　平成���（����）�年度においては、商業教育部会は�委
員会を設け、大阪市教育委員会の指導・助言のもと、
調査・研究や見学会・講演会・研究発表会・研究授業
等を活発に実施している。
　商業科の全教員が加盟・参加している�委員会は、
次のとおりである。
①　商業教育改善委員会
②　ビジネス委員会
③　簿記会計委員会
④　経営情報委員会
⑤　総合的学習委員会
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　��家庭科教育の変遷
　��学習指導要領の改訂
　��家庭に関する学科の生徒募集停止
　��施設・設備の整備
　��学校家庭クラブ活動と家庭科技術検定
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　��生徒募集人員の推移
　��進路状況の推移
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　��研究会組織
　��全国家庭科教育協会
　��全国高等学校長協会家庭部会
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　��家庭科男女必修の経緯
　��工業高等学校の家庭科実習棟等の整備
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　家庭生活に関する教育は、�明治の学制発布以来、�家事
科、�裁縫科等の名称で、�新制高校発足時まで続けられた。
�裁縫科は、�被服製作の技能の習得を中心とした教科で
あり、�家事科も被服製作以外の家庭生活全般の内容で、
�食物調理や被服整理等の技能の習得に重点を置いてい
た。�当時の社会経済や科学技術の進歩の状況から見て、
�裁縫、�洗濯、�調理などの家事作業が、�ほとんどの家庭に
おいて行われた。�それらの仕事はすべて女子の特有の
ものとされていたことや、�非常に多くの時間を必要と
するところから、�これらの家事作業に関する高度の技
術の習熟が要求され、�日々の生活に役立つことが望ま
れると同時に、�旧来の家庭における女子の地位と役割
などから、�女子教育における重要教科として存在した。
　昭和���（����）�年�月「新制高等学校の教科課程に関
する件」の通達の中に、「家庭」という名称が登場した。
　ここには、教科名のみ示されていたが、同年�月発
行の「学習指導要領家庭科編（試案）昭和��年度」に、
�住居及び家事経理、�家庭衛生、�食物、�被服、
�家族と子供の�部門の指導目標が記された。新制高
校が昭和���（����）�年に発足し、昭和���（����）�年�月発
行の「新制高等学校教科課程の解説」には、幸福な家
庭生活を招来するような経験を与えなければならない
とし、家庭科は家庭人となる準備として女子生徒には
もちろん、希望する男子生徒も受けさせるとあり、「家
庭」のような科目は男女ともに必要と述べられ、家庭
建設のための教育として位置付けられた。戦後、家庭
科は、小学校では男女共学、中・高校では男女ともに
選択として成立した。
　昭和���（����）�年�月に�「学習指導要領家庭科編・高
等学校用」が発行され、「家庭に関する教科」の「一
般家庭」、「家族」、「保育」、「家庭経理」、「食物」、「被
服」の科目のすべてが自由選択であった。「一般家庭」
は、第�・�学年各�単位（うち各�単位はホームプ
ロジェクト）もあり、女子生徒のほとんどが選択して
いた。昭和���（����）�年度からは、「一般家庭」が「家庭

一般」�（�単位）に改められ、昭和��������年度からは、
普通科の女子生徒に家庭科が必修となり、昭和��
�（����）�年度からは、すべての女子生徒に「家庭一般」
が必修となった。このように、家庭科は選択教科から、
必修教科へと変遷した。特に、平成��（����）�年度から
は、男女を問わず、すべての生徒が家庭科を履修する
ことになり、�「家庭一般」、�「生活技術」�及び�「生活一般」の
�科目から�科目選択�単位を履修することになった。
　そして現在、�少子高齢社会や高度情報通信社会の課
題を踏まえ、�男女共同参画社会の実現とともに、�一人一
人が人間らしく心豊かな生活を送ることや、�社会の望
ましい発展に寄与できる人間を育成することをめざし
て、�平成���（����）�年度から新しい学習指導要領が学年
進行で実施されている。�新学習指導要領は、�このように、
�生徒の資質・能力の育成をめざすとともに、�その時代の
家庭生活や社会状況に対応して�改善が図られてきた。
　高校の家庭科は、普通教育と専門教育を包括してい
る。普通教育としての家庭科は、家庭生活を中心とす
る人間の生活を健康で文化的に営むことのできる能力
の育成をめざしている。その内容としては、家庭生活
を健全に営むための知識と技術の習得、家庭生活事象
についての科学的認識、価値観の形成、意思決定、問
題解決、家庭生活運営、家庭生活創造などの能力を育
てることにある。
　職業教育としての家庭科は、当初、普通教育との区
別がなく家庭科として発足し、昭和���（����）�年度に
�「家庭技芸に関する教科」が示され、職業生活に重点を
おく教科が明らかにされた。昭和���（����）�年度の学習
指導要領の改訂では、「一般家庭」のほか「家庭」の
中の他科目を履修し、定められた単位以上に学習しよ
うとする場合には、「家庭技芸」の科目から選択できる
ようになった。また、「家庭に関する課程」として、
保育課程、食物課程、被服課程が設けられた。「昭和��
�（����）�年度の学習指導要領の改訂においては、家庭生
活に重点を置く「家庭」と職業教育を尊重・強化する
�「家庭技芸」の�教科が一本化され、家庭科になった。
平成���（����）�年度から実施された新学習指導要領にお
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　新制高校発足後、本府の公私立高校の家庭に関する
学科の生徒募集の頂点は、昭和���（����）�年度の全日制
の課程と定時制の課程を合わせて�����名、��校で

あった。その後、高校進学率の上昇、高学歴化、普通
科志向の中で、衛星都市立の一部の高校は本府に移管
され、府立高校普通科となるなど、公私立高校を問わ
ず生徒募集停止が相次いだ。平成の時代に入ってから
は、全日制の課程では府立高校�校が残るばかりと

�

いては、普通教科としての「家庭」と専門教科として
の「家庭」とを区別するとともに、後者の目標につい
ても、将来のスペシャリストとして必要な専門性の基

礎・基本を身に付けることを明確にする意味で、普通
教育と分離独立させている。
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　目標の改善の視点として、家庭を取り巻く環境の変
化に対応し、男女が協力して家庭生活を築いていくこ
とや親となる自覚を高め、家庭人として家庭生活の充
実向上を図る実践的な態度を育てること、並びにサー
ビス経済化や生活関連産業の多様化に対応し、職業人
としての専門性を高め、職業に必要な能力と実践的な
態度を育てることがあげられている。
�������	


①　現行の女子生徒のみ「家庭一般」�単位必修の扱
いが改められ、男子生徒も必修となり、すべての生
徒が履修する教科となった。
②　生徒の多様な能力・適性、興味・関心等に応じる
ことができるよう、「家庭一般」のほかに新しい科目
として「生活技術」及び「生活一般」が設けられた。
これらの中から�科目�単位を生徒に選択履修させ
るようになった。家庭に関する学科においては、専
門教育の基礎として「家庭一般」を履修させ、取り
扱いは現行どおりとすることとなった。
③　科目構成は、現行の��科目に「生活技術」、「生活
一般」、「家庭情報処理」、「課題研究」、「家庭看護・
福祉」及び「消費経済」の�科目が新設されるとと
もに、「家庭経営・住居」が「家庭経営」と「住居」
に分離され、��科目となった。
④　家庭に関する学科においては、�原則履修科目として
�「家庭情報処理」�と�「課題研究」�の�科目が設けられた。

������������	�
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　平成���（����）�年度から実施された教育課程において

は、これまでの普通教育と専門教育の家庭科を同一目
標としてきた扱いが、次のように改められた。
�������	
�

①　目標として、�「家族・家庭の意義、家族・家庭と社
会とのかかわりの理解」、�「生活に必要な知識と技術
の習得」、�「男女が協力して家庭や地域の生活を創造
する能力と実践的な態度の育成」�があげられ、�家庭生
活を主体的に営む能力や態度の育成が明確にされた。
②　すべての生徒が選択し、履修する科目として「家
庭基礎」（�単位）、「家庭総合」（�単位）、「生活技
術」�（�単位）�の�科目が設けられた。
③　男女共同参画社会の推進への対応、少子高齢化へ
の対応、食に関する指導の充実、消費生活教育及び
環境教育の充実等に対応した教育内容に改善するこ
とが示された。
�������	
�

①　目標は、「家庭の各分野に関する基礎的・基本的な
知識と技術を習得」、「生活産業の社会的な意義や役
割を理解」、「家庭の各分野に関する諸課題を主体的、
合理的に解決し、社会の発展を図る創造的な能力と
実践的な態度の育成」があげられ、職業教育として
の性格が明確にされた。
②　科目構成は、専門性の基礎的・基本的な知識と技
術を確実に習得させるため、教育内容が厳選され、
従前の��科目が��科目に削減されるとともに、原則
履修科目が「生活産業基礎」と�「課題研究」�の�科目
となった。
③　少子高齢化、生活産業の高度化、サービス化、消
費者ニーズの多様化等に対応した教育内容のほか、
調理師養成制度の改正や保育士の受験資格など、職
業資格要件の変更等に対応した科目構成に改善する
ことが示された。

�
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なった。そのうちの�校である府立富田林高校千早赤
阪分校は、社会構造の変化、とりわけ学校を取り巻く
環境の変化のもとで平成���（����）�年度をもって閉校と
なった。全日制の課程唯一の府立横山高校においても、
平成���（����）�年�月に「全日制府立高等学校特色づく
り・再編整備計画」の一環として、小規模校の機能統
合という形で、平成���（����）�年度をもって生徒募集を
停止とすることが発表された。府立横山高校は、これ
まで他地域への通学が困難な地元中学校卒業者に後期
中等教育を受ける機会を保障する高校としての役割を
果たしてきた。しかし、近年、地元中学校からの進学
者が大きく減少してきたため、専門学科の特色ある教
育活動を他校に継承・発展させる機能統合が行われる
こととなった。家政科は、平成���（����）�年度から進め
られている「全日制府立高等学校特色づくり・再編整
備計画」に基づいて、�普通科総合選択制の学校と機能統
合されることとなり、�平成���（����）�年度には本府から
家庭に関する学科がすべて姿を消すこととなる。
　隔週定時制の課程については、昭和���（����）�年度に
府立鳳高校横山分校、平成��（����）�年度に府立泉南高
校、平成��（����）�年度に府立和泉高校がそれぞれ企業

からの中学校卒業者の求人がなく、入学者がなくなっ
てきたため生徒募集停止となり、府立貝塚高校も同様
に平成���（����）�年度に生徒募集停止された。また、定
時制の課程では府立佐野高校が昭和���（����）�年度に生
徒募集停止となった。
　隔週定時制の課程の設置から閉鎖に至る経緯は、泉
州地域の地場産業である繊維企業に、九州、四国等の
遠隔地から中学校卒業者が集団就職してきたため、こ
れらの企業から、働きながら高校卒業資格を得させた
いという強い要望があった。また、企業では、勤務形
態の関係による時間の制約上から、夜間の定時制の課
程にも進学が不可能であったため、一部の企業では
和・洋裁、茶道、華道等の社内教育を実施していた。し
かし、高校卒業資格を取得させたいという要望が強く、
業界は本府に公的教育機関の設置を強力に要請した。
　これを受けて、府教育委員会では、�交替勤務女子
従業員に早番勤務の週は午後登校して授業を受け、遅
番勤務の週は通信教育を受ける、いわゆる隔週定時制
の教育課程を編成した。その後、昭和���（����）�年�月
の大阪府議会において、隔週の定時制の課程の設置が
議決され、これを受けて府教育委員会は同年�月に泉
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�（注）大阪市立、池田市立、堺市立及び私立高校の学科名は、最終の生徒募集時のものを示す。
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　家庭科の学習は、その知識や技術を日常生活に発展
させる実践的態度を育成することがねらいである。高
校においては、実践的な学習に関して生徒の「個人に
よる活動�ホームプロジェクト�」とそこから発展させ
た「グループによる実践活動」とがある。学校家庭ク
ラブは後者の取り組みであり、家庭科を学び、家庭や
学校、地域の生活の中から課題を見い出し、その解決
に向けて、主体的に計画を立てて実践する問題解決的
な活動��������	
������
である。この活動で得た体験
や成果は、高校生に成就感や満足感を与え、協調の精
神や社会奉仕の重要性の理解にも役立てられる。また、

さらなる次の段階への実践意欲を高め、日常習慣化す
ることにより、生活の充実・向上を図ることに役立っ
ている。この活動は、生徒個人や自校での活動だけで
なく、各学校では本府の家庭クラブの組織として昭和
���（����）�年度に結成された大阪府高等学校家庭クラブ
連合会や、全国組織として昭和���（����）�年度に結成さ
れた全国高等学校家庭クラブ連盟に加盟し、会員間の
研修や交流を深めている。
　全国高等学校家庭クラブ連盟は、加盟している都道
府県を�ブロックに分け、各ブロックから選ばれた個
人研究や学校家庭クラブ活動の発表のほか、会員間の
交流を行っている。現在の学校教育の中で、学校家庭
クラブ活動は農業高校での学校農業クラブ活動ととも
に、他の教科には見られない特色のあるプロジェクト

�
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　平成元�（����）�年�月に告示された学習指導要領によ
り、家庭科はすべての生徒に必修の教科となった。府
教育委員会は、平成��（����）�年�月に「大阪府立高等
学校教育課程基準」を定め、①すべての生徒に履修さ
せる教科・科目については、その標準単位の一部を減
じて履修させる措置は原則として行わない。②「家庭」
�のうち「生活一般」の履修については、学習指導要領
附則�の暫定的・例外的措置（当分の間、施設・設備
の整備や担当教員の確保等学校の実態から特別の事情
がある場合は「体育」等をもって「生活一般」の履修
に替えることができる。この場合は、�単位を超える
ことができない。）を適用しないこととなり、家庭科の
男女必修�単位の履修が支障なく実施できるよう、条
件整備が図られることとなった。その一環として、平
成�・��（����・����）�年度に、食物実習室の調理実習
台��校、オーブン・コンロ��校、給湯器等��校を対象
に老朽化した家庭科教育設備の更新が行われた。特に、
調理実習台は生徒の身長を考慮し、従前の高さ��㎝に
加えて、��㎝や��㎝のものを設定するなどの配慮が行

われた。さらに、「家庭一般」、「生活技術」、「生活一
般」のいずれの科目を履修しても対応できるよう、実
習室の整備の必要があった。府立高校の現状として、
産業教育施設・設備旧基準に示されている食物及び被
服実習室は整備されているが、家庭経営・保育実習室
はほとんど整備されていなかった。今回の学習指導要
領の改訂により、新たに電気・機械、情報などの新し
い教育内容に応じた多目的実習室の整備が必要となっ
たため、生徒減少に伴う空き教室を利用し、家庭総合
実習室の整備が図られた。整備対象校は、空き教室�
室の整備校��校、空き教室�室の整備校���校、計���
校であった。その他の府立高校については、校舎改修
時に学校の実情に応じて整備された。
　このほか、家庭総合実習室の備品として、情報化へ
の対応のためのコンピュータや介護福祉にかかわる車
椅子等が整備された。家庭科の男女必修が始ってから
も、府単独事業費や国庫補助事業費により冷蔵庫、ミ
シン等の整備が引き続き行われるとともに、平成��
�（����）�年度をもって昭和時代のオーブン・コンロがす
べて更新された。

�

州地域の鳳（横山分校）、和泉、貝塚、泉南の�府立
高校に隔週定時制の課程として家政科を設置した。当
初は定員を満たしていたが、中学校卒業者の減少、高
校進学率の上昇に不況が拍車をかけ、本府の紡績、繊
維関連企業の中学校卒業者の求人数は、昭和���（����）

�年の������人から平成��（����）�年には���人に減少し
たことから入学志願者は激減し、その影響を受け前述
のように順次募集停止となった。
　なお、府内公高私立高校の家庭に関する学科の生徒
募集人員と募集停止の推移は、表���のとおりである。
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学習指導法である。この学習指導法は、第二次世界大
戦後、我が国の教育改革を進める上で米国の示唆によ
り、昭和���（����）�年度に全国に�校の実験高校が設置
され、翌年に家庭科指導法の一つとして正式に取り入
れられたものである。
　昭和���（����）�年度から文部省によって開講された全
国高等学校家庭クラブ指導者養成講座には、各学校の
顧問の家庭科教員と家庭クラブ員である生徒が毎年派
遣されるとともに、全国高等学校家庭クラブ研究発表
大会で平素の実践活動の成果が発表されている。本研
究発表大会については、昭和���（����）�年度に続いて平
成���（����）�年度に再び大阪で開催されることとなって
いる。このため、大阪府高等学校家庭科研究会及び大
阪府高等学校家庭クラブ連合会が力を結集し、全国大
会の準備に当たっている。この準備作業をとおして、
顧問教員の共通理解を一層深め、学校家庭クラブ活動
の振興・充実が図れるよう、意欲的な取り組みが期待
されている。
　なお、本府の全国高等学校家庭クラブ研究発表大会
の参加状況の推移は、表���のとおりである。

�　家庭科技術検定
　高校における家庭科教育においては、実験・実習を
通じて、知識・技術を身に付けさせるための指導の占
める時間的な割合が大きい。この指導には、技術検定
の持つ意義が重要視されており、昭和���（����）�年度か
ら技術の定着と客観的な評価法が考案され、全国的に
実施されて今日に至っている。家庭に関する学科はも
ちろんのこと、普通科高校においても相当数の学校が
技術検定を実施してきた。池田市立渋谷高校（現府立
渋谷高校）の被服科は、昭和���（����）�年の技術検定創
設期から参加し、先駆的な役割を果たしてきた。大阪
女子商業高校（現大阪女子高校）や大阪市立東高校等
は、検定事務を統括する検定代表理事校として、家庭
科教育の質的向上の推進役を担ってきた。昭和��
�（����）�年代以降、公私立高校の家庭に関する学科が廃
止されてきたため、検定事務の窓口は府立富田林高校
千早赤阪分校から府立貝塚高校に受け継がれた。しか
し、府立貝塚高校においては平成���（����）�年度に生徒
の募集停止が行われたため、大阪府高等学校家庭科研
究会に検定事務の窓口が設けられることとなった。　
受検者数は減少しているが、平成��（����）�年度から始
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（出典：全国高等学校家庭クラブ研究発表大会冊子、ＦＨＪガイドブック）
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まった家庭科男女必修は、男女共同参画社会の実現を
めざし、男女ともに実践的・体験的な学習をとおして
確かな技術を習得し、生活に生かす教科として技術検
定とともに理解が浸透してきている。平成���（����）�年
度に本府で初めて府立吹田高校の生徒が三冠王（全国
で���人）を成し遂げ、財団法人全国高等学校家庭科教
育振興会から表彰された。三冠王の制度は、一人で�
種目（洋裁、和裁、食物）とも�級に合格した生徒を
表彰するものである。技術検定に合格するためには、
それに相当した学習が必要であり、特に、�級はかな
り努力をしなければ取得できないものである。

　現在では、技術検定受検者の在籍校においては、教
育課程の上で学習成果の単位認定が行われたり、大学
入試において技術検定資格取得者として優遇措置が図
られるまでになっている。このような進展の一方で、
平成���（����）�年�月に国の行政改革の一環として、文
部科学省はじめ��省庁における事業認定制度の廃止が
公表された。これにより、これまでの文部科学省認定
が平成���（����）�年度で廃止されたが、この技術検定は
意義のある制度であり、文部科学省後援名義の承認を
得るなど、今後とも権威ある検定として継続実施する
ことが現在検討されている。
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　昭和���（����）�年度以降の家庭に関する学科の生徒募
集人員の推移は、表���のとおりである。大阪市立や
堺市立のほか、私立高校に続いて、府立高校において
も平成���（����）�年度の「全日制府立高等学校特色づく
り・再編整備計画」�に基づいて、�府立横山高校の平成��
�（����）�年度の生徒の募集停止が発表された。本府にお

いては、普通科志向に伴い、地域の実態や生徒のニー
ズに対応した特色ある教育課程の編成や、新しいタイ
プの学校として総合学科や普通科総合選択制が創設さ
れてきた。このため、他府県に見られるような家政科
の学科改編により、家庭科教育の一層の改善・充実を
図るという施策が取り入れられることなく、家庭に関
する学科は、閉じられることとなった。�
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　昭和���（����）�年度以降の公立高校の家政科における
卒業者の進路状況の推移は、表���のように高学歴化
志向に伴って大学等への進学者が増加している。

　その一方で、新規高校卒業者の求人や希望する職種
の激減から就職者が大きく減少している。また、雇用
形態や価値観の多様化により、フリーター志向や不定
期就労を希望する者が激増している。
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（注）　�　表中の人数は、全日制の課程と隔週定時制の課程を合わせたものを示す。　　　　　　　　（出典：大阪の学校統計）

　　　�　専修学校には、専修学校（一般課程・専修課程）、各種学校、公共職業訓練施設等を含む。

　　　�　表中の％の合計値のうち、四捨五入の関係で���％にならないものがある。

�

�

�（注）　府立横山高校及び府立富田林高校千早赤阪分校は、全日制の課程である。

（単位：名）



���

�������	
��
�����

��������

　新制高校が昭和���（����）�年に発足し、高校の家庭科
の内容と指導の研究が各教員の切実な課題となってき
た。それまでは、大正���（����）�年に当時の指導書作成
を契機として誕生した家政研究会において、研究活動
が行われてきた。しかし、戦争が激化する中で家政研
究会の活動が中止されていたこともあったが、その存
在が、戦後、新たな研究会設立に向けて大きな推進力
となった。本府では府立・市立・私立高校の代表者が
集まり、新しい研究会組織の設立に向けて協議が重ね
られ、�年間の準備期間を経て、昭和���（����）�年�月
に「大阪府高等学校家庭科研究会」が設立された。同
時に、近畿の各高校にも呼び掛けが行われ、「近畿高等
学校家庭科研究会」の発足のきっかけにもなった。「大
阪府高等学校家庭科研究会」は、結成が昭和���（����）
�年�月の大阪府立高等学校家庭科研究会、同年�月の
大阪市立高等学校教育研究会家庭部会、昭和���（����）
�年�月の大阪府私立高等学校家庭科研究会の�団体を
下部組織とした連合体である。組織運営は、�団体の
代表校長を理事長、副理事長として家庭科教育の研究
活動を行い、輪番で開催事務を担当するとともに、研
究成果を近畿高等学校家庭科研究発表大会において発
表するなど、家庭科教育の充実と教員の資質向上を図

る上で有意義な活動の場となっている。また、本研究
会は、昭和���（����）�年度に生徒を対象に結成された
「大阪府高等学校家庭クラブ連合会」の指導も行って
いる。これまでの全国高等学校家庭クラブ研究発表大
会には、府立、大阪市立、私立の各高校の生徒が大阪
を代表して研究成果の発表を行ってきた。平成��
�（����）�年�月に、全国高等学校家庭クラブ研究発表大
会は��回を数えるまでになった。
　しかし、平成の時代に入ってから、研究組織の�団
体間で家庭クラブ活動のあり方等について不調を来た
すようになった。このため、大阪府立高等学校家庭科
研究会の常任委員会において、研究会組織のあり方に
ついて�か年にわたり検討が行われ、その結果につい
て、平成���（����）�年度の大阪府高等学校家庭科研究会
秋期総会において提言・説明が行われた。その内容は、
研究組織の�団体との協力体制を維持しながら、平成
���（����）�年度までの計画事項を�団体がそれぞれ取り
組むとともに、平成���（����）�年度までに大阪府私立高
等学校家庭科研究会の今後の研究活動のあり方につい
て検討するなどであった。これを受けて、�団体では、
それぞれの教育実践を真摯に行うことが、「大阪府高
等学校家庭科研究会」のさらなる発展につながるもの
と認識し、活動が行われている。

���

���������	
�

　全国家庭科教育協会�（略称Ｚ・Ｋ・Ｋ）�は、昭和��
�（����）�年�月に小・中学校、高校、大学の家庭科教育
関係者により、家庭科教育の充実と進展を図ることを
目的として結成された。事業としては、家庭科教育の

実態調査、教育の研究と指導並びに研究発表、会員の
地位・資質の向上に関する研究・助成、機関誌「家庭
科」の発刊などが行われている。
　会員数は、発足当初は���人、現在は約�����人で、
このうち府内は��人となっている。
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　全国高等学校長協会家庭部会は、昭和���（����）�年�

月に東京都立上野忍岡高校稲葉良治校長を理事長に��
校で発足した。以来会員校が増え、昭和���（����）�年に
は�����校を超え、現在は�����校に及んでおり、全国
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高等学校長協会の中でも大きな部会となっている。家
庭科教育の充実・振興のため、部会創設時は文部省の
教科調査官や農業・工業・商業部会と連携を図り、産
業教育振興法の成立に当たり、産業教育の一環である
ことを主張するとともに、関係方面に強い働き掛けを
行い、予算の獲得や家庭科の施設・設備の整備、家庭
科の技術検定の普及、後期中等教育の拡充整備に伴う
家庭科教育の改革などをもたらした。中でも、家庭科
教員の現職研修の一つとして開かれている本部会主催
の家庭科講習会は、昭和���（����）�年の第�回以降、東
京と大阪で輪番に会場が移され、第��回から愛知、第
��回から九州も会場となり、大阪は�年ごとの開催と
なった。
　なお、昭和���（����）�年以降の大阪で開催された概要
は、次のとおりである。
〇第��回　昭和���（����）�年�月
�　（出席者���人）
　◇第�～�日目　　講義：大阪市教育センター
　◇第�日目　　　　教育視察：ライ�フ・スケッチ・プラザ
　　　　　　　　　　　　　　�（松下電工株式会社）
〇第��回　平成��（����）�年�月
�　（出席者���人）
　◇第�～�日目　　講義：大阪市教育センター
　◇第�日目　　　　教育視察：花と緑の博覧会
〇第��回　平成��（����）�年�月
�　（出席者���人）
　◇第�日目　　　　講演・見学：
　　　　　　　　　ツイン��ナショナルタワー
　◇第�・�日目　　講習Ⅰ～Ⅵ及び交流会：
　　　　　　　　　松下電池工業㈱本社工場
〇第��回　平成���（����）�年�月
�　（出席者���人）
　◇第�日目�午前�　講義：ドーンセンター
　　　　　　　　　　　（大阪府立女性総合センター）
　◇第�日目�午後�　見学と講義：バスで移動、�関西電力
　　　　　　　　　南港発電所、�関西電力堺港発電所、
　　　　　　　　　大阪ガス㈱ガス科学館

　◇第�日目　　　講義及び介護の実務研修：ドーン
　　　　　　　　　センター、関西医療技術専門学校、
　　　　　　　　　四天王寺悲田院特別養護老人ホー
　　　　　　　　　ム、ＡＴＣエイジレスセンター
　◇第�日目　　　講義：たかつガーデン
　　　　　　　　　　　　（府教育会館）
〇第��回　平成���（����）�年�月
�　（出席者���人）
　◇第�日目　　　講義、生徒による実演、講義・歌：
　　　　　　　　　大阪女子高校
　◇第�日目　　　アラカルト研修：会場
　　　　　　　　　①コリアンタウンフィールドワー
　　　　　　　　　　クと韓国・朝鮮文化に触れる実
　　　　　　　　　　習：大阪女子高校
　　　　　　　　　②アジアから見た日本とインド文
　　　　　　　　　　化に学ぶ：府立大手前高等学校
　　　　　　　　　③大阪大学留学生とのワークショ
　　　　　　　　　　ップをとおして異文化体験と交
　　　　　　　　　　流を深める：大阪大学留学生セ
　　　　　　　　　　ンター
　　　　　　　　　④国立民族学博物館での世界の住
　　　　　　　　　　文化についての講義と見学：国
　　　　　　　　　　立民族学博物館
　　　　　　　　　⑤茨木市のタウンウォッチングを
　　　　　　　　　　とおして住民参加のまちづくり
　　　　　　　　　　の手法を実際に体験する。また、
　　　　　　　　　　同時にグループワークの手法も
　　　　　　　　　　学ぶ：茨木市役所南館
　　　　　　　　　⑥海外との情報交換・デジタルコ
　　　　　　　　　　ンテンツの授業への活用：府教
　　　　　　　　　　育センター
　　　　　　　　　⑦高齢者介護の基礎技術等情報の
　　　　　　　　　　習得：大阪保健福祉専門学校
　　　　　　　　　⑧乳幼児理解の実習・指導法の検
　　　　　　　　　　討：府立春日丘高校
　◇第�日目　　　各アラカルト研修報告及び講義：
　　　　　　　　　大阪女子高校
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　普通教育を主とする家庭科は、時代の要請もあり、
男女がともに学ぶという新しい方向が示された。この
ように改善されるに至った背景や審議の過程について
は、第一に時代の進展に伴う社会生活や家庭生活の変
化への対応が指摘されたことである。例えとして、①
家庭の機能が弱体化し、基本的生活習慣の自立や生活
技術が身に付いていない子供の増加。②各学校段階に
応じた親となるための教育や男女が協力して社会生活
や家庭生活を築いていくための教育内容の充実。③情
報処理の基礎教育や消費者教育の徹底。④今後の生活
に必要な新しい知識や技術のを取り入れなどがあげら
れている。
　家庭の機能回復を図る必要性については、既に昭和
���（����）�年�月に出された臨教審第二次答申の中で指
摘されており、家庭科の位置付けや内容についての見
直しが提言されている。
　第二には、女子差別撤廃条約との関連において、国
内法の整備の一環として中学校の技術・家庭科及び高
校の家庭科の履修の在り方について改善することが求

められたことである。女子差別撤廃条約は、我が国で
は昭和���（����）�年�月に批准されたが、第��条で「同
一の教育課程、同一の試験、同一の水準の資格を有す
る教育職員並びに同一の質の学校施設及び設備を享受
する機会」の確保が規定されているため、現行の中学
校の技術・家庭科及び高校の家庭科の取り扱いが課題
となった。このため、昭和���（����）�年�月に文部省に
�「家庭科教育に関する検討会議」が設置され、同年��月
に「今後の家庭科教育の在り方について」の報告書が
出され、その中で基本的な考えが示された。その後、
当報告書の趣旨を次期の教育課程の基準の改善に反映
させることになっていたことから、昭和���（����）�年�
月に「幼稚園、小学校、中学校及び高等学校の教育課
程の基準の改善について」文部大臣から教育課程審議
会に諮問が行われ、昭和���（����）�年��月に出された答
申に改善の方向が示された。
　この結果、高校の家庭科については、現行の「家庭
一般」のほかに「生活技術」、「生活一般」という新た
な科目が設けられ、これらの中から�科目（�単位）
をすべての生徒に選択履修させることとなった。
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　家庭科実習室を保有していない府立工業高校��校に
食物及び被服実習室を新設し、新たな科目の履修に向
けて、施設・設備の整備が図られることとなった。工
業高校��校のうち、平成��（����）�年度に�校�（�校増
築、�校改修）、平成��（����）�年度に�校（すべて増築）、
平成��（����）�年度に�校�（�校は実習棟撤去後に増築、
�校は校舎改築工事に合わせ整備、�校は被服実習室

を増築）�の整備が、家庭科教員が未配置の中で行われ
た。また、家庭科実習室が完成し、家庭科教員が配置
されるまでの間は、期限付き講師が配置され、準備が
進められた。大阪市立工業高校においては、実習室を
建設する校地の余裕がないため、空き教室を食物実習
室に改修することで、平成��（����）�年度入学生の家庭
科�単位履修が可能となった。このほか、�工業高校で
はないが、�私立の男子高校において、�府立高校に準じて、
�食物実習室の整備が図られた。
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　昭和���（����）�年の教育課程の改訂と前後して、高校
教育の多様化が全国的に検討されるようになり、その
一環として特色ある学科の設置が多く試みられるよう
になった。
　一方、医療界においては、看護婦不足が日々深刻と
なるとともに、高校進学率の高まりにより、従来の准
看護婦養成制度が行き詰まり、この状況を打開する施
策の実現が強く求められていた。
　府教育委員会においては、このため、昭和���（����）
�年度に後期中等教育制度審議会（当時の呼称）に「特
色ある学科の設置について」の諮問を行った。当審議
会では、同年�月から�回の審議を行い、同年��月に
次のような中間答申を出した。
　衛生看護科の設置については、「社会の要請に応じ、
教養、技能ともに優れた看護婦の養成に資するために、
衛生看護科を設置することは、時宜に適した措置であ
ると認められる。その措置にあたっては、府衛生部と
緊密な連絡協調を図る必要がある。」と示された。府教
育委員会においては、この中間答申を受けて関係方面
と折衝し、衛生看護高校（仮称）の設立の計画を決め
た。昭和���（����）�年度当初予算に設立準備室費を計上
し、同�年�月に府立白菊高校設立準備室を発足させた。
その後、昭和���（����）�年�月に府立勝山高校の移転跡
の校舎を府立白菊高校と府立桃谷高校�（通信制の課程）、
府立大学工業短期大学部�（夜間の課程）の�校が併用す
る中で西日本唯一の衛生看護科単科の高校教育が開始
された。
　続いて、当時、衛生看護教育については、准看護婦
のみでなく、看護婦養成への継続教育の必要性が要請
されていたことから、昭和���（����）�年に高校看護科卒
業を資格とする�年制の看護専攻科が開設されること
となった。これに伴い、�校併用の一校地内にさらに
校舎を建設することは各方面に無理を生じるとの判断
から、昭和���（����）�年度に府立大学農学部跡地に移転
した。

　また、昭和���（����）�年��月に、府立白菊高校ＰＴＡ
会長から府教育委員会に対して、看護に関する大学設
置の陳情書が出されたり、保護者から看護専攻科の看
護短期大学への移行について強い要望などがあり、昭
和���（����）�年�月に府立看護短期大学が開校された。
当短期大学は、後に府立看護大学医療技術短期大学部
へと移行されたが、府立白菊高校の閉校に伴い、平成
���（����）�年度から生徒募集停止となった。
　なお、府立看護短期大学の発足に伴って、府立白菊
高校の看護専攻科は昭和���（����）�年度に�期生の卒業
をもって廃科となった。
　府立白菊高校の開設当初、衛生看護科において履修
させる看護に関する教科・科目については、昭和��
�（����）�年改訂の学習指導要領には記載がないため、�「高
等学校衛生看護科における専門教育の教科・科目参考
例」をもとにして、表���のような昭和���（����）�年度
の教育課程が編成された。
　昭和���（����）�年から実施の学習指導要領の中で、初
めて看護が教科として位置付けられ、その内容も整理
された。学科の目標として、①看護に関する知識と技
術を習得させ、看護を適切に行う能力と態度を養う。
②看護技術の科学的根拠を理解させ、その改善進歩を
図る能力と態度を養う。③看護の社会的意義を理解さ
せ、看護に従事する者としての望ましい心構えと国民
の健康の保持増進に寄与する態度を養うことが示され
た。科目については、図���のように「看護概説」
及び「看護基礎医学」を看護の基礎科目と定め、その
上に「成人看護」及び「母子看護」を位置付け、これ
らの科目による理論的学習を基礎として、その理論を
具体的に表現できる技術を習得する「看護実習」を並
行して履修させる�科目構成となっている。
　府立白菊高校においては、前述の目標を受けて、学
校の教育方針を衛生看護科については、①有為な社会
人としての人格識見を養う。②衛生看護などに関する
知識・技術を習得させ、勤労と責任を重んじ、高い知
性と豊かな情操を身に付けた看護従事者を養成する。
看護専攻科については、①衛生看護に関する専門的事

�����

�������

�



���

�������	
��
����

�������	
��
������

項をより正確に教授し、その研究を指導する。②新時
代の女性にふさわしい高い教養と豊かな情操を身に付
けた優れた看護婦を育成することとされた。�

　このほか、�衛生看護科及び専攻科の科目編成は、�表
���のように定められた。

������入 学 年 度
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　高校進学率の上昇等に伴い、高校における看護教育
を巡る諸情勢は著しく変化し、生徒の能力・適性等も
多様化した。また、近年の科学技術の急速な進展に対
応し、生涯学習の基礎ともいうべき、看護教育の在り方
が問われ、時代の要請に応ずる内容の検討が行われた。
　看護に関する教科・科目の改訂の要点は、次のとお
りである。
①　教科及び科目の目標については、できるだけ簡潔
に表現した。
②　科目の内容の再構成に伴い、�科目の名称を変更した。
③　座学と実習の関連を密にする観点から、改訂前の
�「看護実習」の内、現場実習以外の実習については関
係科目の内容に含めて再構成を図った。
④　実験・実習に充てる授業時数の確保という立場で
その割合を示した。
�������	
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　教科の目標については、改訂の基礎教育重視の観
点を明確にするため、看護に関する知識と技術の習
得について「基礎的・基本的な」、また、看護教育
における精神面の充実を図るため、「看護の本質を
理解させる」という文言が付け加えられた。

　なお、表���はその比較を示したものである。
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　昭和���（����）�年改訂の学習指導要領においては、
表���のように科目として「看護基礎医学」、「基
礎看護」、「成人看護」、「母子看護」、「看護臨床実習」
の�科目が示された。このうち、「基礎看護」は昭和
���（����）�年の学習指導要領の「看護概説」と「看護
実習」の内容を改め、看護の基礎と技術を習得させ
る科目として位置付けられた。したがって、「看護
実習」のうち校内実習に係わる基礎的・基本的なも
のは、それぞれ各科目で履修させ、これにより習得
した知識と技術を臨床の場実践させる科目として、
�「看護臨床実習」が新設された。これら�科目の関連
については、「看護基礎医学」及び「基礎看護」を
看護の基礎科目と定め、その上に「成人看護」及び
「母子看護」を位置付けるといういわゆる基礎から
専門への積み上げとなっている。
　また、これらの科目は、「看護臨床実習」と関連
付けて履修させるという構成になっている。
　なお、�科目の標準単位数については、�教育課程
の弾力化を図る観点から、�学習指導要領には示され
ず、設置者が定めることとなった。�
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　府立白菊高校は、「保健婦助産婦看護婦法」に基づ
く准看護婦養成学校として文部大臣の指定を受けて
いる。�このため、�教科・科目の履修に当たっては、�指定
の要件を満たさなければならないこととなっている。
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　昭和���（����）�年��月の教課審答申に基づき、�「看
護実習」の中の「基礎看護実習」、「成人看護実習」、
�「母子看護実習」については、「看護概説」、「成人
看護」、�「母子看護」の科目内実習として、座学と一
体的に指導することが既に実践されていたため、
学習指導要領の改訂への移行は順調に行われた。
　また、「看護の本質を理解させる」との文言に込
められた看護に従事する者としての大切な精神面
の充実を図ることについては、教材の研究及び工

夫をはじめ、生徒の体験学習などをとおして取り
組まれることとなった。
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　昭和���（����）�年の改訂と教科の目標は同じであり、
科目構成についても表���のように基本的に変わら
ないが、社会の情報化の進展に対応し、看護の分野で
コンピュ－タを活用する基礎的な能力を養うため「看
護情報処理」が新設されるとともに、高齢化の進展に
対応し、老人看護や福祉に関する内容の充実を図るた
め、「成人看護」の教育内容が充実された。
　また、「看護臨床実習」の目標に「問題解決の能力
を養う」の文言が加えられ、その趣旨が生かされる配
慮が求められた。
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　看護の本質を理解させるには、「看護の心」を育てる
ことが大切である。府立白菊高校の科目内実習におい
ては、①生徒が患者体験を積み重ねられるような実習
計画であること。②生徒の患者体験による感想文及び
意見を尊重する授業展開であること。③臨床場面に近
い場面設定であることに重点が置かれて実施されてきた。
　また、看護臨床実習の重点課題として、①社会生活
における基本的な態度・言葉使いを身に付けさせるた
めには、どのような指導内容が必要か。②現場で実際
に行動できるためには、校内ではどこまで実習させる
か。③現場実習の目標を明確化し、効果的にするため
には、臨床実習指導者との打ち合わせの時期及び内容
をどのようにすべきかがあげられている。
　このほか、平成元�（����）�年の学習指導要領の改訂に
より看護臨床実習の中に老人ホ－ム実習が含まれるよ
うになった。
　なお、表���は、看護臨床実習の受け入れ先を示し
たものである。
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　保健婦助産婦看護婦養成所指定規則では、看護教
科の中で医師による講義を受けなければならない指

導項目が定められている。しかし、医師は授業日を
週の内�～�回しかも午後のみという場合が多く、
その上、多いときには��余人の医師が必要であるた
め、その確保と各学年�学級で合計��学級の授業時
間の調整に大きな労力が掛けられてきた。
　さらに、平成���（����）�年度から、本府の経済に属
する医師の確保が困難となったため、堺市医師会の
協力を得て、医師の確保が図られたが、困難を窮め
�月当初までに確保できることは稀であった。
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　看護の専門教科では、看護婦有資格者で高校の
「保健」の教員免許状を有する者が「教諭」として
採用されていた。その後、昭和���（����）�年の教員免
許法の改正により、「看護」の教員免許が新設され、
大学の看護教員養成課程修了者又は文部省の資格認
定試験合格者に付与されることとなった。
　また、教員免許状を有しない看護婦は「助教諭」
として採用されていたが、�年の在職年数と規定の
��単位の修得により、高校「保健」の教員免許が取
得できるようになり、教諭に任用される道が開かれ
た。このため、府教育委員会は、昭和���（����）�～��
�（����）�年に大阪教育大学の指導のもと、��単位の認
定講習を開講した。その結果、当時の看護科教員の
ほぼ全員が「教諭」の資格を有するに至った。
　なお、伝染病院・精神病院・リハビリテ－ション
施設・老人ホ－ムの見学実習は別途に実施された。
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　昭和���（����）�年�月に文部省は、「高等学校の衛生
看護およびこれに準ずる学科における産業教育実験実
習施設・設備充実参考例」を示し、国庫補助を始めた。
　府立白菊高校においては、昭和���（����）�年度からこ
れに基づいて、施設・設備の充実が図られてきた。し

かし、医療技術の進歩に伴い、器械器具が次々と改良
され、現実にそぐわないものが多く見受けられるよう
になった。このため、施設・設備の最新化が強く求め
られるようになり、ベッド、モデル人形、赤ちゃん人
形、洗髪車、患者輸送車、コンピュ－タ等が重点的に
整備された。�

�
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����������������������������������昭和��年度
施設名

大阪府立病院

大阪赤十字病院

大阪厚生年金病院

関西電力病院

大 手 前 病 院

長吉総合病院

大阪逓信病院

国立大阪病院

住 友 病 院

大阪労災病院

市 立 堺 病 院

新 千 里 病 院

大阪市立大学
付 属 病 院

済 生 会
富 田 林 病 院

松 下 病 院

大 阪 府 立
羽 曳 野 病 院

大阪船員保険病院
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��������������������平成元年度
施設名

府立特別養護老人ホーム富美ヶ丘荘

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 陵 東 館

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 年 輪

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 萬 寿 苑

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 寿 里 苑

特別養護老人ホーム長吉�（旧喜連）�

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 寿 光 園

藤 井 寺 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム

老人保健施設枚岡の里特別養護老人ホーム福寿苑

老人保健施設ライフケア・中津�中津特別養護老人ホーム喜久寿園

ひらかた聖徳園特別養護老人ホーム

特別養護老人ホームグルメ杵屋社会貢献の家

豊中市立老人保健施設かがやき

富田林市ケアセンターけあぱる

医真会八尾介護老人保健施設あおぞら

老 人 保 健 施 設 松 柏 苑

頌徳会老人保健施設ソルビラージュ

堺市医師会介護老人保健施設いずみの郷

恒尚会介護老人保健施設クローバー悠園
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年度
施設名

��������������������平成元������

大阪府立病院

大阪赤十字病院

大阪厚生年金病院

関西電力病院

大 手 前 病 院

長吉総合病院

大阪逓信病院

国立大阪病院

住 友 病 院

大阪労災病院

市 立 堺 病 院

新 千 里 病 院

大阪市立大学
付 属 病 院

済 生 会
富 田 林 病 院

松 下 病 院

大 阪 府 立
羽 曳 野 病 院

大阪船員保険病院

小 松 病 院

大阪府立身体障害者
福祉センター病院

国立泉北病院

医 真 会
八尾総合病院

済生会泉尾病院

行岡医学研究会

八 尾 徳 洲 会
総 合 病 院

大阪府立母子保健
センター（母性）

聖バルナバ病院
（母　　　　性）

耳原総合病院
（母　　　　性）

近畿大学付属病院
（母　　　　性）

大阪警察病院
（母　　　　性）

浅 香 山 病 院

阪 本 病 院

小 阪 病 院

茨 木 病 院

大 阪 市 立
桃山伝染病院
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　府立白菊高校の創設時の昭和���（����）�年度における
衛生看護科の競争率は、�学級��名の生徒募集人員に
対し、志願者数は���人で、����倍という高倍率となっ
た。次年度から、生徒募集人員は�学級���名となっ
たが、平成���（����）�年の閉校まで定員を下回ることは
なかった。昭和���（����）�年度の看護専攻科の廃科に伴
い、昭和���（����）�年度から衛生看護科は�学級増とな
り、�学級���名の生徒募集人員となった。
　また、平成��（����）�年の入学者選抜制度の変更によ
り、専門学科第一次入学者選抜と一般入学者選抜の�

回の試験が行われ、専門学科第一次入学者選抜で��％、
残りの��％を一般入学者選抜で合格させる方式がとら
れたが、専門学科第一次の競争率は常に�倍を超えた。
　さらに、平成��（����）�年度から、専門学科第一次入
学者選抜ですべての生徒募集人員を合格させる方式と
なり、競争率は一層高くなった。
　なお、閉校に至る最後の生徒募集人員は、進学先等
のことを考慮して、�学級���名となった。
　表���は、開校から閉校に至るまでの生徒募集人員
の推移を示したものである。
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（注）平成�・平成�（����・����）年度の併用は、専門一次選抜と一般選抜の双方

の方式がとられたことを示す。
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　府立白菊高校においては、昭和���・���（����・����）
年度の文部省研究指定校として、研究題目「看護実習
における効果的な学習指導について」の研究活動が�
年間行われた。
　研究活動の内容は、①校内実習の目標・指導内容・
指導上の留意事項をまとめた「校内実習年間指導計画」
の作成　②校外実習（病院実習）の目標・指導内容・
実習項目（各科別）自己評価表などをまとめた「看護
実習必携」の作成　③研究授業として取り上げた看護

実習に関する実践活動についての研究協議の実施　④
実習項目の到達目標を�～�にしぼり、その目標に到
達するためにはどのような動作・技術が身に付いてい
なければならないかのチェックリストの作成であった。
　また、看護実習の際にチェックリストを生徒に持参
させ、自己評価及びグル－プ活動の討議資料として活
用させた。
　なお、この研究活動の最大の成果は、看護実習の到
達目標をより具体化し、明確にしたことと、生徒が
チェックリストを活用し、実習効果を高めたことで
あった。

�
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　衛生看護科の教員は、昭和���（����）�年度から、学習
指導要領による教育課程の実施上の諸問題を研究協議
し、学習指導の改善に資することを目的とした府教育
委員会主催の教育課程研究集会に参加している。
　その際の全国の研究課題等は、次のとおりである。

��������	
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　「看護科の目標を達成させるためには、教育課程の
編成や各科目の指導計画の作成、学習指導の在り方な
どをどのように工夫すればよいか。」という全国共通課
題をもとに、本府では、「看護実習における生徒の主体
的な学習を促進させるためには、指導の在り方をどの
ように工夫すればよいか。」が発表され、「注射法」、「手
術室の看護」、「沐浴指導」などについて研究協議が行
われた。

��������	�
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　「看護実習はどのような内容をどのように指導した
らよいか。」という全国共通課題をもとに、本府では①
「基礎看護実習と成人・母子看護実習との関連付けを
どのようにすればよいか。」②「『看護実習』の中の、
基礎看護の内容の重点の置き方をどのようにすればよ

いか」③「基礎看護における基本的事項の定着を図る
ためには、指導の在り方をどのように工夫すればよい
か。」について発表が行われた。

��������	
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　全国共通課題は前年度と同じであったが、本府では、
「成人看護実習において、基本的事項の定着を図るた
めには、指導方法をどのように工夫すればよいか。」に
ついて発表が行われた。

���������	
���
�

　全国共通課題は前年度と同じであったが、本府では、
「校内実習及び病院実習において成人看護をどのよう
に指導すればよいか。」について発表が行われた。
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　全国共通課題は前年度と同じであったが、本府では、
①「母子看護について、基本的事項の指導の徹底を図
るためには、どのように内容を精選し、指導方法を改
善すればよいか。」②「母子看護実習と看護に関する
他の科目との関連付けをどのようにすればよいか。」③
「校内実習及び病院実習において、母子看護をどのよ
うに指導すればよいか。」について発表が行われた。
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　全国共通課題と同じ「『基礎看護』の学習を効果的
に進めるためには指導計画及び指導方法などをどのよ
うに改善したらよいか。」について、本府においても発
表が行われた。
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　全国共通課題と同じ「学ぶ心を育成する看護教育－
新時代の養成に対応できる看護者を育成する指導法
－」について、本府においても発表が行われた。
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　全国共通課題と同じ「社会の進展に対応した看護教
育を考える。－情報化、高齢化、並びに医療技術の進
歩に対応した看護者を育てる指導法の研究－」につい
て、本府においても発表が行われた。
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　全国共通課題と同じ「新しい時代に対応した看護教
育を考える。－学ぶ心と実践力を育成する指導法の研
究－」について、本府においても発表が行われた。
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　全国共通課題と同じ「時代の要請に応える看護教育
を考える。－学ぶ心と看護の心を育成する指導方法の
研究－」について、本府においても発表が行われた。
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　全国共通課題と同じ「社会の期待に応える看護教育
を考える。－豊かな心を持ち、自ら学び社会の変化に

主体的に対応できる能力を育てる指導方法の研究－」
について、本府においても発表が行われた。
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　全国共通課題と同じ「��世紀を担う看護教育を考え
る－豊かな感性と自ら学び考え、判断できる力を育て
る指導法－」�について、�本府においても発表が行われた。
　府立柴島高校及び府立松原高校に配属された看護教
員が参加した。
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　全国共通課題と同じ「ゆとりの中で、生きる力を育
む看護教育を考える。－生徒の実態と制度改革を踏ま
えて－」について、本府においても発表が行われた。
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　全国共通課題と同じ「��世紀を担う看護職者に求め
られるもの－看護する心を育てる指導法－」について、
本府においても発表が行われた。
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　全国共通課題は「新世紀、新制度、新教育課程に対
応した特色ある看護教育の在り方－豊かな感性、看護
の心を育む看護教育を求めて－」であった。
　本府においては、府立白菊高校を中心とした最後の
教育課程研究集会となったため、「平成��������年�
月��日付け高等学校学習指導要領『看護』の規定の一
部改正」、「指導計画の作成に当っての配慮事項」、「教
科基礎看護の評価の観点と評価規準について」の研究
協議が行われた。
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　昭和���（����）�年に府立白菊高校において、初めて近
畿高等学校看護教育研究協議会が開催された。しかし、
その後、諸般の事情により一時中断されていた活動が、
昭和���（����）�年�月の全国看護高等学校長協会近畿支
部の規約の整備に伴い、再開された。昭和���（����）�年
�月に学習指導要領の改訂に当たり、改めて、第�回

目の会合が府立白菊高校で開催された。参加校は、大
阪府（府立白菊）、滋賀県（県立八幡）、奈良県（県立
北和女子・奈良文化女子短期大学付属）、兵庫県（県
立新宮・県立日高）、和歌山県（県立南紀）、京都府�（聖
家族：現京都聖カタリナ女子・日星）�の�校であった。
　なお、表���は近畿高等学校看護教育研究協議会の
活動内容を示したものである。
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　職業教育のいずれの分野にも共通することであるが、
教員の現場研修は欠かすことのできない大切なもので
ある。本府では、文部省の産業教育内地留学生として
衛生看護科の教員を毎年�人程度病院へ派遣し、その
研修成果を教育現場に生かす努力が行われてきた。昭
和���（����）�年度から大学・短期大学へも派遣し、資質
の向上と指導内容の充実が図られてきた。現在までに
衛生看護科教員��人が病院や大学・短期大学へ産業教
育内地留学生として派遣されている。
　また、文部省・厚生省・日本看護協会が、衛生看護
科教員及び臨床指導者に対して実施している長期及び
短期講習会に毎年積極的に参加し、医療界の進歩発展

に対応できるよう研鑽を積んでおり、府教育委員会か
ら派遣された長期講習会参加者は�人となっている。
　さらに、衛生看護科教員全体の実技の向上を図るた
め、府教育委員会主催で毎年�回開催されている実技
研修会にも参加している。昭和���（����）�年には、日本
赤十字社の救急法についての講習に参加し、参加者全
員が救護者の資格を取得した。
　このほか、平成元�（����）�年改訂の学習指導要領によ
り導入された科目「看護情報処理」に対応するため、
府教育センタ－で開催されているコンピュ－タ関係の
研修会に毎年参加し、必要な技術の習得が行われた。
毎年夏には、コンピュ－タの指導者を招聘し、校内研
修も行われた。
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　府立白菊高校は、前述のように昭和��・���（����・
����）年度に文部省の研究指定校となった。看護実習
の到達目標をより具体化し、明確にするために活用さ
れた「チェックリスト」は、その際の研究成果の一つ
である。平成��（����）�年度には、「コンピュ－タ使用
の看護教育」の研究活動が行われた。
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　衛生看護科の教員は、各種研究集会・研究協議会等
にも積極的に参加し、資質の向上に努めた。

　その主なものとして、近畿高等学校看護教育研究協
議会、全国看護高等学校研究協議大会、日本看護学校
協議会主催の教育研究会がある。
　なお、平成���（����）年度及び平成���（����）�に�文部科
学省主催の新産業技術等指導者養成講習が、府立白菊
高校で開催された。
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　府立白菊高校においては、教員のグル－プ及び個人
による研究が熱心に行われた。府教育委員会主催等の
論文の募集にも積極的に応募し、多くの者が優秀論文
として入選した。�
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　准看護婦制度の見直し問題は、昭和���（����）�年に当
時の府立白菊高校の和田昇校長が全国看護高等学校長
協会の理事長をつとめ、厚生省健康政策局主催の看護
制度検討委員会の委員として出席したときから始った。
　その後、平成��（����）�年��月の厚生省の「准看護婦
問題調査検討委員会」報告に「現行の准看護婦養成課
程の内容を、看護婦養成課程の内容に達するまでに改
善し、��世紀初頭の早い段階を目途に、看護婦養成制
度の統合に努めること。」と記された。
　このため、平成���（����）年度及び平成���（����）�年度
に府教育委員会に「白菊高等学校の在り方検討委員会」
が設置され、看護制度等について検討が行われた。
　平成���（����）�年��月には、保健婦助産婦看護婦学校
養成所指定規則の一部省令改正の公布が行われたが、
その内容の主なものは、次のとおりである。
①准看護婦学校養成所として平成���（����）�年�月か
ら専門科目の�年間の履修時間を現行の�����時間
から�����時間の履修とする。
②平成���（����）�年度入学者の知事試験である准看護
婦資格試験は、現行カリキュラムで受験可とする。
　これを受けて、府教育委員会において検討が重ねら
れ、①衛生看護科のままで准看護婦養成施設として存
続した場合、准看護婦の資格に必要な授業時間数が、
現行の�����時間から�����時間へと���時間の大幅増
となる。②平成��（����）年度から学校週五日制が完
全実施されることから、この増加分は�か月分の授業
日数増に当たり、現状の衛生看護科のままで対応する
ことは、生徒に大きな負担を与えることになる。④府
立白菊高校の生徒は、准看護婦にとどまらず、看護婦
資格を得るために、卒業後ほとんどの生徒が上級学校
への進学をめざしているが、進学に必要な国語や数学、
英語等の普通科目の履修の割合がさらに少なくなり、

上級学校への進学がますます困難な状況となるなどの
問題等が出された。このため、看護の高等専門学校化
などあらゆる可能性について検討が行われた。その結
果、①�年間一貫教育を実施しても、卒業の認定は高
校卒業資格のため、進学や就職に不利になる。②府立
高校全体では看護婦をめざす者が年間約�����人であ
り、府立白菊高校卒業者は���人で、全体の�％を占め
ているに過ぎないことなどを慎重に検討しながら、同
窓会、ＰＴＡ、現・旧教職員等へも十分情報を提供す
ることなどをとおして、結局生徒募集停止という案を
考えるに至った。
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　前述のような検討の結果を踏まえ、府教育委員会に
おいて、「平成���（����）�年度から施行される制度改正
に伴い、府立白菊高校を准看護婦養成施設として存続
させることは困難であり、同年度から生徒募集停止と
する」と決定された。
　また、同時に看護系の系列を持つ総合学科を府立堺
東高校に設け、平成���（����）�年度に生徒募集を開始す
るほか、看護系の上級学校への進学に対応した教育課
程を実施することを、中学校に積極的に提供すること
となった。
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　平成���（����）�年�月に府教育委員会、病院、同窓会、
旧教職員など多数の関係者の列席のもと、府立白菊高
校の閉校式典が挙行された。
　昭和���（����）�年の開校以来、衛生看護科�����人、看
護専攻科���人、計�����人の卒業者を看護界に送り出
した。卒業生は当校で培われた「看護の心」を忘れる
ことなく、今もなお、日本のみならず、アメリカやカ
ナダ、オ－ストラリアなど海外の看護界や福祉の世界
で活躍している。
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　本府において、産業教育に関する学科を設置してい
る高校は表����のように延べ��校あるが、�昭和���（����）
�年の産業教育���年当時に比べ、約��％減少している。
　この要因は、社会の急激な進展と高学歴志向、少子
化のほか、生徒のニーズなどが重なり、進路選択が多
様化してきたものと考えられる。
　このような状況に対応するため、公私立の各職業高
校においては独自の改革が進められている。�特に、�私立
高校では、�早くから独自の特色ある教育内容が導入さ
れ、�とりわけ、職業高校においては専門学科の生徒募
集人員の削減や学科の廃止などが進められ、普通科の
高校へと改編されており、新たに通信制の課程の高校
や学科が新設されているものの、単独の職業高校は激

減している。
　一方、公立の職業高校では、生徒のニーズに合わせ
た特色ある学校づくりが進められ、独自の教育内容を
持つ専門学科、総合学科をはじめ、単位制高校へと改
編・整備されている。
　また、小規模校については、機能統合などを行い、
特色ある教育活動を他校に継承・発展させている。
　なお、表���は産業教育に関する学科を設置してい
る高校の状況、表���は産業教育に関する学科を設置
する高校の卒業者総数、表���～�は産業教育に関す
る学科を設置する高校別の卒業者総数、表���は産業
教育関係法令の変遷、表���は本府の産業教育関係の
学校名の変遷を示す。
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（注）�　延べ��校の中には、�校で複数の種別（工業・商業・福祉・家政）にカウントしたものも含む。

　　　�　数値は、平成��������年�月現在のものを示す。
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（注）�　府立は大阪府立、市立は大阪市立を示す。

　　　�　学校名の（　）印は、昭和��（����）年以降に産業教育に関する学科の生徒募集を停止した学校を示す。

　　　�　隔週は隔週定時制の課程を示す。

　　　�　本表は、大阪府教育委員会、大阪市教育委員会、大阪府生活文化部私学課の提供資料に基づいて作成した。
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（注）�　卒業者数は、大阪府産業教育���年記念誌に掲載されている数値に、各学科の以後��年間の卒業者数を合算した平
成��年（����）�月現在のものを示す。

　　　�　盲・聾・養護学校の卒業者数は、含まれていない。
　　　�　府立は大阪府立、市立は大阪市立、衛星都市立は東大阪市立・堺市立・岸和田市立を示す。

（注）�　各学校の卒業者数は、大阪府産業教育���年記念誌に掲載されている数値に、各学校の以後��年間の卒業者数を合
算した、平成��（����）年�月末現在のものを示す。

　　　�　学校名の（　）印は、産業教育に関する学科の生徒募集を停止した学校を示す。
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（注）�　各学校の卒業者数は、大阪府産業教育���年記念誌に掲載されている数値に、各校の以降��年間の卒業者
数を合算した、平成���（����）�年�月末現在のものを示す。

　　　�　学校名の（　）印は、産業教育に関する学科の生徒募集を停止した学校を示す。
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（注）各学校の卒業者数は、大阪府産業教育���年記念誌に掲載されている数値に、各学校の以後��年間の卒業者数
を合算した、平成��（����）年�月末現在のものを示す。
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（注）�　各学校の卒業者数は、大阪府産業教育���年記念誌に掲載されている数値に、各学校の以後��年間の卒

業者数を合算した、平成��（����）年�月末現在のものを示す。

　　　�　学校名の（　）印は、産業教育に関する学科の生徒募集を停止した学校を示す。
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（出典：大阪府産業教育���年史）

（注）　府立は大阪府立、市立は大阪市立を示す。
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（注）�　府立は大阪府立、市立は大阪市立を示す。

　　　�　本表は、�主として大阪府産業教育���年記念誌に掲載されている学校名の��年後の平成��（����）年現在の状況を示す。
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　��大阪府立工業高等専門学校の変遷
　��大阪府立工業高等専門学校の現状
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　��教育方針
　��教育課程
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　��産官学連携活動
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　��高校からの編入学
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　新しい学校制度としての高等専門学校は、文部省に
より昭和���（����）�年�月に「学校教育法の一部を改正
する法律案」が第��回通常国会に提出され、可決成立
後の同年�月に法律第���号をもって公布施行され、
昭和���（����）�年度に発足した。
　その後、制度的な変遷のもとになる高等専門学校設
置基準が、文部省令により昭和���（����）�年�月、��
�（����）�年�月、���（����）年�月、���（����）�年�月の�
回にわたって一部改正されたが、発足当初の制度は変
わらなかった。制度的に大きな変化が生じたのは、平
成��（����）�年�月に文部省令第��号が公布され、同年
�月から施行された高等専門学校設置基準の大綱化に
よる制度の弾力化であった。その主な内容は、次のと
おりである。
①　高等専門学校における教育研究活動等の状況に　
　ついての自己評価等の努力義務化
②　専攻分野を教育するため組織化された学科の位　
　置付けと、学科の種類の自由度の拡大
③　異なる学科の学生による混成した学級編成
④　年間の授業期間規程の変更
　　�（授業日数から週数規程への変更）
⑤　課程修了認定要件の緩和

⑥　高等専門学校以外の教育施設等における学修等　
　の単位の修得
　また、平成���（����）�年�月に文部省令第��号が公
布・施行され、多様なメディアを高度に利用した授業
を高等専門学校設置基準上の授業方法として位置付け、
制度の弾力化が図られた。
　続いて、平成���（����）�年�月に文部省令第��号が公
布・施行された。これにより、平成��（����）�年の公布・
施行で努力義務化されていた高等専門学校における教
育研究活動等の状況についての自己点検及び評価の公
表が義務化され、教育内容等の改善のための組織的な
取り組みが努力義務化された。
　さらに、平成��（����）�年の「学校教育法の一部を改
正する法律」の施行に伴い、高等専門学校における自
己点検及び評価の実施並びにその結果の公表が、学校
教育法において規定されるようになった。
　このほか、平成���（����）�年�月に「学校教育法施行
規則の一部を改正する省令」及び「学校教育法第��条
の�第�項に規定する基準を適用するに際して必要な
細目を定める省令」が公布され、いずれも同年�月か
ら施行された。これにより、高等専門学校は、�年ご
とに大学評価・学位授与機構による機関別高等専門学
校評価の�「認証評価」を受審しなければならなくなった。
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　昭和���（����）�年度の国公私立の高等専門学校��校の
設置に始まり、その後、逐次全国各地に増設され、平
成���（����）�年度現在、高等専門学校数は国立��校、公
立�校、私立�校、計��校となっている。卒業者数は、
図����のように�������人を数え、産業界の第一線の
技術者として活躍している。
　また、高等専門学校の卒業者には、国公私立大学へ
の編入学の道が開かれており、平成���（����）�年度現在、
豊橋及び長岡技術科学大学をはじめ、東京大学、北海
道大学など定数枠があるものが��大学、京都大学、東
北大学など定数枠のないものが���大学ある。これら

の大学への編入学による進学者数は、������人となっ
ている。
　しかし、昨今、社会の急速な変化や国際化などによ
り高等専門学校を取り巻く環境が大きく変わってきて
おり、このため、事前規制から事後チェックへという
規制改革の中で、高等専門学校に対する国の関与のあ
り方の見直しが行われた。その結果、平成���（����）�年
度に設置された沖縄高等専門学校を含めた国立��校の
高等専門学校は、平成���（����）�年�月に一つの独立行
政法人国立高等専門学校機構に改編され、高等専門学
校の裁量の拡大並びに一層の個性化、活性化、教育研
究の高度化が推進されている。
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　昭和���（����）�年�月に府立高専門を設置するための
認可申請書が文部省に提出され、同年��月に機械工学
科�学級、電気工学科�学級、入学定員���名の設置が
認可された。同時に大阪府立工業高等専門学校条例が
公布され、府立高専の設置が決定された。
　また、昭和���（����）�年��月に工業化学科�学級及び
土木工学科�学級の設置が認可され、ここに入学定員
���名の府立工専の形態が確立された。続いて、平成
��（����）�年��月に機械工学科�学級の内、�学級をシ
ステム制御工学科へ学科改編することが認可されると
ともに、平成��（����）�年�月に電気工学科が電子情報
工学科、土木工学科が建設工学科にそれぞれ学科改編
された。

　その後、府立高専においては、アンケート調査及び
有識者の意見から、産業界の「ものづくり」に係わる
企画・設計・生産におけるリーダー的資質を備えた人
材の育成をはじめ、社会情勢の変化に伴う複合化・融
合化する産業技術に対応した技術者教育の展開を求め
られていることを認識するところとなった。
　このため、平成���（����）�年度から平成���（����）�年度
にわたって、府教育員会と連携を図りながら教育改革
について検討が重ねられ、平成���（����）�年度から学科
改編及び専攻科が設置されることとなった。
　施設等は、昭和���（����）�年度の第�期工事から��
�（����）�年度の第�期工事の図書館建設まで順次進めら
れ、整備された。
　さらに、技術の高度化に対応するため“リフレッ
シュ府立高専”が計画され、平成��（����）�年度に情報
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処理、材料科学分野の最新設備を備えた共同教育研究
センターが整備され、これらの分野の技術者教育が行
われるようになった。
　なお、これらの充実した施設設備のもと平成��

�（����）�年度現在、卒業者数は�����人となっており、昭
和���（����）�年度から平成���（����）�年度までの進路状況
等の推移は、図����及び表����のとおりとなっている。
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�（注）�昭和��年度から平成�年度までは、機械工学科�学級、電気工学科�学級、工業化学科�学級、土木工学科�学級の卒

　業者の合計値、平成�年度からは機械工学科�学級、システム制御工学科�学級、電子情報工学科�学級、�工業化学科�学

　級、建設工学科�学級の卒業者の合計値を示す。
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　府立高専は、�高度経済成長期の昭和���（����）�年に開
校されて以来、�実践的技術者を育成する高等教育機関

として社会的貢献が果たされてきた。
　�なお、学生定員、教職員の現員数、校地及び建物の
面積は表����～�のようになっている。
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 （注）数値は平成��（����）年�月現在のものを示す。
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 （注）数値は平成��（����）年�月現在のものを示す。

 （注）数値は平成��（����）年�月現在のものを示す。
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　近年の科学技術の急速な進歩、情報化、グローバ
リーゼーションの進展は、我が国の産業構造や就業構
造に大きな変化をもたらし、技術者に求められる質や
役割も大きく変化している。
　このような現状を踏まえ、我が国の技術者教育につ
いて、国際的な同等性を確保することを目的に、平成
���（����）�年に日本技術者教育認定機構（以下「�����」）
が発足した。
　また、本府においては、全面的な構造改革を進める
ため、府行財政計画（案）が平成���（����）�年�月に策
定され、この中で府立高専について、「府の大学や試験
研究機関等との連携のもと、産業教育の変化や生徒の
ニーズ、進路の多様化に対応した高等教育機関として
の将来展望を視野に入れ、今後とも府が設置する必要
性も含め、機能のあり方について検討を行う。」ことが
示された。
　これらの要請に応えるため、府教育委員会は、府立
高専を設置する必要性も含めたあり方について検討す
ることを目的に、外部の専門家で構成する「府立工業
高等専門学校あり方検討会議」�座長：大阪大学・神戸
大学名誉教授　岩田一明�を設置し、平成���（����）�年
�月に報告を受けた。
　この報告の中で、「我が国が今後とも科学技術創造
立国をめざす一環として、発想力豊かな実践的技術者
が必要であり、府立高専は、実践的技術者養成機関と
しての要請が極めて高く、今後は、社会情勢の変化等
に対応し、社会や府民にとって魅力ある学校づくりを
進め、次の二つのミッションを明確にして、検討する
必要がある。」と示された。
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　高等専門学校での教育は、技術者としての基礎教育
を徹底し、卒業後、企業等における即戦力としての実
力を涵養できる教育をめざすべきである。府立高専は
創造力のある実践的な技術者を養成する教育重視の高
等教育機関としての存続の意義がある。
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　府立高専の社会への貢献については、企業等の社会
的ニーズに対応した技術者教育を行うとともに、起業
家精神を持った人材を社会に送り出すこと。また、府
立高専の施設設備や蓄積された教育研究の成果を生か
して、府民に広く貢献することや産学交流等の推進が
望まれる。

　その後、府教育委員会からは、「府立工業高等専門学
校あり方検討会議」の提言の趣旨を踏まえた今後の府
立高専の将来像と改革に向けた具体的な取り組みとし
て、「府立工業高等専門学校改革計画」が平成��（����）
年�月に示された。
　具体的には、平成���（����）�年�月に本科として�学
科�コースの総合工学システム学科（機械システム
コース、システムデザインコース、メカトロニクス
コース、電子情報コース、物質化学コース、環境都市
システムコース）の改編、専攻科として�専攻�コー
スの総合工学システム専攻科（機械工学コース、電気
電子工学コース、応用化学コース、土木工学コース）
の設置願が、文部科学省に出された。
　なお、入学定員は、本科に���名、専攻科に��名で、
それぞれ一括募集となっている。
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　府立高専の教育は、深く専門の学芸を教授し、職業
に必要な能力を育成するとともに、技術革新や産業・
社会・経済構造の急速な変化並びに政治・経済・産業
などの国際化に伴う社会からの要請に応えるために、
次の教育目標の能力と素養を備えた実践的な技術者を
養成することを目的としている。
�　豊かな人間性そなえ、地域社会及び地球環境に関
　心を持ち、技術者としての社会的責任を自覚して行
　動することができる。
�　体験的学習に基づいて修得した工業技術者として
　の基本的なスキルと専門分野の基礎・基本をもとに、
　産業及び技術活動において、創造性を発現し、主体
　的に取り組み、課題を解決することができる。
�　時代の変化に応じて自己学習を行い、新たな課題
　に積極的に挑戦し、問題の発見、問題設定、分析・
　解析、問題解決及び評価の各過程で総合的に対応す
　ることができる。
�　国際的に通用する技術者としての素養を持ち、論
　理的に思考し、自己表現とコミュニケーションがで
　きる。
�　与えられた種々の条件のもとで、技術課題の遂行
　に経営管理的な思考をすることができる。
　また、平成���（����）�年度に専攻科が設置されること
に伴い、本科の�、�年次の教育課程と専攻科の教育
課程とを合せて、「総合工学システム」という教育プロ
グラムが編成されている。
　さらに、この教育プログラムは、ＪＡＢＥＥの「融
合複合・新領域」分野の審査に適合するような教育課
程に編成されているとともに、次の�点の学習・教育
目標が掲げられている。
Ａ　地球社会の中で技術者の役割や責任を認識する能力
　（Ａ��）技術が自然環境や人間社会に及ぼす影響に
　　ついて、多面的に理解し、説明することができる。

　（Ａ��）社会のしくみや文化、及び国際的な相互関
　　係について理解し、説明することができる。
　（Ａ��）技術者としての社会的責任を自覚して行動
　　ができる。
Ｂ　数学・自然科学、情報の基礎知識を総合・応用す
　る能力
　（Ｂ��）数学や自然科学の知識を総合して基礎的な
　　課題を解決することができる。
　（Ｂ��）コンピュータを使って基礎的な解析やデー
　　タ処理ができる。
Ｃ　ものづくりの基礎の修得と総合化能力
　（Ｃ��）ものづくりの基礎となる技術を身に付け、
　　実践することができる。
　（Ｃ��）現場におけるものづくりの全工程の役割を
　　体系的に理解することができる。
　（Ｃ��）ものづくりをとおしてデザイン能力を養い、
　　設計仕様を作成することができる。
　（Ｃ��）ものづくりの各分野における工学システム
　　を理解することができる。
Ｄ　日本語及び英語のコミュニケーション能力
　（Ｄ��）�日本語で口頭発表や議論をすることができる。
　（Ｄ��）日本語で論理的な文章を作成することがで
　　きる。
　（Ｄ��）英語による情報を理解することができる。
　（Ｄ��）英語で日常会話や基本的な文章の作成がで
　　きる。
Ｅ　主体的に学習し、計画的かつ組織的に仕事を遂行
　する能力
　（Ｅ��）作業計画を作成し、それにしたがい作業を
　　進めることができる。
　（Ｅ��）異分野の技術者と協力し、問題を解決する
　　ことができる。
　なお、これらの学習・教育目標は、シラバスに記載
され、学生に周知徹底が図られている。
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　現行の教育課程は、平成���（����）�年度から設置され
る専攻科の教育課程にも接続できるように前述の教育
方針に基づいて編成されている。授業科目は、各学科

に共通する一般科目と学科ごとの専門科目で構成され
ているが、このほかに�年次から�年次においては週
�時間の特別活動が設定されている。
　なお、表����は、学校の教育目標に基づいて作成さ
れた教育課程の枠組みを示したものである。
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　情報教育のための施設として、共同教育研究セン
ターの情報処理部門がある。この部門のＩＰ、ＣＡＤ、
ＣＡＩ演習室にコンピュータがあり、これらの室の維
持管理のために学校技師及び事務職員が常駐し、情報
教育・研究の支援が行われている。
　また、電子情報工学科に、情報技術実習室が設置さ
れており、学科専用のコンピュータで情報教育が行わ
れている。
　情報処理部門では平成���（����）�年�月に新システム
に更新がされたが、主な特長は次のとおりである。
①　ネットワーク機能の強化：情報処理部門内のＩ
　Ｐ、ＣＡＤ、ＣＡＩ演習室のクライアントコンピ
　ュータに対し、それぞれサーバーコンピュータが
　設けられ、各クライアントコンピュータ同士がネ
　ットワーク化され、さらに、サーバーコンピュ
　ータを通じて、センタースイッチングハブで学内
　ネットワークに接続されている。同様に、コンピ
　ュータルームの演習ワークステーション群にもフ
　ァイルサーバー用コンピュータが設けられ、学内
　ネットワークに接続されている。また、各学科、
　各部署のコンピュータは、�ほとんどが光ケーブル
　網で学内ネットワークに接続され、センターサー
　バーコンピュータに登録されている。このように、
　府立高専にあるほとんどのコンピュータ群が高速
　回線でネットワーク化されている。
②　インターネット接続の強化：外部接続用サー
バーコンピュータ�台が設けられ、�������の専
用回線を通じて外部プロバイダーのほか、ファイ
アーウォールサーバーコンピュータを通じて、学
内ネットワークに接続されている。さらに、より
高度なインターネット機能を持たせるために、各
学科、部署用としてセンターメールサーバー、各
演習室用としてインターネット教育用サーバーが
設けられ、これにより各学科、部署、情報処理部
門内の各演習室のコンピュータから、インター
ネットにアクセスすることが可能になっている。
特に、インターネット教育用サーバーの導入より、

すべての学生に電子メールを使用させ　ることや、
学術ネットワーク（ＯＲＩＯＮ）にも　既設回線
を通じて接続が可能になっている。

　③　情報処理教育及びコンピュータ支援教育の強　
　　化：各演習室に最新のコンピュータとソフトが導
　　入されたことで、従来のプログラミング教育をは
　　じめ、英語の授業をコンピュータを用いて行うと
　　いうコンピュータ支援教育環境が一段と整備され
　　た。特に、ＣＡＤ教室には産業現場でも使用され
　　ているような高機能な設計ソフトが、コンピュー
　　タルームには卒業研究及び教職員研究で使用する
　　ための優れた研究用ソフトが数多く導入された。
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　インターンシップは、平成��（����）�年の「経済構造
の変革と創造のための行動計画」、及び平成���（����）
�年の「教育改革プログラム」において、「学生が在学中
に自らの専攻、将来のキャリアに関連した就業体験を
行うこと」として広い意味で定義している。このよう
な流れの中で、府立高専において平成���（����）�年度か
らは始められたインターンシップは、
①　企業等の現業において就業体験を通じて、より
　確かな就業観を身に付ける。
②　技術に対する社会の要請を知るととも、に学問
　の意義を認識する。
③　学問と産業・施策現場の関連を体験することに
　より自己能力を開発する基礎を養う。
④　技術者としての問題意識を養い、府立高専での
　今後の学習活動に生かす。
などの教育効果があると考えられたため、全学科にお
いて履修が奨励され、実施時期は夏季休業中とされた。
　このようなインターンシップは、平成���（����）�年以
前は「企業実習」といわれていたが、授業科目として
位置付けられ、単位認定がされるようになった。
　学生の参加率は、以前は機械工学科及びシステム制
御工学科においては約��％程度であったが、その他の
学科は低かった。しかし、単位が認定がされるように
なってからは、すべての学科で��％前後となっている。
　なお、�表����にインターンシップの参加状況、�表���
にインターンシップの受け入れ先の状況を示す。�
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　府立高専の教員は、各分野の学会、研究会に所属し、
表����のように教育・研究に関する学術研究に精力的

に取り組とともに、表����のように多くの著書や特許
を出している。
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　高等専門学校教育の質的向上を図るため、さまざま
な研究集会が毎年開催されており、教員は全国の高等
専門学校の教育改善の情報を収集するため、これらの
研究集会に積極的に参加している。その主なものに、
国公私立高等専門学校の教員を対象にした国立高等専
門学校協会主催の全国、西日本地区、近畿東海北陸地
区、近畿地区における高等専門学校教育に対する研究
集会がある。

　また、�全国公立高等専門学校協会主催の学科別協議
会における教科別研究集会があるが、�本研究集会では、
毎年、�与えられたテーマに対して実践報告を行っている。
　さらに、日本工業教育協会や関西工業教育協会高等
専門学校部会の研究集会に参加し、パネルディスカッ
ションで工業教育の取り組みや産官学との連携などに
ついて活発な意見交換を行っている。
　このほか、専門の学術分野の研究集会・講習会・研
修会等にも積極的に参加している。
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　府立高専の産学交流に関する取り組みは、「産官学
の実務者レベルの交流を図る。」という目的で平成�
�（����）�年度から行われている。本格的な取り組みは、
平成��（����）年に共同教育研究センターの材料科学部
門が設置され、この組織を窓口として、受託研究、共
同研究が行われてからである。その後、平成��（����）
�年度に受託研究制度、平成��（����）�年度に共同研究制
度のほか、平成���（����）�年度に教育研究奨励寄付金制
度が整備された。
　しかし、昨今、大学や高等専門学校を含めた高等教
育機関の置かれている環境が大きく変化し、従来の教
育・研究を中心とした存在理由だけでは成り立たなく
なってきた。

　このため、府立高専においては、平成���（����）�年度
に産学交流の積極的な推進を目的とした産学交流推進
室が開設された。
　翌年�月に産学交流推進室主催で第�回大阪府立高
専産官学交流会が開催され、近隣の企業や府市の商工
部、商工会議所などの関係者の参加のもと、活発な意
見交換が行われた。続いて、同年�月に第�回の本交
流会が開催され、以後年�回の割合で実務的な交流の
場が設けられている。
　今後、このような交流会や府内の中小企業のニーズ
調査に基づく技術講習会等の開催をとおして地域産業
への貢献を図り、いかに共同研究や受託研究、教育研
究奨励寄附金の実績を高めるかが課題となっている。
　なお、受託研究及び教育奨励寄付金の実績は、表��
��のとおりである。

���������������������

������������������
����

����������������������������������

��������
������

����

� � � ������������������

��������	
��
�����������

�������

　府立高専に求められている役割の中に「産業や地域
への貢献」があるが、公開講座はその役割を果たすも
のの一つであり、平成��（����）�年度から継続的に開講
されている。その内、共同教育研究センターの材料科
学部門においては、民間企業や市民を対象にした公開
講座が平成��（����）�年度から平成���（����）�年度までは
隔年、その後は毎年開講されている。公開講座のテー
マとしては、府立高専の設備のフーリエ変換核磁気共
鳴装置、熱分析システム、Ｘ線分析装置付走査電子顕

微鏡、�Ｘ線構造解析装置、�高周波プラズマ発光分析装置
などの基礎と応用に関するものが取り上げられている。
　一方、情報処理部門をはじめ、電子情報工学科及び
システム制御工学科の教員による公開講座においては、
教員等を対象にしたワード、エクセルの使用法から
ネットワーク関連の情報教育に関するものが開講され
ている。
　平成���（����）�年度の実施例として、一般社会人を対
象としたものに「社会人のための材料分析入門」、「電
子顕微鏡を利用した材料分析講習会」、「手づくりゴル
フパターをとおした鉄鋼材料の鍛造・熱処理工程体験」、
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小・中学校の体育指導者を対象としたものに「マット
運動～幇助方法～」、さらに、小・中学生及び保護者
を対象としたものに「ロボット教室」、「エンジンの組

み立て」、「ポケコン制御」、「楽しいかがく教室」、「も
のの強さの仕組みを調べる」などがある。

�������	
��
��������������������（単位：人）

 （注）府立は大阪府立、市立は大阪市立、推は推薦による編入学者、学は学力検査による編入学者を示す。
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　府立高専においては、本府の工業高校からの卒業生
を対象にした�年次への編入学制度が昭和���（����）�年
度から設けられている。本制度は、異なった学習歴の
学生が入学することで在校生に与えるインパクトが大
きく、また、工業高校卒業生への進路選択を広げる点
から大きな意義のあるものである。
　学生募集人員については、全学科若干名とし、平成
���（����）�年度までは全学科で��名以内とされていたが、
平成���（����）�年度から各学科で�名以内かつ全学科で

��名以内と拡大された。平成���（����）�年度からは推薦
による編入学制度が導入され、学生募集人員は推薦及
び学力検査で各学科�名以内かつ全学科で��名以内と
して実施されている。
　また、編入学者の進路状況は、平成��（����）�年から
平成���（����）�年の実績で卒業後��％の者が就職、��％
の者がさらに大学へ編入学している。
　なお、表�����は、学科改編後の平成��（����）�年度か
ら平成���（����）�年度までの工業高校からの編入学状況
の推移を示したものである。
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　��技術・家庭科教育の変遷
　��中学校学習指導要領の改訂と教育課程
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　��教員の研究活動
　��研修
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　中学校学習指導要領は昭和��������年告示、昭和
��������年度全面実施に続き、平成元������年、平成
��������年にそれぞれ改訂され、技術・家庭科の内容
も変化してきた。
　平成元������年の改訂では、これに先立って、産業
構造・就業構造の変化、それに伴う社会の変化や生徒
の多様化に対応するため、文部大臣から「高等学校に
おける今後の職業教育の在り方について」の諮問を受
けた理産審は、昭和��������年から�年間にわたって
審議し、昭和�������	年�月に答申を出した。
　この中で、中学校技術・家庭科に関連するものとし
て、職業教育の改善の視点の一つである「産業経済の
変化への対応」としてのエレクトロニクス技術、情報、
サービス経済化の進展などがあった。
　また、「柔軟性を備えた職業人の育成」としての、
基礎・基本を重視し、それを活用することによる問題
解決能力や創造性を持った人材の育成などが取り上げ
られた。
　さらに、普通科における職業教育の充実として、勤
労体験学習における職業科目の活用や職業科目の選択
履修、職業等に関する基礎的な教科・科目の新設など
が強調された。
　このほか、昭和���（����）�年の教課審の答申では、幼
稚園から高校までの一貫性のある教育の必要性が示さ
れ、各学習指導要領では、小学校家庭科、中学校技術・
家庭科、高校家庭科の一貫教育が今まで以上に考慮さ
れた。すなわち、小学校の「被服」、「食物」、「家族の
生活と住居」の内容の上に、中学校で「木材加工」、
「電気」、「金属加工」、「機械」、「栽培」、「情報基礎」、

「家庭生活」、「食物」、「被服」、「住居」、「保育」の��
領域、高校で「家庭一般」、「生活技術」、「生活一般」
の�科目が設定され、これらの領域、科目は、高学年
にしたがって、選択履修されることとなった。
　他方、昭和���（����）�年に批准された「女子に対する
あらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」（女子差別撤
廃条約）の第��条の教育の分野における女子に対して
男子と平等の権利を確保することや、同一の教育課程
による高校家庭科や中学校技術・家庭科の履修が課題
となった。このため、教課審の「…家庭を取り巻く環
境や社会の変化等に対応し、男女が協力して家庭生活
を築いていくこと…」という基本方針を受けて、平成
元������年の改訂では、中学校技術・家庭科の前述の
��領域中�領域をすべての生徒に履修させること、及
び高校家庭科の�科目の内�科目をすべての生徒に選
択履修させ、男女ともに必修という男女同一の教育課
程で指導されることとなった。
　平成��������年の改訂では、社会の急速な変化に対
応して、新たに情報や家庭生活に視点が置かれた。ま
た、今までの作業別分類による分化された「領域」と
いう流れが大きく転換され、大きいまとまりとして、
技術系の技術分野では「Ａ技術とものづくり」と「Ｂ
情報とコンピュータ」、家庭系の家庭分野では「Ａ生活
の自立と衣食住」と「Ｂ家族と家庭生活」の�分野に
集約され、総合的な考え方や基礎・基本に重点が置か
れたものとなった。例えば、技術系の木材加工や金属
加工等のものづくり関係が、旧課程では��領域中�領
域あったものが、新課程では技術分野の内容「Ａ技術
とものづくり」のみとなり、履修内容量が大幅に減少
した。�
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　今回の中学校学習指導要領の改訂は、教課審の
「幼稚園、小学校、中学校及び高等学校の教育課程
の基準の改善について」の答申を受けて行われた。
改訂のねらいは、「ａ豊かな心とたくましく生きる
力、ｂ自ら学ぶ意欲と社会の変化に主体的に対応で
きる能力、ｃ基礎・基本の重視と個性を生かす教育
の充実、ｄ国際理解を深め、我が国の文化と伝統を
尊重する態度」に要約される。
　技術�・�家庭科においては、�「生活に必要な基礎的な
知識と技術の習得を通して、�家庭生活や社会生活と
技術とのかかわりについて理解を深め、�進んで工夫
し創造する能力と実践的な態度を育てる。」とその目

標に示されているように、�基礎的技術・知識の習得の
みならず、工夫と創造の能力の育成も重要視されて
いる。
　また、時代の変化に対応して「情報基礎」と「家
庭生活」が追加され、基礎・基本の徹底を図るため、
��領域から��領域に縮小された。すべての生徒に履
修させる領域を「木材加工」、「電気」、「家庭生活」、
「食物」とし、他の領域の基礎となるように工夫す
るとともに、残りの�領域から�領域以上を選択履
修することとなった。
�����

　内容については、基礎的・基本的な指導の徹底を
図る観点から大幅な精選が行われ、各領域は表���
�のように整理統合された。
　また、指導項目は��から��、指導事項は���から��
に削減された。

�

�������

　実施年度は、平成�������年度から平成��������
年度までである。授業時数は�学年で��単位時間、
�学年で��単位時間、�学年で��～���単位時間と
なっており、�学年の��単位時間の上・下限の幅は、
各学校の裁量により、創意・工夫を生かした教育課
程が編成できるようにするために設定された。選択
教科は、�・�学年とも��単位時間履修させること
ができることとなった。この結果、各学校の教育方
針に基づいた教育課程により、���単位時間から���
単位時間までの技術・家庭科の編成が考えられるよ
うになったが、一般には���単位時間で実施された。

　また「木材加工」と「家庭生活」の�領域は、�
学年で履修させることを標準とされた。このほかす
べての生徒に履修させる領域である「木材加工」、�「家
庭生活」、「電気」、「食物」に充てる授業時間は��単
位時間を標準とし、残り�領域中の�領域以上は��
～��単位時間ずつ履修することとなった。しかし、
「情報基礎」の導入に伴い、ほとんどの学校が�「情報
基礎」を履修させるようになったため、実質残りの
�領域中から�領域を選択することとなった。�学
年においては、下限の��単位時間を超えて授業時数
が設定された場合には、すでに履修させた領域の補
充や深化を図ったり、�生徒の興味・関心に応じて未修
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の領域を履修させることができるようになった。
　技術系の題材としては、�学年の「木材加工」で
はＣＤラック、�学年の「電気」ではラジオ、�年
生の「情報基礎」ではコンピュータ、「機械」では
動く模型等が取り上げられた。
　なお、表����は履修領域の一例を示したものである。
　しかし、年間授業時数は、従前が�学年で��単位

時間、�学年で��単位時間、�学年で���単位時間で
あり、大きな差はないが、今回の改訂では完全な男
女共学の教育課程で指導が行われることとなり、も
のづくりの技術系や家庭生活の家庭系の観点から考
察すると、男子向き、女子向きの区別がなくなり、
それぞれの授業時間数が削減され、以前の教育課程
に比べて系統的、深化の学習の機会が少なくなった。
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　今回の中学校学習指導要領の改訂は、平成�������
年�月の中教審第一次答申「��世紀を展望した我が国
の教育の在り方について」の提言を踏まえて、同年�
月から審議され、平成��������年�月に出された教課
審の答申を受けて行われた。
　改訂のねらいは、「ａ豊かな人間性や社会性、国際社
会に生きる日本人としての自覚の育成、ｂ自ら学び、
自ら考える力の育成、ｃゆとりのある教育活動を展開
する中で、基礎・基本の確実な定着を図り、個性を生
かす教育の充実、ｄ各学校が創意工夫を生かし、特色
ある教育・特色ある学校づくりの推進」に要約される。
　技術・家庭科の目標としては、生活の自立を図る観
点や生活と結び付いた学習、創意・工夫能力の育成な
どに留意して、「生活に必要な基礎的な知識と技術の
習得を通して、生活と技術とのかかわりについて理解
を深め、進んで生活を工夫し創造する能力と実践的な

態度を育てる。」ことが示された。教育内容は、生活と
いう視点に則して再編され、より一層の総合的な学習
指導の必要性から、��領域を「技術」、「家庭」の�分
野の大きなくくりに整理統合された。技術分野の内容
は、「Ａ技術とものづくり」と「Ｂ情報とコンピュータ」、
家庭分野の内容は、「Ａ生活の自立と衣食住」と「Ｂ
家族と家庭生活」で構成されることとなった。
����

　実施年度は平成��������年度からであったが、移行
措置として、新中学校学習指導要領の全部又は一部に
ついて平成��������年度から取り入れることができる
こととなった。
　また、時代の変化に対応するため、従前の各領域に
おける重複や内容の厳選等が行われた結果、��領域中
の技術系�領域を集約させた技術分野と家庭系�領域
を集約させた家庭分野に整理された。
　なお、��領域と�分野の関係は表����のとおりである。�
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（注）�　�学年の���単位時間は、下限の��単位時間以上の弾力的運用をした場合の単位時間数を示す。
　　　�　上記の他に選択教科として、�学年��単位時間、�学年��単位時間履修することができる。
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　技術・家庭科の履修には、必修教科と選択教科によ
る履修形態があるが、今回から、「総合的な学習の時
間」が設定されたため、�技術・家庭科の内容をその設定

趣旨に沿って応用・発展的に取り扱えることとなった。
　なお、表����は、これらの授業時間数の関係を示し
たものである。
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（注）�　各分野のＡとＢの内、�～�は基礎的・基本的な内容で、すべての生徒に共通に必履修、�～�は生徒の興味・関
心に応じて、選択履修させることとなっている。

　　　�　指導項目については、中学校学習指導要領の表記を簡略化したものである。
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�（注�　選択教科及び総合的な学習の時間の授業時間数については、学校全体の指導計画の中で編成
され、「技術・家庭」等としての取り扱いの授業時間数については、他教科との調整により決
められる。
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　必修教科としての技術・家庭科の履修時間数は、
�学年で��時間、�学年で��時間、�学年で��時間
となっており、平成元������年の改訂で�学年が��
～���時間であったことと比べると、��～��時間少
なくなった。
　一方、選択教科を開設できる授業時間数は�学年
で��時間、��・�学年でそれぞれ��時間までとなった。
　履修時間としては、�・�学年ではそれぞれ技術
分野��時間と家庭分野��時間、�学年では技術分野
と家庭分野をそれぞれ��～��時間すべての生徒に履

修させることとなった。
　また、�季節や学年によって家庭分野と技術分野の
時間数の比重を変えたりすることができるが、��年間の
合計で男女ともに技術分野��～��時間、家庭分野��
～��時間を履修しなければならないこととなった。
　履修内容は、表����のように「技術分野」及び�「家
庭分野」のいずれもＡ、�Ｂの内、�～�の項目は基礎
的・基本的な内容であるため、すべての生徒に共通
に必履修、�～�の項目は各分野ごとに�項目の内
の�又は�項目を選択履修させることとなっている。�
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（注）この他に�学年で技術��・家庭��、�学年で技術��・家庭��単位時間等でも可である。
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　選択教科としての「技術・家庭科」においては、
必修教科の「技術・家庭科」や「総合的な学習の時
間」などと関連を図りながら、課題学習、補充的な
学習や発展的な学習を各学校において適切に取り扱
うこととされている。このため、選択教科の「技術・
家庭科」においては、技術分野・家庭分野の内容及
びその他内容の中から、課題学習や基礎的・基本的
な知識と技術の定着を図るための補充的な学習、地
域や学校の実態に則したり、各分野の内容を統合し
た発展的な学習を取り扱うことができるなど、生徒
の特性に応じた多様な学習活動が展開できるように
なった。
��������	
��
����
��

　「総合的な学習の時間」のねらいは、「ａ自ら課題
を見付け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、
よりよく問題を解決する資質や能力を育てること。
ｂ学び方やものの考え方を身に付け、問題の解決や
探究活動に主体的、創造的に取り組む態度を育て、
自己の生き方を考えることができるようにするこ

と。」となっている。学習活動は、これらのねらいを
踏まえ、国際理解、情報、環境、福祉・健康などの
横断的・総合的な課題や、生徒の興味・関心に基づ
く課題、地域や学校の特色に応じた課題などが、学
校の実態に応じて行われている。
　自ら学び、自ら考える力は、学校のみならず、幼
少の頃からの日常の生活体験の中で形成される部分
も多くあると考えられるが、最近ではこれらの体験
が、諸状況により少なくなってきている。
　翻って、技術・家庭科においては、生活に結び付
いた実践的・体験的な学習を重視し、創意工夫する
能力の育成がねらいとなっており、学校で学んだこ
とが、実生活とつながり、学習意欲の向上につなが
ることが期待されている。
　また、数学や理科、社会科、芸術等の教科とも関
係しており、技術・家庭科の学習の過程で、これら
関連する他教科の特色を体験・実践的に統合し、全
人的な教育に寄与することが考えられる。このこと
は、「総合的な学習の時間」にも当てはまることであ
り、このため、「技術・家庭科」は「総合的な学習
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の時間」と深くかかわりのある教科といえる。学習
活動としては、情報、環境、福祉等の課題や必修教
科の中から出てきた生徒の興味・関心による「もっ
と学びたい」という課題への追求、地域の伝統産業・
工芸、自然の探求などが考えられる。
�������

　平成��������年の中学校学習指導要領の改訂を受け
て、平成��������年�月に文部科学省初等中等教育局
から指導要録の改善が通知された。学習指導の評価に
ついて、生徒一人一人を適切に評価するという観点か
ら、中学校学習指導要領に示す目標に照らして、その
実現状況（達成程度）を総括的に評価（目標準拠評価
「絶対評価」）する、すなわち観点別評価の重要性が示
された。この観点別評価は、中学校学習指導要領に示
された基礎的・基本的な内容を生徒が確実に習得し、

達成しているかどうかについての要請に対応したもの
である。
　技術・家庭科における評価の観点は、①生活や技術
への「関心・意欲・態度」、②生活を「工夫し創造す
る能力」、③生活の「技能」、④生活や技術についての
「知識・理解」の�点となっており、これらをとおし
て、一人一人の生徒の学習の実現状況を見ることと
なった。このため、各中学校においては、「中学校学習
指導要領」をはじめ、平成���（����）�年�月の文部科学
省通知「指導要録の改善について」、平成��������年�
月の国立教育政策研究所の「評価基準の作成、評価方
法の工夫改善のための参考資料」等をもとに評価規準
及び指導計画に応じた評価計画を作成し、総合的な評
価を行うとともに、授業改善に役立てている。
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　中学校技術・家庭科の教員は、常に技術・家庭に関
する研究に取り組み、大阪市立中学校教育研究会技
術・家庭科部会や大阪府中学校技術・家庭科研究会に
おいて、毎年�～�題目の研究発表を行っている。
　また、近畿地区中学校技術・家庭科研究大会が毎年
開催されているが、本府においては�年に一度、府・
大阪市が合同で幹事府県となって活動している。昭和
�������	年以降では、昭和�������	年、平成�������
年、平成��������年に本府で開催されている。平成

��������年度は、第��回近畿地区中学校技術・家庭科
研究大会と第��回全国中学校技術・家庭科研究大会を
兼ねて幹事府県となり、��月に全体会を吹田市のメイ
シアター（吹田市文化会館）で、「木材加工」、「食物」
など��領域に教育課程を加えた��分科会の公開授業及
び研究発表等を各市立をはじめ大阪教育大学附属中学
校の�会場で開催した。
　なお、表����は大阪府中学校技術・家庭科研究会に
おける発表内容・発表者等、表����は大阪市立中学校
教育研究会技術・家庭部の研究主題の推移を示したも
のである。�
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（注）平成��������年度までは技術部と家庭部は別組織であったが、研究活動は密接に連携して行っていた。平成��������年
度からは一つの組織として活動している
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　教員は、技術・家庭科研究会以外のところでも研修・
研究を重ねている。特に、府教育センターにおいて、
毎年府内（大阪市を含む）の�人程度の教員が�年間
の長期研修を受け、表����のような成果を報告してい
る。また、昭和��������年度からは、同教育センター
内の研究成果発表会、平成�������年度以降は研究発
表大会（後の府教育センター研究フォーラム）でその
成果を発表している。
　このほか、府教育センターにおいては、教材開発及

び課題等についての研究が行われており、これらの各
種成果を全国理科教育センター技術・家庭科部会や都
道府県指定都市教育センター所長協議会技術・家庭科
部会、府科学教育センター及び府教育センターの刊行
物等で発表している。
　なお、表����は府教育センター専門教育室の技術・
家庭科関係刊行物及び研究報告集、表�����は全国理
科教育センター研究協議会及び研究発表会（技術・家
庭科部会）における研究発表内容・発表者の推移を示
したものである。�



���

� � �� � � ���

���������	
� �� � ��������	
����
�� �������	
�� � � � �����������	
��
�

� � � � � � � � 	� �� � ��������	
��
������������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
���

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
�

� � � � � � � � 	� �� � ��������	
��
�	���

�������	
�� �� � �����������	
��
�����������������

�������	
�� � � � ��������	
��
����������

��
� � � � � � � � 	� �� � �

�������	

�������	
��
�����

� � � � � � � � 	� �� � ��������	
����������	�
����
	�	����������	

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
��������	
�����������

�������	
��
��������

� � � � � � � 	 
� �� � �
��������	
��
�������	
��
�

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
���������	��
�������	
��
�

� � � � � � � 	 
� �� � �����������	
	����	�������	
����


� � � � � � � 	 
� �� � �����������	
	����	�������	
����

��

�������	
�� �� � ���������	�
��


� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
���	
����	���

� � � � � � � 	

� � � � � � � 	 


� � � � �

� �� � �

�������	
��
������
�������	
��
�����������
�������	
���
��
����������	�
������
���
������������	�������	
��
���

�������	
�� �� � ��������	
��
������������

�������	
�� �� � �
�������	
��
���������
��������	
��
����������������������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
��������
��

�������	
�� �� � �
�������	
��
���������
�������	
��
�������������������

�������	
�� �� � �
�������	
��

�������	
��
�����

�������	
�� �� � �
�������	
��
�������

��������	
��
��������

� � � � � � � 	 
� �� � ���������	
��
��������
�������	
��
�� � � � � � � � � 	� �� � �

�������	
��
��������	
���
�������������

� � � � � � � � 	� �� � ��������	
��
���
��

� � � � � � � 	�������	�������	
��
�����
��

� � � � � � � � �� �� � ���������	
��
����

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	�
���

�������	
���

� � � � � � � 	 
� �� � �
��������	
����

� � � � � � � � 	� �� � �

�������	
�� �� � ��������	
��
�����
��

�������	
�� �� � �

�������	

�������	
�������	
���

� � � � � � � 	 
� �� � �������

� � � � � � � 	 
� � � � ��������	
�	�
�

� � � � � � � � �� �� � �
�������	
��
����
�������	
��
�����
����������������

�������	
�� �� � �
�������	�
��

��
�������	
�

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
�������
�������	
��
�������������

�������	
��� �� � ��������	
��


�������	
��
���������������������� 



���

�������	
��
��������

� � �� � � ���

� � � � � � � 	 
� �� � �
��������	
��
��
��������	
��
�����������

��

� � � � � � � 	� �� � �
�������	
��	
�����
�������	
��
��

�������	
�� �� � �
��������	
��
����
�������	
����
������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
����������

� � � � � � � 	 
� �� � �
��������	
��
����������������������
�������	
��
������

�������	
�� �� � ��������	
��
���������������	��

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
��
�������	
��
�����������	�����

����������	� �� � ��������	��
	��
����������
��

� � � � � � � 	 
� �� � ���������	
��
��������

�������	
�� �� � ����������	
��
����������������������

���������	
� �� � ��������	
���
�������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
�
��

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
���

� � � � � � � � 	� �� � ��������	
��
��

�������	
�� �� � ��������	
��
��
�����������

��������	
� �� � ���������	
��
���

�������	
�� �� � �
�������	
��
�������	
��
��������������������� !�

��

� � � � � � � � �� �� � ��������	
��
����������

�������	
�� �� � ��������	
��
������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
���

�������	
�� �� � ��������	
��
�������

��������	
� �� � ��������	
��
��������
���
��

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
���������

� � � � � � � 	 
� �� � �
��������	
��
����������
���������	��
�������	


� � � � � � � 	 
�� � � ��������	
��
��

� � � � � � � 	� �� � ��������	
��
������

� � � � � � � � �� �� � ��������	
��
������������������
��

�������	
��� � � ��������

�������	
��� � � ��������	
��
���	��

�������	
��
� �� � �
������
�������	
���

�������	
�� �� � ��������	
��
����������������

�������	
��� � � ��������	
��
��������������������
��

� � � � � � � � 	� �� � ��������	
��
�������������

� � � � � � � 	 
� � � � �
�������	
��
�������	
���
�

� � � � � � � 	� � � � �
�������	
��
���
�������	
��
�����

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
����

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	�
��
����
�������	
���
������������

��

����������	
� �� � ��������	
��
����

���������	
� �� � ��������	
��
��
�����

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
����������������
�����
�������	


�������	
��� � � �
�������	
��
���
�������	
��
������������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
���
��

�������	
�� �� � �
�������	
��
���

�������	
��
�
�������	
��
�������������

� � � � � � � 	 
� �� � �
������������	
��
�������	
��
��������������
�������	
���

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
���
�������



���

� � �� � � ���

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
���
�������	
��
�����������
�������	
��
������

���

��

� � � � � � � 	 
� � �� ���������	
��
�����������
� �������	
�� � � � ��������	
��


�������	
�� �� � ��������	
��
�����������
�������	
��
������������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	�
��
������
�������	
��
����������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
�������
�������	
��
�������

��������	
� �� � ��������	
��
�������	
��
�
������
����

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
�������
�������	
��

� � � � � � � 	� � � � ��������	
��
��
�����������
�������	
���
����������

�������	
��� �� � �

�������	
��
�������
�������	
��

�������	
��
����������
�������	
��
�������������

��������	
� �� � ��������	
��
����������������

� � � � � � � 	 
� � � � �
�������	
��
�
�����
�������	
��
�������
�������	
��
�������������

�

� � � � � � � 	 
� � � � ��������	
��
��������������

��������	
� � � � �
�������	
��	�
�������������
�������	
��
������������

�������	
�� �� � ��������	
��
�����
��������	�����

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
�����������
�������	
��
�������

�������	
��� � � �
�������	
��
���������������
�������	
��
��

�

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
����������
�������	
��
���

�������	
�� �� � ��������	
��
����������

�������	
�� �� � �
��������	
��
��������������
�������	
��
������������

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
�����
�������	
��
����������

�������	
��� �� � �
�������	
��
�������������
�������	
��
������

�

�������	
�� �� � �
�������	
��
��������
�������	
��
������

�������	
��� � � �
�������	
��
����������
�������	
��
����������
����
�������	
��
�����������

� � � � � � � 	 
� �� � �
��������	
��
������������������������
�������	
���
�������������

�������	
��
����

����������	
� �� � �
�������	
��
��������
�������	

��
�����

� � � � � � � � �� �� � �
��������	
����
�������������������
�� �!"
�������	
��
�������������������� !"�

�

�������	
�� � � � �
��������	
��
������������������
�������	
��
���������������������

� � � � � � � 	�� � � �
�������	
��
����������������	�����
�������	
��
���������������������



���

�������	
��
��������

� � �� � � ���

� � � � � � � � �� � � � �
�������	
��
��
�������
�����
�������	
��
��������������������

�

�������	
�� �� � �
�������	
��
����
�������	
��
�����

� � � � � � � � 	� �� � �
�������	
��
����������������
�������	
��
�����	��

�

� � � � � � � 	� �� � ��������	
��
��������������
�������	
��
��������

��������	
� � � � ��������	
��
�����
�������	
��
���������������

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
�����������������

��������	
��
���������������

�������	
�� � � � ��������	
���
������
�������	�
��
��	��������

�������	
�� �� � ��������	
���
��
�������	
��
�������������

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
������
��������	
��
����������

���������	� �� � ��������	
��
������

� � � � � � � 	 
� � � � �
�������	
���
�������	
��
��������������

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
����������
��

�������	
��
�����������	���

�������	
�� �� � ����������	
���
�
����
�������	
��

�
��������

�������	
��� �� � ��������	
���
��
����
������

� � � � � � � � 	� �� � ��������	
���
�����������
�������	
��
������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��


�������
��
�������	
��
������
�

�������	
�� �� � ��������	
������
�����������
�������	
�	�
����������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
�
�������	
��
��������������������

� � � � � � � 	 
� �� � �
������������������������������������������������	
�������	
��
�������������������

� � � � � � ��������
�������	
��
�
��������	
��
���

�������	
�� �� � �
�������	
��
��������������
������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
���
�������������

� � � � � � � 	 
� �� � �
��������	
��
��������������
��������	
��
��

��

� � � � � � � 	� �� � ��������	
��
�����

�������	
�� �� � �
�������	
��
��
����
�������	
��
���

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
��
����

� � � � � � � 	 
� �� � ���������	
���
����

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
�������������
��

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
���
�����������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
����

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
����
�������	
��
������

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
��
����

� � � � � � � 	 
� �� � �
�������	
��
����
�������	
��
����������

��

� � � � � � � 	� � � � ��������	
��


�������	
�� �� � ��������	
���
����



���

� � �� � � ���

��������	
� �� � �
�������	
��
����
������������	
���
�������

��

��������	
�� �� � �
��������	
��
��������������
�������	
���
����

� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
������
��

� � � � � � � 	� �� � �
�������	
��
����
�������	
��
��

� � � � � � � 	 
� � � � ���������	
	
��

��������	
��
���������

�������	
�� �� � ��������	


� � � � � � � 	 
� �� � ��������	
��
�������	
��
������

� � � � � � � 	� �� � ��������	
��
��
��
��������	�
��
�

��

� � � � � � � � �� �� � ��������	
��
������������	
�

���������	
� �� � ��������	�
��

�������	
��
�����������������

�������	
�� �� � ��������	
��

�������	
��
����

���������	
� �� � ��������	
���
��
�������	
��
�����

� � � � � � � � 	� �� � �
�����������	

��������	
��

（注）府教育センター「技術・家庭科」担当室の名称の変遷
　　　府科学教育センター　　　技術家庭科教室　　　昭和��（����）年～平成�（����）年
　　　府 教 育 セ ン タ ー　　　産 業 教 育 室　　　平成�（����）年～平成��（����）年
　　　府 教 育 セ ン タ ー　　　専 門 教 育 室　　　平成��（����）年～
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　本府の関係市教育委員会をとおして技術・家庭科の
研究委嘱を受けた中学校においては、さまざまな実践
研究が行われている。
　また、これらの研究成果が公開授業で発表されたり、
その導入の可能性について、地域や学校全体で検討が
重ねられ、実施されている。
　なお、昭和��������年以降の技術・家庭科の研究委
嘱校等は、次のとおりである。

�������	
��
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○　昭和��年　研　究　校：東大阪市立新喜多中学校
　研究主題：目的をもって自主的に学習

　させ、その学習を通して心
　の触れ合いを大切にする授
　業はどうすればよいか

　　　　　　　研究領域：「木材加工�」、「被服�」
　　　　　　　昭和��・��年度：大阪府教育委員会中学
　　　　　　　　　　　　　　　　�校技術・家庭科研究学校
　　　　　　　　　　　　　　�東大阪市教育委員会
　　　　　　　　　　　　　　�研究学校
○　平成�年　研　究　校：吹田市立南千里中学校
　　　　　　　研究主題：自ら考え、意欲的に問題を
　　　　　　　　　　　　解決する生徒を育てる教科
　　　　　　　　　　　　指導の方法および教材研究
　　　　　　　　　　　　－コンピュータを活用した
　　　　　　　　　　　　指導法の工夫－
　　　　　　　研究領域：「木材加工」、「食物」、「情報基礎」
　　　　　　　平成�・�年度：大阪府教育委員会教
　　　　　　　　　　　　　　　育課程（技術・家庭　
　　　　　　　　　　　　　　　科）研究委嘱
　　　　　　　　　　　　　　　吹田市教育委員会研
　　　　　　　　　　　　　　　究委嘱
○　平成�年　研　究　校：八尾市立成法中学校
　　　　　　　研究主題：一人一人が興味・関心を

もって積極的に取り組める
指導法の工夫改善
－�「木材加工」、�「電気」、�「被
服」�領域の指導をとおして－

　　　　　　　平成�・�年度：大阪府教育委員会教
　　　　　　　　　　　　　　　育課程（技術・家庭
　　　　　　　　　　　　　　　科）研究委嘱
　　　　　　　　　　　　　　　八尾市教育委員会同
　　　　　　　　　　　　　　　和教育研究委嘱

○　平成�年　研　究　校：和泉市立南松尾中学校
　　　　　　　研究主題：技術・家庭科で、一人一人
　　　　　　　　　　　　が生き生きと活動する授業
　　　　　　　　　　　　の創造をめざして
　　　　　　　　　　　　－情報機器の活用－
　　　　　　　研究領域：「情報基礎」、「木材加工」、「家
　　　　　　　　　　　　庭生活」、「電気」、「食物」、　
　　　　　　　　　　　　「機械」、「被服」、「保育」
　　　　　　　平成�・�年度：大阪府教育委員会委
　　　　　　　　　　　　　　　嘱教育課程研究学校
　　　　　　　　　　　　　　　和泉市教育委員会委
　　　　　　　　　　　　　　　嘱教育課程研究学校
○　平成�年　研　究　校：八尾市立上之島中学校
　　　　　　　研究主題：豊かな心をはぐくむ授業の
　　　　　　　　　　　　創造
　　　　　　　　　　　　－情報基礎領域の指導法の
　　　　　　　　　　　　研究－
　　　　　　　　　　　　－生き生きと活動するパー
　　　　　　　　　　　　カ制作－
　　　　　　　平成�・�年度：大阪府教育委員会教
　　　　　　　　　　　　　　　育課程（技術・家庭
　　　　　　　　　　　　　　　科）研究委嘱
　　　　　　　　　　　　　　　八尾市教育委員会同
　　　　　　　　　　　　　　　和教育研究委嘱
○　平成�年　研　究　校：泉南市立西信達中学校
　　　　　　　研究主題：自己教育力の育成を目指す技
　　　　　　　　　　　　術・家庭科の学習指導の研究
　　　　　　　平成�・�年度：大阪府教育委員会教
　　　　　　　　　　　　　　　育課程（技術・家庭
　　　　　　　　　　　　　　　科）研究委嘱
　　　　　　　　　　　　　　　泉南市教育委員会指定
�������	
�

○　平成��年　研　究　校：大阪市立昭和中学校
　　　　　　　研究主題：「生きる力」を育む合科授業
　　　　　　　　　　　　を目指して“技術科と理科
　　　　　　　　　　　　の合科による選択授業”
　　　　　　　平成��・��年度：大阪市「個性が輝く学
　　　　　　　　　　　　　　�校づくり推進事業校」
�������	
��
���

○　平成�年　報　告　書：「大阪府公立中学校技術・家
　　　　　　　　　　　　庭科に関する実態調査の結
　　　　　　　　　　　　果について」
　　　　　　　平成�・�年度：調査研究「大阪府教育
　　　　　　　　　　　　　　�委員会義務教育課」
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　府教育センターにおける中学校技術・家庭科の研修
は、表�����のように昭和��������年度から実施され

ているが、主なものに当時の担当部署は中学校技術・
家庭科長期研修、中学校技術・家庭科教養講座、中学
校技術・家庭科短期研修、中学校技術・家庭科新任研
修がある。�
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＊�　中学校「技術・家庭」指導者養成長期研修〔平成��������年度～〕
＊�　中学校技術・家庭科基礎研修〔平成�������～������）年度〕
＊�　中学校「技術・家庭」基礎研修〔平成�������～�（�����年度〕
＊�　小・中・高等学校「家庭、技術・家庭」基礎研修〔平成��������年度〕
＊�　小・中・高等学校「家庭、技術・家庭」課題研修〔平成��������年度〕
＊�　小・中・高等学校「家庭、技術・家庭」授業研究研修〔平成��・�������・�����年度〕
＊�　中学校「技術・家庭」実技研修〔平成��������年度〕
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（注）�　人数の合計は組み合わせによるため、必ずしも最大値＋最大値とはならない。
　　　　　（昭和��������年度では���＋���＝���人、平成元������年度では���＋���＝���人となる）
　　　�　講座数の項の数値は講座数（班数）を示す。
　　　�　�講座�班�当りの研修日数である。
　　　�　平成��������年度からは分野別研修となり、技術分野�講座、家庭分野�講座である。
　　　�　平成�������年に府教育委員会指導第一課及び指導第二課から移管された研修である。
　　　�　一部�日間の研修がある。
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　中学校技術・家庭科長期研修は、昭和��������年度
から実施され、当初は定員�名、昭和��������年から
は�名、昭和��������年には�名の�～�年間の研修
であったが、昭和�������	年には�名・�年間となり、
現在に至っている。平成��������年度までの延べ研修
者数は���人（実質���人）となっており、研究テーマ
は表����に示すように優れた論文が多く、特許的なも
のまである。受講者は、長期研修終了後も研究を積み
重ねたり、学校・地区のリーダーとなったりして、活
躍している。
������

　中学校技術・家庭科の教養講座は昭和��������年度
から実施され、中学校技術・家庭科における課題やト
ピックスなどを取り上げ、専門の講師を招き、�回当
たり���人の受講生で、年�回開催されていた。講座
の内容は、�「技術革新と学校教育について」や「男女平
等を実現するための教育・啓発について」等であった。
　平成�������年度に、中学校技術・家庭科基礎研修
と名称変更されたが、受講生の減少に伴い、平成�
������年度には研修回数を年�回、平成��������年度
には、「小学校・中学校『家庭、技術・家庭』消費生
活研修」と「高等学校『家庭』消費生活研修」が統合

され、受講生��人・年�回開催となった。その後、校
種間理解のための「小・中・高等学校『家庭、技術・
家庭』授業研究研修」等となり、教養講座の使命は終
了した。
������

　中学校技術・家庭科短期研修は昭和��������年度か
ら実施され、受講生は当初���～���人であったが、昭
和��������年度に���人となり、府科学教育センター
最後の年の平成�������年までそのままで推移してき
た。研修内容は「木材加工」、「金属加工」、「電気」、「機
械」、「栽培」、「情報」、「食物」、「被服」、「住居」、「保
育」、「家庭生活」や「各領域にまたがるもの」等が多
彩に展開され、研修日数は�日であった。この間、延
べ�����人を超える多くの技術・家庭科の教員が研修を
受け、資質の向上が図られ、技術・家庭科の授業に還
元されてきた。平成�������年度に府教育センターに
変わってからは���人となったが、その後漸減し、平成
��������年度は��人となっている。
������

　中学校技術・家庭科新任研修は、昭和��������年度
においては�日間の日程で実施されていた。現在では、
総合研修である中学校初任者研修��回の中で専門教科
の技術・家庭科研修として�回実施されている。�
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　大阪市教育センターの中学校技術・家庭科関係の研
修も府教育センターと同様のものが行われている。最
近の研修は、コンピュータのソフト利用、画像処理関
係を中心とした表�����のようなものとなっている。

　このように府・大阪市においては、教員の資質向上
をめざして計画的・組織的に研修が展開されている。
　また、これらの研修から得た成果は、教員共通の財
産として蓄え、生徒の教育に還元されている。
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　��盲・聾・養護学校の現況と��年間の変遷
　��産業教育の変遷
　��今後の課題
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　��専修学校における産業教育
　��各種学校における産業教育
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　��社会教育の目的
　��青年学級及び青年教室
　��青年の家

������
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　府内には、表����のような府立��校、府立の分校�
校、市立��校、市立の分校�校、国立�校、計��校の盲・
聾・養護学校が設置されている。　
　このうち、高等部設置校は盲学校�校、聾学校�校、
知的障害養護学校��校、肢体不自由養護学校��校、病
弱養護学校�校、計��校である。

　また、肢体不自由養護学校�校には知的障害生徒を
対象とする生活課程が併置されており、盲学校・聾学
校高等部には、高校に相当する本科のほかに、その上
級の課程として�年制又は�年制の専攻科が設置され
ている。
　なお、高等部の昭和���（����）�年から今日に至る��年
間の変遷をまとめると次のようになる。
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���������	�

昭和���（����）�年　府立箕面養護学校開校
�（高等部は知肢併置）

昭和���（����）�年　府立堺養護学校中津分校が府立中津
養護学校として独立　

平成元�（����）�年　府立佐野養護学校砂川分教室廃止
肢体不自由養護学校である府立堺養
護学校、茨木養護学校の�校に知的
障害生徒を対象とした生活課程を設置

平成��（����）�年　府立及び大阪市立盲学校高等部専攻
科に保健理療科を設置し、別科の保
健理療科を廃止

平成��（����）�年　府立盲学校高等部専攻科に情報処理
科設置

平成��（����）�年　守口市立養護学校廃止、府立守口養
護学校開校

平成��（����）�年　府立富田林養護学校新築移転
平成���（����）�年　府立吹田養護学校開校

府立和泉養護学校神石分教室を府立
泉北養護学校に移転
大阪市立聾学校高等部の学科改編
�（本科インテリア科、アパレル情報
科、専攻科デザイン情報科）

平成���（����）�年　府立泉北養護学校を病弱養護学校か
ら知的障害養護学校に改編

平成���（����）�年　府立養護学校高等部生活・職業自立
支援事業を実施。茨木養護学校に
「情報チャレンジドコース」、守口
養護学校に「生活自立支援コース」
を�年間モデル設置

平成���（����）�年�月　府立生野高等聾学校と府立堺聾
学校高等部の統合計画が公表され、
府立高等聾学校（仮称）として旧府
立白菊高校跡地に平成��������年開
校予定

平成���（����）�年�月　高等部のみの知的障害養護学校
の設置計画が公表され、旧府立玉川
高校跡地に平成��������年開校予定

�月　府立堺聾学校専攻科の歯科技工
　科生徒募集停止

�

�
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�注�　�　合計欄の�（　　）内の数値は分校数で外数を示す。

　　　�　合計欄の＊印は、肢体不自由養護学校高等部に設置した知的障害生徒を対象とする生活課程を示す。

　　　�　設置部は、幼：幼稚部、小：小学部、中：中等部、高：高等部を示す。
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（出典：大阪の障害教育）
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　障害教育における産業教育は、生徒の状況によって
その内容や方法が大きく異なるため、一概にいえない
が、ここでは、障害種別ごとのこの��年間の変遷につ
いて述べる。
�　������
　現在、府内に高等部を設置している盲学校は�校あ
る。明治以前から継承されている�療（あんま・はり・
きゅう）の指導のほか、ピアノ調律師、�理学療法士を養
成している。しかしながら、今まで、視覚障害者の職
域であった�療の分野に晴眼者が進出してきており、
技法の高度化も相まって、就労の機会は狭められつつ
ある。
　平成��（����）�年に、府立及び大阪市立盲学校高等部

専攻科に設置された保健理療科、及び平成��（����）�年
に府立盲学校に設置された情報処理科の教育内容につ
いては、次のとおりである。
　�������	
��　あん摩マッサージ指圧師の
　資格を取得するため、医学の基本に関する内容の授
　業とあん摩実技等の基礎実習・臨床実習等が行われ
　ている。
　�������	
��　社会のニーズに合った人材
　の養成を目標に、コンピュータ通信、課題研究等の
　専門教育に加えて、校外学習、研修旅行等、幅広い
　教育活動によって視覚障害者の職能開発と職域の開
　拓が図られている。
　　なお、表�����は府内の盲学校高等部本科卒業者
　の進路状況の推移を示したものである。�
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（出典：大阪の障害教育）
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　府内には高等部を設置している聾学校は�校ある。
平成���（����）�年、大阪市立聾学校において、本科の被
服科をアパレル情報科に、産業工芸科をインテリア科
に、専攻科の被服科をデザイン情報科に学科改編され
た。その主な内容は、次のとおりである。
　�������	
　アパレル関係の基礎的・基本的
　な知識と技術を学び、その応用と情報機器を用いた
　パターンメーキングについても習得することを目的
　にしている。
　�������	　室内インテリアの設計・製図をと
　おして、デザインの基本を学ぶ。また、情報処理関
　係の基礎的な知識・技術を身に付け、インテリア分
　野でのコンピュータの利用など実践的な知識と技能
　を習得する。
　�������	
���
　アパレル情報、インテ
　リア、情報処理、総合の�コースが設置されており、
　生徒の個性や進路の多様化に対応している。

　聾学校の生徒数については、各方面の努力にかかわ
らず減少が続き、平成���（����）�年�月、府立堺聾学校
専攻科の歯科技工科（�年制）が募集停止となった。
　また、平成���（����）�年�月には、府立生野高等聾学
校と府立堺聾学校高等部が統合し、旧府立白菊高校跡
地に、府立だいせん高等聾学校として新たなスタート
を切る。その結果、府内聾学校の高等部設置校は�校
となる。
　府立だいせん高等聾学校の新たなスタートに向けて、
平成���（����）�年�月入学生から、府立生野高等聾学校
においては本科の機械科が工業テクノロジー科、印刷
科が情報コミュニケーション科、家政科がライフ・サ

ポート科にそれぞれ学科改編された。府立堺聾学校に
おいては、本科のデザイン科が情報コミュニケーショ
ン科、家政科がライフ・サポート科にそれぞれ学科改
編されるとともに、専攻科においては、情報コミュニ
ケーション科がスタートした。
　なお、府立生野高等聾学校の専攻科においては、平
成���（����）�年�月入学生から機械科が工業テクノロ
ジー科、印刷科が情報コミュニケーション科に学科改
編された。その主な内容は、次のとおりである。
　�������	
��　生産技術者として必要な専
　門的知識・技術を、�設計・加工・組立・検査等の「も
　のづくり」に関する学習をとおして修得し、「ものづ
　くり」の楽しさやすばらしさ、おもしろさを体　験
　しながら、さらに高度な知識・技術を身に付け、自
　ら考え製作できる能力を育成する。
　�������	
��
��　聴覚障害に深くかか
　わるコミュニケーションについて、ＩＣＴ�情報コ
　ミュニケーション技術�を身に付けるとともに、情
　報機器に関する技術を応用・発展させ、他者と連携
　共同して「ものづくり」を行うコミュニケーション
　能力を育成する。
　�������	
��　生活全般を科学的な視点で
　とらえ、自他ともに、より心豊かで快適な生き方・
　暮らし方を考え創造し、支えていくことを学ぶ。ま
　た、家庭生活に関する知識・技術を基礎として、さ
　まざまな生活や福祉に関する学習をとおして生活全
　般をより豊かにする知識・技能と確かな学力を修得
　し、地域や社会に貢献する職業人の育成をめざす。
　　なお、表�����は府内の聾学校高等部本科卒業者
　の進路状況の推移を示したものである。
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（出典：大阪の障害教育）

（出典：大阪の障害教育）
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　知的障害養護学校には、すべて生活課程が設置され
ているが、府立高槻養護学校には縫製課程、組立技術
課程、府立八尾養護学校には縫製課程、工作技術課程
も設置されている。しかしながら、入学生の重度・重
複化、さらに多様化が進み、実質的には、全校とも生
活課程ということができる。
　また、現在の知的障害養護学校には、知的障害をは
じめ、自閉症、重複障害のほか、ＬＤ（学習障害）、
ＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性障害）、高機能自閉症（ア
スペルガーなど知的障害を伴わない自閉症）等、さま
ざまな障害のある生徒も在籍している。
　各学校においては、入学生個々の状況を踏まえた、
工夫のこらした作業学習（農耕、園芸、木工、窯業、
縫製、紙すき、紙工、洗濯、調理、製菓、レザークラ
フトなど）が行われるとともに、事業所における職場
実習、作業所や授産所における実習をとおして、実際
に即したきめ細かい指導を行い、学校生活から社会生
活へのスムーズな移行が進められている。

　しかしながら、表�����に示すように知的障害養護
学校においては年々就職者が低下しており、本府にお
いては平成�� ��� （����・����） 年度の２年間、府立守
口養護学校において「生活自立支援コース」モデル設
置事業が実施された。
�������	
��
�����������

　本事業は、知的障害のある生徒の生活自立への意欲
の育成と、生活技術の確実な習得を図るため、府健康
福祉部の在宅障害者自立訓練事業を活用して実施され
た。地元市町村や府立守口養護学校が、平成���（����）
 年に設立された「養護学校を支える企業の会」の協力
を得て、グループホームでの生活を望む在校生を対象
に地域社会の中で日常生活訓練や集団生活の実体験習
が行われた。
　図�����はその概念図を示したものである。
　また、�年間毎週水曜日に職場実習のほか、企業と
連携して、クリーニング作業に伴う集配、集金、預か
り証等の受け渡し作業学習が行われた。

���������	
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（提供：大阪府教育委員会障害教育課）
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　本府においては、平成���（����） 年度から３年間にわ
たり国の緊急地域雇用創出特別交付金を活用して、 「知
的障害のある生徒の就業促進支援事業」が実施されて
いる。
　本事業の目的は、企業と養護学校をコーディネート
する社会経験豊かな人材を配置し、就職率と定着率の
向上を図るとともに、職業教育の効果的な在り方を検
討することにある。
　また、本事業は、生活課程を設置している府立養護
学校��校において年間�校ごとに実施され、当該校に
就職サポーターと全体のまとめ役として就職コーディ

ネーターが配置されるとともに、実施後は、進路指導
担当教員を中心に本事業を継続することとなっている。
　なお、 図�����は、 本事業の概念図を示したものである。
�������	
��
�����

�平成���（����）�年に旧府立玉川高校跡地に高等部単独
である府立たまがわ高等支援学校が開校されることと
なった。組立実習やパンづくり実習など行う「ものづ
くり科」、介護実習やグリーンサービス実習などを行
う 「福祉・園芸科」、物流等のバックヤードサービス実
習やオフィス実務実習などを行う 「物流サービス科」の
�学科が設置される予定である。
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（提供：大阪府教育委員会障害教育課）
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　肢体不自由養護学校の内、高等部設置校は��校ある。
　いずれの学校も、障害の重度・重複化、多様化に伴
い、医療的ケアを必要とする生徒が増えているため、
日常生活訓練を重視する教育課程が編成されている。
　しかし、昭和���（����）�年に府立堺養護学校に設置さ
れた商業課程においては、簿記を中心にビジネス基
礎・流通経済・商業法規・情報処理の授業を展開し、
卒業までに全国経理学校協会簿記�級に合格する生徒
を出している。
　また、インターネットの発達に伴い、自宅において
仕事ができるようにＩＴ技術の習得にも力を入れ、情
報教育関連コースの設置やそれらに関連する学科の設
置を模索している学校もある。
　本府においては、このような動きに応えるため、平

成���・���（����・����）�年度の�年間にわたって、「情報
チャレンジドコース」モデル設置事業が、府立茨木養
護学校において実施された。
�������	
��
������������

　本事業は、�コンピュータによる障害者の職業自立支
援を目的とした講座を開設し、�教育と企業・ＮＰＯが一
体となって�“ＩＴ技術を活用して障害者を納税者に”を
合い言葉に実施された。
　�図�����は、�その概要図を示したものであり、�チャレ
ンジドとはアメリカで生まれた、�障害があることを、�自
分自身や社会のためにポジティブに生かして行こうと
いう意味を表わす言葉である。
　なお、表����は、府内の肢体不自由養護学校高等部
本科卒業生の進路状況の推移を示したものである。�
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（提供：大阪府教育委員会障害教育課）



���

��������	
��
�������������	����	� 

�
�
�

�
�
�
�

�

�

�

�

�

�
�
�
�

�����

����

�������
����
�����
����
����

�
�
�
�

�
�
�
�

�

�

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

��

��

�

�

�

�

�������������������������

�����������������������

����������������������

������������������������

������������������������

����������������������

����������������������

�����������������������

����������������������

���������������������

�������������������

��������������������

�������������������

��������������������

����������������������

��������������������

���������������������

����������������������

���������������������

������

　生徒の中には病気や障害に伴う生活規制から、社会
生活に対する理解が十分でない場合が見られる。その
点を補いながら各教科の中で職業に対する指導が行わ
れている。

���������	
��
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�������	

　各学校においては、盲学校の�療（はり・きゅう・
あんま）のほか、さまざまなの国家資格・検定の取得
の取り組みが積極的に行われている。その背景には、
生徒のやる気を喚起することや就職が厳しくなってき

たこと、企業側が絶対評価の一つの手段として評価す
るようになってきたことなどがあげられる。
　なお、�盲・聾・養護学校で取り組まれている国家資格、
各種検定の主なものには、次のようなものがある。
　あんまマッサージ指圧師、鍼師、灸師、理学療法士
柔道整復師、ピアノ調律師、ガス溶接技能講習修了証、
危険物取扱者、歯科技工士、情報処理活用能力検定、
情報処理技術者、計算技術検定、情報技術検定、パソ
コン利用技術検定、基礎製図検定、実用英語検定漢字
検定、色彩能力検定、簿記検定、ワープロ実務検定、
ＤＴＰ検定、家庭科技術検定、保育技術検定等

（出典：大阪の障害教育）

（単位：人）
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　現在、障害教育は教育改革が進行する中で、特別支
援教育への転換が図られようとしており、法律上もま
さに大変革の時代を迎えている。その主なものは、次
のとおりである。

��������		
���

�������	


　　個人の尊厳にふさわしい処遇を保障される権利や、
　社会、経済、文化等あらゆる分野の活動への参加の
　機会を提供することが掲げられるとともに、障害者
　基本計画の策定等についての規定が設けられた。
　　また、各種資格制度等の中で、障害を理由とする
　制限条項、いわゆる欠格条項を設けている��制度に
　ついて、平成���（����）�年�月末までに見直しを行う
　ことが決定された。
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　　平成元�（����）�年��月に第��回国連総会で採択され、
　我が国では平成�������年�月に批准された。
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　　平成��（����）�年�月にスペインのサマランカにお
　いて、ユネスコは「特別のニーズ教育に関する世界
　会議」を開催し、「サマランカ声明」が採択された。
　この声明では、従来のように障害に注目する教育で
　はなく、個々の子供に注目し、その子供に応じて必
　要な配慮をしながらの教育の必要性が指摘され、す
　べての子供がともに学び、ともに育つことを理念と
　したインクルーシブエデュケーションつまりインク
　ルージョンが提唱された。
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　　知的障害者を含む障害者雇用率の設定等のほか、
　特定子会社の設立要件が緩和された。
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　社会のノーマライゼーションの進展、障害の重

度・重複化や多様化、�教育の地方分権の推進等の障害
教育をめぐる状況の変化を踏まえて、�今後の特殊教
育の在り方について基本的な考え方が整理されると
ともに、�就学指導の在り方の改善、�特別な教育的支援
を必要とする児童生徒への対応、�特殊教育の改善・
充実のための条件整備等、�具体的な提言が行われた。
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　職業に関する教科として農業、工業、商業、水産、
家庭のほか、情報、福祉が新設された。
　また、「総合的な学習の時間」の導入のほか、「養
護・訓練」が�「自立活動」と改められ、自立活動にお
ける「個別の指導計画」の作成が規定された。
　　なお、同年から完全学校週五日制が実施された。
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　障害のある児童生徒一人一人の、特別な教育的
ニーズに応じた適切な教育が行われるよう、就学指
導の在り方について見直しが行われた。
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	����	
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　教育・育成の分野では、乳幼児期から学校卒業後
まで一貫して計画的に教育や療育を行うこと。ＬＤ、
ＡＤＨＤ等特別なニーズのある子供についても適切
に対応すること。
　また、�関係機関が役割分担して「個別の支援計画」
を策定し、�効果的な支援を行うことなどが定められた。
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　盲・聾・養護学校においては、「個別の支援計画」
を平成���（����）�年度までに策定することが示された。
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　障害の程度等に応じた特別の場で指導を行う「特
殊教育」から、障害のある児童生徒一人一人の教育
的ニーズに応じて、適切な教育支援を行う「特別支
援教育」への転換が提言された。

�
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　学習指導要領の基準性を踏まえた指導、総合的な
学習の時間、個に応じた指導の一層の充実等、総則
を中心に一部改正された。
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　「国及び地方公共団体は、障害のある児童及び生
徒と障害のない児童及び生徒との交流及び共同学習
を積極的に進めることによって、その相互理解を促
進しなければならない。」ことが追加された。
　なお、�府教審、�大阪市養護教育審議会からも、�この間
に今後の障害教育の在り方にかかわる答申が出された。

　昨今、少子・高齢化、厳しい財政状況、地方分権化、
三位一体の改革等、まさにガバナンス改革が進む中、
教育の分野、特に、盲・聾・養護学校に関係する分野
においては、大変革を遂げようとしている。現在、文
部科学省では、平成���（����）�年��月の「障害者基本計
画」及び「重点施策実施�か年計画（新障害者プラン）」、
平成���（����）�年�月の「��世紀の特殊教育の在り方に
ついて（最終報告）」、平成���（����）�年�月の「今後の
特別支援教育の在り方について（最終報告）」�等をもと
にした施策化の作業が急ピッチで進められている。
　早ければ、平成���（����）�年度中に学校教育法の一部
改正が行われ、従前の障害種別ごとの学校設置だけで
なく、地域の状況に応じた障害種別ごとの部門を持つ
特別支援学校（仮称）の設置が可能となる。
　また、教育、福祉、医療、労働等関係機関との連携
を強化し、障害のある子供の生涯にわたる支援が期待
されており、その窓口として特別支援教育コーディ

ネーター（仮称）を校務として位置付けることや、特
別支援学校（仮称）を中心として小学校・中学校・高
校・大学のほか、福祉や労働等関係機関によってネッ
トワークをつくる「支援地域」という概念も示されて
いる。このように、障害のある者も地域で育ち、地域
で生活していくというごく当たり前のことの実現に向
けて、社会全体が動き出そうとしている。
　このため、今後、「共生社会」の実現をめざした職
業教育が必要になるものと思われる。それには、従来
の“手に職をつける”職業教育及び“就社傾向の強い”
進路指導から、「キャリア教育」への転換が課題となる。
　平成���（����）�年�月に文部科学省から出された
�「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者
会議報告書」によれば、「キャリア」を「個々の人が
生涯にわたって遂行するさまざまな立場や役割の連鎖
及びその過程における自己と働くこととの関係付けや
価値付けの累積」としてとらえている。そして、「キャ
リア教育」を「生徒一人一人のキャリア発達を支援し、
それぞれにふさわしいキャリアを形成していくために
必要な意欲・態度や能力を育てる教育」としている。わ
れわれが日頃行っていることを見直しながら、「本当
に求められているのは何だろう」と考え、生徒がいず
れ社会人・職業人になることを日常的に意識しながら
教育活動を展開することが「キャリア教育」の実践に
つながるものと思われる。
　また、そのことを、長期的な視点で乳幼児期から学
校卒業までを通じて一貫して的確な教育的支援を行う
ための「個別の教育支援計画」、一人一人の指導目標や
指導内容・方法の明確化を図る�「個別の指導計画」、学
校生活から職業生活へ円滑な移行を支援する「個別の
移行支援計画」の中に、それぞれどのように取り入れ
ていくかが今後の課題となるものと思われる。
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　専修学校の設置基準等は、表�����のとおりである。�
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（資料提供：大阪府生活文化部私学課）
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　昭和��年�（����）�年に発足した専修学校制度によ
り生まれた専修学校は、当初、学校数が全国���校、
このうち本府��校、生徒数が全国�������人、この
うち本府������人であった。その後、社会の要請
に即応した実践的な職業教育、専門的な技術教育
が積極的に進められ、昭和���（����）�年には、表���
�のように学校数が全国�����校、このうち本府
���校、生徒数が全国�������人、このうち本府
������人となった。
　都道府県別では、本府は、学校数が東京都����
校）、北海道����校）に次いで第�位、生徒数は東
京都��������人）に次いで第�位となっている。
　その後、職業技術教育機関として着実に発展し、
昭和���（����）�年には、新規高卒者の専修学校の専
門課程への進学率が短期大学を大きく上回るとと

もに、以後は、在学者数も含め大学に次ぐ主要な
高等教育機関となった。
　また、国立の専修学校が短期大学部への改組等
により減少する一方で、我が国の産業社会の高度
化・複雑化、急速な技術革新、サービス産業の進
展等に対応する人材育成の必要性の高まりにより、
私立の専修学校が増加し、平成���（����）�年には、
学校数が全国�����校、このうち本府���校、生徒
数が全国�������人、このうち大阪府������人と
なった。
　都道府県別では、本府は、学校数が東京都（���
校）に次いで第�位、生徒数も東京都（�������人）
に次いで第�位となっている。
　なお、設置者別では、学校数及び生徒数とも大
部分が私立となっており、この傾向は昭和��
�（����）�年から平成���（����）�年に至るまで、全国及
び本府とも変わりがない。
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（出典：大阪の学校統計）
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　府内の所在地別の学校数は、昭和���（����）�年に
おいては大阪市（���校）、堺市（��校）、豊中市及
び東大阪市（�校）等の順となっており、大阪市
に全体の過半数が集中している。
　この傾向は、その後も大きく変化することなく
推移し、平成���（����）�年においては大阪市����
校）、堺市（��校）、�枚方市及び東大阪市（�校）等
の順となっている。
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　府内の課程別の生徒数は、表�����のように昭
和���（����）�年においては、高等課程������人（構
成比����％）、専門課程������人�（同����％）、一般
課程���人�（同����％）であった。
　その後、高校への進学率の増加等社会の変化に
伴い、平成���（����）�年においては、高等課程�����
人（構成比���％）、専門課程������人（同����％）、
一般課程�����人�（同����％）�となっている。
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（出典：大阪の学校統計）
（注）�　学校数は延べ数を示す。
　　　�　学校数及び生徒数には、国立、公立、私立のすべてを含む。
　　　�　昭和���（����）�年の学校数は、私立のみを示す。
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　府内の分野別の生徒数は、表�����及び図�����
のように昭和���（����）�年においては医療関係
������人（構成比����％）、工業関係������人（同
����％）、服飾・家政関係������人�（同����％）�等と
なっている。
　その後、国際化、少子高齢化、介護福祉の充実
化、医療の高度化等により、工業関係や商業実務
関係は平成��（����）�年をピークにして減少し、服

飾・家政関係は年度ごとに減少している。
　一方、医療関係や衛生関係、文化・教養関係は、
増加の一途をたどっているが、農業関係は、昭和
���（����）�年以降増加していたが、平成���（������年
をピークにして減少ている。
　なお、�平成���（����）�年においては医療関係
������人�（構�成�比����％）、�文�化・教�養�関�係������人
�（����％）、工業関係������人�（同����％）�等となっ
ている。�
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（出典：大阪の学校統計）

（注）生徒数は、国立、公立、私立のすべてを含む。
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（注）�　各関係に属する主な学科は、次のとおりである。
　　　　　○　工業関係…………………測量、�土木・建築、�電気・電子、�無線通信、�自動車整備、�機械、�電子計算機、�情報処理、�インテリア等
　　　　　○　農業関係…………………生物工学、園芸等
　　　　　○　医療関係…………………看護、�准看護、�歯科技工、�歯科衛生、�臨床検査、�診療放射線、�鍼・灸・あんま、�柔道整復、�理学療法等
　　　　　○　衛生関係…………………栄養、調理、理容、美容等
　　　　　○　教育・社会福祉関係……保母養成、教員養成、介護福祉、社会福祉等
　　　　　○　商業実務関係……………経理・簿記、タイピスト、秘書、経営、パソコン等
　　　　　○　服飾・家政関係…………家政、和洋裁、料理、編物・手芸、ファッション等
　　　　　○　文化・教養関係…………音楽、�美術、�デザイン、�外国語、�演劇・映画、�写真、�通訳、�ガイド、�受験・補習、�動物看護、�法律等
　　　�　本図は、表����に基づいて作成したものである。
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　府内の入学者数は、表������のように昭和���（����）
�年においては������人となっており、平成��（����）�年
までは増加し、平成��（����）�年以降は年度によって増
減を繰り返していたが、平成���（����）�年以降再び増加
し、�平成���（����）�年においては、�������人となっている。
　設置者別では、昭和���（����）�年においては国公立
���人（構成比���％）、私立������人（同����％）であっ
たのが、平成���（����）�年においては国公立���人（構成
比���％）と減少し、私立が������人（同����％）と増
加している。
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　府内の卒業者数は、表������のように昭和���（����）
�年においては������人となっており、平成��（������年
までは増加していたが、平成��（����）�年以降は年度に
よって増減を繰り返し、平成���（����）�年においては
������人となっている。
　設置者別では、昭和���（����）�年においては国公立
���人（構成比���％）、私立������人（同����％）であっ
たのが、平成���（����）�年においては国公立���人（構成
比���％）と減少し、私立������人（同����％）と増加
している。
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　府内の就職状況は、産業構造・就業構造の変化等に
より、時代とともに大きく変化している。
　課程別の就職率（関係分野への就職者数／卒業者数
×���％）は、昭和���（����）�年においては高等課程
����％、専門課程����％、一般課程���％であった。
　しかし、平成���（����）�年においては高等課程����％、
専門課程����％となっており、一般課程においては平

成���（����）�年以降、関係分野へ就職した者がいないと
いう状況が続いている。
　分野別の就職率は、表������及び図�����のように昭
和���（����）�年においては衛生関係（����％）、医療関係
（����％）、工業関係（����％）等の順となっているが、
平成���（����）�年においては衛生関係（����％）、医療関
係（����％）、教育・社会福祉関係（����％）等の順と
なっている。�
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（出典：大阪の学校統計）

（注）��　学科数は延べ数を示す。

�　　　�　入学者数は、当該年度の春期（�月�日から�月�日）のものを示す。

�　　　�　卒業者数は、前年度間のものを示す。
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（出典：大阪の学校統計）

（注）�　各欄の上段は卒業者数、中段は就職率（当該関係分野への就職者数／卒業者数×���％）、下段は当該関係分野への

就職者数を示す。

　　　�　卒業者数及び当該関係分野への就職者数には、国立、公立、私立のすべてを含む。

　　　�　卒業者数は、前年度間のものを示す。
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（注）本図は、表�����に基づいて作成したものである。
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　昭和���（����）�年から平成���（����）�年までの専修学校の法令�・�制度等に関する主な動向は、�表������のとおりである。�
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（参考：全国専修学校各種学校総連合会近畿ブロック協議会資料）
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　専門士の称号の付与は、平成��（����）�年�月の文
部省告示第��号により定められた制度であり、平成
��（����）�年�月の卒業者から適用されている。
　専修学校の専門課程における学習を適切に評価し、
一定の専修学校の専門課程の修了者に対して、専門
士の称号を付与することにより、その修了者の社会
的評価の向上を図り、もって生涯学習の振興に資す
ることを目的としている。
　ただし、次の条件を満たしていることが求められ
ている。
①　修業年限が�年以上であること。
②　課程の修了に必要な総授業時数が������時間以
上であること。
③　試験等により成績評価を行い、その評価に基づ
いて課程修了の認定を行っていること。

�������	�

　専門課程修了者の大学への編入学は、生涯学習社
会の実現化の一環として、平成���（����）�年�月の学
校教育法等の一部改正により、平成���（����）�年�月
から実施された制度である。
　過去の専修学校の専門課程の卒業者も対象として
おり、適切な学習機会を拡充し、提供するために創

設されたものであり、専修学校の専門課程を修了し、
大学へ進学したい者にとっては、時間的・経済的な
負担が大幅に軽減されることとなった。
　ただし、学校教育法施行規則第��条の�及び文部
省告示第����号により、次の条件を満たしているこ
とが求められている。
　①　修業年限が�年以上であること。
②　課程の修了に必要な総授業時数が������時間
以上であること。
③　前述の①及び②の基準を満たす専修学校の専
門課程を修了した者は、編入学しようとする大
学の定めるところにより、当該大学の修業年限
から、修了した専修学校の専門課程における修
業年限に相当する年数以下の期間を控除した期
間を在学すべき期間として、当該大学に編入す
ることができる。ただし、在学すべき期間は�
年を下ってはならない。

　このほか、平成���（����）�年�月から、短期大学や
高等専門学校の「専攻科」へ入学できるようになる
（学校教育法施行規則第��条及び第��条の�）とと
もに、大学の単位を科目等履修生等によって取得し、
学位授与機構の審査を受けて「学士」の学位を取得
することができるようになった。（学位規則第�条）�
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　各種学校の設置基準等は、表������のとおりである。�
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　各種学校は、明治���（����）�年の教育令の制定に
より発足し、その後、社会の進展に伴い、次々と
設立され、充実・発展してきた。
　しかし、学校教育法の改正により、昭和��
�（����）�年から専修学校制度が設けられた結果、各
種学校から専修学校への移行が進み、時代ととも
に学校数、生徒数が減少し、昭和���（����）�年には、
表������のように、学校数が全国�����校、このう
ち本府���校、生徒数が全国　�������人、このうち
本府������人となった。
　都道府県別では、本府は、学校数が愛知県����
校）、東京都����校）、北海道����校）、兵庫県����
校）に次いで第�位、生徒数は東京都��������人）、
愛知県�（������人）に次いで第�位となっている。
　平成���（����）�年には、学校数が全国������校、
このうち本府��校、生徒数が全国�������人、この
うち本府������人となった。

　都道府県別では、本府は、学校数が東京都����
校）、愛知県����校）、兵庫県����校）三重県����
校）、北海道（��校）に次いで第�位、生徒数は東
京都�（������人）、愛知県（������人）に次いで第�
位となっている。
　また、平成���（����）�年現在、本府においては、
学校数が昭和���（����）�年のピーク時（���校）の
����％、生徒数が昭和���（����）�年のピーク時
��������人）の����％となっている。
　設置者別では、昭和���（����）�年においては学校
数が国立�校（構成比���％）、公立�校（同���％）、
私立���校（同����％）、生徒数が国立��人（構成
比���％）、公立���人（同���％）、私立������人
（同����％）となっている。
　その後、時代とともに国立が廃校、公立及び私
立が減少し、平成���（����）�年には、学校数が公立
�校�（構成比����％）、私立��校（同����％）、生徒
数が公立��人（構成比����％）、私立������人（同
����％）となっている。�
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（出典：大阪の学校統計）
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　府内の所在地別の学校数は、昭和���（����）�年に
おいては大阪市����校）、堺市（��校）、東大阪市
（��校）等の順となっており、大阪市に全体の過
半数が集中している。
　この傾向は、以後年度ごとに学校数が減少する
中でも変わらずに推移し、平成���（����）�年におい
ては大阪市（��校）、東大阪市（�校）、堺市（�
校）等の順となっている。�
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　府内の修業年限別の生徒数は、表������のよう
に昭和���（����）�年においては、修業年限�年未満
の課程が�����人（構成比����％）、修業年限�年
以上の課程が������人（同����％）であった。
　その後、生徒数が減少する中で、年度によって
は両課程の割合が増減し、平成���（����）�年におい
ては、修業年限�年未満の課程が�����人（構成比
���％）、修業年限�年以上の課程が������人（同
����％）となっている。�

（出典：大阪の学校統計）

（注）卒業者数は、前年度間のものを示す。

��������	
���������	
����

���������������

���������������������������������������������

�������������������������������������������

�������������������������������������������

�������������������������������������������

��������������������������������������������

������������������������������������������

������������������������������������������

������������������������������������������

������������������������������������������

������������������������������������������

������������������������������������������

������������������������������������������

����������������������������������������

�����������������������������������������

�����������������������������������������

�����������������������������������������

�����������������������������������������

�����������������������������������������

�����������������������������������������

���������	
��
��������
�� （単位：人）



���

�������	


　府内の分野別の生徒数は、表������及び図�����
のように昭和���（����）�年においてはその他������
人�（構成比����％）、工業関係�����人（同���％）、
文化・教養関係�����人（同���％）等の順となっ
ている。
　その後、�昭和���（����）�年には、工業関係及び教
育・社会福祉関係の専修学校への移行等に伴い、

在籍者がなくなり、その他に次いで服飾・家政関
係、医療関係、文化・教養関係が多かったが、�平成
��（����）�年以降は、服飾・家政関係に変わって商
業実務関係が急増している。
　平成���（����）�年においてはその他������人（構
成比����％）、商業実務関係���人（同���％）、文
化・教養関係���人�（同���％）�等の順となっている。

（単位：人）���������	
��
������
��

（出典：大阪の学校統計）

（注）�生徒数は、国立、公立、私立のすべてを含む。
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（注）�　各関係に属する主な学科は、次のとおりである。
○医療関係…………………看護、准看護、助産、歯科衛生
○衛生関係…………………調理、理容、美容　
○商業実務関係……………経理・簿記、タイピスト
○家政関係…………………和洋裁、編物・手芸
○文化・教養関係…………音楽、デザイン、茶華道、外国語、宗教、日本語、バレエ等
○その他……………………予備校、自動車操縦（自動車学校）、外国人学校等

　　　�　その他は、右側の座標数値で示している。
　　　�　本図は、表�����に基づいて作成したものである。
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　府内の入学者数は、�表������のように昭和���（����）�年
においては������人となっており、�平成元�（����）�年ま
では年度によって増減を繰り返していたが、�平成�
�（����）�年以降は減少を続け、�平成��（����）�年には�万
人台を割り、�平成���（����）�年には������人となっている。
　設置者別では、昭和���（����）�年においては国公立��
人（構成比���％）、私立������人（同����％）であっ
たが、平成���（����）�年においては、国公立��人（構成
比����％）、私立������人（同����％）に激減している。
��������	


　府内の卒業者数は、表������のように昭和���（����）
�年においては������人となっており、昭和���（����）�年

までは年度によって増減を繰り返していたが、昭和��
�（����）�年以降は廃校・休校等により減少を続け、平成
��（����）�年には�万人台を割り、平成���（����）�年には
������人となっている。
　分野別では、表������のように昭和���（����）�年にお
いてはその他������人（構成比����％）、衛生関係
�����人（同���％）、工業関係���人（同���％）等の順
となっているが、いずれの分野においても年度によっ
て増減を繰り返し、平成���（����）�年においてはその他
������人（構成比����％）、文化・教養関係���人（同
���％）、商業実務関係���人（同���％）等の順となっ
ている。�

（出典：大阪の学校統計）

（注）�　学科数は延べ数を示す。

　　　�　入学者数は、当該年度の春期（�月�日から�月�日）のものを示す。

　　　�　卒業者数は、前年度間のものを示す。
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（出典：大阪の学校統計）

（注）�　生徒数は、国立、公立、私立のすべてを含む。

　　　�　卒業者数は、前年度間のものを示す。

（単位：人）
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　昭和���（����）�年に社会教育法が施行されてから、��
年余りが経過しているが、この間、社会教育関係団体
への補助禁止規定の廃止、市町村への社会教育主事の
必置等を定めた法の一部改正が行われ、昭和���（����）
�年には第��期中教審から「生涯教育について」の答申、
続いて昭和���（����）�年には臨教審から�「教育改革に関
する第一次答申」が出されている。
　また、昭和���（����）�年には「社会教育局」が「生涯
教育局」に改組され、平成��（����）�年には「生きる力」
と「ゆとり」をキーワードとした第��期中教審第一次
答申が出されている。
　このように、社会教育の目的や内容はそれぞれの時
代を反映して、さまざまに変化してきた。しかし、い
ずれの時代にあっても、社会教育法に定められた「国
及び地方公共団体は、この法律及び他の法令の定める

ところにより、社会教育の奨励に必要な施設の設置及
び運営、集会の開催、資料の作製、頒布その他の方法
により、すべての国民があらゆる機会、あらゆる場所
を利用して、自ら実際生活に即する文化的教養を高め
得るような環境を醸成するように努めなければならな
い」という基本精神に基づいて、今日まで終始一貫し
て志向され、実践されてきた。
　我が国の社会は、今日、科学技術の高度化、情報化、
少子高齢化の進展や完全学校週五日制の実施等により、
急激に変化している。
　このため、今後、多様化・高度化する学習ニーズや
家庭・地域社会の教育力の向上等の現代的課題に対応
したさまざまな学習機会の提供に努めるとともに、学
習情報の提供を通じて自主的な学習活動を進め、その
学習成果を課題解決やボランティア活動等に生かすよ
うに、社会教育活動への参加を促進することが求めら
れている。�
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　青年学級は、勤労青年に対し、実際生活に必要な職
業または家事に関する知識・技能の習得と一般教養の
向上を図ることを目的として、昭和���（����）�年の青年
学級振興法の施行とともに開設された。
　しかし、高校進学率の上昇や勤労青少年の生活意識
の変化等により、減少の一途をたどり、国庫補助学級
は、表������のように昭和���（����）�年度は学級数�、学
級生数���人であり、学習内容・状況は表������のよう
に、平成��（����）�年度には市町村単費開設学級のみと
なり、その後�年間続けられたが、平成��（����）�年度
末をもって廃止された。
　青年教室は、青年学級と同じ趣旨で規模を縮小した
形で昭和���（����）�年度から国の委嘱事業、昭和��
�（����）�年度から国庫補助事業として開設された。

　昭和���（����）�年度からは府費補助が行われるように
なったが、青年学級と同様の要因により減少を続け、
表������のように昭和���（����）�年度は教室数��、教室
生数���人であり、学習内容・状況は表������のように
平成��（����）�年度は教室数�、教室生数���人となり、
平成��（����）�年度末をもって廃止された。
　その後、このような社会教育の場で行われていた職
業技術教育は、�専修学校や各種学校のほか、労働・農
村行政における職業訓練の場において展開されるよう
になった。
　また、自由時間の増大、高齢化の進行、技術革新の
進展等を背景に、学校・地域・職場等において多種多
様な学習活動が行われる等、生涯学習への関心が高ま
り、平成��（����）�年の「生涯学習振興法」の施行、平
成���（����）�年度の学校週五日制の完全実施等により、
生涯学習は、社会教育行政というよりも、広く生涯教
育体制の整備の中で推進されるようになった。�

�

�
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（出典：大阪の社会教育）

（注）�　青年学級及び青年教室の数値は、国庫補助対象のものを示す。

　　　�　＊印は府費補助対象のものを含む。
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　後期中等産業教育の補完的役割を担うものの一つで
ある青年の家とは、「青少年の共同生活を通じ、健全な
心身の発達を促す従来の施設に、さらに実験・実習設
備を備えた職業訓練の要素を加えた施設」のことをい
い、国の設置補助は昭和���（����）�年から始まった。
　本府においては、高槻市・吹田市等に開設され、昭
和���（����）�年には��か所を数えるに至った。
　これらの中で、最大面積を誇る府立青年の家は、昭
和���（����）�年に「府下の青少年やその指導にあたる人
たちを主な対象とし、団体での宿泊を通じて共同生活
をしながら研修を行い、その研修をとおして仲間づく
りを進め、規律・自主・協同の精神を養うことにより、

健全な青少年、よりよい社会人を育成する」ことを目
的として開設された。
　当初は、職場適応や職場の人間関係、体育・レクリ
エーションに関する学習の場として活用されたが、時
代とともに産業教育的な色彩が薄れ、表������のよう
に昭和���（����）�年には主催事業として、学校レクリ
エーションリーダー研修や集団宿泊指導担当者研修等
が実施されるようになった。
　平成���������年以降は、教職員のためのレクリエー
ションリーダー研修や青少年教育施設ボランティア研
修のほか、チャレンジセミナー・環境教育セミナー等
の生涯学習関連事業等やボランティア関係の文部省補
助事業等が実施されるようになった。�

　　（注）数値は国庫・府費補助教室、及び自主開設教室を加えたものを示す。　　　　　　（出典：大阪の社会教育）
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（出典：大阪の社会教育）
（注）＊印は、「地域生涯学習ボランティアコーディネーターシステム整備充実事業」を示す。
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　一方、表������のように受け入れ事業においては、平
成��（����）�年から始まった学習会の占める割合が増加
する等、時代とともにその機能が変化する中で施設の
維持が図られてきた。

　しかし、社会教育行政における効果的・効率的な事
業の展開、既存事業の再構築等から平成���（����）�年度
末をもって大阪府立青年の家は閉鎖された。

���������	
��
�
���������
�� （単位：％）
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（出典：大阪の社会教育）





　��視察・見学研究会の開催
　��講演会・講習会の開催
　��シンポジウム・座談会等の開催
　��建議・陳情等
　��各種の表彰・助成
　��その他

������

�������	


��



���

　大阪実業教育協会は、実業家、教育者、教育行政担
当者の三者の協力により、実業教育の改善振興を図る
ことを目的として昭和���（����）�年に創立され、平成��
年で��周年を迎えた。
　本協会の事務所は、創立以来、大阪商工会議所内に
置かれていたが、大阪市教育委員会の配慮により平成
��������年�月に現在の旧大阪市立堂島小学校内に移
転し、必要に応じて実業家、教育者及び教育行政担当

者が産業教育の諸問題について協議を重ね本府の産業
教育の振興に積極的に取り組んでいる。
　本協会の創立の経緯、会則等については大阪府産業
教育��年記念誌、さらに、その後の活動状況等につい
ては、同��年、��年及び���年記念誌に記述されている
ので、ここでは、その後の��年間に実施された事業の
概要について記すこととする。

　その後、本基金については、昭和���（����）�年に大阪
府産業教育���年と大阪実業教育協会��周年の記念事
業の一環として、特に産業界の会員から絶大な協力を
得て新たに�����万円余が追加され、計�����万円と

なった。
　なお、今般の大阪府産業教育���年記念事業にかか
わる諸費用は、本基金から拠出されている。�

　　　
�������	
��

　専門高校等の教職員を海外をはじめ、全国及び府内
の各地の会社・工場・研究機関に派遣し、常に進展す
る産業界の実状を知見させる視察・見学研究会等が実
施されている。この内、海外産業教育視察は、昭和��
�（����）�年に本協会の創立��年記念事業として、産業界

から多大の協力を得てつくられた派遣費基金�����万
円をもって実施されたものであり、経済不況等により
中止された平成��（����）年度までの派遣人数は、表
����のように計���人に及んでいる。
　なお、表����は国内産業教育研修員の派遣の推移、
表�����は視察�・�見学研究会の推移を示したものである。�

�
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（注）派遣先はヨーロッパ、アメリカ、オーストラリア、ロシア等となっている。
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（注）本国内産業教育研修員の派遣は、昭和��（����）年から実施されている。
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（注）�　各年度の上段は見学研究会の見学先、下段は国内産業教育研修員の研修内容、研修先を示す。

　　　�　見学研究会は、昭和��（����）年の本協会の創立時から実施されている。
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　専門高校等の教職員の資質の向上を図るため、産業
界の第一線で活躍している人々を招聘して、講演会や
講習会が開催されている。特に、講習会については、

会社会員の工場等を利用することが多く、しかも教職
員の強い要望により、以前は�週間程度の長期に及ぶ
こともあったが、最近は�日間となっている。
　なお、表�����は講演会、表�����は講習会の実施状
況の推移を示したものである。
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（注）本講演会は、昭和��（����）年の本協会の創立時から実施されている。
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（注）本講習会は、昭和��（����）年から実施されている。
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　本協会には、農業教育、工業教育、商業教育の�部
会があるが、部会ごとの研究課題については当該部会

の関係者、共通問題については�部会合同会議で検討
が行われている。
　また、�表�����のようなシンポジウムや座談会等も開
催されている。

　　　
��������

　産業教育の改善充実のため、関係機関と連携を図り
ながら研究討議を重ね、関係当局に対して建議・陳情
のほか、諮問に応じて答申が行われている。
①　産業教育振興予算対策について
②　専門高校における施設、設備基準の改訂について
③　産業教育を中心とした後期中等教育の改善について
④　専門高校（農業、工業、商業、家庭、看護、総合）
卒業生の採用について

⑤　高等学校新規卒業者の就職のための推薦及び選考
開始の期日等について
⑥　大学入学者選抜における推薦入学制度の採用・拡
大について
⑦　情報処理教育の推進、特に施設、設備の充実、そ
の他の予算措置について
⑧　高等学校多様化の具体策と勤労青少年教育の改善
について�
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（注）本シンポジウム・座談会等は、昭和��（����）年度から実施されている。
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　専門高校優良卒業生の表彰、生徒の研究文・作文
の募集・表彰のほか、教職員の視察見学会や講習会、

教育研究団体への助成、大阪府産業教育フェアに対
する助成、教職員の特別研究に対する助成等が必要
に応じて行われている。
�

�

　　　
���

��������	
��
����

　高校教員内地留学生の受け入れ・斡旋、同種事業
の協力・後援、産業教育関係資料の印刷・配布、講
師の斡旋、懸賞論文の募集等の事業が行われている。
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　教育委員会や教職員の会合のほか、生徒の専門教
科の部活動の会合等に対して年間��回程度本協会の
会議室を無料で貸与している。
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　国における産業教育���年記念事業は、平成���（����）�年��月��日�（木）�の記念式典を中心に、種々の行事が行われ
た。ここでは、その概要を簡単に述べる。

������

������

　平成���（����）�年��月��日（水）に都内パレスホテルにおいて、産業界、教育界、関係団体の代表者が集まって、産
業教育���年記念事業発起人会総会が開催され、産業教育���年記念会が設立された。
　議事内容として、趣意書・会則・実施委員会規程・事業計画・収支予算書等が決定されるとともに、記念会役
員が推載された。
　�　主な役員

名誉会長　　　　日本経済団体連合会会長　　　　　　　　　奥　田　　　碩
顧　　問　　　　経済同友会代表幹事　　　　　　　　　　　北　城　恪太郎
　　　　　　　　日本商工会議所会頭　　　　　　　　　　　山　口　信　夫
　　　　　　　　全国中小企業団体中央会会長　　　　　　　石　川　　　忠
会　　長　　　　産業教育振興中央会会長　　　　　　　　　茂　木　友三郎
副　会　長　　　　産業教育振興中央会評議員会長　　　　　　野　�　　　弘
　　　　　　　　産業教育振興中央会理事長　　　　　　　　池　田　守　男
実　施　委　員　長　　産業教育振興中央会理事長　　　　　　　　池　田　守　男
副実施委員長　　産業教育振興中央会副理事長　　　　　　　井　上　孝　美
　　　　　　　　産業教育振興中央会常務理事　　　　　　　郷　　　宗　親

��　事業計画
①　記念式典の挙行
②　産業教育振興全国大会の開催
③　産業教育功労者の表彰
④　記念講演・シンポジウム等の開催
⑤　記念作品の募集・選奨
⑥　産業教育���年記念誌の刊行
⑦　特別放送・新聞特集記事等の推奨
⑧　その他必要な事項
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　�　事業予算
　　　　　　　　　　　　　　　　（円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
　収　入　　　　　　　　����������　　　　支　出　　　　　　　　����������
　　醵出金　　　　　　　����������　　　　　記念式典費　　　　　����������
　　　（全国専門高校、外関係教育団体）　　　　　（功労者表彰、会場費等）
　　賛助金　　　　　　　　���������　　　　　産業教育振興大会費　　���������
　　　　大学等教育機関　　　　　　　　　　　記念作品募集表彰費　　���������
　　　　関�係�教�育�団�体　　　　　　　　　　　記念会誌編纂費　　　　���������
　　　　関�係�経�済�団�体　　　　　　　　　　　募金経費　　　　　　　���������
　　寄付金　　　　　　　����������　　　　　広告活動費　　　　　　���������
　　　（産業経済界）　　　　　　　　　　　　　　　　　その他の事務諸費　　　���������
　　雑収入　　　　　　　　　�������

�　　　（注）事業予算は、平成���（����）�年�月末日現在における収支決算（若干の見込額を含む）である。
　�　実施委員会組織
　総　務　部　山崎　　晟　産業教育振興中央会専務理事（旧）総括、広報、記念式典、功労者表彰
　　　　　　　中山　淑廣　産業教育振興中央会専務理事（新）振興大会、会計経理、祝賀会等
　募　金　部　青木　博一　千葉県立千葉工業高等学校長（旧）募金活動
　　　　　　　松井　立夫　千葉県立茂原工業高等学校長（新）
　記念作品部　服部　次郎　筑波大学附属坂戸高等学校長　　　記念作品の募集・選奨等
　会誌編纂部　古市　義策　千葉県立千葉商業高等学校長　　　産業教育���年記念会誌編纂・刊行

��������

����
���������	

　記念式典は、朝から青空が一面に広がり、風もなく穏やかな日和の中、平成��（����）�年���月��日�（木）�に国立オ
リンピック記念青少年総合センター内カルチャー棟大ホールにおいて、皇太子殿下をお迎えして、次の順序で
粛々と挙行された。
���

��開式のことば�　　　　　産業教育���年記念会理事　　　　山崎　　晟
��国　　歌　　斉　　唱
��式　　　　辞�　　　　　産業教育���年記念会名誉会長　　奥田　　碩
��式　　　　辞　　　　　産業教育���年記念会会長　　　　　茂木友三郎
　�式　　　　辞�　　　　　文部科学大臣　　　　　　　　　　中山　成彬
　�祝　　　　辞�　　　　　内閣総理大臣　　　　　　　　　　小泉純一郎
　�祝　　　　辞�　　　　　衆議院議長　　　　　　　　　　　河野　洋平
　�祝　　　　辞�　　　　　参議院議長　　　　　　　　　　　扇　　千景
　�来　　賓　　紹　　介　　　　　産業教育���年記念会理事　　　　石川　千尋
　�産業教育功労者表彰　　文部科学大臣　　　　　　　　　　中山　成彬
　　　　　　　　　　　　　産業教育���年記念会会長　　　　茂木友三郎
　�皇太子殿下のおことば
　�閉式のことば　　　　　産業教育���年記念会理事　　　　小林　　聰
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　産業教育功労者として、全国で文部科学大臣表彰を受けた者は茂木友三郎記念会会長はじめ���人、記念会会長
表彰を受けた者は���人であった。
　そのうち、本府関係者は次の文部科学大臣表彰��人、記念会会長表彰�人であった。

�������	

産業界　記念会顧問、全国中小企業団体中央会会長　　　　　　　　　　　　　　　　石川　　忠
大阪実業教育協会会長、住友電気工業株式会社相談役　　　　　　　　　　　川上　哲郎
大阪実業教育協会理事長、日本ペイント株式会社会長　　　　　　　　　　　藤井　　浩

教育界　元大阪市立高等学校長、大阪実業教育協会専務理事　　　　　　　　　　　　西澤　　爽
元文部省初等中等教育局主任視学官、大阪電気通信大学教授、同高校長　　　岩本　宗治
元大阪市立高等学校長、専門学校副校長　　　　　　　　　　　　　　　　　延與　恒好
元大阪府立工業高等専門学校長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　斎藤　昭三
元大阪府立高等学校長、私立中学校高等学校長　　　　　　　　　　　　　　重森　　治
大阪大学教授　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　菅井　勝雄
関西大学教授　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田村　坦之
大阪府立工業高等専門学校長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　室津　義定
元大阪府立高等学校長、大阪女子高等学校長　　　　　　　　　　　　　　　東�　元宏
元大阪府立高等学校長、専門学校長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中野　吉晟
元大阪市立高等学校長、元医療技術専門学校長　　　　　　　　　　　　　　藤野　道夫

　　　　元大阪市立高等学校長、専門学校長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山田　　溪

�������

産業界　武田薬品工業株式会社社長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長谷川閑史
本会評議員、大阪ガス株式会社相談役　　　　　　　　　　　　　　　　　　領木新一郎
元大阪実業教育協会事務局長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　永本　信義

教育界　元大阪府立白菊高等学校長、元全国看護高等学校長協会副理事長　　　　　　石黒　典男
大阪市立天王寺商業高等学校長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前田　俊一
元大阪府立白菊高等学校長、元全国看護高等学校長協会理事長　　　　　　　和田　　昇
元大阪府立白菊高等学校校長、元全国看護高等学校長協会副理事長　　　　　渡邊　文一

�
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　産業教育振興全国大会は、記念式典終了後、同じ国立オリンピック記念青少年総合センター内カルチャー棟大
ホールにおいて午後�時から�時��分まで、約���人の参加のもと、次の順序で盛大かつ有意義に行われた。

　����

��　開会のことば　　　　　　　産業教育���年記念会理事　　　　　　　　　　井上　孝美
��　主催者あいさつ　　　　　　産業教育���年記念会会長　　　　　　　　　　茂木友三郎
��　文部科学大臣あいさつ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中山　成彬
��　実施委員長あいさつ　　　　産業教育���年記念会実施委員長　　　　　　　池田　守男
��　産業教育功労者表彰

　産業教育功労者���人を代表して、金沢忠夫茨城県産業教育振興会会長に茂木友三郎
記念会会長から表彰状が授与された。

�　記念作品入選者発表・表彰
　論文�・�研究文�・�作文�・標語・ポスターの各部門最優秀者に近藤信司文部科学審議官から文
部科学大臣奨励賞の表彰状が授与され、茂木友三郎記念会会長から記念品が贈られた。

��　記念講演
　　　演題�「日本経済の見通しと産業教育への期待」
　　　講師�諸井　　虔　太平洋セメント㈱相談役、㈱東京放送取締役、産業教育振興中央会顧問
��　大会宣言・決議　　　　　　産業教育���年記念会実施副委員長　　　　　　郷　　宗親
��　万歳三唱　　　　　　　　　産業教育���年記念会副会長　　　　　　　　　野�　　弘
��　閉会のことば　　　　　　　産業教育���年記念会理事　　　　　　　　　　上田　有宏
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　産業教育���年に当たり、産業教育に関係のある高校の教員並びに生徒から、産業教育に対する新しい認識と実
践力を期待し、次の�部門についての作品の募集が行われ、入賞者には産業教育振興全国大会の席上において、
表彰が行われた。

　����

���　論　　文　　　産業教育の在り方、振興方策などについての創造的・建設的な意見。
　　　　　　　　　　ワープロ使用の場合　　Ａ�版、縦型横書、�頁��字×��行×�段組�～�頁
　　　　　　　　　　原稿用紙使用の場合　　���字詰め原稿用紙��～��枚以内
　　　　　　　　　　（産業教育に携わる高校の教員）

���　研　究　文　　　生徒の個人又はグループによる産業教育に関する研究・実験実習、就業体験等の
　　　　　　　　　成果をまとめたもの。
　　　　　　　　　　ワープロ使用の場合　　Ａ�版、縦型横書、�頁��字×��行×�段組�～�頁
　　　　　　　　　　原稿用紙使用の場合　　���字詰め原稿用紙��～��枚以内

���　作　　文　　　生徒が教育研究・就業体験などで体験した感想・決意・抱負などを述べた作品。
　　　　　　　　　　ワープロ使用の場合　　Ａ�版、縦型横書、�頁��字×��行×�段組�～�頁
　　　　　　　　　　原稿用紙使用の場合　　���字詰め原稿用紙��枚以内

���　標　　語　　　産業教育の意義、重要性、喜び、楽しさ等を簡潔なことばで社会に伝える作品。
���　ポスター　　　産業教育の意義、重要性、喜び、楽しさ等を図案で社会に伝える作品。
　　　　　　　　　図柄は自由、色は金・銀・蛍光の特殊な色は不可とし、用紙の大きさはＢ�版とする。

����

　　　　　　　最優秀賞　　　　文部科学大臣賞　　　　　　　各�名（副賞・記念品）
　　　　　　　優　秀　賞　　　　産業教育���年記念会長賞　　　各�名（副賞・記念品）
　　　　　　　佳　作　賞　　　　産業教育���年記念会長賞　　　若干名（副賞・記念品）

　　　　　　　　入選者については、産業教育振興全国大会において表彰授与された。
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　本誌の作成に当たっては、平成���（����）�年��月に大阪実業教育協会が中
心となって、大阪府産業教育���年記念会を組織し、その事業の一環として
記念誌作成委員会を発足させた。その後、足掛け�年にわたってすべての
専門分野の原稿とそれに関連する資料等について検討を加え、このたび刊
行に至った。
　顧みると、昭和���（����）�年�月に大阪府教育委員会をはじめ関係教育委
員会、関係校長会等を中心にして、大阪府産業教育���年記念誌が刊行され
てから、今日までに��年が経過していた。
　その間、�回にわたって学習指導要領が改訂され、時代の進展に対応し
て教育内容等も変わるとともに、産業教育関係学校の学科改編や再編整備
などが進展してきたため、これらの時期の関係資料等を整理し、足跡を記
しておく必要に迫られていた。
　また、平成���（����）�年�月に府立の関係高校長会によって刊行された
「大阪府立実業高等学校長会のあゆみ」のほか、関係学科の研究会機関誌
等で本府の産業教育の変遷などの記述が散見されたが、府内の産業教育全
般を網羅し、各専門分野の系統だった編集には至っていなかった。
　そこで、今般の本誌の編集に当たっては、産業教育に関する法律の制定
���年という節目に、産業教育の発展の経過と現状を明らかにし、将来の産
業教育の改善・振興に役立てるため、章立ては���年記念誌に準拠し、昭和
���（����）�年から平成��（����）年までの期間を重点的に集録することとした。
　しかしながら、過去��年間にわたる関係資料の収集・整理には、その所
在も含め困難を極めたため、相当の月日を費やさざるを得ない状況にあっ
たが、幸いにも関係方面から多大のご協力をいただき、一定の集録を果た
せたものと考えている。
　おわりに、本誌の刊行に当たって物心両面からご支援いただいた大阪実
業教育協会をはじめ、関係機関、執筆者等に対して深甚の謝意を表すると
ともに、本府が誇る「実業」教育が本誌の発刊を契機として、一層振興・
充実することを期待するものである。

大阪府産業教育���年記念会
記念誌作成委員会

委員長　　北　川　　賢　一
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　　　　委　員　長　　北　川　賢　一（元大阪府立農芸高等学校長）

　　　　　　　　　　　　副　委　員　長　　石　橋　善　晴（元大阪市立天王寺商業高等学校長）

　　　　委　　　員　　大　倉　雅　之（大阪市立鶴見商業高等学校長）

　　　　委　　　員　　奥　田　喜代江（大阪府立刀根山高等学校長）

　　　　委　　　員　　笠　原　智　之（前堺市立第二商業高等学校長）

　　　　委　　　員　　國　澤　正　和（大阪市立泉尾工業高等学校長）

　　　　委　　　員　　桑　田　芳　治（大阪府立港南造形高等学校長）

　　　　委　　　員　　小　南　�　雄（前大阪府立農芸高等学校長）

　　　　委　　　員　　仙　崎　秀　夫（前大阪府立成城工業高等学校長）

　　　　委　　　員　　大　安　義　産（前星翔高等学校長）

　　　　委　　　員　　高　橋　　　正（大阪府立美原高等学校長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（元大阪府立白菊高等学校長）

　　　　委　　　員　　綱　　　信　良（前大阪電気通信大学高等学校長）

　　　　委　　　員　　東　�　元　宏（前大阪府立淀川工業高等学校長）

　　　　委　　　員　　中　野　吉　晟（前大阪府立堺工業高等学校長）

　　　　委　　　員　　宮　脇　幸治郎（大阪府立工業高等専門学校副校長�・�教務主事）

　　　　委　　　員　　森　　　　　均（大阪府立生野高等聾学校長）

　　　　　　　　　　　　　　�　　　�����（兼大阪府立だいせん高等聾学校長）

　　　　委　　　員　　山　口　　　禎（大阪府立能勢高等学校長）

　　　　委　　　員　　山　田　　　博（大阪府立交野高等学校長）

　　　　　　�（前大阪府立枚岡樟風高等学校長）

　　　　　　　　　　　　委　　　員　　西　澤　　　爽（大阪実業教育協会専務理事）

　　　　　　　　　　　　　　�総括事務担当　　　　　　　　　（元大阪市立工芸高等学校長）
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